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題目 
コンテンツ入手元として機関リポジトリが果たしている役割 

 
概要 
機関リポジトリとは、大学・研究機関がその構成員の生産したコンテンツを、インター

ネットを介し収集・管理・発信するシステムあるいはサービスである。日本において機関

リポジトリ及びその登録コンテンツは数を増しており、2012 年 11 月現在、公開されたコ
ンテンツ数は 100 万件を超えている。しかしこれらの機関リポジトリで公開されたコンテ
ンツが、日本の学術文献流通の中でどのような役割を果たしているのかは、必ずしも明ら

かになってはいない。本研究の目的は、日本の機関リポジトリがコンテンツ入手元として

どのような役割を果たしているのかを、登録コンテンツの利用とその利用者に及ぼす影響

に関する分析に基づいて検証していくことである。 
本論文は 8章から構成される。第 1章では、本研究の目的と対象範囲を明示した。 
第 2 章は研究全体の分析の枠組みを設定する章である。ここではまず機関リポジトリ出
現の背景となったオープンアクセス運動と、機関リポジトリに関わる諸活動・議論の歴史

をまとめた。 
オープンアクセスとはインターネットを介した学術文献への障壁ないアクセスの実現を

目的とする運動である。これは既に有料の電子ジャーナルで公開済みのコンテンツの、研

究者間での流通をさらに改善することを目指す複数の運動を起源に持つものである。さら

にそれらの運動がオープンアクセスとして一つの形を成した後に、研究者以外の市民にも

学術文献へのアクセスを提供すべきという、パブリックアクセスの議論が現れる。機関リ

ポジトリはこのオープンアクセスとパブリックアクセス、とりわけオープンアクセスを実

現するための、研究者が論文を登録・公開する場として初めは提唱された。しかし機関リ

ポジトリが設置され始めると同時に、電子的に公開済みのものだけではなく、従来は電子

的に流通していなかった紀要等のコンテンツを機関が独自に電子公開する場としても機関

リポジトリを活用しよう、という議論が現れた。 
以上のように議論されてきた機関リポジトリの役割を、本研究ではコンテンツが機関リ

ポジトリ登録以前から電子的に公開済みのものか（公開済みコンテンツ）／登録に際し独

自に電子化されたものか（独自コンテンツ）、主として想定される利用者が研究者・学生等

の学究集団か／学究集団に属さない市民か、という二つの軸により、「オープンアクセス」

（公開済みコンテンツ対象／想定利用者は研究者・学生）、「パブリックアクセス」（公開済

みコンテンツ対象／想定利用者は市民）、「電子出版・電子図書館」（独自コンテンツ対象／

想定利用者は研究者・学生、市民の双方）の三つに整理した。第 3 章以降の各分析は全て
この三つの役割の実現状況を、コンテンツの利活用状況から検証するものである。 
第 3 章では日本の五つの機関リポジトリのアクセスログから、そのアクセス元、アクセ
ス方法、アクセス先コンテンツの特徴を分析した。アクセスせずにコンテンツを利用する
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ことはできないため、アクセス状況の分析は、コンテンツの利活用を分析する際の前提情

報を提供するものと言える。 
分析結果から、アクセス元としては民間プロバイダドメインが多いが、大学・研究機関

からのアクセスもそれに次いで多かった。民間プロバイダからのアクセスの多くは市民に

よるもの、大学等については研究者・学生によるものと考えられる。民間プロバイダから

のアクセスはアクセス方法がサーチエンジンに偏っていること、大学等からはデータベー

ス経由と考えられるアクセスが多かったこともこの推測を裏付けている。コンテンツにつ

いては、雑誌論文等の公開済みコンテンツ／紀要論文等、登録にあたり電子化された独自

コンテンツ双方が、研究者・学生／市民のいずれからもアクセスされていた。登録コンテ

ンツへのアクセスの水準においては、第 2 章で述べた三つの役割すべての存在が示唆され
た、と言える。 
第 4章では雑誌『Zoological Science』掲載論文を機関リポジトリに登録し、その後の被
引用数の変化、既存の電子ジャーナルサイトでのアクセス数の変化を分析した。もし登録

によって被引用数が増えたならば、従来『Zoological Science』を利用していなかった新た
な利用者を獲得し、彼／彼女らが新たな引用を行なったと考えられる。あるいは電子ジャ

ーナルサイトでのアクセス数が減っていたならば、新たな利用者を得たのではなく、電子

ジャーナル利用者が機関リポジトリに移っただけと考えられる。 
分析の結果、機関リポジトリに登録した論文の機関リポジトリでのアクセス数は、電子

ジャーナルサイトでのアクセス数に匹敵する程あった。一方で、登録した論文の登録後の

被引用数、電子ジャーナルサイトでのアクセス数の変化状況は、登録しなかった論文と有

意な差がなかった。機関リポジトリでのアクセスの多くは民間プロバイダから、サーチエ

ンジン経由でアクセスしたもので、多くは市民によるものと推察される。電子ジャーナル

サイトでのアクセスを減らさないまま機関リポジトリで新たなアクセスを得たことは従来

にない新たな読者の獲得を意味しているが、それにもかかわらず被引用数が増えなかった

のは、増えた利用者の多くが市民であったためと考えられる。 
第 5章では学術文献データベース CiNiiのアクセスログから、CiNii利用者のうち機関リ
ポジトリ登録コンテンツへアクセスする者の数・割合とコンテンツの特徴の関係を分析し

た。先行研究から CiNiiは主に学究目的で利用されていることがわかっている。また CiNii
では機関リポジトリ以外でも電子的に提供されているコンテンツ（公開済みコンテンツ）

と機関リポジトリでしか提供されていないコンテンツ（独自コンテンツ）の双方にリンク

が貼られている。すなわち、第 5 章の分析は、研究者・学生による、公開済み／独自コン
テンツ双方の利用状況を検証するものと言える。 
結果から、CiNiiにおいて機関リポジトリは二番目に良く利用されるコンテンツ入手元と
なっていた。また、CiNiiにおいて需要は高いが電子的な本文提供数の少ない、人文社会系・
紀要論文を機関リポジトリは提供しており、高い利用率を得ていた。研究者・学生を中心

とする CiNii利用者にとって、機関リポジトリは他に電子的に提供されていない、独自コン
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テンツを入手する場となっている。 
第 6 章では日本の心理学者を対象に、機関リポジトリに対する認識・行動について尋ね
た質問紙調査の結果を分析した。その目的は第 4 章・第 5 章の結果を、研究者自身の認識
の面から補強することである。質問紙では機関リポジトリの認知、機関リポジトリ登録コ

ンテンツの利用経験等を尋ね、それらと回答者の専門領域や情報行動等との関係を分析し

た。分析の結果、機関リポジトリの認知は専門領域を問わず広がっており、登録コンテン

ツ利用経験者の割合も多かった。しかしその利用とはそれまで電子的な文献入手環境が不

十分であった、教育心理学等での日本語論文入手の場としてのものであった。それに比べ

ると英語で研究を行ない、必要な文献が電子ジャーナル化されている者の機関リポジトリ

登録コンテンツ利用経験は有意に少なかった。日本の心理学者にとって、機関リポジトリ

は今まで電子公開されていなかった日本語論文の電子的入手の場であることがうかがえる。

これは第 5章の結果とも合致するものである。 
第 7 章では研究者・学生以外の市民による機関リポジトリ登録コンテンツの利活用状況
を明らかにする目的で、リンク文脈の分析を行なった。学究目的以外の活動の成果は学術

論文にはならないため、引用にはつながらないが、ブログ等から、機関リポジトリ登録コ

ンテンツに対しリンクすることは市民でも可能である。このリンクの状況を分析すること

で、市民によるコンテンツの活用状況を把握できると考えられる。 
分析対象は京都大学の機関リポジトリ登録コンテンツとした。分析の結果、機関リポジ

トリ登録コンテンツは個人webサイト、Wikipedia、Q&Aサイト等からリンクされており、
市民による活動の中での活用事例の存在が確認された。 
第 8 章は結論を述べる章である。ここまでの分析から、現在の日本の機関リポジトリは
コンテンツ入手元として重要な役割を担っていることが示された。中でもこれまで電子化

されてこなかった、人文社会系・紀要論文等を独自に電子化する「電子出版・電子図書館」

の役割は大きい。また、従来は学術文献へのアクセス環境が不十分であった市民に対し、

コンテンツに触れる機会を提供する「パブリックアクセス」の場としても機関リポジトリ

は大きな役割を果たしている。 
一方、研究者・学生を対象に、電子ジャーナル等で既に公開済みのコンテンツを機関リ

ポジトリでも提供するという「オープンアクセス」の役割については、実際に研究者・学

生に対しそのような役割を果たしていることは、本研究からは示されなかった。ただし、

本研究には手法上の限界もあり、専門分野のデータベース等で発見できないような論文に

ついては、「オープンアクセス」としての利用が存在しても把握できていない可能性がある。

また、今後研究者らの電子ジャーナル購読環境がさらに悪化するか、データベース等から

機関リポジトリ登録コンテンツが発見しやすくなるような方策が実行されれば、本研究の

手法によっても把握できる程度に機関リポジトリにおける「オープンアクセス」の役割が

存在感を増すことも考えられる。 
第 8 章の最後では本研究の結果に基づき、今後の機関リポジトリ政策についての提言を
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述べた。「オープンアクセス」の役割を果たしているとは確認できなかった機関リポジトリ

であるが、一方でコンテンツ入手元としては有効であることも示されている。今後におい

ても、有料の電子ジャーナル掲載論文を「オープンアクセス」にする手段としては、追加

料金を支払って電子ジャーナルサイトでオープンにする方法（ハイブリッド型オープンア

クセス）よりも機関リポジトリの方が妥当と考えられることを指摘し、研究の結びとした。 
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Title 
The Role of Institutional Repositories as a Source of Contents 

 
Abstract 

An Institutional Repository (IR) is a system or a service which collects, preserves, and 
disseminates the intellectual output of academic institutions by using the Internet. As 
of November 2012, in Japan, more than 1,000,000 contents are available via IRs. 
However it has not been identified how the contents in IRs have played the parts in the 
circulation of academic papers. The purpose of this study is to explore the roles of 
Japanese IRs as a source of contents by analyzing the content usage and the impacts on 
its users.  

This paper is composed of eight chapters. The purpose and the general scope of the 
research are explained in Chapter 1.  

Chapter 2 sets the framework for the analysis of the research as a whole after sorting 
out the discussions to date on the Open Access (OA) movement and the activities related 
to IRs.  

OA is the movement aiming at the realization of unrestricted access to scholarly 
journal articles. This movement originated in several activities to improve the 
distribution system of the scholarly articles among the researchers. After such activities 
had grown into the OA movement, the Public Access (PA) began to be brought up for 
discussion, arguing that the access to the scholarly articles should be guaranteed for the 
general public. At the beginning, IR was proposed as an infrastructure aiming at the 
realization of the OA and the PA. However, with more IRs established, some people 
began to expect IRs to play a role as an infrastructure for publishing “original” content, 
such as departmental bulletins, which had not been published as e-journals before. 

In this study, the roles of IRs discussed above were first studied from the viewpoints 
of;  
1. Were the contents already published online before being deposited in the IRs 

(“published contents”), or, digitized uniquely upon the registration of IRs (“original 
contents”)? 

2. Do the expected users belong to a group of “academia” (scholars, students…etc.), or 
to “general public”?, 

then, subsequently categorized into 3 groups below; 
A. “Open Access (OA)” (“published contents” / “academia”) 
B. “Public Access (PA)” (“published contents” / “general public”) 
C. ”Digital Publishing or Digital Library (DP/DL)” (“original contents” / both “academia” 
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and “general public”) 
The realization status of those 3 roles is going to be verified throughout all the analyses 
after Chapter 3.  

In Chapter 3, the usage logs of five Japanese IRs are analyzed to explore the traits of 
the users, the access paths, and the accessed contents. Since it’s impossible to use the 
content without accessing it, the analysis of the usage logs provides the prerequisite for 
studying the content usage.  

From the user group analysis, the majority of IR users was found to be the private 
users, followed by the users from academic institutions. It is assumed that most of the 
private users can be the “general public” and those from academic be the “academia”. 
This supposition is supported by the facts that the accesses by the private users were 
mainly from search engines, whereas the users from higher education institutions 
tended to use some other databases to access IRs. As for the contents, it was found that 
both the “academia” and the “general public” accessed the “published” contents such as 
e-journal articles as well as the “original” contents like departmental bulletin papers. It 
suggests that IRs cover all of three roles explained in Chapter 2 in terms of “access” to 
the contents. 

Chapter 4 evaluates how much impact IRs will have on the e-journal usage and the 
number of citations. First of all, I put the articles of Zoological Science into two 
Japanese IRs. Then the analysis was made of the fluctuation in the number of accesses 
in the original e-journal web site and of citations. If the number of citations increased 
after the article deposit into IRs, the assumption can be made that IRs helped some 
non-users of Zoological Science to read and cite the articles for the first time. But, if the 
number of the article usage in the e-journal site of Zoological Science decreased, it can 
be considered that the users simply changed the source of the contents from the 
e-journal site to IRs.  

The result showed that the articles in IRs got as many accesses as those in the 
e-journal site, which suggests the journals gained new readers. On the other hand, 
comparing the articles deposited in IRs with those not deposited, the results were not 
statistically significant in terms of the number of the citations and the fluctuation of the 
access status in the e-journal site. Many of the accesses to IRs were made with the 
search-engines via some private Internet Service Provider. It seems reasonable to 
think that those accesses were by the “general public” who do not write or cite the 
scholarly articles.  

Chapter 5 discusses the relationship between IRs and the academic journal database 
called CiNii. CiNii is mainly used for the academic purpose. CiNii also provides the 
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links to both the contents digitally published outside IRs (“published” contents) and the 
contents only published in IRs (“original” contents). Thus the analysis in Chapter 5 
explores the usage status of both “published” and “original” contents accessed by the 
“academia”. 

I analyzed the relationship between the attribution of the contents and the 
number/ratio of the CiNii users accessing the contents of IRs based on the usage logs of 
CiNii. The result showed that IR would be the second most popular source within CiNii. 
The high utilization rate of IRs can be attributed to their collection of various 
departmental bulletins in the field of humanities and social sciences, most of which are 
not digitally available in other sources despite of high demand. It can be said that the 
CiNii users, mainly the “academia”, see IRs as a digital publishing infrastructure where 
they can reach the “original” contents. 

Chapter 6 reports the survey result on the awareness and attitudes of Japanese 
psychologists towards IRs. I tested the correlation between the subjects’ recognition and 
experience of IRs and their attributes including the research areas and the information 
behaviors.  

Although it was found that there were quite a few users of the contents in IRs, those 
users accessed IRs in order to obtain the articles in the field such as educational 
psychology where most of the articles have been written in Japanese and less published 
online. This implies that IRs have played a role as a digital publishing infrastructure, 
giving the Japanese psychologists more chances to digitally access the Japanese articles. 
This result is consistent with the result from Chapter 5. 

In Chapter 7, I conducted the analysis of the link context for the purpose of clarifying 
the current state of utilization of the contents in IRs by the “general public.” Although 
the “general public” would not affect the number of citations because they are not the 
writers of the scholarly papers, they can make links to the contents of IRs from their 
blogs or other web sites. Thus the link analysis is essential to explore the utilization of 
the contents in IRs by the “general public”. 

The contents in IR of Kyoto University were selected as the subjects for the analysis. 
Based on the result, it was proved that there were many links to the contents in IRs 
from personal web sites, Wikipedia and Q&A sites within the activities of the “general 
public”. 

In Chapter 8, the overall results and the implications are discussed. The findings 
from the analyses in the previous chapters have revealed that the current IRs in Japan 
have a vital role as a source of contents. The important point to note is that it plays a 
great role as “DP/DL” infrastructure for the bulletins in the field of humanities and 
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social sciences. In addition, it has another essential role as “PA” infrastructure for the 
“general public”. On the other hand, it cannot be argued from the findings in this study 
that IRs could function as “OA” infrastructure.  

For the future IR policy in Japan, some proposals are given at the end of Chapter 8. 
While the role of IRs as “OA” infrastructure was not identified, it was proved that IRs 
have been effectively functioning as a source of contents. The following was pointed out 
in conclusion: For the development of “OA”, IRs will be more appropriate as the 
infrastructure than so-called “hybrid OA” which requires the additional fee to make the 
article freely available in the e-journal site. 
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1. はじめに：本研究の目的と論文の構成 
1.1 本研究の目的 

本研究の目的は、日本の機関リポジトリが学術文献流通において果たしている役割を検

証することである。 
 機関リポジトリとは学術機関が、その機関で生産されたコンテンツを収集・管理・発信

するシステムあるいはサービス、と定義される。この取り組みが現れた背景と登場後の経

緯については第 2章で詳しく扱うが、アメリカで 2002年前後に[1]、日本では 2004年頃か
ら、主として大学図書館による推進の下、普及してきた[2]。2012 年 11 月現在、世界全体
では 1,843[3]、日本国内には 234 の機関リポジトリが存在し、日本の機関リポジトリで公
開されるコンテンツの数は 100万件を超えている[4]。日本の学協会誌掲載論文の調査によ
れば年間に掲載される論文数は 10万件を超える程度と言われており[5]、100万件という日
本の機関リポジトリ登録コンテンツ数が相当な規模であることがわかる。これだけのコン

テンツを公開する機関リポジトリは、既に日本の学術文献流通の中で一定の役割を占める

ものになっていると推測される。このような状況を受け、2012年に発表された科学技術・
学術審議会の審議のまとめでは機関リポジトリを日本の「知識インフラ」と位置づけ、様々

な役割への期待が述べられている[6]。 
 しかし、現在の日本の学術文献流通の中で、機関リポジトリとその登録コンテンツが実

際にどのような役割を果たしているのかは、必ずしも明らかにされてはいない。機関リポ

ジトリの役割に関する議論自体は、第 2 章で詳述するように多数存在するが、その多くは
ある役割を「果たしうる」と論じるものであり、実際に「果たしている」か否かを検証し

たものは少ない。また、オープンアクセス運動等の一部の背景・機能のみに関する議論が

優先されることも多く、現実の状況に基づいた検討も十分なされてきたとは言いがたい。 
既に多くの大学・研究機関が機関リポジトリを構築・運用し、実際に多くのコンテンツ

が公開されている現在においては、「果たしうる」役割に基づくのではなく、現に「果たし

ている」役割の多面的な検討とそれに基づく議論こそが、機関リポジトリに関してより現

実に即した、有効な取り組みを促すものになると考えられる。そこで本研究では日本の機

関リポジトリを対象に、その現実の利用状況等の分析に基づいて、機関リポジトリが現在

果たしている役割について検証していく。このような研究は、現在の日本の機関リポジト

リの意義の理解につながるのはもちろんのこと、今後の我が国の学術情報流通政策を考え

る上でも重要な示唆を与えるものになると考えられる。 
 
1.2 本研究の対象範囲と方法 

1.2.1 本研究で検証する機関リポジトリの役割 

 一口に「機関リポジトリの役割」と言っても、その内容については様々にありうる。機

関リポジトリが提唱されだした当初は、主として機関によるコンテンツの「収集・管理・

発信」のうち「発信」の部分に重きが置かれていたが、最近では機関による「収集・管理」
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に着目した取り組みも多く、機関あるいは研究者の業績評価用のデータ収集に機関リポジ

トリを用いる試みや[7][8]、ファイルのバージョン管理等を行なうことで研究者のための執
筆サポートアプリケーションとして機関リポジトリを使う試みもある[9]。このような新た
な取り組みの中には必ずしもコンテンツが機関外の誰かに利用されることを前提としない、

機関内部あるいは著者自身の利用を主目的としているものもある。 
 その中で本研究では機関によるコンテンツの発信に関する部分、利用者側から見れば「コ

ンテンツの入手元」としての機関リポジトリの役割を検証する。コンテンツの発信に関す

る役割は上述のとおり、機関リポジトリが現れた当初から提唱されてきたものである。業

績評価等の新機能はまだ一部の機関リポジトリでしか実装されていないものが多いが、コ

ンテンツの入手元としての機能は公開されている全ての機関リポジトリで実現されている。

実際に既に多くのコンテンツが登録・公開（発信）もされており、「果たしうる」役割の可

能性の議論ではなく、実際に「果たしている」役割を検証できるのは、現段階ではコンテ

ンツの入手元としての機関リポジトリについてのみであると本研究では考えた。 
 しかしコンテンツ入手元としての役割に限った場合でもなお、機関リポジトリが果たし

うる可能性は広く、なんらかの枠組を設定しなければその役割を議論することは難しい。

もちろん、単に登録コンテンツ数やそのアクセス状況を論じるだけならば枠組設定等はな

くとも行なえる。しかしほとんどの場合、機関リポジトリはなんらかの目的を持って設置

されている。その目的は研究者同士の文献流通の改善であったり、研究者以外の人々への

学術文献へのアクセス提供であったりと多様にありうるが、いずれの場合も単に多くのコ

ンテンツが登録されていて多くのアクセスがあればそれで良いというのではなく、設置目

的が達成されていることを示すようなアクセスや利用が行なわれているのかを知る必要が

ある。設置目的は設置機関それぞれに存在すると考えられるが、本研究ではこれを第 2 章
において、過去の機関リポジトリに関わる議論に基づいて大きく三つに整理した。詳細は

第 2 章に譲るが、本研究ではこれらの過去の議論から導かれた役割について、現在の機関
リポジトリにおいて実現されているか否かを検証していくこととする。 
 
1.2.2 役割を果たしているか否かの判断方法 

 機関リポジトリにおいて、ある役割が果たされているか否かはどのようにして判断する

ことができるのか。一つには想定利用者や設置・運営者の間での機関リポジトリの認知状

況・意識を調査する方法がありうる。この点では欧州委員会（EC）の支援下で行なわれた
PEER Behavioural Researchなどの先行研究も存在し、主たる想定利用者である研究者は、
機関リポジトリに対し既存の学術文献流通を補完する役割を期待していることが明らかに

なっている[10]。また、現在機関リポジトリに登録されているコンテンツの性質と量を分析
するといった方法も考えられる。 
しかしこれらはいずれもある役割の必要性や、ある役割を果たす準備ができているかを

示しているのであって、役割が果たされていることそのものを示すものではない。前者に
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ついては調査対象となった研究者にとっての「期待される役割」像を明らかにするもので

あり、その実現の状況を調べたものではない。後者のコンテンツの登録状況についても、

発信を前提とする役割であればいずれも、登録されたコンテンツが利用されること（受信

されること）によってはじめて実現できたということができる。利用されないコンテンツ

が大量に登録されていてもそのコンテンツ群に期待された役割が果たされているとは言い

難い。 
逆に言えば、登録されたコンテンツ群が実際に期待される利用者に受信され（利用され）、

さらに利用によって期待されていたような効果が得られていたとするならば、機関リポジ

トリは期待される役割を果たしている、と言うことができるだろう。例えば研究者同士で

の文献流通改善が目的である場合、機関リポジトリに登録された論文を研究者が利用し、

その内容に基づいて新たな研究成果が生み出されていたとすれば、機関リポジトリは期待

される役割を果たしていると言える。研究者以外の人々への学術文献へのアクセス提供が

目的であった場合には、実際に研究者以外の人々がアクセスしていること、その中にはコ

ンテンツの内容を理解し、自身の活動に役立てている人がいることを示すことができれば、

機関リポジトリはその役割を果たしていたと言えよう。このようにコンテンツの利用と、

場合によってはその利用が産み出した成果、言い換えれば機関リポジトリ登録コンテンツ

が学術研究、あるいは社会に対して及ぼす影響こそが、機関リポジトリの果たしている役

割を最も端的に示していると考えられる。そこで本稿では登録コンテンツの利用とその影

響という観点から、複数の異なる手法を用いて機関リポジトリの役割を調査・分析し、多

面的に明らかにしていく。このような機関リポジトリ登録コンテンツの利用とその及ぼす

影響という観点からの調査は、単発的な利用状況の調査があるのみで、従来ほとんど行な

われてこなかったものであり、本研究の結果は大きな意義を持つものと考えられる。 
 
1.3 本論文の構成 

 第 1章ではここまで、本研究の目的と対象範囲、研究の方針について概略を述べた。 
 第 2 章では前述のとおり、機関リポジトリ及びその登場の背景となったオープンアクセ
ス運動の歴史を振り返ると共に、欧米諸国と日本を中心に機関リポジトリの現状について

概観する。さらにコンテンツの入手元としての役割を中心に、機関リポジトリの役割に関

しどのような議論がなされてきたかをまとめる。これらの歴史的経緯・現状・過去の議論

を踏まえ、コンテンツ入手元としての機関リポジトリの役割がその想定する利用者（研究

者・学生等の学究集団に属する者か、それ以外の市民か）と登録されるコンテンツ（機関

リポジトリ登録以前から既に電子ジャーナル等で電子的に公開済みのものか、機関リポジ

トリ登録にあたって独自に電子化・公開されたものか）によって、「オープンアクセス」「パ

ブリックアクセス」「電子図書館・電子出版」の三つに整理できることを示す。以下の各章

ではこの三つの役割が果たされているか否かを、コンテンツの利用とその影響に関する分

析から検証していく。 
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第 3 章では日本の五つの機関リポジトリに登録されたコンテンツのアクセス状況につい
て、アクセス元、アクセス方法、利用先コンテンツの特徴、という点から分析を試みる。

電子ファイルへのアクセスは、アクセスされたコンテンツが実際に読まれたかはわからな

いためそのまま利用を示すものではないが、一方でアクセスせずに登録コンテンツを利用

することは不可能であり、アクセス状況の分析はその後のコンテンツの利用や利用による

影響を分析する前段階、いわばこの先のすべての調査の基盤となるものである。分析結果

から、アクセス元としては個人の自宅等の民間プロバイダドメインが多いものの大学・研

究機関等ドメインからのアクセスも一定数存在すること、サーチエンジンの検索結果から

直接本文を閲覧する利用が多いが、利用者のドメインによってアクセス方法には異なる傾

向があること、国内からは日本語・海外からは英語コンテンツへのアクセスが多いこと、

テキストデータが付与されている場合には学位論文・紀要論文等の機関リポジトリ登録時

に初めて電子化されたコンテンツと雑誌論文等、他でも電子的にアクセスできるコンテン

ツの双方が一定のアクセスを集めていること等を示していく。 
第 4 章では機関リポジトリへの登録が学術雑誌論文の被引用数と電子ジャーナルアクセ
ス数に与える影響について、日本動物学会発行誌『Zoological Science』を用いて行なった
実験の結果を分析する。これは機関リポジトリ以外でも電子的に公開されているコンテン

ツについて、機関リポジトリでも公開することの影響を調査するものである。分析の結果

から機関リポジトリ登録コンテツは機関リポジトリ上で多くのアクセスを得た一方で、電

子ジャーナルサイトのアクセス数は減らず、また被引用数が増える効果もないことを示す。

その理由として電子ジャーナル利用者と機関リポジトリ利用者の層が異なること、すなわ

ち機関リポジトリ登録コンテツは従来その雑誌を利用していた研究者ではない、多くは研

究者以外の市民と考えられる人々によって利用されていたことを明らかにする。 
では機関リポジトリにコンテンツを登録しても研究者は利用しないのか。この点を明ら

かにすることを目的に第 5 章、第 6 章ではそれぞれ異なる形で研究者・学生等の学究集団
における機関リポジトリの貢献を分析する。まず第 5 章では NII が運営する論文データベ
ース・CiNiiのアクセスログの分析から、CiNii上で機関リポジトリが本文提供等にどの程
度貢献しているか、その際にどのようなコンテンツの本文提供に最も貢献しているかを分

析する。さらに CiNiiから機関リポジトリにアクセスした利用者が、どの程度本文までアク
セスしているのかを、他のアクセス方法と比較しつつ論じる。結果から、機関リポジトリ

登録コンテンツは CiNiiのサーバ内に本文ファイルが登録されている場合に次いで、利用さ
れる頻度が多く、特に他の情報源では電子的に提供されていない人文社会系・紀要論文に

おける貢献度が高いことが判明した。また、CiNiiから機関リポジトリにアクセスした者は
他のアクセス方法に比べ本文までアクセスする割合が高く、高い文献需要を持った利用者

であることが示された。CiNiiを主に利用するような研究者・学生にとって、機関リポジト
リはコンテンツの入手元、それも他では電子的にアクセス出来ないコンテンツの入手元と

して大きな役割を果たしていると考えられる。 
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 さらに第 6 章では第 5 章で CiNii 経由で機関リポジトリ登録コンテンツがよく用いられ
ている分野であることが判明した、心理学者を対象に、機関リポジトリの認知や利用状況

を質問紙調査から分析する。これは第 5 章で見た紀要論文・人文社会系論文への需要の高
さを、研究者自身の認識・行動の点から補強することを試みるものである。分析の結果か

ら、英語で研究活動を行ない、必要な文献を電子ジャーナルとして入手でき、オープンア

クセス運動関連の認知度も高い実験心理学分野では機関リポジトリの利用が少なく、日本

語で研究を行ない、必要な文献が必ずしも電子化されておらず、オープンアクセスに対す

る認知度は低い教育心理学分野等でむしろ機関リポジトリの利用経験者が多いことがわか

った。5章の結果ともあわせて、研究者・学生の中で、機関リポジトリによりはじめて電子
的に提供されるコンテンツが良く利用されていることが示されたと言える。 
第 4～6章は主として研究者・学生における利用を見るものであるが、第 7章ではそれ以
外の市民の活動に対する機関リポジトリ登録コンテンツの影響を見ることを目的に、機関

リポジトリ登録コンテンツのリンク分析を行なう。分析の結果からコンテンツの種別を問

わず、市民の活動の中でも様々な形で機関リポジトリ登録コンテンツが利用され、時には

新たな成果につながっていることを示す。 
 第 8章では第 2章の議論の整理を前提に、第 3～7章までの結果の総括を行なう。五つの
調査・分析の結果から、現在の日本の機関リポジトリが実現している役割について、第 2
章で示した役割の整理に則って考察していく。 
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2. 機関リポジトリの歴史的背景と現状、その役割の整理 
 本章の目的は機関リポジトリが現れるに至った歴史的背景と、登場から現在に至るまで

の事実・議論の流れをまとめ、そこからこれまで機関リポジトリに期待されてきた／現在

期待されている役割について整理することである。第 1 章で述べたとおり、本研究全体の
目的はコンテンツの入手元として機関リポジトリが果たしている役割について、コンテン

ツの利用状況とその利用者に与えた影響に基づいて検証することである。その中で本章は、

機関リポジトリの役割として検証すべきものを絞り込み、後の章における研究の枠組を設

定する章と位置づけられる。 
 以下、2.1節では機関リポジトリについての議論に入る前に、機関リポジトリが現れるに
至った背景として最も影響の大きかったオープンアクセス（OA）運動について概観する。
その歴史的経緯を踏まえた上で、2.2節では機関リポジトリの起源とその定義、諸外国及び
日本における機関リポジトリの現状をまとめる。2.3 節では 2.1 節、2.2 節でまとめたこれ
までの経緯と現状に加え、人々が機関リポジトリに期待する役割としてこれまでどのよう

なものが述べられてきたかを確認し、その役割が登録コンテンツと想定利用者の観点から

整理できることを示していく。 
 
2.1 オープンアクセス運動 

OA運動は近年の学術情報流通に関わる主要な論点の一つである。その目的はインターネ
ットを介して、雑誌掲載論文等の学術文献に誰もが障壁なくアクセスできる環境を実現す

ることである。機関リポジトリも当初はこの OA の実現手段の一つとして提唱されだして
おり、OA運動に関する議論を知ること抜きに機関リポジトリの役割を考えることは難しい。
そこで本節ではまずOA運動の背景、その集約点となったBudapest Open Access Initiative
（BOAI）[1]の概要と OAの定義、BOAI以後の OAの 3項にわけて OA運動の概要を見て
いく。 
 
2.1.1 オープンアクセス運動の背景 

OA運動は 1980～1990年代の学術情報流通環境の変化を背景に現れた複数の活動が、
2001年にハンガリー・ブダペストで開催された会議とその内容をもとに 2002年に公開さ
れた文書（BOAI）を契機に一つの運動に集約されたことで生まれたものである。具体的な
OA運動の背景としては、(1) 学術雑誌の価格高騰への対応、(2) プレプリントとその電子的
流通、(3) 発展途上国における学術情報流通の改善、等が挙げられる 1

 
。 

 

                                                   
1 その他に情報通信技術の進展とインターネットの普及も OA実現の前提条件となるが（詳
細は 2.1.2で述べる）、それらの技術の歴史的な経緯についてまで説明することは本稿の範
囲を逸脱すると考え、以下では OAに深く関わるもの以外は触れないこととした。 
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(1) 学術雑誌の価格高騰への対応 

 1980年代から北米の学術図書館においてはシリアルズ・クライシス（雑誌の危機）と呼
ばれる、学術雑誌タイトルの価格高騰が問題視されるようになった 2

通常の市場経済であれば、価格の上昇に伴って商品への需要が減少する、あるいはより

価格の安い代替品に需要が移ることにより、価格のバランスが保たれる。しかし学術雑誌

の場合にはこれが成り立たない。理由の一つは学術雑誌及び論文の商品としての特殊性で

ある。学術論文の最も重要な成立要件はその独創性にあり、同じテーマに関するものであ

ってもある論文は別の論文、ある雑誌は別の雑誌の代替にはなりえない。そのため学術雑

誌においては価格競争が原則成り立たないのである。また、もう一つの要因として価格上

昇に対する需要が非弾力的である、ということが指摘される。前述のとおり現在の学術雑

誌の主な購読主体は図書館等の機関である一方、実際に雑誌を利用するエンドユーザは研

究者や学生である。購入者と実際の利用者が分離されていることにより、雑誌の価格が上

がってもそれが（見かけ上）影響しない利用者の需要は下がることがない。利用者から購

。このような状況が起

こった一因として、土屋は第二次世界大戦後の冷戦期に、軍事力・経済的競争力の強化を

図った国々において研究のための資金提供が増大したことを指摘している。これによって

研究従事者が増大するとともに、その採用・昇任のための成果発表への圧力も増加し、学

術論文の量が増えた。その結果、雑誌タイトルあたりの掲載論文数が増え、タイトル当た

りの価格が上昇し、個人の支払い能力を超えることになった。そうしてまず研究者個人に

よる雑誌の購読が急激に減少し、図書館等による機関購読の占める割合が増加した。より

少ない主体で総コストを担うことになり、タイトル当たりの単価が値上がりすることにな

る。費用負担が機関の支払い能力をも上回った場合には機関購読数も減ることになり、減

少分を補うためタイトル単価は値上がりし続ける。さらにタイトルあたりの単価が上昇す

るだけでなく、新創刊雑誌への対応も必要となる。それに伴い既存購読誌の購読中止が起

こることから、雑誌の価格高騰と図書館の費用負担増は際限なく続くことになる[7]。 

                                                   
2 学術雑誌価格の高騰が「シリアルズ・クライシス」と呼ばれ問題化したのはこの頃である
が、雑誌価格の上昇自体はそれ以前から続いていた。米国図書館協会では 1962年以降毎年、
『Library Journal』誌上で逐次刊行物の価格の推移を報告しているが、1962年の時点で別
の調査に基づく 1947-1949年の値[2]に比べて 63.5%平均価格が上昇していたことを報告し
ている（年率に換算すると 4%程度ずつの上昇）[3]。1970年の報告では 1957-1959年に比
べて年率 9.3%ずつ[4]、1979年の報告でも 1970-1979年を通じて年率平均 13.4%ずつ雑誌
価格が上昇していたとされている[5]。1960年代以前の上昇率はやや低いが、1960年代以
降はほぼ一貫して学術雑誌価格は年率 10%前後の上昇を繰り返してきたと考えられ、その
理由は本文中に示したとおりである。それが 1980年代以降に特に問題化した理由としては
物価の伸びが追いつかなくなったことや図書館の予算の限界の他に、雑誌が安価な頃には

年率 10%程度の伸びであれば大きな問題とならなかったが、それが繰り返されたことで価
格が指数的に高騰したことも原因であると考えられる。例えば 1962年から一貫して 10～
13%ずつ価格が上昇したとすると、2011年には雑誌価格は 1962年の約 100～400倍に達す
ることになるが、『Library Journal』で報告されている 2011年の雑誌価格は 1962年に比
べてこの範囲に収まっている[6]。 
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入の要望がなされた場合、購読エージェントである図書館はできるかぎり対応せざるをえ

ず、結果として値段が上がっても購読を継続し続けざるをえない、ということになる[8]。 
 加えてこの時期には学術出版市場の大手商業出版者による寡占化も進行した。従来、学

術論文の多くは学協会が発行する雑誌に掲載されていたが、論文数の増大とともにそれだ

けでは生産される論文のすべてを収容できなくなり、新たな流通経路が求められた。この

需要に応えるために、特に STM（科学、技術、医学）分野において商業出版者が学術雑誌
市場に積極的に進出したのである。これら商業出版者は既存の学協会刊行タイトルを吸収

するとともに、合併・買収も積極的に進めた[8]。このような大規模化は株式市場からの資
金調達を意図したものであるとも指摘されている[7]。その結果、現在では学術雑誌出版市
場の多くは少数の大手商業出版者が担うこととなった。英国議会下院の Science and 
Technology Committeeの 2004年の報告によれば、STM分野の出版市場の約 3分の 2は
大規模商業出版者が占めていた、という[9]。また、国立大学図書館協会コンソーシアムに
よる契約実態調査によれば、Elsevier、Springer、Wiley-Blackwellの大手 3社で国立大学
の外国雑誌購入経費の約 4分の 3を占めていたという報告もある[8]。買収・吸収による価
格上昇の事例も多く、例えば Elsevier社による Pergamon社の買収においては買収前後で
旧 Pergamon社のタイトルは 22%値上がりしていた[10]。 
 このように、もともと値上がりする要因をはらんでいた学術雑誌市場において、同時に

寡占化も進んだことで生じた現象がシリアルズ・クライシスである。北米研究図書館協会

のデータによれば 1986年から 1999年の間に研究図書館による雑誌に対する支払い単価は
207%の上昇を示している[11]。また STMレポートによれば 1986年から 2004年にかけて
米国の消費者物価指数は年間上昇率 3.3%であったのに対し、学術雑誌価格の年間上昇率は
7.6%と 2倍以上にもなっていた[12]。日本においては 1990年代の後半において問題が顕在
化し、多くの大学図書館等において外国雑誌の継続購入が困難になった[13]。学術雑誌総合
目録データベースに基づく日本の図書館の外国雑誌受入れタイトル数の調査によれば、日

本の大学図書館・研究図書館が受け入れている異なりタイトル数は 1988年に 38,477タイ
トルで最大に達して以降、1996 年まで減少を続けている[14]。また、大学図書館実態調査
結果報告に基づく星野の調査によれば、国立大学図書館全体が購入している洋雑誌の延べ

タイトル数は 1991 年の約 18 万タイトルをピークに減少しており、特に 1997 年以降の減
少が顕著であったと指摘されている[15]。一方で安達らによればこの間、日本の大学図書館
における資料購入費はほぼ一貫して増加していることも指摘されており、日本もシリアル

ズ・クライシスの影響を顕著に受けていたことがわかる[16]。 
このシリアルズ・クライシスに、多くの図書館はコンソーシアム契約とビッグ・ディー

ルと呼ばれるモデルによって対応してきた。コンソーシアムとは partnershipを意味するラ
テン語を起源に持つ言葉であり、図書館用語として確立したのは1972年のことであるいう。
「図書館コンソーシアム」という言葉の明確な定義はなく、図書館ネットワークや図書館

システムと同義に扱われることもあるが、コンソーシアム契約といった場合には電子ジャ
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ーナルやデータベースのような電子情報源の共同購入を指す[17]。シリアルズ・クライシス
が顕在化した時期には同時に電子ジャーナルが加速度的に普及しており、この二つの状況

への対応を迫られた大学図書館は、コンソーシアムによる電子ジャーナルの共同購入体制

を確立する戦略をとるようになる。複数の図書館がコンソーシアムを形成することで、共

同体全体の購買力と出版者との交渉力強化を図ったのである[8]。また、ビッグ・ディール
とはある出版者が刊行するすべての電子ジャーナルにアクセスできる契約モデルである。

このモデルにおいて、大学は契約開始時点に購読していた雑誌に対する支払額を基本とし

て、それに購読していなかった雑誌にもアクセスするためのわずかな料金を上乗せするこ

とで、全タイトルにアクセスする権利が得られる[18]。ビッグ・ディールは現在の電子ジャ
ーナル契約において主流のモデルであり、主要な学術出版者とのコンソーシアム契約は全

てビッグ・ディールが基本となっている。前述のように国立大学図書館が購読する冊子版

の洋雑誌タイトル数は 1990年代から減少の一途をたどっていたが、電子ジャーナルについ
ては国立大学において電子ジャーナルコンソーシアムが成立した 2000年以降、急速に平均
購読タイトル数が増加している。これにより学術情報へのアクセス環境も大幅に向上した

と考えられ、例えばNACSIS-ILLのログデータから日本の文献複写の状況を調査した小山
によれば、シリアルズ・クライシスの影響で 1990年代に増加の一途をたどっていた洋雑誌
への文献複写依頼は、1999 年度をピークに減少に転じ、2010 年度にはピーク時の 4 割程
度の件数となっていた。その主な要因はコンソーシアムを通じたビッグ・ディール契約に

よる洋雑誌へのアクセス環境改善であると小山は指摘している[19]。 
しかしコンソーシアムとビッグ・ディールがシリアルズ・クライシスによる購読タイト

ル数の減少を補った一方で、雑誌の値上がりという問題自体は解決できていない。コンソ

ーシアム契約においては出版者との協議によって価格の値上げ率の上限を定めることはで

きても、値上げそのものを止めるには至っていない。ビッグ・ディールも元来、「少し多く

支払うことで、ずっと多く得ることができる」[20]仕組みであって、元々購読していた雑誌
分の値上がりが続く限り図書館の支出額は継続的に上昇する。特にビッグ・ディール契約

については値上がり分が払えず離脱した場合、支出額はわずかしか変わらないのにアクセ

ス可能なタイトル数は激減するという、リスクの高いモデルであることもしばしば指摘さ

れる。 
そこで価格の値上がりに対応するのではなく、雑誌価格の値上がり自体を抑えようとい

う取り組みが現れた。その一つが 1998年に北米研究図書館協会が立ち上げた SPARC
（Scholarly Publishing and Academic Resources Coalition）プロジェクトである。SPARC
発足時の目的は学術雑誌の価格上昇圧力に抵抗するために、学術出版市場での競争を促進

することであり、新規の出版事業に市場参入機会を与えるための協力等をその事業として

いた[21]。シリアルズ・クライシスの一因として述べた少数の商業出版者による寡占状態を
崩すことで価格上昇を抑えようとしたのである。具体策としては商業出版者が発行する高

価な有力雑誌に対抗する新雑誌の創刊支援等が行なわれた。その一つとして米国化学会が
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1999年に創刊した Organic Letters（Elsevier社の Tetrahedron Lettersの対抗誌）は
Tetrahedron Lettersの 4分の 1程度の年間購読料ながら、被引用数に基づく雑誌の評価指
標であるインパクトファクターにおいては Tetrahedron Letters誌を上回る等、一定の成果
を収めた[22]。2010年現在では両誌のインパクトファクターは Organic Lettersが 5.250
であるのに対し Tetrahedron Lettersは 2.618と大きな差がついている[23]。 
しかし雑誌としては SPARC支援誌は一定の成功を収めたものの、商業出版者の「足場を
揺るがすには程遠」く[24]、雑誌価格の値上がり抑制効果は薄かった。前述のように学術論
文・学術雑誌はその独創性が主要な成立要因であり、同一テーマについて二つの雑誌があ

っても、一方は他方の代替になりえず、結局は両方購入する必要があるためである。そこ

で SPARCが次に注目したのが OAであり、その実現手段の一つである機関リポジトリであ
った。BOAI に署名した SPARC 事務局長（当時）Richard Johnson は、BOAI 公開後の
2002年に機関リポジトリに関する記事の中で、機関リポジトリが「学術情報流通の新しい
チャンネルを確立することで商業出版者の寡占状況に競争をもたらす」と述べており[25]、
その意図がシリアルズ・クライシスと商業出版者への対抗にあることがわかる。 
同様に出版者への対抗としてOAを志向する団体としては 2000年に研究成果への自由な
アクセスを目指し設立された科学者団体 PLoS（Public Library of Science）がある。設立
当初、PLoSは出版者に対し、出版後一定期間内に論文を無料公開することを求め、応じな
い出版者に対しては 2001年 9月から投稿、編集、査読をボイコットし、個人購読を中止す
るよう研究者に呼びかけた[26]。この提案には 2001年 8月末時点で 2万 7千人以上[27]、
最終的には世界 180 カ国から約 3 万 4 千人分の署名が集まった[26]。しかし実際には応じ
る出版者もボイコットを行なう研究者もおらず、ボイコットは失敗に終わった。この PLoS
もまた BOAI の署名に参加し、後に OA の手段の一つである OA 雑誌を刊行する団体へと
方向を転換していく[28]。 
このように、学術雑誌価格が高騰していく中で、その一因である商業出版者による寡占

を崩そうという動きは OAの背景の一つであり、特に SPARCをはじめ大学図書館において
は最も重要な文脈であると言える。 

 
(2) プレプリントとその電子的流通 

 OA運動が生まれるもう一つの背景として、物理学分野を中心としたプレプリントの電子
的流通の実現が挙げられる。プレプリントとは出版前の雑誌論文の原稿コピーであり、雑

誌論文の著者が論文の投稿後もしくは受理後に、個人的に同じ分野の研究者に配布するも

のである[29]。その配布目的は基本的には同僚である研究者から批判的なフィード・バック
を受け取ることであるが、学術雑誌のタイムラグが大きくなるにつれ、雑誌が出版される

かなり以前に、比較的完成された形で論文が入手できるメディアとして重用されるように

なった[30]。数学や物理学ではこのプレプリントが従来からよく利用されており、例えば
1974年に日本の素粒子物理学分野で行なわれたプレプリント利用実態調査によれば、研究
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者の 84.8%がプレプリントが重要だと回答しており、また回答した研究室の 43%がプレプ
リントを必ず作成・配布していた[31]。 
 このプレプリントの交換を電子的に行なうことを目的に、ロスアラモス国立研究所の

Paul Ginspargは 1991年に E-print archiveを開設した（後に arXivと改称）。それまで「特
権を有する一部の研究者のために」「相当な時間と労力を費やして」行なわれていた印刷版

のプレプリント交換が、arXivによって「ネットワークにアクセスできる世界中のすべての
研究者が」「論文を投稿し、読むことができる」ようになった、と 20 年後の回想の中で
Ginsparg は述べている[32]。そうは言っても開設当初は高エネルギー物理学研究者数百名
が対象であり、年間 100 件程度の論文投稿を受け付けることを考えていたという。しかし
実際には arXiv の試みは物理学者を中心に当初の予想よりはるかに多くの研究者に受け入
れられ、論文投稿数は毎月増加し、利用分野も多様化した。2011年 8月 3日時点では全体
で約 694,000 の論文が arXiv にアップロードされており、内訳は高エネルギー物理学分野
の 150,123件を筆頭に、物性物理学 125,157件、宇宙物理学 123,902件などの物理学分野
のほか、数学（125,689件）、コンピュータ科学（28,326件）などからも多くの投稿がある。
毎年 75,000件の論文が追加され、週約 40万人の利用者が約 100万件の論文をダウンロー
ドする、巨大サイトとなっている[32]。日本の物理学者を対象とした松林らの調査によれば
理論研究者・若手研究者の間で arXiv の利用が盛んであり、その理由としてもともと少し
でも早く学術情報を入手する手段としてプレプリントが重視されていたことと、印刷物と

してのプレプリントを利用できなかった研究者も簡単にアクセスできる電子メディアであ

ることを挙げている[33]。プレプリントは有用な情報メディアであるが、著者が選択的に配
布するものであるため、著名な研究者・機関に多く集まり、そうでない若手研究者には入

手が困難なものであった [34]。前述のようにこのような状況を改善することもまた
Ginspargの目論見であり、arXivはこれを実現したと言える。 
このように既に印刷版でのプレプリント文化が存在し、「迅速さ」[28]への欲求があった
ことが、arXivの成功の背景にある。しかし arXivが開設され、普及しはじめたのはまだ電
子ジャーナルが草創期にあり、どのように普及していくのか見えない時期であった。その

中で arXivの存在と Ginspargによる喧伝は「ギンスパーグ・ショック」と呼ばれるほどの
影響力を持ち[28][33]、他の様々な試みのきっかけとなった。 

arXiv に影響を受けた最たる例の一つは認知科学者、Stevan Harnad による一連の活動
である。Harnadが 1994年にバージニア工科大学が運営する電子ジャーナル・メーリング
リストで行なった「転覆計画」（あるいは「破壊的提案」）と呼ばれる投稿は、OA運動の「有
力な源流の一つ」である[28][35][36]。この中で Harnadは学問的な成果の大半を占める論
文執筆の目的は「公にする」ことそれ自体であり、世界各地に点在する科学者、学者仲間

といった同僚の目に触れ、関心を惹き、後続研究の礎となることである、と指摘する。値

札を付けて出版するのはコスト発生を伴う紙媒体での出版しか選択肢がなかったためであ

る。電子出版が可能になった時代においては研究者自身がプレプリントや査読後の論文を
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公表することができ、査読文献はその本拠地から発信され、かかる経費は必要最低限の実

費に最適化される（つまり無料になる）、というのが Harnad の主張である[37][38]。この
投稿の中で Harnad は物理学の arXiv の成功を引用しており、さらに他の分野への拡大可
能性を指摘している。「転覆計画」はオンライン上で大きな議論を引き起こし、後に本とし

てまとめられ、「胎動期の OA 運動の事実上の宣言書となった」[35]。また、Harnad 自身
も「転覆計画」公表後も研究者自身による論文公開に関する運動を積極的に繰り広げた。

最初期から BOAI に参加し、その手段の一つであるセルフ・アーカイブの熱心な提唱者で
あるとともに、最も普及している機関リポジトリソフトウェアである Eprints の開発や研
究機関や助成機関による OA 義務化の流れにおいても Harnad の果たした役割は大きい。
Harnadの特徴は学術出版を「秘教的」（esoteric）と表現するなど、あくまで学者コミュニ
ティの中で閉じたものであると考えている点であり、その目的はあくまで研究者間での情

報流通の最適化にある。 
同様に arXiv の影響を受け、後の OA 運動の源流となったものにノーベル生理学賞受賞
者である Harold Varmusによる活動が挙げられる。Varmusは米国国立衛生研究所（NIH）
所長であった 1999年に生物医学分野論文の中央集中型電子アーカイブ、「E-Biomed」を提
案した[39]。これは arXiv と同様にプレプリントと査読済み論文の双方を電子的に保存し、
誰もが料金を負担せず利用できるシステムの提案であり、管理はNIHが行なうとしていた。
この提案は科学者からは広い支持を得た一方で、学会や学術雑誌編集者からは強い反対が

なされ、うまくはいかなかった。生物医学分野では 1960年代にも紙媒体のプレプリント公
開プロジェクトが学術雑誌の強い反対によって頓挫したことがあり、その主な理由は「学

術出版を崩壊させる恐れ」と「査読、編集されない情報が流通することの弊害」であった[28]。
特に後者に対する危機感は強く、『New England Journal of Medicine』の編集者（当時）
Ingelfinger が定めた「どのような形であれ、学術雑誌査読前にその情報が公開された場合
には、学術雑誌は投稿を認めない」という方針[40]は「インゲルフィンガー・ルール」と呼
ばれ、生物医学分野の基本姿勢になっていた。少数の研究者間で比較的自由なやり取りが

行なわれていた高エネルギー物理学分野等と異なり、多数の研究者が参加し（すなわち必

ずしも研究者がお互いを把握できるわけではない）、かつ臨床とも関わるため研究者以外の

読者（医師等）も想定される生物医学分野においては、査読前の情報が流通することへの

危機感が高くなるのは必然とも言える。結局、E-Biomedは研究者自身がプレプリントや査
読済み論文を投稿するシステムではなく、学会や商業出版者が、雑誌刊行後一定期間内に

論文をアーカイブするシステム、「PubMed Central」へと方向を転換した。PubMed Central
は 2000年に運用が開始されたものの、当初はわずかな雑誌しかこの試みに応じず、ほとん
ど注目されなかった。これを受け Varmus 自身は出版者に対し圧力をかける必要があると
考え、(1)で述べた PLoSへと活動を転じ、E-Biomedとは異なる形で OA運動に関わってい
く[35]。また、PubMed Centralも後に研究助成機関による OA義務化の手段として、再び
注目を集めることになる（PubMed Central と研究助成機関による OA 義務化については
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2.1.2で詳述する）。 
生物医学分野以外にも、経済学分野の RePEc、社会科学分野全般を扱う SSRN、心理学
分野の CogPrints など、多数の分野別電子アーカイブの試みが行なわれている。その多く
は arXiv の影響をなんらかの形で受けていると考えられる。多くの電子アーカイブが設立
されたことを受け、1999年にはそれら多様なアーカイブ間の相互運用性確立を目的とする
会議が米国・サンタフェで開催された（その発起人の 1人は Ginspargである）[41][42]。
この会議をきっかけに設立された Open Archives Initiative（OAI）と、OAIが定めたメタ
データ収集プロトコル（規約）である Open Archives Initiative Protocol for Metadata 
Harvesting（OAI-PMH）は後の OA運動、とりわけセルフ・アーカイブの中で重要な役割
を果たすことになる。 
しかし物理学分野以外では結局、arXivほど成功した電子アーカイブは現れていない。こ
の点について倉田は arXivは基本的に「プレプリント・サーバ」、すなわちプレプリントの
電子的流通手段であることを指摘している。その目的は「アーリーアクセス」（雑誌等で発

表する以前の公開）の実現にあり、既に雑誌等に公開された査読済み論文の公開はあくま

でこれに付随するものである。「転覆計画」の時点では遅れていた出版者による電子ジャー

ナル整備が後に進んだこともあり、プレプリント文化がない分野において arXivのような
電子アーカイブが展開していくことは難しいのではないか、と倉田はしている[28]。物理学
分野以外で比較的成功している電子アーカイブとしては RePEcが挙げられるが、その登録
対象も、経済学分野における学術雑誌掲載前の成果流通手段であるWorking Paperであり、
プレプリントと同様の役割を果たすものである。arXivの成功はプレプリント文化に根ざし
たものであり、同様の文化がない分野には広がりにくいものと考えられる。 
このように arXiv のモデル自体は他分野にそのまま当てはめられるものではないが、

arXivの影響を受けた種々の活動（「転覆計画」、PubMed Central、OAI-PMH等）は後の
OA運動において重要な要素となっていく。そしてそれらの取り組みに共通する背景はプレ
プリントの電子的流通、すなわち研究者間での迅速な情報流通がインターネットと電子ア

ーカイブによって実現する、という考えであった。 
 
(3) 発展途上国における学術情報流通の改善 

OA運動につながる三つめの背景は、発展途上国における学術情報流通の改善をめぐる議
論である。開発における科学技術の重要性や健康・医療状態の改善に医学文献が果たす役

割を考えれば、発展途上国においても学術情報は重要な役割を果たすものと言える。しか

しシリアルズ・クライシスによって学術情報へのアクセスの危機を迎えた北米や日本をは

じめとする先進国とは異なり、発展途上国においてはそもそも学術雑誌を購読できていな

い現状があった。例えば世界保健機関（WHO）が 1999-2000年に行なった調査によれば、
一人当たり GNPが 1,000ドルに満たない国の研究機関の中では、有料雑誌を 1冊も購読で
きていない機関が 56%にも上っていた[43]。このような状況の改善について、学術情報が印
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刷物によって流通していた時代には UNESCOによる国際的な ILL支援等は行なわれてい
たものの、「その規模は限定的であり、また出版者をも巻き込んだものではなかった」[44]。
しかし近年の学術情報流通における電子化の進展と、発展途上国における情報通信技術の

普及により、学術情報流通状況の改善を目指す活動が現れはじめた。 
具体的な方策の一つとして、WHO による Health InterNetwork Access to Research 

Initiative（HINARI）プロジェクトをはじめとする、発展途上国の学術研究機関に対して
既存の電子ジャーナルを無料あるいは大幅な割引価格で提供する試みがある。HINARI は
医学・保健衛生分野の電子ジャーナルへのアクセスを発展途上国に提供することを目的と

するプロジェクトで、Elsevier、Springer、Blackwell、Wiley等の大手出版者 6社（Blackwell
は後にWileyと合併）の協力のもと、2002年 1月にスタートした。開始当初の対象は一人
あたりGNPが 1,000ドル未満の 69カ国で、対象雑誌は約 1,500タイトルであったが[45]、
順調に対象国や参加出版者・タイトルを増やし、2012年現在では106の国・地域にある5,000
以上の研究機関に対し、8,500タイトル以上の雑誌を提供している[46]。前述のように発展
途上国の研究機関はもともと学術雑誌を購読できていないため、アクセスを無料にしても

出版者の収入が減ることはない。むしろイメージアップともなりうるものであり、そのこ

とが順調に協力出版者を増やした一因と考えられる。同様に有料電子ジャーナルへのアク

セスを発展途上国に提供する試みとしては国連食糧農業機関（FAO）による Access to 
Global Research in Agriculture（AGORA）プロジェクト（農学、食品科学）[47]、国連環
境計画（UNEP）とイエール大学による Online Access to Research in the Environment
（OARE）プロジェクト（環境学）[48]、世界知的所有権機関（WIPO）による The Access 
to Research for Development and Innovation（ARDI）プロジェクト（科学・技術全般）
[49]があり、これら四つのプロジェクトは共同で research4life プログラムを展開している
[50]。その他に同種の試みとしては社会科学、人文科学、ビジネス等も含め、発展途上国の
図書館の電子ジャーナル入手を支援することを目的とする団体 eIFL（旧 eIFL.net）[51]や、
低所得国を対象に農学及び関連領域の雑誌フルテキストデータベースを低価格で提供する、

コーネル大学 Alvert R. Mann Library による The Essential Electronic Agricultural 
Library（TEEAL）も挙げられる[52]。 
このように HINARIをはじめとする発展途上国への電子ジャーナル提供の試みは量的な
拡大を見せ、一定の評価を得てきた。しかし HINARI の対象国は一人当たり GNP によっ
て制限されており、実際には医療情報が不足している国であっても利用資格が得られない

場合がある、等の問題も指摘されている[45]。また、これらはあくまで商業出版者の協力の
下で成り立つ試みであるが、2011年 1月には Springerや Elsevierがバングラデシュ等の
複数国を対象に無償アクセス提供中止を伝えたことが報じられるなど、必ずしも安定的な

ものでもない[53][54]。前述のとおり、出版者のHINARI等への協力はその国の研究機関に
購買力がなく、市場として成り立っていないことが前提にあり、電子ジャーナルが浸透し

市場が成り立つ可能性が見えた時点で提供を打ち切ることは自然とも言える。 
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さらに言えば HINARIのような活動は先進国で出版された情報を発展途上国からアクセ
スできるようにするものである。これに対し、発展途上国にとって必要度の高い情報を流

通できるようにしたり、発展途上国から国際的な研究活動に貢献できる機会を与えるため

には、彼ら自身の情報発信能力を強化することが必要である、とも指摘されている[44]。 
これら二つの問題（発展途上国からのアクセス、発展途上国からの発信）をともに解決

しうる手段として注目されたのがインターネットを介した自由な情報流通である。そこで

インターネットを通じ学術情報を自由に利用・発信できるようになれば、発展途上国にと

っても利益となる、という観点から OA運動へとつながる活動を行なう団体や個人が現れ
た。その代表例は Open Society Institute（OSI）である[55]。OSIは 1993年に投資家・
篤志家の George Sorosによって設立された団体である。Sorosは哲学者 Karl R. Popperの
著書『開かれた社会とその敵』[56]に思想的に大きく影響を受けた人物であり、投資によっ
て得た資金を投じて、独裁政権等の「閉ざされた社会」を相互討論により漸近的に社会を

改良する「開かれた社会」へ変革する活動を行なってきた。OSIもこのような目的の下に
作られたものであり、中央・東ヨーロッパ及び旧ソ連地域を主な活動の舞台としている。

OSIは 33のイニシアティブからなり、そのうちの一つである Information Program部門
は、「開かれた社会」実現のために、特に貧困地域における知識・情報へのアクセス、交換、

生産の強化を目的としている[57]。OSIはこの Information Program部門を中心として、
OA運動に積極的に関わってきた。その活動で最も重要なのは BOAI公表のきっかけとなっ
た会議を招集し、また BOAIの起草に携わったことである（実際の起草者はアールハム大
学の Peter Suberであるが、後述するようにその文面には OSIの影響を受けたと考えられ
る文言が多数含まれている。また、Suber自身 OSIの経済的支援によってニュースレター
を発行する等してきた人物でもある）。再三述べてきたように OA運動は BOAIを経て一つ
の運動としての形を成したわけであるが、その契機を作ったのが OSIである。さらに BOAI
にあわせ OSIは OA運動に関わるプロジェクトに総額 300万ドルの資金援助を行なうこと
を宣言し、後に OA運動の中で重要な役割を果たすことになる Directory of Open Access 
Journals（DOAJ）、Directory of Open Access Repositories（OpenDOAR）等の活動への
助成を行なっている。前述の EIFLも OSIによる助成の対象である。このように OSIが
OAに関わっていった契機について、OSIのMelissa Hagemannは、OA運動に関し積極的
に活動するジャーナリストである Richard Poynderのインタビューに応え、「OSIは発展途
上国の図書館・出版を継続的に支援しており、arXivと PLoSの活動におおいに興味を持っ
た」、「発展途上国の研究者・学者は研究を遂行する上で必要な資源にアクセスできるよう

になる。それだけでなく、自身の重要な業績を通じて国際的な研究コミュニティに貢献す

ることもできる」等と述べている[58]。arXivや PLoSの影響を受けつつも、OSI自身の意
図はあくまで発展途上国における学術情報流通の改善にあったことがわかる。OSIは BOAI
を招集しただけでなく、Hagemann自身も含め最初期の署名者の中に 3人の OSI職員が名
前を連ねている。 
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OSI と同様に発展途上国における学術情報流通の改善、という観点から OA 運動の契機
を作ったものとして、Bioline Internationalと[59]、そのメンバーである Barbara Kirsop
とLeslie Chanが挙げられる。Bioline Internationalはもともとは微生物学者であるKirsop
らが、生命科学分野の論文を電子的に流通させることを目的に設立した実験的サービスで

ある。この試みは電子ジャーナルが普及していくことで幕を閉じるが、Kirsop はサービス
を止めるのではなく、発展途上国の出版者に対し、論文をホスティングし、オンラインか

らアクセスできるサービスへと方向を転じた。このサービスは現在でも継続しており、イ

ンド、ナイジェリア、イラン、ウガンダ等の雑誌 50タイトル以上をオンラインで無料で利
用できるようにしている。Chan はトロント大学の教授であると同時に、この Bioline 
Internationalの中でも最も精力的に OAに関わってきた人物である。その動機として、も
ともと香港出身の彼は中国にも強い愛着を持っていること、かつ中国は未だ発展途上国で

あり、非常に貧しい国であることを、Poynderの 2008年のインタビューに応え述べている
[60]。また、Chanは香港のスラム街で育っており、その影響もあるとしている。さらに学
生時代に論文が査読を通ったにもかかわらず、写真を載せるための高額な追加費用が払え

ず掲載を断念したり、必要な論文にアクセス出来ないことがたびたびあったり、といった

経験をしたことも Chanの活動の背景にはある、としている。このような背景から、Bioline 
International と Kirsop、Chan は発展途上国の学術情報流通改善、という目的を持って
OA 運動に関わっていく。1996 年には分野を限らず発展途上国の電子出版を推進する
Electronic Publishing Trust for Developmentも設立し、現在 60以上の雑誌の電子出版を
支援している [61][62]。Chan は BOAI 最初期の署名者の 1 人でもあり、Bioline 
Internationalからは他にもう 1名、署名参加者がいる。 
そのほかにブラジルでの電子ジャーナル実験から始まり、ラテン諸国に拡大した SciELO
プロジェクト等も学術情報発信を目的とするものである[63]。印刷体での流通が中心の時代
においてはその出版・流通コストを負担出来なかった発展途上国においては、インターネ

ットの出現によって情報流通コストが低下したことで情報の発信と入手の機会を得ること

が出来た。しかし高額な購読料金を支払えるほどの経済力はなく、必然的に無料で自由に

利用できる環境を望み、また自身が発信する場合にも発展途上国内での流通を企図して無

料で利用できるようにしていった。それが後に OA 運動へとつながっていく第三の流れで
ある。 

 
その他に OA 運動の背景として、前述の OSI の関与から Popper の「開かれた社会」思
想の影響も指摘されているが[55]、それを目的とし OA 運動に参加したことを公言する団
体・個人は今のところ存在せず、BOAIの文言中に影響が見られるにとどまる。実質的には
ここまでに挙げた三つの背景に基づく活動が結びついたものが OA 運動である、と言える
だろう。 
表 2-1は以上の三つの背景について、年表形式にまとめたものである。これらの活動に共
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通することは、その目的はあくまで研究者間（あるいは研究機関間）での情報流通におけ

る問題の解決である、という点である。SPARCをはじめ学術雑誌価格高騰に対する活動の
中心は主として大学図書館あるいは研究図書館であり、念頭にあるのは研究者による利用

である。arXiv等のプレプリントの電子アーカイブに関する運動は、研究者間での情報の集
中・格差の改善や迅速な情報流通の実現である。発展途上国に関する活動についても基本

的には研究者による情報の利用・発信が主眼に置かれている。後述するように後の OA運
動においては市民に対する学術情報へのアクセス提供が重要な要素の一つとなるが、少な

くとも OA運動成立時点においてはその主眼はあくまで研究者による情報の利用・発信に
あったと言える。 
 

表 2-1 BOAI へ至る OA運動の三つの背景 

 
雑誌価格高騰と対応 プレプリントと電子的流通 途上国と学術情報 

1980 年代 シリアルズ・クライシス  
 

1991 
 

E-print archive 設立 
 

1993 
  

OSI 設立 

   
Bioline International 設立 

1994 
 

「転覆計画」発表 
 

1990 年代 
日本でシリアルズ・クライシ
ス顕在化 

 
 

1996 
  

Electronic Publishing Trust 
for Development 設立 

1998 
米国で SPARC プロジェクト
開始   

1999 
 

E-Biomed 計画発表 eIFL 設立 

  
OAI 設立 

 

2000 
PLoS 設立。署名活動の実
施と失敗 

PubMed Central 運用開始 
 

2001 
 

OAI-PMH リリース 
 

 
BOAI（会議）開催 

2002 
  

HINARI 開始 

 
BOAI（文書）発表 

 
2.1.2 BOAIと OAの定義、実現手段 

 2001 年 12 月、OSI の主導の下、ハンガリー・ブダペストで SPARC、PLoS、Bioline、
eIFL等の団体関係者やHarnad等の研究者、それに新たなビジネスモデルを展開する出版
者である BioMed Central（BMC）関係者が一堂に会する機会が持たれた。その目的は従
来の学術コミュニケーションに代わる新たな形態を模索する活動のリーダーを集め、共同

の可能性を探ることであったと言われる[60][64]。会議は成功裏に終わり、翌 2002年 2月
には結果をまとめた文書が公開され[1]、BOAI が発足した。この文書は OA とは何かを定
義し、それを実現する二つの手段を明示したことで、重なる部分はありながらばらばらで

あった個々の活動に共通の基盤を作り、OAという一つの運動にまとまる契機となったと言
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われる[55]。 
 BOAIの文書本文は七つの段落から成るが、そのうち最も重要なのは OA運動の背景を説
明する第 1・第 2段落、OAとは何かを定義した第 3段落、OAのコストの低さに触れた第
4段落、OA実現のための手段に言及した第 5段落である。以下ではこの五つの段落につい
て詳解しつつ、BOAIが 2.1.1で見てきた各背景の下に成り立っていることを示すとともに、
BOAI、ひいては本稿における OAとは何か、その実現手段として考えられる戦略について
述べていく。なお、説明のために以下では第 1・2・4段落、第 3段落、第 5段落の三つに
わけ BOAIについて解説する。また、本稿では扱わないが、BOAIの第 6段落は OSIが OA
実現を支援する旨を述べる段落であり、第 7 段落は政府・大学・図書館等への活動参加の
呼びかけである。 
 
(1) BOAI における OAの背景、目的、コスト 

 BOAIの第 1段落では、まず OAの前提には、科学者・研究者が自身の業績を出版する際
に原稿料を求めないという伝統と、インターネットという新たな技術の登場がある、と述

べている。これらによって査読済みの学術論文を世界中に電子的に流通させることができ

るようになり、科学者、学者、教員、学生、その他の知的探究心を持つ者は誰でも自由か

つ障壁なくアクセスできるようになる。こうして実現される学術論文への障壁のないアク

セスによって研究が加速し、教育の質が高まり、富める者と貧しい者の間で互いの成果の

共有ができるようになり、人類共通の対話の場を作る基礎ができる、というのが第 1 段落
の主張である。第 2 段落ではまずこのような自由で障壁のない、オンラインでの利用可能
性のことを OA と呼ぶ、としている。その上で雑誌論文の OA は多くの活動によって経済
的に妥当であることが示されているとともに、利用者が必要な論文を見つけやすく／使い

やすくなるだけでなく、著者にとっても多くの読者を得て研究のインパクトを高める等の

便益がある、と指摘する。さらに多くの人々が OA 実現の取り組みに参加することで、そ
のような便益をいち早く誰もが享受できるようになる、として第 2段落は結んでいる。第 4
段落はコストについてより深く言及しており、論文を OA にすることはコストがなくなる
ことを意味するわけではないが、幾つかの実験から OAにかかるコストは従来型の出版（す
なわち購読型の商業出版）にかかるコストよりも遥かに安上がりである、と指摘している。

OAにより資金を節約できるだけでなく流通の範囲を拡大することもでき、学会、大学、図
書館、助成団体その他にとって OAは取り組む価値のあるものである、としている。 
 BOAI の草稿を書いたのは Peter Suber であるが、この三つの段落には彼自身（Suber
は業績のオンライン公開に早期から積極的に取り組んできた研究者の 1 人である）のみな
らず、BOAIに関わるすべての関係者の意向が盛り込まれている。SPARCをはじめとする
大学・研究図書館による活動の背景には学術雑誌価格の高騰にある。第 4 段落におけるコ
ストに関する議論はこれを反映したものであり、図書館等が価格問題の解決の糸口として

OAを重視していることによるものである。一方、Harnadはじめプレプリントや査読済み
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論文の電子アーカイブやオンライン公開から OA 運動に加わった研究者にとっての第一の
目的は迅速な成果公開による研究の加速や研究者同士での流通状況の改善にあるが、これ

は第 1・2段落での記述の中に著者と読者にとっての便益として盛り込まれている。さらに
発展途上国における学術情報流通環境の改善についても、第 1 段落の中で「富める者と貧
しい者の間で互いの成果を共有できる」とはっきりと示されている。このように、2.1.1で
見てきたすべての背景要素が BOAI の中にはまとめられているのである。これが異なる複
数の目的を持つ活動を一つの OA運動にまとめることができた一因と考えられる。 
 
(2) OA の定義 

 BOAIにおいて最も重要な段落の一つが OAとは何かを定義した第 3段落である。ここで
はまず OAの対象となるのは研究者が対価を期待することなく世界に公開する文献である、
としている。これには査読付き学術雑誌論文のほか、プレプリントも含まれる。これらの

文献を、「インターネット上において、誰もが読み、ダウンロードし、コピーし、再配布し、

印刷し、検索し、それらの論文のフルテキストにリンクを貼り、（サーチエンジン等の）イ

ンデキシングのためにクロールし、データとしてソフトウェアに流し込み、その他あらゆ

る合法的な目的のために、インターネットにアクセスできることそれ自体を除く経済的、

法的、技術的な障壁なく文献を利用できるようにすること」が、BOAIにおける OAである。
ここにおいて再生産や再配布を制限するもの、すなわち著作権の役割とは、著者が自身の

業績の完全性をコントロールできることと、適切な引用・謝辞を受ける権利というだけで

ある、とされている。 
 OAの定義にはその他にWillinskyによるもの等もあるが[65]、最も典型的かつ良く参照
されているのはこの BOAIによる定義である。その特徴として、OAとはアクセスに関する
三つの障壁、すなわち経済的な障壁（価格）、法的な障壁（著作権）、技術的な障壁を排除

することであるとし、単に無料で公開できるだけでなく「自由に」利用できることである、

としている点がある。このうち経済的な障壁の排除については無料で利用できることであ

り、比較的わかりやすい。法的な障壁の排除とは上述のとおり「業績の完全性のコントロ

ール」（内容を勝手に書き換えられないこと）と「適切な引用・謝辞を受けること」以外の

著作権上の権利を著者が放棄することである。これはクリエイティブ・コモンズにおける

CC-BY ライセンスにあたる[66]。これにより、利用者は自身が重要と思った論文を出典を
明示した上でコピーして配ったり、必要であれば他の言語に翻訳・公開することもできる

ようになる。また、技術的な障壁の排除とは OAI-PMH 等の標準規格への対応やサーチエ
ンジン等のクローラ（検索インデックスを作成するためのページ収集プログラム）へのア

クセス許可等を指す。これにより、単に論文が無料で閲覧できるだけでなく、検索も容易

になり、研究のインパクトがより増すことになる。この三つの障壁を排除することで、2.1.1
で見てきた三つの活動の目的が達成されることになる。 
 しかし実際には、三つの障壁すべてを BOAI の定めるとおりに排除することは難しい。
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中でも CC-BY の導入による法的な壁の排除はあまり進んでいないことが指摘されている
[67]。そこで後に Harnad と Suber は価格の障壁の排除までの段階と、法的な障壁の排除
まで行なわれた段階を区別して扱うこと、前者を”gratis OA”（無料の OA）、後者を”libre OA”
（自由な OA）と呼ぶことを提案している[68][69][70][71][72]。これ以降、本稿で OAと言
った場合には専ら gratis OAを指すこととする。これは本稿の主な対象である機関リポジト
リにおいては libre OAはほとんど実現されていないためである。 
 
(3) OA の二つの実現手段 

 第 3段落と同様に重要なのは、OAを実現する二つの手段を定義した第 5段落である。手
段の一つ目は著者自身が査読済み論文を電子的アーカイブに公開する、セルフ・アーカイ

ビングと呼ばれる方法である。公開先の電子アーカイブが OAI等の標準に対応したもので
あれば、サーチエンジンや他のツールによって横断的に検索することができ、利用者はど

のようなアーカイブがどこにあるのか意識することなく、そのコンテンツを探し、利用す

ることができる。二つ目の手段は OA にコミットした新たな雑誌、すなわち既存の著作権
や購読料に頼ることなく論文を出版する OA 雑誌を刊行することである。なんらかの代替
的な資金源を用いることで、利用者に料金を課すことのない出版が実現できると BOAI で
は指摘している。 
 セルフ・アーカイビングについては明らかに arXiv 以来の研究者自身による電子アーカ
イブの流れを汲むものである。ここでは既存の学術出版者による出版モデルは維持したま

ま、OAを実現することが企図されている。倉田はさらにセルフ・アーカイビングを行なう
場所として著者自身の web サイト、arXiv のような分野別の電子アーカイブ、PubMed 
Centralのような政府主導の分野別アーカイブ、そして本稿で扱う機関リポジトリ、の 4種
類が考えうると指摘している[28]。ただし OAI標準、すなわち OAI-PMH等への対応によ
って検索の容易性を確保する、という点では著者自身の web サイトによるセルフ・アーカ
イビングには困難も伴う。分野別アーカイブの存在しない分野における OA の実現手段と
して機関リポジトリが注目された一因はここにある（ほとんどの機関リポジトリは

OAI-PMHに対応している）。 
 OA雑誌が BOAI中で明記された理由としては、Bioline等の発展途上国の雑誌刊行を支
援する団体が BOAI に関わっていることもあるが、それ以上に実際に商業出版として OA
雑誌のビジネスモデルを成り立たせた BMC の関与が大きいと考えられる（なお BMC は
2008年 10月に Springerに買収された）。また、PLoSも後に OA雑誌刊行に活動の中心を
移している。BMC、PLoS はともに論文の著者が掲載料を支払い、読者は無料で利用でき
る「著者支払い・読者無料型」の雑誌であり、OA雑誌のモデルとしてはこの方式が最もよ
く知られている。しかし三根はその他に著者・読者に料金を求めず出版元の機関等が費用

負担する「完全無料型」、購読型雑誌の中で追加料金を払った論文のみ OA とする「ハイブ
リッド型」、刊行から一定期間後に無料公開する「一定期間後無料公開型」、冊子体は有料
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だが電子版は無料の「電子版のみ無料公開型」等も OA 雑誌に含め、合計五つの類型があ
るとしている[73]。また、掲載料以外の収入源としては「広告」、「スポンサーシップ」、「組
織内部からの補助」、「外部からの補助」、「寄付および募金」、「基金設立の寄付」、「現物提

供による支援」、「パートナーシップ」等がありうるとされている[74]。このように OA雑誌
は既存の学術出版に代わる新たなモデルを模索するものであるが、そうであるがゆえに既

存の学術出版と相いれず、結果的に OA 実現を遅らせる、として OA 雑誌に否定的な意見
もある[28]。 
 BOAIではもちろん、OAの実現手段はこの二つに限られるわけではなく、その他の実験
も推奨することが述べられている。しかし実際には 2012年現在に至るまで OAの実現手段
としてはセルフ・アーカイビングと OA 雑誌が主流となっている。この点からも、BOAI
を OA運動の契機として指摘できる。 
 
 このように BOAIによって複数の活動主体が一つにまとめられ、明確に定義された OA
の実現という共通の目的を持ち、二つの手段によってそれを実現して行くという方向性が

定まった。以降ではその後の OAの急速な進展について見ていくと共に、BOAI以後に現れ
た新たな動き、公的助成とパブリックアクセスについて説明する。 
 
2.1.3 BOAI以後の OA運動 

(1) BOAI のその後と Bethesda 宣言、Berlin 宣言 

 BOAI によって OA という言葉とその実現手段が示され、OA 運動が一つの形を成した。
これは OA運動の性格をはっきりさせただけでなく、運動の進展を促進させた、と Poynder
は指摘している[35]。2.1.1で述べたとおり OSIは BOAIの活動に 300万ドルの資金を提供
し、そこから DOAJや OpenDOAR 等の重要なツールが誕生した。この資金提供とともに
BOAIが示した OAの定義と実現手段は多くの反響を呼び、複数のメディアに取り上げられ
た[75][76][77][78]。BOAIではその活動に賛同する団体・個人に署名を呼びかけているが、
その数は 2012年 11月現在、団体署名 645件、個人署名 5,710件に上っている[79]。これ
以降、様々な活動が OA運動として捉えられることになった。 
 また、BOAIに続く形で会議を開催し、OAに関する宣言・声明を示す動きも現れた。そ
のうち特に知られているものが Bethesda宣言[80]と Berlin宣言[81]である。 

Bethesda宣言は 2003年 4月に米国・メーリランド州ベセスダで開かれた生物医学分野
の OAに関する会議で起草された宣言で、6月に発表された。参加者の中には BOAIにも参
加した Peter Suber、Rick Johnson（SPARC）、Jan Velterop（BMC）のほか、PLoS設立
者の Harold Varmus、そしてNIHの David Lipman、英国・Wellcome TrustのMark J. 
Walport等の研究助成機関の代表者も参加した。Bethesda宣言では OAを「1. 著者と著作
権者が、すべての利用者に自由なアクセス、複写、利用、再配布などを許可すること」、「2. 
論文の完全版を、出版後速やかに、1の許可を付与した上で標準的な電子フォーマットで大
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学、研究機関、学会、政府機関などのリポジトリにデポジットし、提供すること。生物医

学分野においては例えば PubMed Central がそのようなリポジトリにあたる」と定義して
いる[80][82]。ここにはセルフ・アーカイビング、それも PubMed Centralに対する意識が
見られる。また、Bethesda宣言の中には「研究機関・助成機関のWorking Groupについ
ての宣言」があり、研究機関はその所属者に、助成機関は助成を受けた者に OA に協力す
るよう推進することや、OAにかかる経費の負担、OAへの寄与を研究者の評価につなげる
こと等が提言されている。 

Berlin宣言は 2003年 10月にドイツの学術研究機関の集合体、Max Planck Society等が
中心になりベルリンで開いた会議の結果に基づき発表されたものである。その特徴は研究

機関・助成機関による OA 推進が主な内容である点であり、署名者もそのような機関であ
り出版者等は含まれていない。Berlin宣言では同宣言が BOAI、Bethesda宣言の精神に則
ったものであると述べ、OAの定義も Bethesda宣言にほぼ従っている。しかし正式名称が
「自然科学および人文科学における知識へのオープンアクセスに関するベルリン宣言」（邦

訳は栗山正光（2010）による[36]）とあるとおり、自然科学分野だけでなく人文学の成果
も対象に見込んでおり、資料の種類においても科学論文だけでなく元となったデータやメ

タデータ、一次資料や画像、マルチメディア資料等も範囲に含んでいる点に特徴がある。

また、Berlin宣言のきっかけとなった会議は会場を変えつつ毎年開催されており、2005年
に英国・サザンプトンで行なわれた第 3回においては、研究・助成機関は「1. 研究者が論
文を OAリポジトリに登録するよう要求すること」、「2. 研究者に対して OA雑誌での論文
発表を推奨すること」という二つの方針を定めている[83]。 
このように BOAIに続いて出された二つの OAに関する宣言においては、研究者が属す
る大学等の機関とともに、資金を提供する研究助成機関の果たす役割が大きく取り上げら

れている。これらの助成機関が運動に参加したことは OAの推進において大きな役割を果
たすとともに、OA運動にそれまでにない新たな性格を加えることになる。以下ではこの
BOAI後に現れた動きである、公的助成とパブリックアクセスについて説明する。 
 
(2) 公的助成とパブリックアクセス 

 20 世紀初頭まで、研究室や実験室で科学者の自発的な好奇心に基づき展開されてきた科
学研究は、第二次世界大戦前後に政府や企業から巨額の資金提供を受け、プロジェクトと

して展開されるものへと変貌した。その原型を作ったのは第二次世界大戦中の米国で政府

による資金提供を受け、科学者総動員体制で進められた原爆開発計画「マンハッタン計画」

であると言われる。計画の責任者であったマサチューセッツ工科大学副学長 Vannevar 
Bushは、後に Franklin Roosevelt大統領による科学研究支援政策についての諮問に応え、
『科学・果てしなきフロンティア』と題した報告書を提出した[84]。同報告書の中では科学
は基礎研究を通じて国家と社会の進歩・発展に貢献すべきであるとされ、戦時中に成果を

挙げた国家主導の研究開発プロジェクトを戦後の科学技術政策に転用すべき旨が述べられ
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た。この提案を受け 1950年には全米科学基金（NSF）が設立され、科学研究を政府による
資金提供の下で行なうモデルが確立した。このようなモデルは米国のみならず戦後、世界

各国における科学技術政策に取り入れられていく[85]。企業や民間の財団の資金を除けば、
今日の科学研究、とりわけ基礎研究のほとんどは政府等による公的助成、すなわち市民の

税金によって、国家や社会の発展のために行なわれている。このことが研究成果の技術等

への応用を通じて社会に貢献するだけでなく、成果そのものを出資者である市民に公開せ

よ、という議論の礎にある。 
 研究成果を研究者だけでなく市民にも公開することの意義は多数論じられているが、一

つには税金の使い道に関するアカウンタビリティの遂行が挙げられる[86][87][88][89]。ア
カウンタビリティとは説明義務あるいは説明責任とも訳され、「行政機関または公務員個人

が行なった判断や行為に関して、国民が納得するよう説明し得ること」[90]、「政府や公務
員が施策やその執行について国民の納得できるように説明する義務をもつこと」[91]である
とされる。特に科学技術領域においては、アカウンタビリティとは「多額の資金援助を受

ける科学技術研究者は、その研究の意義を説明する義務・責任を負うとする考え方」[91]、
「多大な資金援助を受ける科学技術研究者が、その意義を説明する責任・義務を負うとす

る」考え方[92]であると言われている。資金提供者である市民に対し、研究の意義を説明す
る上で、研究の成果である学術論文等を公開することは主要な方法の一つとなりうる。 
 市民自身が必要な情報を利用できるようにするために、学術論文を公開すべきという意

見もある。特に医学・医療分野で、患者やその家族のために論文へのアクセスを提供すべ

き、という意見は根強い[65][86]。例えば連邦政府の資金により行なわれた研究の成果は著
作権保護の対象外とすべき、という法案を米国下院に提出したMartion O. Saboは、「乳ガ
ン患者や難病の子供を抱える家族が、自分たちの税金を使って行なわれた研究成果にアク

セスできなかったり、購読料を支払わなければならなかったりするのは間違っている」と

述べている（法案自体は廃案）[93]。研究者ではない市民には論文の内容を理解することは
困難であるという意見もあるが、PLoS Medicine誌の編集者である Gavin Yameyは実在の
人物であるSharon Terryの例を引いてこれに反論している。「ふつうの」市民であったTerry
は子供が難病にかかったことを受け、医師の治療に不満を感じ自ら論文を探索しようとす

るものの、そのアクセスの困難さに悩まされた。しかし困難を乗り越えて論文にアクセス

できるようになり、多くの論文を調査した Terry は、後に自らが学術雑誌に論文を発表す
るほどその病気に詳しくなった。この印象的なエピソードから、市民にとって論文へのア

クセスが持つ意味は大きいと Yamey は論じている[94]。Terry は自身の経験を受け、納税
者にとっての論文へのアクセス改善の観点から OA を推奨する団体、The Alliance for 
Taxpayer Accessに参加し、積極的に活動している[95]。オランダで市民に対するフォーカ
ス・グループ・インタビューを行なった Alesia Zuccalaもまた、研究者以外の市民であっ
ても、医療に関係した問題に直面したときには研究論文を探すモチベーションを得る、と

している[96]。OAに関するパブリックコメント等でも患者から治療のために論文を読みた
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いとする意見が寄せられている[97]。日本においても、人々の医学・医療情報ニーズと探索
実態について質問紙調査を実施した酒井由紀子によれば、医学論文を「日本語で無料なら

読みたい」とした回答者が 26.8%、「日本語なら、有料でも読みたい」とした回答者が 22.1%
存在し、医学論文に対する需要が存在すること、無料であればその需要がいっそう大きく

なることが明らかになっている[98]。 
また、医療・医学分野以外でも、Zuccalaは市民の科学リテラシー、という点からも論文
の OAが持つ意義を論じており、好奇心の充足や自己改善の機会の提供も市民にとって OA
が持つ意義であるとしている[96]。Willinskyも The New Yorkerの記者が教育分野の OA
雑誌掲載論文を活用した例や環境問題に関心を持つグループが学術情報を必要としている

例を紹介し、さらに OA が人びとの知識に対する興味を持たすものであるとも指摘してい
る[65]。実際、日本の市民を対象にインターネット調査を行なった佐藤らによれば、医学や
心理学のほか、男性では情報学や工学、女性では教育学や言語学分野の論文に対する需要

もあることがわかっている[99]。科学コミュニケーターである長神はさらに踏み込んで、市
民が研究情報にアクセスできるようになれば、現在は天文学のような限られた領域でしか

実現していない「アマチュア研究家」が他の領域でも生まれ、知る権利だけでなく「研究

する権利」の充足にもつながると述べている[100]。 
 このような市民・社会に対する論文公開を、既に見たようにあくまで研究者同士の情報

流通が主眼であったOAと区別し、「パブリックアクセス」（PA）と呼ぶこともある 3

 NIHは 2.1.1 (2)で見たとおり、E-Biomed、後の PubMed Centralを設立した米国の医
学研究機関であり、国立癌研究所をはじめとする複数の医学研究施設と医学図書館（NLM）
等によって構成されている[101]。自身が研究機関であると同時に、他の大学・研究機関の
研究者に対する助成・奨学金の提供機能も担っており、2009年には総額 210億ドル以上の
助成を行なう[102]、世界最大の医学研究助成機関である。生命医学分野の主要なデータベ
ースであるPubMed（これもNIHの構成組織が運営している）に登録される論文の約10%、
年間 60,000件の論文が NIHの助成を受けたものであるとも言われており[103]、同分野に
おける NIHの影響力は非常に大きい。 

。PAに
関する議論は盛んであり、Willinskyは研究論文へのPAはOA運動に伴って現れた副次的な
効果のように捉えるべきではない、と指摘している[65]。実際、以下で述べるようにPAは
OA運動全体に対しても大きな影響を与えるようになっている。しかしこのような議論は
BOAI以前に行なわれた形跡は見られず、BOAIによってOA運動が形を成してから現れたも
のである。その中でもPAが注目を浴びたきっかけとなったのは、言葉の由来でもある米国・
NIHによるパブリックアクセス方針（PA方針）の策定である。 

 この NIHの構成組織の一つである NLMが、NIHが資金提供した研究成果に基づく論文

                                                   
3 「呼ぶこともある」としているとおり、必ずしも市民・社会に向けた論文公開を常に「パ
ブリックアクセス」と呼ぶことが一般化しているわけではなく、そのような場合でも「オ

ープンアクセス」と呼ぶこともある。 
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は PubMed Centralで無料公開すべき、という勧告を 2004年に提出した（NLMは PubMed 
Centralの管理機関でもある）[24]。これが PA方針策定のきっかけである。これは前年の
Bethesda宣言を受けて発表されたものであると同時に、SPARCの Johnsonらによるロビ
ー活動の成果であるとも指摘されている（当時 Johnsonは PubMed Centralの諮問委員で
あった）[24]。NLMの勧告を受けて盛んに議論が行なわれ、同年中に NIHは助成を受け
た論文は出版後 6ヶ月以内にPubMed Centralで最終原稿を公開する、という方針を立て、
意見を公開募集した[104]。この際に前述の ATAが組織され、税金でおこなわれた研究成果
は納税者に公開すべき、という議論を展開している。この ATAの活動においても SPARC
による支援が行なわれている[24][95]。NIHは翌 2005年に寄せられた意見を踏まえた最終
方針を公開した[105]。そこでは助成を受けた論文は出版から 12ヶ月以内に、PubMed 
Centralで公開することを推奨される（義務ではない）、という 2004年の案に比べると穏
健な内容となっている。これは出版者の反発を受けた結果であると言われている。2005年
5月から方針は実施され、方針実施以前に比べれば登録論文数は飛躍的に増えたものの
[106]、義務ではなかったこともあって対象論文の多くは公開されなかった[103][106]。こ
れを不満としてその後も米国議会の上院・下院で義務化を求める法案の審議が続き[107]、
2007年に策定された 2008年統合歳出予算法（Consolidated Appropriation Act）によって
NIHの助成を受けた論文は PubMed Centralにおいて出版後 12ヶ月以内に公開するよう
義務付けることが定まった[97]。翌 2008年 1月にNIHは新たな PA方針を公開し[108]、4
月から実施に移された[109]。これ以降、PubMed Centralへの論文登録数は義務化以前の
月 1,000件前後から月 3,000-4,000件へと飛躍的に増大した[107]。2012年 11月現在では
公開論文数は 250万件に及び[110]、毎日 42万人の利用者が 74万の論文にアクセスしてい
るという[97]。 
 NIHにおける PA方針確立後も米国では PAに関する議論が続いており、出版者よりの立
場から PAに抗する法案も提出される一方で（当該法案は廃案）、NIHに限らず連邦政府の
助成を受けた研究に PAの範囲を広げる議論も行なわれている[97]。中でも 2009年に
Barack Obama政権が成立してからは大統領府科学技術政策室（Office of Science and 
Technology Policy; OSTP）が PAの範囲拡大について活動しており、2009年 6月には大学
関係者、大学図書館関係者、出版者、学協会関係者を集めたラウンドテーブル（Scholarly 
Publishing Roundtable）を設置、2010年 1月には出版から一定期間を設けての PAの推奨
等を含む報告・提言を発表している[111]。OSTPは 2009年 12月から 2010年 1月にかけ
て PAに関するパブリックコメント募集も行なっており、500件を超えるコメントが寄せら
れるなど関心を集めている[97][112]。2010年 11月には農務省農業研究局が職員の発表論
文のセルフ・アーカイビングを義務化するなど、実際の動きにもつながっている[113]。米
国以外ではハンガリー、スウェーデン、スペイン等で公的資金によって行なわれた成果の

OAが義務化されており[114][115][116][117][118]、英国やオーストラリア、欧州委員会等
でも同様の動きがある[119][120][121][122][123]。日本においては科学研究費補助金に関す
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る審議のまとめの中で「税金でサポートした研究成果に誰もがアクセスでき」ることの意

義が述べられており、OA化の可能性について論じられている[124]。また、政府機関以外
では英国のウェルカム財団等、民間の公的研究助成団体においても研究成果の OAが進め
られている[125]。 
 これらの PA方針は、既に述べたように主として（特に政府機関による助成については）
「税金によって行なわれた研究成果は広く市民に公開すべき」という発想に基づき進めら

れているものである。しかしNIHの PA方針策定において SPARCが大きな役割を果たし
ていることからもわかるように、この動きは納税者の側から自発的に生まれたというより

は、他の目的で OA運動に関わる者が、OA推進のために戦略的に導入したものと考えられ
る。BOAI以前にはこのような議論がほとんど存在しないこともこれを裏付けている。 
しかし「税金によって行なわれた研究成果は広く市民に公開すべき」という論理の持つ

説得力は大きく、いったん現れた後には学術雑誌価格高騰への対応、迅速な成果公開によ

る研究の加速や研究者同士での情報流通の改善、発展途上国における学術情報流通環境の

改善に次ぐ、OA運動の第 4の柱となっていく。その特徴は、他の三つの要素は全てあくま
で研究者による情報の利用・発信が主眼であるのに対し、PAは市民に対する学術情報への
アクセス提供が目的であることである 4

 
。 

(3) OA の量的増大 

 BOAIによって OA運動が確立してから現在に至る約 10年間で、学術論文の OA化は急
速に進展している。生物医学分野の OA 状況を継続調査している倉田らの一連の研究によ
れば、2005年出版論文ではオンラインで無料で利用できる論文は 27.0%にとどまったのに
対し、 2007 年には 42.5%、 2009 年には 51.0%の論文が無料で公開されていた
[127][128][129]。また、分野を限らず雑誌掲載論文の OA 状況を調査した Bjork らの研究
によれば、2009 年に出版された論文の約 20%は OA 化されていたという[130]。(2)で挙げ
たように助成を行なった研究の成果や、所属する研究者の研究成果に対し OA を義務化す
る機関・団体も増加しており、2012 年 11 月現在で助成研究の成果に OA を義務付ける団
体は 54、所属研究者の成果に OA を義務付ける機関は 163（一部の部門のみのものも含め
れば 196）存在する[131]。 

                                                   
4 なお、「パブリックアクセス」という名称の由来である NIHは PAを OAとは異なるもの
であるとしており、主な違いは PA方針の下では著作権は著者に帰属しコンテンツの再利用
は制限されている（BOAIによる OAの定義における、「法的な障壁」の排除がなされてい
ない）ことである、としている[126]。前述の libre OAにはあたらない、ということで OA
ではなく「パブリックアクセス」という名称を用いたと考えられるが、実際には既述のと

おり、OA運動の中でも libre OAはほとんど実現しておらず、多くの OA論文は PA方針の
場合と同様に著作権により再利用が制限される、gratis OAの状況にある。PAと OAの違
いを著作権の扱いに基づくとすることも少なく、現在あえて OAではなく「パブリックア
クセス」という表現を使った場合には公的資金による成果は、広く市民に公開すべき、と

いう文脈である場合の方が多い。 
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 OA実現の二つの手段のうち、OA雑誌の数も増加している。DOAJ登録誌は 2002年時
点では 26誌のみであったが、毎年 500-800誌ずつ登録数が増え[132]、2012年 11月現在
では登録雑誌数は 8,340誌、その掲載論文数は 923,708 本に上っている[133]。OA雑誌出
版者としては前述の BMC、PLoSの他に Hindawi、Bentham等が知られるが、2012年 11
月現在、BMC は 244 誌[134]、Bentham は 230 誌以上[135]、Hindawi は 457 誌[136]の
OA雑誌をそれぞれ刊行している。PLoSは刊行タイトルは 7誌と少ないものの、そのうち
の一誌で 2006年に創刊した PLoS ONEは、科学的に妥当な内容ならば論文の重要性は判
断せず掲載するという査読方針のもとで、2011年には年間 13,000本以上の論文を掲載する
一大タイトルとなっている[137]。このような OA雑誌の伸長の結果、2009年には世界の論
文の約 7.7%は OA雑誌掲載論文が占めていたと見積る研究もある[138]。 
 そして以上の OA 雑誌と同様に OA 論文の増大を支えているのが、本稿で中心に扱う機
関リポジトリの普及と登録コンテツ数の増加である。次節ではこの機関リポジトリとは何

か、その起源とこれまでの展開について概観していく。 
 
2.2 機関リポジトリ 

2.2.1 機関リポジトリの起源と定義 

 機関リポジトリの定義については様々に存在するが、最も知られているものとしては

2002年の Raym Crow、2003年の Crifford A. Lynchによる文書で示されたものが挙げら
れる。両者は機関リポジトリの起源としてもしばしば引用される。以下、それぞれの内容

を概説する。 
 SPARC シニア・コンサルタントである Crow は、2002 年に『機関リポジトリ擁護論：
SPARC声明書』（”The Case for Institutional Repositories: A SPARC Position Paper”）と
題した声明を発表した[139]。これは 2.1 節で示した SPARC の一連の OA活動の中に位置
づけられるものである。声明の中で Crowは、機関リポジトリとは「単独あるいは複数の大
学コミュニティの知的生産物を入手し保存する電子的コレクション」であり、「ある機関の

教員、研究職員、学生により創造された知的生産物のディジタル・アーカイブで、その機

関内外のエンドユーザにアクセス可能で、障壁があるとしても最低限、のもの」である、

としている。これは言い換えれば、以下の四つの要件を満たす知的生産物を登録する電子

的なアーカイブ、ということになる。 
 
 ・機関で範囲限定される 
 ・学術的である（ただしこの点については SPARCの焦点がここにあるためであり、組織
の目標によってどのような生産物も含みうる、とも但し書きしている） 

 ・累積的かつ永続的である 
 ・オープンで相互運用可能なものである 
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 そしてこのような要件を満たす機関リポジトリには、二つの目的・役割を実現する可能

性がある、と Crowは再三指摘する。二つの目的をまとめると以下のとおりとなる。 
 
○新しい学術出版のパラダイム 
 ・学術雑誌による統合的出版モデルの問題点（価格高騰、出版にかかる時間等）を解

決する新しい非集中型学術コミュニケーションが機関リポジトリにより実現可能 
 ・長期的な目標 
 ・幅広い、全機関にまたがる努力を支援するもの 

 
 ○機関の可視性・名声 
  ・多くの学術雑誌に拡散している大学の知的生産物を集積し、その科学的、社会的、

財政的価値を示すことが機関リポジトリによって容易になり、機関の学問の質を示

す重要な指標として役立つ 
  ・短期的に実現可能 
  ・各々の機関に直接かつ即座の利益を提供する 
 
 特に多くの紙数を割いて説明されているのは前者の点についてであるが、これはまさに

2.1節で見てきた OA、その中でも学術雑誌価格高騰への対応と、迅速な成果公開による研
究の加速や研究者同士での情報流通の改善、という背景に基づくものである。これは

SPARCの活動目的を考えれば当然であり、声明発表時点での SPARCの目的は OA実現に
あることがわかる。とりわけ機関リポジトリの場合はセルフ・アーカイビングの場として

その存在が重視されている（ただし複数のリポジトリ登録コンテツを横断して一つのジャ

ーナルとして示す、オーバーレイ・ジャーナルの可能性にも触れられており、OA雑誌と機
関リポジトリが無関係としているわけではない）。さらに声明中では arXivをはじめとする
分野別電子アーカイブについても言及されているが、プレプリント文化のない分野では成

功していないことを指摘している。そのような分野を補うものとしても機関リポジトリが

想定されていることがうかがえる。加えて Crowは非集中型出版モデルにおける機関リポジ
トリの要件についても詳細に述べた上で、機関リポジトリが各ステークホルダー（図書館、

研究者、出版者等）に与えうるインパクトについても論じている。 
Crowの声明以前から機関による電子アーカイブの可能性や果たしうる役割についての
議論は存在し[140]、声明中でも複数のイニシアティブが紹介されている。また、DSpace、
Eprints等、機関リポジトリを構築するための要件を満たしたソフトウェアもすでに存在し
ていた。arXivをはじめとする分野別電子アーカイブが一定の成功を収めた時点で、同様の
電子アーカイブを機関単位で設ける動きが現れるのは必然の流れであったとも考えられる。 
しかし声明発表時点ではどの取り組みも運用開始間もないか準備段階であった。その中

で、 



 

30 
 

 
・機関リポジトリとは何か、その定義と範囲を明確化した 
・機関リポジトリを構築する二つの目的・実現しうる役割を明言した 
・具体的な機関リポジトリの要件を詳述した 
・ステークホルダーに与えうるインパクト等まで含めて論じた 

 
等の特長を持つ Crowの声明が発表されたことは、「新しい動きに理論的根拠とさらなる動
機付けを与えた」と指摘されている[141]。同年に Crowは『SPARC学術機関リポジトリチ
ェックリストおよびリソースガイド』も発表し[142]、機関リポジトリの設置を広く呼びか
けている。この二つの文書により、SPARCは機関リポジトリという新たな戦略に取り組ん
でいくこととなった[141]。SPARCがこのように機関リポジトリについて取り組んだ背景に
は、2.1.1(1)で見たように学術雑誌価格高騰への対応として行なった代替出版等の取り組み
が失敗したことへの反省から、OA運動という出版者の「横腹を攻める」方針に転じたこと
がある[24]。 
 そして機関リポジトリの定義として引かれることが Crowと並んで多く、もう一つの起源
と言えるのが、2003年に Lynchが ARLリポート（隔月刊）に発表した「機関リポジトリ：
デジタル時代における学術研究に不可欠のインフラストラクチャ」（”Institutional 
Repositories: Essential Infrastructure for Scholarship in the Digital Age”）と題したエッ
セイである[143]。この中で Lynch は機関リポジトリとは「大学がその構成員に提供する、
大学やその構成員により作成されたデジタル資料を管理し発信するための一連のサービス」

であるとし、アーカイブ自体のみならずそのために必要なサービスにまで範囲を広げて論

じている。また、対象となるコンテンツについても「教員や学生の知的成果物（研究資料

と教育資料）」のほかに、「イベントやパフォーマンスの記録あるいは毎日の知的生活の記

録といった機関自身の活動に関する文書」、「機関の構成員により採取された実験データや

観察記録」等も含まれる、としている。この点でも主として学術出版物を想定した Crowよ
りも、Lynchは広い範囲を対象に捉えていることがわかる。 
 さらに Lynch は機関リポジトリ設置の目的についても Crow とは異なる見解を示してい
る。目的の一つとしては機関リポジトリは「広く世界に対する大学の貢献を形作る新しい

チャンネル」になりうる、としている。これは Crowの「機関の可視性・名声」に対する考
えと類似したものであるが、Lynchはこれを「（大学で行なわれる知的生活や学術研究をデ
ジタル形式で表現したものを）利用可能とし、かつ保存するという受託管理」は「大学の

第一の責務」であるとしており、メリットというよりは大学の責任、という観点から論じ

ている。「研究図書館は将来の学術研究に重要となるコンテンツの受託管理に責任を持つ」

とも指摘しており、研究図書館に求められる機能をデジタル時代に実現するものとして機

関リポジトリを捉えている。 
また、Crowの機関リポジトリが「新しい学術出版のパラダイム」に対応するものである、
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という見解にも Lynchは異を示す。Lynchは機関リポジトリは既存の学術出版システムに
おける変化を促すというよりは、学術出版と平行して行なわれる研究者による学術コミュ

ニケーションを支援するものと捉えている。具体的には学術出版と平行して「雑誌論文や

図書の章、あるいはモノグラフ全体をネットワークを使って広範囲に発信して利用可能に

したい」と思っている研究者に対し、システム管理等の手間なく実現できるようにサービ

スを提供することや、デジタル媒体の生産物を長期保存すること、論文等の補助的なデー

タセットや分析ツールを提供することなどによって、既存の出版システム外でのコミュニ

ケーションにおいて、新たな変化を促進することが Lynch の想定する機関リポジトリの重
要な役割である。この点から Lynch は「現行の学術出版の経済学を再構築する道具として
機関リポジトリを捉えることは、機関リポジトリの重要性をひどく過小評価することにつ

ながる」とし、中でも機関リポジトリ登録にあたって学術出版同様のピア・レビューを行

なうようなことはあってはならない、としている。つまり 2.1節で見てきた OAの役割の中
で「研究の加速や研究者同士での情報流通の改善」といった、研究コミュニケーションの

あり方の変革が Lynch が想定する機関リポジトリの役割であり、雑誌価格高騰への対応の
面については（ない、と言っているわけではないが）重視しすぎるべきではない、と考え

ていると言えよう。 
 もっとも、Crowの声明は必ずしも機関リポジトリ登録コンテンツを査読済み論文等の学
術出版物に限定すべき、と論じているわけではない。機関の目的によってはどのような生

産物でも含みうる、という但し書きがなされており、SPARCの目的の中で学術出版物が主
眼になっているだけである。逆に Lynch も機関リポジトリ上にオーバーレイ・ジャーナル
やピア・レビューの仕組みを構築すること自体を否定しているわけではなく、インフラス

トラクチャとしての機関リポジトリの上でそのような仕組みを展開する可能性はある、と

している。そのインフラストラクチャとなるリポジトリサービス自体はレビュー等のない、

シンプルで簡単に投稿できるものであるべき、というのが Lynch の主張である。全般に、
Lynchは Crowが示した以上に機関リポジトリを広く捉えており、「デジタル時代における
学術研究にとって不可欠の基盤」[144]あるいは「伝統的な図書館の役割を大学自体が生産
するデジタル資源に敷衍」したものと考えている[28][145]。この考えには多くの図書館員
等が賛同を示し[145][146]、Crow の声明とあわせて機関リポジトリの普及に貢献していっ
た。 
 この Crow、Lynchの二つの文書による定義と根拠付けを得て以降、機関リポジトリに関
する活動は急速に展開し、多くの国・機関で機関リポジトリが構築されていく。その活動

の主体となったのは大学・研究機関の図書館である。これは SPARCが元々、研究図書館の
団体であることに加え、Lynch の議論においても伝統的な図書館サービスを現代に敷衍す
るものとして論じられたことと関係していると考えられる。 
 一方で機関リポジトリに関する定義、機関リポジトリとはどのような役割を果たしうる

ものであるかについては、Crow と Lynch の間でも前述のように相違があり、さらに機関
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リポジトリが普及していく中で様々な可能性が付け加えられ、議論に混乱が生じるように

なる。ここから本研究で扱う「機関リポジトリが学術文献流通において果たしている役割

とは何か」という命題が生じる。しかしこの点については次節（2.3節）で議論することと
し、次項ではまず Crow、Lynch後の機関リポジトリの展開と現状について概観したい。 
 
2.2.2 各国における機関リポジトリの展開 

(1) 米国 

 米国では前述のように Crowによる声明が発表された 2002年頃から SPARCが機関リポ
ジトリ推進活動に取り組んでおり、その後も SPARCはワークショップや国際会議などのイ
ベント開催、web サイトによる情報支援等を行なう、米国における機関リポジトリ関連活
動の中心的位置を占めている。一方で米国では後述する英国・日本で行なわれたような政

府による機関リポジトリ助成プログラムは存在せず[147]、機関リポジトリの起源となる文
書を生んだ国でありながら、その後の世界的な動向とは一線を画している。 
 世界の機関リポジトリに関する統計サイトとしては英国・サザンプトン大学が運営する

Registry of  Open Access Repositories （ROAR）[148]と英国・ノッティンガム大学が運
営する Directory of Open Access Repositories（OpenDOAR）がある[149]。このうち ROAR
によれば 2012 年 11 月現在の米国の機関リポジトリ数は 279、OpenDOAR によれば 281
であり、いずれの統計でも世界で最も機関リポジトリ数の多い国となっている。ただし米

国は世界でも突出して大学数が多い（4 年制大学に限っても 2,700 以上）国であり[150]、
日本（780 大学中[151]、OpenDOAR 準拠で 132 大学が機関リポジトリを設置）やヨーロ
ッパ（5 割強の大学が機関リポジトリを設置[152]）と比べて必ずしも設置割合が高いわけ
ではない。 
 また、当初の SPARCの目的が学術雑誌価格高騰への対応であり、その点では雑誌論文の
登録が重要であるはずなのにもかかわらず、米国の機関リポジトリでは雑誌論文の収集が

必ずしも進んでいない。OpenDOARによれば 281の米国の機関リポジトリ中、雑誌論文を
登録しているのは 178（63.3%）にとどまる。これは機関リポジトリ数が 156で 2位の英国
（雑誌論文登録率 77.6%）や 132で 4位の日本（90.9%）に比べて著しく低い値である。 
さらに登録コンテンツ数（多くは 1,000件未満）やその増加状況（1日あたりの増加がご
くわずかである）の貧弱さからも、米国の機関リポジトリは「成功にはほど遠い」と指摘

されることがある[153]。『ゴキブリホイホイの主人』（”Innkeeper at the Roach motel”）と
題した論文で米国の機関リポジトリとその担当者を皮肉ったウィスコンシン大学の

Dorothea Saloは、このような失敗の原因は「OA神話」にあるとしている[154]。これは機
関リポジトリを立てさえすれば教員の手によりコンテンツは自ずと集まる、という「神話」

である。実際には教員による自主的な登録は期待したようには起こらなかったが、図書館

員は次の手を打つことをしなかった、と Saloは述懐する[155]。同様に OA神話によって失
敗した事例としてはコーネル大学の場合が報告されている[156]。さらにその背景として
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Salo は、研究者の無関心のほかに、図書館が積極的なアドボカシーにコミットしなかった
こと、図書館員の分業・職掌の問題、図書館員自身がテニュア取得を目指す Faculty 待遇
であるにもかかわらず自身の論文を登録しない無関心さなど、米国の図書館文化に関わる

問題の存在も指摘している[154]。 
このように当初の意図に反し OA という点では問題のある米国の機関リポジトリである
が、2008年にはハーバード大学が所属教員に対し論文の機関リポジトリへの登録を義務化
するなど[157][158]、教員の側からセルフ・アーカイビング義務化の流れが生まれつつあり、
今後は改善の余地がある。また、ネブラスカ・リンカーン大学の Paul Royster等、他で公
開されていない独自コンテンツを公開する場としての機関リポジトリの可能性を模索する

動きもある[159]。機関リポジトリの初期の提唱者の 1人である Lynchも OAは機関リポジ
トリの役割のごく一部であると指摘しており、OAだけが目的ではないことを強調している
[155]。2008年に ARLが SPARC Digital Repository Meetingと前後して発表した機関リ
ポジトリに関する報告書では OA についてほとんど触れておらず、研究者のローカルな需
要に焦点を当てる必要があるとも言われている[160]。このような状況から、金沢大学（当
時）の内島は米国の機関リポジトリは「大規模な OA キャンペーンと各キャンパスでのユ
ーザ志向のローカルサービスとが二つの極として共存して展開している」とし、その 2 極
の間で多様で雑多なコンテンツが機関リポジトリによって発信されていくだろうとしてい

る[153]。米国の機関リポジトリは近年になって Lynchが当初提唱したとおりの流れに乗り
直したとも言える。 
 
(2) 英国 

 米国で当初のSPARCの意図に反し機関リポジトリがOA推進の旗手となりえていないの
に対し、英国では機関リポジトリの第一の目的をはっきりと OA に位置づけて、行政や研
究コミュニティの意思の下にその推進が行なわれている。これは Harnad の存在と英国合
同情報システム委員会（JISC）による助成プログラムの影響によるものである[153]。 
 OA運動の主要人物であり、「転覆計画」の発表者であるHarnadは、「転覆計画」当時は
米国プリンストン大学に在籍していたものの、後に英国サザンプトン大学に移り、そこで

最初の機関リポジトリ構築ソフトウェアである EPrintsの開発に関わる等していた[153]。
2.1.1(2)で見たようにHarnadは研究者自身による論文の公開、セルフ・アーカイビングの
熱心な提唱者であり、機関リポジトリについても熱心なアドボカシー活動を行なっている。 
一方で Harnad の関心はあくまで既存の学術雑誌論文等に掲載された、査読済みの論文
のセルフ・アーカイビングの場としての機関リポジトリにある。分野別の電子アーカイブ

が存在する分野は限られているのに対し、あらゆる研究者はどこかの研究機関・大学に属

している。よって所属機関のリポジトリに自分の業績を登録するようにすれば、すべての

学問領域をカバーできる、というのが Harnad の一貫した主張である[161]。その目的は査
読済み論文の OA にあり、既存の学術出版システムの変革にも、学術雑誌論文以外のコン
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テンツにも興味を示していない[162][163]。その点で Harnad は Crow や Lynch の提唱す
る機関リポジトリとは異なる視点から機関リポジトリを捉えている。そして Harnad がサ
ザンプトン大学に移った時期はちょうど JISC が機関リポジトリへの助成プログラムを開
始する時期と重なっており、このことが英国における機関リポジトリの方向性に影響した

のではないか、と指摘されている[153]。 
 JISCは情報技術を活用することによって、継続・高等教育機関における学習や研究、教
育を促進することを目的とした非営利団体であり、1993年に英国高等教育財政審議会
（Higher Education Funding Councils：HEFCs）によって設立された。HEFCsは高等教
育機関への補助金配分を主目的とする独立法人であり、英国における高等教育機関への補

助金は、総額は政府が決めるものの、各機関への配分はHEFCsに一任されている[164]。
政府に替わって助成を行なうことを通じて国家の高等教育のイニシアティブをとる団体が

HEFCsであり、その中で JISCもまた情報通信技術の活用に関する助成プログラム・プロ
ジェクトを通じて教育・学習及び研究に資することをミッションとしている。助成を求め

る機関やグループは、公募されたプログラム内容に従って応募し、選抜されてはじめて助

成を受けられる競争方式が取り入れられている[165]。英国ではこの JISCによるプログラ
ムが機関リポジトリの発展に大きく寄与してきた。 
 JISCによる最初の機関リポジトリに関するプログラムは 2002年 8月から 2005年 10月
にかけ行なわれた Focus on Access to Institutional Repositories（FAIR）プログラムであ
る[166]。FAIR の目的は機関リポジトリの開発推奨を通じて英国の大学で生み出されたコ
ンテンツへのアクセスを向上させることである。FAIR の下でさらに 14 のプログラムが実
施され、その中からは前述の OpenDOARや出版者・学術雑誌の著作権方針データベースで
ある SHERPA/RoMEO等、現在の機関リポジトリ運営に欠かせないツールが生み出された
[147]。FAIR終了後には 2005-2007年、2007-2009年と 2期にわたってDigital Repositories
プログラムも実施され、FAIRの成果を引き継ぐとともに機関リポジトリと研究評価の統合、
リポジトリ間の相互互換性等の様々なプロジェクトが実施されている[147][167]。また、
2005-2009 年には第 2 期 Digital Repositories プログラムと平行して Repositories and 
Preservationプログラム（RPP）も行なわれている[168]。RPPでは機関リポジトリの発展、
機関リポジトリコミュニティ支援等の七つのテーマ、90 のプロジェクトに対して助成が行
なわれた。このうち機関リポジトリの発展に関するプロジェクトの一つ、Start Up and 
Enhancement（SUE）プロジェクトでは既存の機関リポジトリの強化に加えて新規に 35
の機関にリポジトリを導入させ、また参加した 90 機関 77 のリポジトリのコンテンツを 3
万件以上増加させることに成功した[169]。これは研究者に対する機関リポジトリスタッフ
による OA アドボカシー活動や、研究者ワークフローへのセルフ・アーカイビングの取り
込みを通じたコンテンツ増加の取り組みの成果によるものである。SUEの他にも RPPの中
では研究者への意識調査等のさまざまなプロジェクトが展開されており、Digital 
Repositories プログラム等とあわせて英国における機関リポジトリ及びその登録コンテン
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ツ増加に貢献している。そして RPPでは教材等もその対象ではあるものの、主な収集対象
は出版された雑誌論文である。さらに OA に関するアドボカシー活動等も機関リポジトリ
に関するプログラムの中で行なわれていることからも、英国の機関リポジトリにおいて OA、
その中でもセルフ・アーカイビングが強く意識されていることがわかる[153]。ただし雑誌
論文の OA 以外での機関リポジトリ活用可能性に関する活動もないわけではなく、例えば
FAIRプログラムの中には電子学位論文を機関リポジトリを通じ収集・提供するプロジェク
トも行なわれている[170]。 
 このような JISCのプログラムの影響を受け、英国では機関リポジトリの設置が広く普及
しており、2012年 11 月現在の機関リポジトリ数は ROAR 準拠で 147、OpenDOARでは
156 で世界第 2 位となっている。英国の高等教育機関数が約 170[171]であることを考えれ
ば、研究機関等のリポジトリを勘案しても非常に高い設置率であると言える。前述のとお

り機関リポジトリにおける雑誌論文登録率も OpenDOAR準拠で 77.6%と高く、登録コンテ
ンツ数も 100万件以上であり、特に 2010年に大きな伸びを見せている[148]。 
 一方で英国の機関リポジトリに問題がないわけではない。特にメタデータのみの登録が

多く、本文までアクセスできるものが少ないことはしばしば指摘される。例えば 2007年の
Xiaらの調査では本文ファイルが登録されている割合は 9～13%程度であり、多くはメタデ
ータのみの登録であった[172]。この一因として、英国では研究評価（RAE）の実施のため
に所属研究者の研究成果を機関が統合して把握するツールとして機関リポジトリが活用さ

れており、その際にメタデータのみであっても登録されていることが必要である、という

ことが指摘されている[147][173]。また、Harnadもメタデータのみであっても登録するこ
とを推奨している。これは出版者が出版直後の機関リポジトリ登録を認めていない場合で

あっても、メタデータだけでも検索できるようにし、あわせて著者への本文ファイル送付

依頼ボタンを機関リポジトリに実装すれば利用者も論文を読むことができる、という考え

によるものである。実際にサザンプトン大学の機関リポジトリにはこのような機能が実装

されている[36][174]。 
このように英国の機関リポジトリは JISCのプログラムによって主導されており、米国と
は大きく異なる発展を遂げている。JISCの動向は世界的に注目されてもおり、ツールの開
発等も通じて世界の機関リポジトリに大きな影響を与えている。 
 
(3) その他の諸外国 

その他の諸外国のうち、ヨーロッパ（EU加盟国及びノルウェー、スイス、クロアチア）
の機関リポジトリについては 2008年に大規模な調査が行なわれている[175]。同調査によ
れば当時、ヨーロッパ全体で 290の機関リポジトリが存在し、ヨーロッパ大学連合加盟大
学 593の約半数が機関リポジトリを持っている計算になる。ヨーロッパにおいては欧州委
員会（EC）を中心にヨーロッパ全体の機関リポジトリを支援する Digital Repository 
Infrastructure Vision for European Research（DRIVER）プロジェクト（2009年終了）
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[176]、Open Access Infrastructure for Research in Europe（OpenAIRE）プロジェクト
[177]等が行なわれており、汎ヨーロッパ的に機関リポジトリが推進されている。また、オ
ランダの助成機関である SURFによる DAREプロジェクト[178]や SURFshare[179]をは
じめ、デンマークの DEFF、ドイツの DFG等、JISCと同様に各国レベルでの助成機関に
よる機関リポジトリ推進活動も活発である。さらに JISC、SURF、DEFF、DFGの 4機関
共同で機関リポジトリ整備を行なう Knowledge Exchangeプロジェクトも立ち上げられる
など、助成機関間の協力も行なわれている[180]。このように研究コミュニティや行政の意
思によって、OAを推進するという目的に向けて連携をとりつつ運営されているのがヨーロ
ッパの機関リポジトリの特徴であると言える。その中からは DRIVERのメンバーを中心に
設立された Confederation of Open Access Repositories（COAR）のように、ヨーロッパの
枠を越え国際組織として世界中から参加を募る活動も現れている[181]。 
 ヨーロッパの外に目を転じると、カナダでは 2002年からカナダ研究図書館が機関リポジ
トリのパイロット・プロジェクトを行なうなど、早くから機関リポジトリに関する活動に

取り組んでいる[182]。また、オーストラリアでは政府による財政支援プロジェクトである
Australian Partnership for Sustainable Repositories（APSR）等を通じ機関リポジトリが
普及し[183]、現在オーストラリアにある 39 の大学は全て機関リポジトリを持っている
[184]。 
 中南米地域においては 2.1.1 (3)で触れた SciELOプロジェクトをはじめ、OA雑誌に関す
る取り組みが他の地域に比べ浸透している一方で、機関リポジトリについては 2009年に至
っても組織的な取り組みが少なく、萌芽期にあることが指摘されている[185][186]。しかし
その中でブラジルは国内の公的高等教育機関・調査機関に機関リポジトリの設置を求める

法案が審議されるなど、機関リポジトリへの取り組みが盛んであり[187]、2012年 11現在、
ROAR準拠で 57、OpenDOAR準拠で 50の機関リポジトリが設置されている。 
 アフリカや中東地域ではインターネットの普及状況の問題もあり、機関リポジトリの設

置はそれほど進んでいない[188][189]。例えば OpenDOARによれば、アフリカ全体でも機
関リポジトリ設置数は 52 件程度である。しかしその中でも 21 件を占める南アフリカ共和
国のような例もある。同国では学位論文のコレクションが特に多くなっている[188]。 
 アジア地域を見ると、OpenDOAR準拠で 363の機関リポジトリが存在し、最も多いのは
日本の 132 件である（日本については(4)で詳述する）。次いで台湾（57）、インド（48）、
中国（33）と続く。このうち日本に次いで機関リポジトリ数の多い台湾では 2006 年から、
台湾教育省の資金提供の下で、改良型の DSpace を用いる機関リポジトリプロジェクトが
95 大学によって行なわれている[190][191]。また、インドは発展途上国の中では最も機関
リポジトリ数が多く、複数のプロジェクトも行なわれている[192]。一方で各リポジトリの
コンテンツ数は伸び悩んでおり[193]、アクセスしにくさ等の問題も指摘されている[194]。
中国や韓国では高等教育の規模に比べて機関リポジトリ普及はそれほどではないが、中国

については学生・研究者が電子リソースにアクセスしやすい環境が比較的整っていること
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[195]、韓国については政府・大学教員等の認識の不足等が理由として指摘されている[196]。 
 このように国・地域によって機関リポジトリへの取り組みは多様であるが、それらがま

とまった結果として世界全体の機関リポジトリ数は一定して増加し続けている。2012年 11
月現在、ROAR準拠で 1,912、OpenDOARでは 1,843の機関リポジトリが登録されており、
OpenDOARのデータによれば過去 1年間で 50のリポジトリが新たに登録されている。発
展途上国等、設置が進んでいない地域もあるものの、すでに機関リポジトリは世界的に普

及していると言えよう。 
その中で日本の機関リポジトリ数はアジア圏で最多、世界的に見ても 2012年 11 月現在
で ROAR、OpenDOARともに第 4位となっており、最も機関リポジトリの普及している国
の一つである。そこで以下では日本における機関リポジトリの発展について、詳細に見て

いきたい。 
 
(4) 日本 

 日本における機関リポジトリに関わる最初の活動は、2002年に千葉大学で始まった「千
葉大学学術情報リポジトリ計画」である[144][145][147][197][198]。これは附属図書館を中
心に、千葉大学内で生産された多様な研究成果を対象とした機関リポジトリ構築を目指し

てはじめられたプロジェクトであり、2002年中の図書館内のワーキング・グループによる
調査・プロトタイプ開発、2003年に学内での協力者会議による準備作業を経て、2004年に
運用が開始された[197]。この取り組みを受け、文部科学省が 2003年に発表した『学術情
報発信に向けた大学図書館機能の改善について（報告書）』の中では事例として「千葉大学

学術情報リポジトリ」が取り上げられている[199]。これが機関リポジトリについて、「リポ
ジトリ」という名称で紹介した日本初の文書であり[198]、日本における機関リポジトリの
嚆矢となった。同年には国立大学図書館協議会図書館高度化特別委員会ワーキング・グル

ープによる文書『電子図書館の新たな潮流』が発表されており、その中では 21世紀初頭の
電子図書館のコンセプトの一つに「学術機関リポジトリによる学内学術情報の発信強化」

が挙げられている[200]。文部科学省・国立大学図書館協議会の両報告書とも 1990年代か
ら続く日本の大学図書館における電子図書館構築の試みの流れを汲むものであり、この点

で日本の機関リポジトリの背景には電子図書館に関する試みがあることが指摘できる

[147][201]。 
 その後の日本の機関リポジトリに関する活動の方向性を決定づけたのは国立情報学研究

（NII）による一連の委託事業・プロジェクト等である。まず 2004 年度には「学術機関リ
ポジトリソフトウェア実装実験プロジェクト」が開始される。このプロジェクトでは六つ

の国立大学が実験的に機関リポジトリシステムを実装した[202]。この実験の成果を経て、
2005年度から「最先端学術情報基盤（Cyber Science Infrastructure）整備事業」（CSI事
業）のうちの一事業として、学術機関リポジトリ構築連携支援の委託事業が開始される[198]。
CSIとは「コンピュータ等の設備、基盤的ソフトウェア、コンテンツおよびデータベース、
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人材、研究グループそのものを超高速ネットワークの上で共有する」ための基盤であり、

日本の学術研究・教育活動を促進し、国際競争力を維持するために必要であるとして、NII
が中心的に取り組んでいる事業である。機関リポジトリはこの中で、次世代学術コンテン

ツ基盤の整備の一環、新たな学術情報発信基盤として位置づけられ、事業の対象となって

いる[147]。2005年度には 19の国私立大学に事業を委託し、機関リポジトリを構築すると
同時に、システム構築・運用に関する経験が蓄積された[203]。翌 2006 年度からは事業を
拡大し、公募制として参加大学を募ると同時に、各機関の機関リポジトリ構築自体を支援

する領域 1、一機関または複数機関による機関リポジトリに関する先端的研究・開発を支援
する領域 2が設けられた[204]。この 2領域性の導入によって日本の機関リポジトリは領域
1によって数を増すだけではなく、領域 2の成果として様々な先端的な試みも行なわれるこ
ととなった。この公募は 2 年間にわたるものとされ、初年度が終了する時点で中間評価も
行なわれた。2008-2009年には引き続き 2領域制で第 2期が[205]、2010年から 2012年に
かけては新たに領域を 3 分（コンテンツ作成支援、先導的プロジェクト支援、学術情報流
通コミュニティ活動支援）しての第 3期委託事業が行なわれており[206]、これらの委託事
業が日本の機関リポジトリに与えた影響は大きい。NII はそのほかにもメタデータ標準
[207]や機関リポジトリ統計標準の策定[208]、それらの標準を用いた機関リポジトリポータ
ル[209]の開発やコンテンツ分析システム[210]の作成、機関リポジトリ構築をテーマとした
研修の開催等によっても機関リポジトリに関する取り組みを支援している[198]。さらに委
託事業の中からは英国・SHERPA/RoMEOの日本版と言える Society Copyright Policies in 
Japan（SCPJ）データベース[211]やコンテンツ管理システム XooNIps[212]の機関リポジ
トリ運営モジュールとしての機能追加等、後の機関リポジトリ運用に大きく貢献したツー

ルも生み出されている。日本の機関リポジトリ関係者の中心的コミュニティとして情報共

有等に貢献している Digital Repository Federation（DRF）[213]も委託事業の一つとして
始まっており、情報共有・活動の場の設定にもNIIが大きく関与したと言える。 
そして各機関でこれらの委託事業を担ったのは主として図書館員であり、今日まで主に

大学図書館員の活動によって日本の機関リポジトリは支えられている。コンテンツ収集・

アドボカシー活動も盛んであるほか、図書館員による学内紀要等の一括登録や研究者に替

わっての論文の代行登録なども一般的に行なわれている。行政による推進と積極的なアド

ボカシー活動の実施、という点では日本の機関リポジトリは米国よりも英国やヨーロッパ

に近い形で推進されてきていると言えるが、研究コミュニティ以上に図書館コミュニティ

の支持が強い、という点は日本の特徴と言えよう。 
こうした活動を通じて日本の機関リポジトリ数・コンテンツ数はともに右肩上がりに増

加してきている。2012年 11月現在、日本の機関リポジトリ数は ROAR準拠・OpenDOAR
準拠ともに 132 であり、いずれも前述のとおり世界第 4 位の設置数である。さらに両ディ
レクトリに登録していないリポジトリも収集対象としている IRDB コンテンツ分析システ
ムによれば 2012年 10月現在の日本の機関リポジトリ数は 234件となっている[210]。登録
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コンテンツ数は約 100万件の英国をも凌ぐ約 143万件で、うち約 106万件（74.0%）は本
文まで閲覧可能である[210]。リポジトリの設置数、コンテンツ数ともに日本は世界トップ
クラスと言える。2011年 1月には登録コンテンツ数やその web上でのビジビリティ（サー
チエンジンへのインデキシング状況）等に基づいてスペイン高等科学研究院が算出する世

界リポジトリランキングで京都大学の機関リポジトリが大学として世界 1 位になる[214]
（2011年 7月版で 2位[215]、2012年 1月版では 16位[216]）など、国際的に存在感を増
している。また、朝日新聞社が発行する『大学ランキング』に 2010年版から機関リポジト
リのランキングが新設されるなど[217]、国内でも機関リポジトリが社会的に認知されはじ
めている。 
 リポジトリ自体の数、コンテンツ数以外の面でも日本の機関リポジトリを巡る状況には

他国にはない幾つかの特徴がある。第一の特徴は本文ファイル登録率の高さである。前述

のように OA推進の意図の下、JISCを中心に構築が進められている英国の機関リポジトリ
においては、メタデータのみの登録も多く本文まで見られる割合は少ないとされている

[172]。これに対し日本の機関リポジトリは本文まで含めての公開が推進されており、業績
データベースとしてもリポジトリを使っている東京工業大学等、一部の機関を除いてメタ

データのみの登録は行なっていない。そのため全体でも 74.0%、東京工業大学を除くと
85.1%の登録コンテツがその本文まで閲覧することが可能になっている[210]。 
 二つ目の特徴は雑誌論文登録率の高さである。(1)で見たように雑誌論文を登録コンテン
ツに含む機関リポジトリの割合は米国で 63.3%、英国で 77.6%であるのに対し、日本では
90.9%と極めて高い[149]。千葉大学で機関リポジトリ設置を推進した尾城らはその取り組
みを紹介する論文の冒頭でシリアルズ・クライシスに言及しており、さらに機関リポジト

リの期待される効果として「商業出版社に独占されていた学術情報流通の主導権を研究コ

ミュニティに取り戻すことが可能となる」とするなど、強く OA を意識していることがう
かがえる[197]。また、2011年に国立大学図書館 2館・私立大学図書館 2館の機関リポジト
リ担当・非担当図書館員にインタビューを行なった酒井麻里らの調査においても、大規模

国立大学の図書館員の間で機関リポジトリを OA 実現、それも雑誌価格高騰に対抗するも
のとして認識していたことが報告されている[218]。このような雑誌価格高騰への対抗策と
しての意識の高さが、雑誌掲載論文の収集につながったと考えられる。 
 一方で実際に本文ファイルまで登録されているコンテンツ数の内訳を見ると、日本の機

関リポジトリにおいて雑誌掲載論文の割合は 16.0%（170,137件）にとどまる。登録コンテ
ンツ中に占める割合が低いのみならず、日本で発行される論文の中で機関リポジトリに登

録されているものの割合も低い。2000-2009 年に発行された日本の学会誌掲載論文の機関
リポジトリ登録状況を調査した清水らによれば、学会の方針により機関リポジトリへの登

録が許可されている論文に限った場合でも、その登録率は平均で 2.6%にとどまっていた
[219]。米国・英国に比べれば機関リポジトリへの雑誌論文登録自体は行なわれているもの
の、登録されている論文数や割合自体はまだ限られていると言える。 
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登録コンテンツのうちもっとも多いのは各研究機関や学部等が発行する紀要掲載論文で

あり、535,373件で全体の 50.5%と過半数を占めている（紀要とは何か、については 2.3(3)
で詳述する）。これは機関リポジトリの立ち上げ段階において、発行元が学内組織等である

ため著作権処理が容易であること等から、多くの機関が紀要の登録に重点的に取組んだ結

果である[220]。CSI事業の支援を受け行なわれた機関リポジトリコンテンツの作成（紙媒
体からの電子化・登録等）においても作成されたコンテンツの多くは紀要論文であり[147]、
平成 20～21年度の第 2期委託事業では紀要論文を重点コンテンツの一つに指定していた
[221]。また、2008年に日本の機関リポジトリのコンテンツ分析を行なったMatsuuraは、
当時から日本の機関リポジトリコンテンツの大部分が紀要論文であったこと、特定の大学

等に偏らず多くの機関で紀要論文を登録していることを指摘している。その上で、紀要と

いう機関固有の出版システムを日本の学術出版が維持してきたことと、その電子化の潮流

が既に現れていたことにより、過去に出版された紀要論文を電子化し、登録することで日

本の機関リポジトリは他国のようなコンテンツ不足に直面することなく発展してきた、と

Matsuuraは論じている[222]。これらの紀要論文は機関リポジトリコンテンツの中でも日
本語文献の割合が高く（雑誌論文では日本語率 68.6%に対し、紀要論文では 81.9%）、結果
として日本の機関リポジトリ登録コンテンツの大半は日本語文献となっている。 
 以上のような特徴から、OAの観点からの推進が「失敗」と評されつつユーザ志向のロー
カルサービスに焦点が当たりつつある米国、OA推進の強い意思の下に機関リポジトリ設置
が進められる英国やヨーロッパ諸国の、いずれとも異なる形の発展を日本の機関リポジト

リは遂げていると言える。これら独自の発展を遂げた日本の機関リポジトリを通じた学術

文献の発信が、我が国の学術情報流通にどのような影響を与えているのか、機関リポジト

リの果たしている役割について明らかにすることが本稿の主眼となる。 
次節では、機関リポジトリが果たしうる役割について、これまでどのような期待が持た

れ、議論がなされてきたかを整理していく。 
 
2.3 機関リポジトリに期待される役割と果たしている役割 

 Crow と Lynch による最初の定義からもわかるように、機関リポジトリはその当初から
多様な役割を果たしうるものとして提唱され、さらに実際に設置されていく過程でその期

待される役割は様々に付け加えられてきた。これらの期待される役割を整理すると、以下

のとおりとなる。 
 
(1) オープンアクセスの実現手段 

 期待される役割の第一は OA の実現手段である。2.2.1で見たように Crow は OA、中で
も学術雑誌価格高騰への対応と、迅速な成果公開による研究者同士での情報流通の改善、

という点を強く意識して機関リポジトリに関する声明を発表している。とりわけ機関リポ

ジトリに期待されているのはセルフ・アーカイビングの場としての機能である。機関リポ
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ジトリを用いたオーバーレイ・ジャーナルの構築等（2.2.1参照）、OA雑誌の実現に機関リ
ポジトリを用いる試みもないわけではないが、現状ではまだ限られている。OAの実現手段
としての機関リポジトリと言った場合には、セルフ・アーカイビングの場としての機能を

指していると考えるのが妥当であろう。 
 また、Crowが主に意識していたのは OAの背景の中でも前述の 2点（学術雑誌価格高等
への対応、研究者間のコミュニケーション改善）と考えられるが、発展途上国における学

術コミュニケーションの改善も当然、機関リポジトリを介した OA によって実現される可
能性があり、その観点から機関リポジトリへのセルフ・アーカイブを推奨する議論も存在

する[223]。 
 
(2) パブリックアクセスの実現手段 

 2.1.3では PAも OA運動の第 4の柱に位置づける形で議論を進めてきた。しかし、機関
リポジトリの役割を考える際には研究者による情報の利用を前提とする OAと、市民に対
する学術情報へのアクセス提供とは分けて論じられる場合が多い。 
 例えば研究成果を市民にアクセス可能にすることの意義として、税金の使い道に関する

アカウンタビリティの遂行が挙げられる場合があることは既に述べたとおりであるが

[86][87][88][89]、大学等の研究機関は個々の研究者が助成金等を受ける以外に、そもそも
機関自体が多くの公的資金を受けている場合が多い。機関の成果が一覧できることは公金

により行なわれた各研究の成果や、同じく多くの公金を費やして運営される機関全体の営

為に関する説明責任を果たすという役割の実現につながるものであり、特に機関による営

為を一覧可能にするという点で機関リポジトリに期待する意見がある[87][88]。 
 また、Crowが機関リポジトリの短期的な利益として指摘するように、所属する研究者の
研究成果をはじめとする機関の知的成果物を一箇所に集め、広く発信する機関リポジトリ

は、機関の可視性を高め広報に貢献する、という議論もある。この場合には研究者同士や

助成機関等へのアピールはもちろん含まれるであろうが、その他に地域・社会からの理解

の獲得や、受験生あるいは学生及びその家族、あるいは連携先を探す企業等に対するアピ

ールにつながることも期待されている[147][184][224][225]。このような役割も研究者以外
の市民による学術文献へのアクセスという点で、PAの文脈の中に位置づけられるものであ
る。 
 そしてもちろん、機関リポジトリ登録コンテンツを、単に機関で何が行なわれているか

を知るだけではなく、市民自身が何らかの目的で学術情報を得る際に利用できる、という

ことも機関リポジトリの役割として期待されている[88][100]。前述のとおりサイエンスコ
ミュニケーターである長神は機関リポジトリを「市民がアクセス可能な研究資源の提供手

段」に位置づける可能性を論じており、それが市民の知る権利のみならず「研究する権利」

にもつながる、と述べている[100]。 
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(3) 電子出版・電子図書館 

 OA あるいは PA と言った場合に専ら想定されるのは既に電子的なファイルが存在する、
電子ジャーナル等に掲載された論文の公開である。これに対し、そもそも電子的なファイ

ルが存在しなかったコンテンツや、一般には流通していなかった機関内生産物、機関の管

理下にあるコンテンツを電子化・発信することもまた機関リポジトリに期待されている機

能の一つである。これは Crowよりも Lynchによる機関リポジトリの定義（「大学やその構
成員により作成されたデジタル資料を管理し発信するための一連のサービス」）に近い考え

方に基づくものであると同時に、前述のとおり電子図書館の流れを汲む日本の機関リポジ

トリにおいて実現されている状況に近いものと言える。 
より具体的な対象コンテンツとしては学位論文、紀要、教材、貴重書等が挙げられる。 
学位論文については英国で早くから機関リポジトリを通じた電子公開に関する取り組み

があり[170]、日本でも CSI委託事業第 3期において「博士論文発信支援パッケージ開発プ
ロジェクト」が実施されている[206]。 
紀要については前述のとおり、日本の機関リポジトリコンテンツの大半を占めている。

そもそも紀要とは何か。光斎によれば、紀要とは、 
1) 大学または学術機関の特定の人だけを対象に論文を収録している 
2) 論文は学術雑誌のような評価基準（レフェリー）によらず、任意に収録されるため、
論文の質的レベルが一定でない場合が多い 

3) 一般の流通経路を通らず、寄贈・交換でしか入手できないものが多い。このため、紀
要を刊行する大学や研究機関と日常的なコンタクトが乏しい公共図書館や専門図書館

では入手が困難になっている 
4) 刊行部数が少ない。通常で数百部程度である。中には 100部程度の極端に少ない紀要
もある 

5) 発行頻度が少ない。大方の紀要は年 2～3回程度である。年刊のものも多い 
6) 原稿募集や編集が片手間に行なわれていることが多く、結果的に不定期刊行が多くな
る 

7) 休刊や廃刊が突然起こる。また、誌名変更や分冊が予告なく行なわれる場合が多い 
8) 執筆方法が著者に任され、書誌記述が曖昧なことが多い 
9) 紀要に収録された文献を検索する手段が限られるため、一般の目にふれる機会が少な
い 
といった特徴を持つ逐次刊行物であるとされる[226]。一方、『図書館情報学用語辞典』第 3
版においては、紀要について「本来は、学会や研究機関の会合で発表された講演の記録、

または報告事項の大要を収録した印刷物のこと。日本では、主として大学や学会などに提

出された論文や研究発表を掲載する機関誌に紀要という語が多く用いられている。実際に

は、論文だけではなく、会議の記録や報告なども掲載されていることが多く、学術報告や
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研究報告の色彩が強い」と説明している[227]。前者は大学や研究機関が発行主体で掲載論
文もその構成員の執筆したものに限るという定義であるのに対し、後者は学会が発行主体

に含まれており、提出論文が掲載されるとする等、その定義には相違があることを竹内は

指摘している[228]。さらにタイトルに紀要等の語を用いていないものの、その実態が紀要
に限りなく近い、いわゆる「学内学会」の刊行物の存在も竹内は指摘しており、紀要の厳

密な定義は困難であること、タイトルや発行主体だけから区別することも問題があること

も竹内は述べている。このように「紀要」という存在を現実の言葉の用法と過不足なく、

厳密に定義することは困難であるが、本稿においては主に光斎の定義に基づきつつ、「大

学・学術機関が発行し、主としてその機関の構成員の論文等が掲載される」逐次刊行物が

紀要である、と定義して以下の論を進める。なお、査読（レフェリー）の有無については、

近年査読付きの紀要も現れてきていることを鑑み（例えば筑波大学図書館情報メディア系

が発行する『図書館情報メディア研究』[229]など）、ここでは問わないものとする。 
 紀要の定義が困難であることから、その発行タイトル数の現況についてもまた十分に明

らかになっているわけではない。その中でやや古い調査にはなるが、1993 年の
NACSIS-CATの書誌データに基づき紀要のタイトル数を推定した長谷川は、約 6,500誌の
紀要が存在するとした[230]。また、1994 年度から 2005 年度にかけての NACSIS-ILL シ
ステムの依頼データを分析した土屋らは、2005年度のデータ中、タイトルに「紀要」を含
むものが 3,782 件、「大学」「学部」「研究所」等、「紀要」以外の文字列で紀要タイトルに
含まれることが多いであろうものを含むものまで範囲を広げれば 17,940件存在した、とし
ている[231]。 
 これらの紀要には、その質に関しての議論が存在する。本稿では査読の有無を問わない

としたものの、一般に紀要においては査読制が存在せず、掲載論文の質に対する疑問の声

も多い。自然科学領域では研究者の意識がより評価の高い雑誌へ投稿する方向へむかって

いることもあり、紀要の役割は完全に終わったとも言われている[228]。一方で、人文社会
系においては学会誌等と異なりページ数の制限がないことや、翻刻や目録等の「資料」も

掲載できることなどから学会誌とは異なるメディアとして有用性が認識されている、との

指摘がある[228]。同時に学会誌と同様に原著論文を掲載する機能も、人文社会系の紀要は
有している。いささか古い調査ではあるが、経済学と教育学を対象に紀要と学会誌の論文

発表状況と引用状況を調査した 1986年の糸賀らの研究によれば、紀要論文は発表媒体とし
て占める割合と引用先として占める割合が同程度で、必ずしも学会誌に比べ質が劣るわけ

ではない一方、自己引用を除くと紀要論文は引用回数が劣ること、発行機関によって傾向

は異なることが指摘されている[232]。このように人文社会系においても掲載論文の質の議
論が存在するのは確かである一方で、紀要掲載論文について利用者の需要が存在すること

もまた確かである。前述の NACSIS-ILLデータを分析した土屋は、日本語文献複写依頼の
30-40%は紀要に対するものであるとしている[231]。山形大学における文献複写依頼、受付
について分析した友光もその 20%以上は紀要掲載論文であったとしており[233]、文献需要
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において紀要が占める割合は大きい。ここから、土屋は紀要電子化の必要性を説き、機関

リポジトリがその役割を担うことを提案している。 
そして前述のとおり（2.2.2(4)）、紀要については実際に機関リポジトリを通じた電子化・
公開が進められ、各機関が自身の発行する紀要を、冊子体からスキャンし、電子ファイル

を作成して登録している。さらに NII が紀要の電子提供サービスの中で作成したファイル
を各機関に提供した例もある[234]。NIIは 2008年度で同事業を停止し、現在では機関リポ
ジトリに役割を譲っており、日本において紀要電子化は機関リポジトリの重要な役割の一

つと位置づけられている。その結果、紀要の電子的入手環境は現在大幅に改善している。

前述のとおり従来、紀要は機関間の交換によってしか入手することができない等、正規の

流通ルートに載らず入手しにくい、いわゆる灰色文献となっていた。しかし竹内は機関リ

ポジトリによって「灰色文献としての紀要は、入手可能性という点からは灰色であること

をほぼ脱した」とまで述べている[228]。また、聖学院大学の若松も長年、大学内で創出さ
れる学術情報の発信と流通を担ってきた紀要の役割が機関リポジトリの出現で急激な変化

を遂げたと指摘した上で、「従来の紀要は商業的な書籍流通経路にのらないため、学外研究

者や一般の人々にとってその掲載論文の検索や入手は容易ではなかったが、現在そうした

問題は次第に過去のものとなりつつある」と述べている[235]。このように、機関リポジト
リは紀要の電子的流通環境改善に大きく貢献していると言える。 
なお、これらの紀要の多くは（提供される場合には）もともと無料あるいは低価格で提

供されていたものであり、OAとは異なる背景に立つものである。むしろ図書館による電子
出版の試み、と捉えることが妥当であり、機関リポジトリを大学図書館による紀要の電子

出版プラットフォームと捉えた活動も行なわれている[236]。機関リポジトリ担当・非担当
者にインタビュー調査を行なった酒井麻里らによれば、特に私立大学・中小規模大学にお

いて、機関リポジトリをこのような紀要等の電子出版プラットフォームとして捉える傾向

があったことが報告されている[218]。 
学位論文や紀要が限られるとは言え流通ルートの存在するコンテンツであったのに対し、

教材については従来は外部に対しては流通ルートすらない、教室あるいはせいぜい大学内

部でのみ利用可能であったコンテンツである。近年では Open Course Ware（OCW）等、
電子的公開・流通の試みも行なわれるようになっているが日本においては取り組みは限ら

れている。機関リポジトリはこのような従来は流通すらしていなかったコンテンツの発信

の場にもなりうるものである[237]。 
さらに貴重書等についてはそもそも「機関の構成員により作成された」ものとすら言え

ないが、1990年代から電子図書館について取り組んできた京都大学等、既に電子化済みの
コンテンツを機関リポジトリに統合している機関は多く、また新たに所蔵する貴重書を電

子化した際に機関リポジトリで公開する場合もある[238][239]。自機関が作成したか否かを
問わず、ユニークなコンテンツを電子的に提供する[240]という点では、まさに従来「電子
図書館」と呼ばれてきた機能もまた機関リポジトリの役割の一つと考えられていると言え
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る[241]。このような電子図書館との親和性の指摘は日本に限らず欧米でもなされている
[155]。 
 
(4) その他（発信を前提としない役割／追加機能による役割の強化） 

 その他にもデジタルコンテンツの保存[147][184][242]、機関の業績評価のためのプラッ
トフォーム[184][243]、e-science・データ中心科学のためのインフラストラクチャ[87][244]、
e-ラーニングのツール[87]、研究者のための執筆サポートアプリケーション[245]等、多様な
役割が機関リポジトリに期待しうるものとして論じられている。ただしこれらについては

コンテンツの保存や管理等、外部への発信（流通）を前提としない役割や、既存の機関リ

ポジトリに新たな機能を追加することで実現できる役割である。これらの役割も機関リポ

ジトリの可能性を考える上では重要であるが、本研究ではその詳細を検証することは行な

わない。これは第 1 章で述べたとおり、本研究は既にある程度なんらかの役割が実現して
いると考えられる、「コンテンツの入手元」としての機関リポジトリ、なんらかの利用を前

提とする役割を、コンテンツの利用とその影響の観点から分析するものであるためである。

発信＝利用を前提としない役割については本研究の方法では検証は不可能である。これに

ついては本研究とは異なる手法に基づく研究の出現を待つこととしたい。また e-scienceの
インフラストラクチャとしての機能や e-ラーニングツールとしての機能等については、実
装している機関リポジトリがほとんど存在しないことから、現時点では検証するまでもな

くその役割はまだ存在しないと考えられる。これらの役割の可能性は念頭に置きつつ、詳

細な検証はある程度実際にその機能が普及した後に行なわれるべきものと考える。 
機関に存在するなんらかのコンテンツを、機関内外を含めた利用者に対し発信する、と

いう点での機関リポジトリの役割としては、(1)～(3)で見た内容が主である。そしてこれら
の役割は、図 2-1に示すとおり、発信されるコンテンツ（機関リポジトリ登録以前から電子
ジャーナルなどで既に電子的に公開済みのものか／機関リポジトリ登録にあたり独自に電

子化されたものか）と、その想定利用者（研究者・学生などの元来、学術文献の利用者と

して想定されてきた学究集団か／従来は学術文献の利用者として想定されてこなかったそ

れ以外の市民か）の観点から整理することで、その相違が理解しやすくなる。 
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利用者

研究者・学生等 市民

コ
ン
テ
ン
ツ

公
開
済
み

独
自

「オープンアクセス」

「電子出版・電子図書館」

「パブリックアクセス」

 
図 2-1 コンテンツ／利用者の観点からの機関リポジトリの役割整理 

 
・「オープンアクセス」5：対象となるコンテンツは査読済み雑誌論文であり、ほとんどが電子

ジャーナルとして流通している、現在においては機関リポジトリ登録以前から既に電子

的に公開済みのものである 6

 

。また、雑誌価格高騰への対応・研究者間のコミュニケーシ

ョン改善のいずれの背景においても主眼となる利用者は研究者・学生等の学究集団であ

る。これは発展途上国の学術情報流通改善についても同様である。 

・「パブリックアクセス」：対象利用者は納税者、あるいは市民である。もちろん研究者・学生

等の中でも多くは納税しており、市民社会に属するものであるが、本研究では専門分野

の学究目的以外の、いわゆる一般市民（general public）としてのコンテンツの利用のみ
を指して「パブリックアクセス」と呼ぶ。なお、対象コンテンツを既に電子的に公開済

                                                   
5 なお、ここでの「オープンアクセス」という語の使い方は本研究独自のものである。既に
見たように過去の経緯から、OAとは研究者同士の、既に電子的に存在する文献の利用・発
信に関する議論の中から現れたものは確かである。しかし OAという語が普及する中で、
現在では必ずしも OAと言った場合に研究者同士の利用、他に電子版の存在するコンテン
ツの発信のみを指すとは限らなくなっている。これは「パブリックアクセス」、「電子出版・

電子図書館」についても同様で、必ずしも本稿で規定するような場合のみを指してこれら

の語を用いることが一般的なわけではない。そこで以下では図 2-1に整理したような意味で
これらの語を用いる場合には、「」を語の前後につけることで本稿独自の用法であることを

明示することとする。 
6 国際誌・英語論文の場合。和文誌については必ずしも電子ジャーナル化が進んでいるわけ
ではない。 
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みのものに限っているのは、後述する「電子出版・電子図書館」機能と区別する上での

便宜的なものである。市民による学術文献へのアクセス、という点では両者は必ずしも

区分できるものではない。 
 
・「電子出版・電子図書館」：対象となるコンテンツは多様であるが、専ら従来は電子的に公

開されていなかった、他のルートでは流通していない、その機関リポジトリ独自のコン

テンツである。利用者としては研究者・学生等の学究集団、それ以外の市民の双方が想

定しうる。 
 
 もちろん、これまでの機関リポジトリの役割に関する議論が全てこの図の中で綺麗に整

理できるわけではない。OA（PA を除く）に関する議論が主として査読済みの雑誌論文を
対象にしており、その多くが既に電子的に公開済みであることは事実であるが、実際には

和文誌の中には電子公開されていないものも多く存在するため、その点で「電子出版・電

子図書館」の役割と完全に区別できるわけではない。また、市民による学術文献へのアク

セスについては、公開済みか否かを問わず、そもそも学術文献にアクセスしにくい環境が

存在していた。それを機関リポジトリに登録することでアクセスしやすくする、という点

では公開済み／独自コンテンツいずれも共通であり、上図の「パブリックアクセス」と「電

子出版・電子図書館」の役割の間の区別もはっきりと存在するわけではない。 
 しかしそれらの問題があるにせよ、いささか強引であっても図 2-1のような整理を行なう
ことには大きな意義があると本研究では考える。区分が曖昧な部分があるにせよ、従来の

OAに関する議論が既に見たようにコンテンツが既に電子化されていることを前提に置い
ていたこと、また電子出版・電子図書館関連の議論が必ずしも OAと背景を共有していな
いことは確かである。OAは例え電子的にアクセスできる環境があったとしても、それが自
由に利用できるものでないのならば、主には価格の障壁が存在するのでは十分なものとは

いえず、無料かつ自由にアクセスできる必要がある、という問題意識の下で進められたも

のであり、機関リポジトリはその実現手段として位置づけられてきた。一方、電子出版・

電子図書館に関する議論の中では価格の問題にかかわらず、そもそも電子化されていない

ことが問題と捉えられており、これを機関によって電子化する目的で機関リポジトリの活

用可能性が論じられてきている。また、OAは基本的には研究者同士の文献流通を前提とし
ていたのに対し、PAの議論ではむしろ研究者以外の利用に焦点があてられてきた（電子出
版・電子図書館に関しては利用者層を限定するような議論はなされていない）。このような

主要な役割間の相違を、図 2-1はかなりの部分反映することができており、各役割の特徴を
理解しやすくなっている。 
 さらに図 2-1のように整理することの意義として、各役割の実現状況を検証するにはどう
すれば良いか、どのような状況が実現されていればその役割が実現していると言えるのか

が理解しやすくなる。第 1章で述べたとおり、本研究では機関リポジトリの役割を、登録
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コンテンツの利用とその影響から分析する。この際、例えば雑誌論文等の既に電子ジャー

ナルが存在する（公開済み）コンテンツを、研究者・学生等が利用していること、そして

利用した論文を引用して新たな論文を執筆していることがわかったならば、「オープンアク

セス」の役割はある部分、実現できているものと言える。そのような利用が多数存在する

ならば機関リポジトリは「オープンアクセス」の役割を果たすものとなっている、と言え

よう。同様に、研究者ではない市民が、他で有料で電子版が公開されているコンテンツに

対し機関リポジトリでアクセスしていたならば、まさに市民の学術文献へのアクセス障壁

を取り除くという「パブリックアクセス」の役割が実現していると言えようし、それを利

用し市民がなんらかの活動を行なっていることも示されたなら、説明責任の役割等以上に、

市民へのコンテンツ公開が意義を持つことが示されると言える。あるいはそもそも他に電

子版がなく、機関リポジトリでしか提供されていない独自のコンテンツがよく利用されて

いるようならば、機関リポジトリは「電子出版・電子図書館」の役割を果たしていると言

えよう。このように、コンテンツと利用者の観点から機関リポジトリの役割を整理するこ

とで、この先の分析でどのような点を検証していけば良いのか、何を明らかにすれば機関

リポジトリの役割が検証できたと言えるのかがわかりやすくなる。本稿では以下、この図

2-1に整理した機関リポジトリの三つの役割区分を参照しつつ、各章の分析を進めていくこ
ととする。 
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3. 機関リポジトリ登録コンテンツのアクセス状況 
3.1 本章の背景と目的 

 本章では日本の五つの機関リポジトリのアクセスログを分析し、そのアクセス元、アク

セス方法、アクセス先コンテンツの特徴について明らかにすることを試みる。 
第 2章で示したとおり、本研究では機関リポジトリが果たしうる役割を利用者（研究者・
学生等の学究集団か／それ以外の市民か）と利用されるコンテンツ（機関リポジトリ以前

から電子的に公開されていたものか／機関リポジトリ登録のため独自に電子化されたもの

か）の観点から「オープンアクセス」（研究者・学生への公開済みコンテンツの提供）、「パ

ブリックアクセス」（市民への公開済みコンテンツの提供）、「電子出版・電子図書館」（独

自コンテンツの利用者を問わない提供）という三つに区分した。三つの役割それぞれが果

たされているか否かをコンテンツの利用とその影響という観点から分析し、明らかにする

ことが本研究の目的である。すなわち、本研究においては機関リポジトリがその役割を果

たしているという場合、登録されたコンテンツが何者かに利用されていることが前提とな

る。そして以下に詳述するとおり、機関リポジトリ登録コンテンツを利用するには、まず

は機関リポジトリ上のファイルにアクセスする必要があり、必ずアクセスログに記録が残

る。もし機関リポジトリへのアクセスがそれほどないとすれば、機関リポジトリ登録コン

テンツが利用されていることもない。その場合には本研究で想定した三つの役割はいずれ

も果たされていないことがその時点で確定し、それ以上の分析は行なう必要がなくなる。

逆に機関リポジトリ登録コンテンツへのアクセスが分析に値する程度に存在するのであれ

ば、登録コンテンツが実際に利用されている可能性も高く、更なる分析を行なうに値する

と判断できる。いわば本章で行なう機関リポジトリ登録コンテンツのアクセス状況の分析

は、第 4章以降の分析の前段階、すべての分析の基盤を成す分析と言える。 
以下、引き続き 3.1節ではアクセスログ分析とは何か、アクセスログ分析と機関リポジト
リの関係、アクセスログ分析を採用する妥当性について述べる。3.2節では関連する先行研
究のレビューを行なう。3.3節で本章で採用した方法の詳細と分析対象について説明し、3.4
節では分析の結果を述べる。3.5節では 3.4節の結果を受け、アクセスログから見ることが
できる範囲で、機関リポジトリが三つの役割を果たしているかについてまとめる。 
 
3.1.1 アクセスログ分析と機関リポジトリ 

 アクセスログ分析とはサーバに置いてあるどのファイルに、どの端末から、いつ、どの

ような経路をたどりどのソフトウェアを使ったアクセスがあったか、という記録（アクセ

スログ）を分析することで、web サイト利用者の行動やニーズを把握しようというもので
ある（手法の詳細は 3.3.1 節参照）。図書館情報学においてはインターネット普及以前から
データベース等の情報検索サービスの研究の中で利用記録の分析（トランザクションログ

分析、TLA）も行なわれていたが、TLA で対象となるのは専ら検索に用いられたコマンド
や検索語、画面遷移等であった[1]。これに対しインターネット・電子ジャーナルが普及し
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てからは、二次情報だけでなく学術文献本文が電子的に提供されるようになり、その利用

行動の分析手法としてアクセスログ分析が広く取り入れられた。Tenopir によれば
1995-2003 年の 9 年間に限っても、200 以上の学術文献のアクセスログ分析に関する研究
が発表されていた[2]。 
機関リポジトリにおいても、その設置数・登録コンテンツ数の増加に伴って、コンテン

ツの利用状況をアクセスログから分析する試みが現れている。中でも取り組みが盛んなの

は英国である。2008年に英国情報システム合同委員会（JISC）を中心にして行なわれた
Publisher and institutional repository usage statistics (PIRUS)プロジェクトでは出版者、
アグリゲータ、機関リポジトリ等異なる主体から提供される論文のアクセス統計データを

（雑誌単位ではなく）個別の論文レベルで、統一的な基準の下に集計する方法の確立が試

みられた。その最終報告書では統一的な統計データの提供は研究者、機関リポジトリ、研

究機関、助成機関のいずれにとっても重要なものである一方、異なる主体からアクセスデ

ータを収集・集計するには技術上、組織上、経済上、政治上の問題が数多く残っており、

実現には時間がかかるであろうとされている[3]。また、2005-2007年にかけてサザンプト
ン大学の Tim Brodyらを中心に行なわれた Interoperable Repository Statistics (IRS)プロ
ジェクトでは機関リポジトリのアクセス統計について一定の基準の下に国際的に標準化す

ることが試みられ[4]、実際に EPrints向けの統計結果表示プログラムも公開された。ただ
しその他のソフトウェアについては開発中であるか、そもそも開発の予定がない。 
日本国内でも主に国立情報学研究所の学術機関リポジトリ構築連携支援事業の中でアク

セス統計に関するプロジェクトが複数進められており、国内のアクセス統計の標準化・環

境整備を目指す「機関リポジトリアウトプット評価の標準化と高度化」プロジェクト（代

表：千葉大学、前身は「機関リポジトリ評価のための基盤構築」プロジェクト、さらに前

身は「機関リポジトリの評価システム」プロジェクトで 2006年から実施）[5]をはじめ、「機
関リポジトリ推進のための視認度評価分析システム」プロジェクト（代表：信州大学、2008
年より実施）[6]や「機関リポジトリへの登録が学術文献流通に対して及ぼす効果について
の定量的解析のための文献蓄積及びデータ整理」プロジェクト（代表：北海道大学、2008
年より実施）[7]などにおいて、機関リポジトリコンテンツのアクセス状況の分析が扱われ
ている。また、ドイツでも 2008年から、複数のリポジトリからログを収集し、標準化した
統計を出力する試みとして Open Access Statistics（OAS）プロジェクトが行なわれている
[8]。 
 
3.1.2 アクセスログ分析の採用理由と目的 

 学術文献利用行動は、アクセスログ分析の登場以前から質問紙調査やインタビュー調査

によって研究されてきた。これらの他の調査手法に対するアクセスログ分析の特徴を、

Galyani Moghaddamらは 2008年に発表した論文の中で以下のようにまとめている[9]。 
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 ・自動的に収集が可能 
アクセスログ分析のメリット 

   アクセスログは自動的に記録として残っていくので調査のたびに集める必要がない。 
 ・人間の意思が介在しない 
   質問紙調査・インタビュー調査では回答者の記憶・意思が介在するため、故意・過

失を問わず事実ではない回答が混在する可能性がある。これに対しアクセスログ分

析は利用行動の実際が反映される。 
 ・サンプリングの必要性がない 
   アクセスログには該当サービスを利用した全ての記録が残るため、サンプリングに

より対象を抽出する必要はない。 
 

 ・厳密にはユーザ個人を特定できない 
アクセスログ分析のデメリット 

   アクセスログ分析において利用者を特定するのは 3.3.1で詳解する IPアドレスであ
るが、これは利用したコンピュータのネットワーク上の所在を示すものであり、一

人で複数のコンピュータを利用している場合や、複数人で 1 台のコンピュータを共
用している場合には利用者個人を特定することはできない。特に図書館のような共

用コンピュータが複数台ある所では事実上不可能である。 
 ・ユーザパフォーマンスとシステムパフォーマンスの区別が必要 
   アクセスログの中には人間がコンテンツを利用するためのアクセス（ユーザパフォ

ーマンス）のほかに、プログラム等による機械的なアクセス（サーチエンジンのイ

ンデキシングのためのロボットや、メールアドレス収集ロボット等）が多く含まれ

る。これらのアクセスはコンテンツの利用実態を知る上ではノイズとなるが、ログ

上では人間によるアクセスと区別なく記録されているため、なんらかの方法でこれ

らを排除することが必要になる（排除方法の詳細については 3.3.2で述べる）。 
 
 また、アクセスログ分析の問題点として小野寺は、 
 

a) 論文をどの程度詳しく読んだのか判らない 
b) ロボットによるアクセス等が数えられることもある 
c) 偶然に、あるいは一時的好奇心でアクセスすることが起こりやすい 
d) アクセスパターンやネットワーキングの状況により、ログから洩れる利用がある 
e) 自分の論文に何回もアクセスするなど、意図的な利用の水増しが容易にできる 

 
の 5点があると指摘している[10]。e)の点に関連しては、実際にアクセス数の水増しが行な
われていた例の報告もある[11]。 
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以上をまとめると、アクセスログとは「電子ファイルへのアクセス」の分析であり、基

本的には全てのアクセスを自動的に保存し、分析することができる一方で、それを実際に

「人が読んだ」のか、人間の利用行動そのものは厳密には分析できない手法である、と言

える。アクセスがあったからと言って、それが即機関リポジトリ登録コンテンツが利用さ

れたことを示すわけではない。 
しかし逆に、機関リポジトリ登録コンテンツが、機関リポジトリを介して利用される場

合、必ずその前に当該コンテンツにアクセスするはずであり、アクセスログが残る（サー

バ・ネットワークトラブル発生時を除く）。アクセスしたもののコンテンツを読まない、と

いうことはありえても、アクセスせずに読むことは不可能である。よってコンテンツ利用

の全てはアクセスログに包含されると言える。 
 本研究全体の目的は第 1 章で示したとおり、機関リポジトリの果たす役割を登録コンテ
ンツの利用とその影響という観点から調査し、どの程度果たされているのかを検討するこ

とである。その中で機関リポジトリのアクセスログを分析することは、コンテンツの利用

について考える基盤となる分析と言えよう。前段落で述べたとおりアクセスがあったこと

が即利用されたことを示すわけではないが、アクセスせずに登録コンテンツを利用するこ

とは不可能であり、アクセス状況の分析によって、その後のコンテンツの利用や利用によ

る影響を分析する際の前提事項を明らかにできると考えられる。 
 
3.2 関連研究 

 本節では学術文献一般のアクセスログ分析と機関リポジトリのアクセスログ分析に関す

る先行研究を概観するとともに、それらと対比した本章で行なう分析の新規性について述

べる。 
 
3.2.1 学術文献のアクセスログ分析 

 学術文献利用のアクセスログ分析で最も多いのは電子ジャーナルの利用分析である。中

でも重要なものとしては英国・University College of London（UCL）の CIBER（Centre for 
Information Behavior and the Evaluation of Research）[12]及びその Management 
Directorである David Nicholasらによる一連の研究があり、その中では以下の点が明らか
にされている（強調は佐藤による）。 
 
・利用者の所属機関の種別（政府系研究機関か大学か）によって電子ジャーナルを利

用する時間が異なる。Googleからの検索を許可した場合利用の多くがGoogle経由にな

る

・Big Deal契約（電子ジャーナルを個別タイトルごと契約するのではなく、出版者の
提供する複数タイトルのパッケージとして契約する方式）で読めるようになった（そ

れまで購読していなかった）雑誌タイトルもよく利用される[14]。 

[13]。 
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・利用者の所属分野や立場によって利用行動が異なる。社会科学者は抄録のみや冊子

体巻号収録以前の早期公開論文の利用が多く、物理学者は自分の領域の論文を読む

割合が他より多い。数学者は古い論文もよく読み、ポスドクは新しい論文しか読ま

ない[15]。 
・自然科学分野は全体的に新しいものを良く使うが、必ずしも人文学が古い論文を良

く使うわけではなく、むしろ社会科学や学際分野の方が古い論文を良く利用する。

電子ジャーナルパッケージ全体で見ると論文発表後 8～9 年で利用が大きく減衰し、
以降は安定する。ただし雑誌単位で見ると利用の減衰は一様ではない[16]。 
・サーチエンジンからの利用は古い論文までよく読む割合が多い

・教員の方が学部生よりも電子ジャーナルを利用する頻度が多い[18]。 
[16][17]。 

・それまで有料だった電子ジャーナルをオープンアクセス化するとアクセス数は増え

るが、多くはサーチエンジンのインデキシングのためのロボットである

 
[19]。 

 Nicholas らの研究は異なる複数の電子ジャーナルパッケージ及び利用機関を対象として
いるため必ずしも結果は一様ではない（社会科学分野が新しい論文を良く使うとする結果

と古いものを良く使うとする結果がある等）が、サーチエンジンからの利用は古い論文ま

でよく使うことなど共通している結果もある。サーチエンジンからの利用については

Robert Steinbrookによる 2005年の HighWire Press収録雑誌の調査もあり、Googleから
のアクセスは外部サイトからの利用の 56.4%を占め他のサーチエンジン全体（25.1%）の 2
倍以上に及ぶ一方で Google Scholarからの利用は 3.7%と少ないこと、Yahoo!からのアクセ
スは 3.4%にとどまること、PubMedから一定の利用（8.7%）があることを示している[20]。 
 また、コーネル大学の Philip M. Davisらも電子ジャーナルの利用について複数の論文を
発表しており、その中では特定の IP アドレス、それも個人の IP から極端に多くのアクセ
スがある場合があること[21]、少数の多くの論文を利用するユーザと大多数の 1～2本しか
閲覧しないユーザがいること[22]、公開プラットフォームの構造がアクセス数に影響し、特
に本文がHTML形式とPDF形式で公開されている場合にHTML形式のファイルにアクセ
スしてからでないと PDF ファイルがダウンロードできない構造にしている出版者があり、
そのような出版者の雑誌は直接PDFファイルをダウンロードできる出版者に対しアクセス
数が水増しされて集計されてしまうこと[23]等を指摘している。 
 電子ジャーナル以外の文献利用にアクセスログ分析を適用した例としては、分野別リポ

ジトリ登録コンテンツを対象とした分析が見られる。Michael J. Kurtzらは天文学・宇宙
物理学の分野別リポジトリ ADS（NASA Astrophysics Data System）[24]の利用と GDP
の関係について分析し、GDPと利用の間には相関があるが、アジアとヨーロッパでは異な
る傾向があること（GDPが同等の国の場合、ヨーロッパの方がアジアよりも利用が多い）
を示している[25]。また、同じく ADSについて Edwin A. Hennekenらは Google Scholar
からの利用者と従来からの利用者の間で論文利用のオブソレッセンス（減衰）が異なり、
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Google Scholar からの利用は出版年と関係なくフラットで減衰が見られないことを示して
いる[26]。サーチエンジンからの利用は古い論文までよく利用する、という点については
p.64 で示した Nicholas らの電子ジャーナルの研究[16][17]とも共通している。この理由と
してはサーチエンジンから利用する際には出版年と関わりなく検索結果に上がった論文を

閲覧する利用者が多いこと等が指摘されている。逆にブラウジングからの利用で減衰が起

こるのは、ブラウジングにより論文を利用するのは主に特定の雑誌を定期的に閲覧する研

究者であり、新しい論文を読む割合が多いからではないかとされる[26]。 
 
3.2.2 機関リポジトリのアクセスログ分析 

 3.1.1で見たように現在、機関リポジトリのアクセスログについて様々なプロジェクトが
進められている。それらはいずれも分析の基板となる統計の標準化・環境整備を目的とす

るものであり、リポジトリを実装・運営する立場から行なわれている。 
これに対し、アクセスログの分析から機関リポジトリの利用実態を明らかにしようとす

る研究としてはMichael Organ（2006）[27]、A. I. Bonilla-Carelo（2008）[28]、Paul Royster
（2008）[29]、佐藤義則（2008）[30]、紙谷五月ら（2008）[31]、野中雄司（2009）[32]、
Ikeda Daisukeら（2009）[33]、Michael Robinson（2009）[34]、伊藤栄典ら（2010）[35]、
馬場謙介ら（2010）[36]、Connell （2011）[37]、木下仁ら（2011）[38]等がある。 
機関リポジトリにおけるアクセス数一般の傾向として、伊藤ら[35]、馬場ら[36]はいずれ
も 2008年 6月～2009年 12月の九州大学学術情報リポジトリ（QIR）のアクセスログに基
づき、アクセス数の分布を分析している。結果から、アクセス数上位 9,000 位くらいまで
は Zipf の法則を満たす形に分布する一方、それより下位では急激にアクセス数が落ち込ん
でいると指摘している。 
 Organはオーストラリアのウーロンゴン大学の機関リポジトリについて、2006年の 1-6
月の 6 カ月間のアクセスログを分析し、コンテンツ本文へのアクセスの 95.8%が特定のサ
ーチエンジン（Google）経由のアクセスであったこと、Googleからの利用者はメタデータ
ページ等を経由せずコンテンツ本文に直接アクセスする傾向があること等を示している

[27]。同様に機関リポジトリへのアクセス方法を見た分析として、紙谷らは 2006 年 11 月
～2008年 8月の北海道大学学術成果コレクション（HUSCAP）のアクセスログから外部サ
イトからのアクセス経路を分析し、全 45,383件のアクセス中 40,126件（約 88%）がサー
チエンジンからのアクセスであったとしている[31]。また、九州大学・QIRのアクセスログ
からサーチエンジンからのアクセスの検索語を分析した木下らは、サーチエンジンからの

アクセスのほとんどが Googleからのものであったことも指摘している[38]。一方で野中は
紙谷と同じく HUSCAPの 2009年 1～8月のアクセスログを分析し、英語雑誌論文へのア
クセスはほとんどがサーチエンジン経由である一方、日本語紀要については CiNiiなどの学
術情報サービスからのアクセスも多く、特に教育機関からのアクセスではそれらのサービ

スからのアクセスの方がサーチエンジンより多かった、ともしている[32]。木下らと同じく
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QIRの、2008年 7月～2009年 1月のアクセスログを分析した Ikedaらも、サーチエンジ
ンからのアクセスが 50%以上を占めるのに対し、ハーベスタと呼ばれる外部の検索サービ
スからのアクセスはごくわずかである一方、CiNiiからのアクセスは多いことを示している。
また、利用者の多くは機関リポジトリ登録コンテンツを探す際にメタデータを利用してい

ないことも指摘している[33]。Robinson は香港教育学院（The Hong Kong Institute of 
Education; HKIEd）の 2009年 4-5月のアクセス統計（Google Analyticsにより取得）か
ら、外部サイトからのアクセスの 75%以上がサーチエンジン経由、11～14%が他の外部サ
イト、10%前後が直接アクセス（URLを直接入力する等の方法によるアクセス。3.3.1で詳
述）であったとし、Googleや Yahoo!等から直接機関リポジトリ登録コンテンツを利用する
方が図書館や研究に関する webサイトからの利用よりも一般的であるとしている[34]。 
 Bonilla-Careloはストラスクライド大学の機関リポジトリ（Strathprints）に登録された
物理学分野の論文（2000-2005 年に出版されたもの）を対象にアクセス数を分析し、アク
セス数が多いのは雑誌論文のポストプリントであること等を示している[28]。また、オハイ
オ州立大学の 2007.1.1～2009.3.31のアクセスログを分析した Connellも、文章を含むコン
テンツは画像コンテンツよりも頻繁に利用されること、さらに文章を含むコンテンツの中

では雑誌論文と学位論文が最もよく使われていることを示した[37]。一方でネブラスカ・リ
ンカーン大学の機関リポジトリのアクセス数上位コンテンツを分析した Royster は、多く
は雑誌論文ではない、リポジトリ以外では公開していないコンテンツであったと[29]、対象
は異なるものの Bonilla-Careloや Connellとは異なる見解を示している。 

Bonilla-Carelo のほかにアクセス元の国を分析したものとしては前述の香港教育学院に
関する Robinsonの分析があり、香港内からのアクセスが多いものの中国本土、米国、台湾
など海外からもアクセスがあること、特に中国のサーチエンジンである百度を介して中国

語話者によるアクセスが増えているとしている[34]。 
 複数大学の機関リポジトリのログを合わせて分析した例としては佐藤義則による日本の

九つの大学の機関リポジトリの 2007年 7-12月のアクセスログ分析があり、アクセス元（国
内が 75%、民間プロバイダや大学内からのアクセスが多い）、アクセス方法（サーチエンジ
ンからのアクセスが多い一方、全くサーチエンジンからのアクセスがないリポジトリもあ

る）、利用頻度の高いコンテンツの文献タイプ（上位 50件中紀要が 24件、ついで教材が 8
件）を明らかにしている[30]。その他に国立情報学研究所による CSI 委託事業報告交流会
をはじめとする報告会・研究会等で個別のリポジトリのアクセスログ分析結果が示される

例はあるが[39][40]、研究として行なわれている例はあまりない。 
このように機関リポジトリのアクセス状況については多くの先行研究がある。主なアク

セス方法はサーチエンジンであること、アクセス元についてはそのリポジトリが設置され

ている国の中からのアクセスが多いこと等がわかっている。しかし多くは単一機関の事例

研究にとどまり、佐藤義則[30]を除けば複数の機関リポジトリからアクセスログを収集し、
結果を比較した研究は少ない。さらにこれらの先行研究のほとんどは、アクセス元とアク
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セス方法、アクセス先コンテンツの特徴をそれぞれ別個に分析しており、それらを組み合

わせた分析は行なわれていない。例えばある属性を持つコンテンツによくアクセスするの

はどんな利用者で、その際どういうアクセス方法を良く用いているのかといった分析につ

いては野中が部分的に（英語雑誌論文と日本語紀要論文についてのみ）行なっているのみ

である。これは先行研究の多くが、各機関が自らの設置したリポジトリについて報告した

り、そこで提供しているサービスの活用状況を明らかにする一環としてアクセス状況につ

いても触れたものであり、必ずしも機関リポジトリの利用研究自体を興味の対象としたも

のではないことに起因する。佐藤義則の研究は利用実態そのものに着目しているものの、

その後の主な興味は利用統計に基づく機関リポジトリ評価基盤の構築に向いており、利用

実態の詳細については明らかにされていない。本研究では日本の五つの機関リポジトリの

アクセスログからアクセス元のグループ、所在地とアクセス方法、利用されたコンテンツ

の特徴の関係を詳細に分析するが、このような研究はこれまで行なわれてこなかった新規

なものと言える。 
 
3.3 分析方法と対象 

 本節では本章で用いた分析の方法と対象とするデータについて述べる。はじめにアクセ

スログ分析とは何か、アクセスログの見方についてあらためて紹介する。次に本研究で分

析の対象とした機関リポジトリと、分析対象とするアクセスログの範囲を述べる。最後に

アクセスログを元に、どのような項目について分析するかとその方法について説明する。 
 
3.3.1 アクセスログ分析の詳細 

 図 3-1は本研究で対象とする機関リポジトリのアクセスログについて一部を抽出して示
したものである。機関リポジトリ構築に用いられたソフトウェアは DSpaceであり、ログの
形式は Apacheの結合方式と呼ばれる、アクセス方法等の詳細情報がわかる形式である。図
3-1では文書に示すために適当な位置で改行が入っているが、実際のログでは利用者の行動
一つ一つが 1行ごとに記録されている。利用者がサーバに置かれたファイルに対しなんら
かの行動を起こすたび、ログが 1行記録される。 
図中、赤字で示した部分がその行動を起こした利用者の IPアドレスであり、これは利用
者の使っているコンピュータの所在を示す住所の役割を果たす（133.51.…は筑波大学であ
ることを示す IP アドレス）。この IP アドレスを各種のツール等によって分析することで、
アクセス元の情報を得ることができる。 
青字で示した部分はアクセスのあった日時であり、水色の部分は利用者の起こした行動

の種類を示している。 
緑色の部分はアクセスのあったファイル名を示している。ファイルやディレクトリの命

名法は機関リポジトリによって異なりうるが、DSpaceを利用している場合には論文のメタ
データが掲載されたページ（メタデータページ）へのアクセスには”handle”、コンテンツ本
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文へのアクセスには”bitstream”という文字列が含まれている。また、メタデータページ及
びコンテンツ本文へのアクセスについてはファイル名中に文献 ID（図の場合は 2115/xxxx
の xxxx部分が該当。なお、2115の部分は当該リポジトリを示す ID）が含まれており、こ
こから他のデータベース等で取得したメタデータとの対比・結合が可能である。 
紫色の部分とオレンジ色の部分は結合方式、と呼ばれる方式のアクセスログにのみ含ま

れる内容である。まず紫色の部分は参照元ページの URL（参照元URL）であり、これは当
該ファイルにアクセスする際、どこからリンクをたどってアクセスしてきたかを示してい

る。この部分を分析することで、アクセスの方法を明らかにすることができる（詳細は 3.3.3
参照）。最後のオレンジ色の部分はアクセス元が使用しているソフトウェアを示す部分

（User Agent）であり、使用しているブラウザソフトの種類・バージョン等がわかる他、
人ではなくプログラム等による自動アクセスが行なわれた場合にはここにその旨が書かれ

ている場合が多い。 
 
133.51.67.64 - - [05/Jan/2009:21:39:26 +0900] "GET 

/dspace/bitstream/2115/30338/4/103_113-126.pdf HTTP/1.1" 200 5342643 "-" "Mozilla/4.0 

(compatible; MSIE 7.0; Windows NT 5.1; .NET CLR 1.1.4322)" 

 

133.51.70.64 - - [10/Jan/2009:03:03:19 +0900] "GET /dspace/handle/2115/28925 HTTP/1.1" 200 

14281 "http://ci.nii.ac.jp/search/servlet/Kensaku" "Mozilla/5.0 (Windows; U; Windows NT 5.1; ja; 

rv:1.9.0.5) Gecko/2008120122 Firefox/3.0.5" 

 

133.51.99.124 - - [21/Jan/2009:16:39:34 +0900] "GET /dspace/bitstream/2115/547/1/JEZ302B.pdf 

HTTP/1.1" 200 694427 

"http://www.google.com/search?q=kusakabe+kuratani+LjMA2&rls=com.microsoft:ja:IE-SearchBox&ie=

UTF-8&oe=UTF-8&sourceid=ie7&rlz=1I7RNWE" "Mozilla/4.0 (compatible; MSIE 7.0; Windows NT 

5.1; .NET CLR 1.0.3705; .NET CLR 1.1.4322)" 

 
図3-1 アクセスログの例 （北海道大学学術成果コレクションへの2009年1月のアクセスのうち、

筑波大学からのものの中から抽出、着色は筆者による） 

  
以上がアクセスログの概要である。このログを分析することで、サーバ上の各ファイル

に何回アクセスがあったか、そのアクセス元は誰（どこの端末）か、どうやってアクセス

してきたのか、と言ったことを明らかにできるのである。 
 
3.3.2 分析対象データ 

(1) 分析対象リポジトリ 

本研究の分析対象は北海道大学（HUSCAP）、京都大学（KURENAI）、筑波大学（Tulips-R）、
一橋大学（HERMES-IR）、アジア経済研究所（ARRIDE）の五つの機関リポジトリに登録
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されたコンテンツの、2008年 1月から 12月までの 1年間のアクセスログである。各機関
リポジトリの詳細を表 3-1に、分析対象コンテンツの詳細を表 3-2に示す（分析対象コンテ
ンツのデータについては、第 2章でも紹介したメタデータ収集プロトコル、OAI-PMHによ
り取得）。これら五つの機関リポジトリを対象に選出した理由は以下のとおりである。 
 
・北海道大学（HUSCAP）：2005年にNIIが行なった機関リポジトリ実装実験当時から参
加している機関リポジトリであり、世界リポジトリランキング[41]で日本で 2番目に評価
が高い、成功している機関リポジトリの一つでもあるため。また、登録コンテンツの中

に学術雑誌掲載論文が多い、という特徴もある。 
 
・京都大学（KURENAI）：国内で最も登録コンテンツ数が多い機関リポジトリであると同
時に、世界リポジトリランキング[41]で日本の機関リポジトリとしては最も評価が高く、
日本で最も成功している機関リポジトリと考えられるため。なお、登録コンテンツの中

では紀要論文と一般記事（学術雑誌以外の雑誌等掲載記事）が多い。 
 
・筑波大学（Tulips-R）：1990年代から電子図書館プロジェクトに取り組んできた大学の一
つであり、学位論文の登録がとりわけ多い。その特徴の分析から、電子図書館の流れを

汲むものとしての機関リポジトリについて検討できると考えられる。 
 
・一橋大学（HERMES-IR）：機関リポジトリ設置は 2007 年と比較的遅いが、人文社会科
学系中心の大学における機関リポジトリとして、自然科学や工学等のコンテンツの多い

他のリポジトリとは異なる傾向を有すると考えられる。 
 
・アジア経済研究所（ARRIDE）：日本ではまだ例の少ない、大学ではなく独立行政法人が
設置する機関リポジトリの一つである。登録コンテンツ数自体は他の分析対象リポジト

リに比べ遥かに少ないものの、構成比に占めるテクニカルレポート（ワーキングペーパ

ー）と学術雑誌掲載論文の多さなど、特徴的なコンテンツ構成となっている。 
  

表 3-1 各機関リポジトリのまとめ（2008.1-12） 

機関リポジトリ
名（略称） 

北海道大学 
学術成果コレクシ
ョン (HUSCAP) 

京都大学 
学術情報リポジト
リ(KURENAI) 

つくばリポジトリ
(Tulips-R) 

一橋大学 
機関リポジトリ
(HERMES-IR) 

アジア経済研究所  
学術研究リポジトリ 

(ARRIDE) 

設置元機関名 北海道大学 京都大学 筑波大学 一橋大学 日本貿易振興機構 
– アジア経済研究所 

設置元種別 国立大学 国立大学 国立大学 国立大学 独立行政法人・研究
機関 

正式公開日 2006/4/1 2006/10/2 2007/3/23 2007/5/1 2006/8/15 
使用ソフトウェア DSpace DSpace DSpace DSpace DSpace 

URL http://eprints.lib.h
okudai.ac.jp/ 

http://repository.ku
lib.kyoto-u.ac.jp/ 

http://www.tulips.ts
ukuba.ac.jp/dspace/ 

http://hermes-ir.li
b.hit-u.ac.jp/rs/ http://ir.ide.go.jp/ 
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表 3-2 各機関リポジトリのコンテンツ登録状況（2008.1-12） 

  HUSCAP KURENAI Tulips-R HERMES-IR ARRIDE 
総登録コンテンツ数* 25,533 28,356 7,662 7,810 640 
言語      
日本語 15,075 16,370 6,685 5,970 398 
英語 9,868 10,550 923 1,712 242 
その他の言語 585 1,335 1 128 0 
文献タイプ**      
雑誌論文 2,719 1,408 929 221 242 
学位論文 343 300 6,451 27 0 
紀要論文 22,012 20,658 6 6,115 0 
会議予稿 132 174 48 7 0 
発表資料 128 51 5 26 0 
図書 13 51 26 16 8 
技術報告 0 1 0 1,347 178 
研究報告 5 189 133 37 1 
一般記事 65 2,726 2 13 7 
プレプリント 0 0 42 0 0 
教材 24 4 7 0 0 
データ等 0 6 0 0 0 
ソフトウェア 0 2 0 0 0 
その他 87 2,685 0 0 204 

*各項目の合計との差は、欠損値があるため。また、KURENAIやTulips-Rでは電子図書館プロジェクト

時代のコンテンツ等、別サーバに登録したファイルに機関リポジトリからリンクのみ貼っている場合もあ

るが、本研究ではこれらは分析対象から除外している。 

**文献タイプは junii2（http://www.nii.ac.jp/irp/archive/system/pdf/type_NII.pdf）に準拠 

 
 このようにそれぞれ異なる傾向を持つ五つの機関リポジトリを分析することから、本章

の目的であるアクセス元、アクセス方法、アクセス先コンテンツの状況とそれらの関係に

ついて偏ることなく明らかにできると考えられる。 
 
(2) 分析期間 

 前述のとおり分析対象とするログの範囲は 2008年 1月から 12月の 1年間とした。これ
は五つの分析対象機関すべてのアクセスログの提供を受けられたのが 2008年の 1年分だっ
たためである。したがって分析対象とするコンテンツも 2008年 12月 31日までに各機関リ
ポジトリに登録されたものとなるが、この中には 2008年中に新たに登録されたものも多数
含まれる。これらの途中登録されたものは 2007年以前に登録されたコンテンツに対しアク
セスされうる期間が短くなる問題がある（例えば 2008年 6月に登録されたコンテンツは、
1月から登録されているコンテンツに対し実質的な分析期間は 2分の 1になってしまう）。
しかし本研究ではこれらの途中登録コンテンツについても2007年以前から登録されていた
コンテンツと同じ基準で分析することとした。理由は以下のとおりである。 
 
 ・途中登録されたコンテンツを除いた場合、分析対象コンテンツ数が少なくなる。特に

KURENAI／Tulips-R の雑誌論文の大半は途中登録コンテンツであり、これらを除く
と分析に支障を来す。 
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 ・登録期間に応じてアクセス数に重み付けを行なう（登録からの日数に応じた係数をか

ける等）ことも考えられるが、登録後のアクセス状況は一様ではなく、登録直後に多

くのアクセスを集めるコンテンツもある。このようなコンテンツに対し日数に応じた

重み付けを行なうと必要以上にアクセス数が多く出てしまう。 
 
 よって、途中登録コンテンツの扱いについては検討の余地があるが、本研究では特に排

除・重み付け等は行なわないこととした。 
 
(3) 分析対象とするアクセスログの範囲 

 アクセスログにはトップページやバナー画像等も含め、機関リポジトリ中の全てのファ

イルに対するアクセスが記録されている。その中で本章ではコンテンツ本文ファイルに対

するアクセスのみ、分析の対象とし、トップページやメタデータページへのアクセスは除

外することとした。既に述べたように本研究全体の目的は機関リポジトリ登録コンテンツ

の利用とその影響について分析することであるが、この文脈において重要となるのは後に

コンテンツを利用した可能性のあるアクセスであり、すなわち本文ファイルへのアクセス

である。トップページだけ閲覧してコンテンツについて閲覧しなかったアクセスはもちろ

ん、メタデータの記載されたページのみ見て本文は見なかった場合等も、本章で分析の主

眼とする利用実態を考える上で有効なアクセスとは言い難い。 
 本文へのアクセスの抽出方法であるが、表 3-1で示したとおり、本章で分析対象とする全
てのリポジトリが DSpaceによって構築されており、さらに 3.3.1で見たとおり、DSpace
で構築されたリポジトリにおいては本文ファイルの URL中に”bitstream”という文字列が
含まれている。よってこれらの”bitstream”を含むファイルへのアクセスに限定して分析す
れば、コンテンツ本文へのアクセスのみ抜き出して分析することが可能である。 
 
(4) アクセスログのフィルタリング 

 3.1.2、「アクセスログ分析のデメリット」の中でも触れたとおり、一般にアクセスログの
中には人間がブラウザソフト等を介してコンテンツを閲覧する際に残るログのほかに、サ

ーチエンジンが検索インデックスを作成するために運用される web-crawlerや、各種の
SPAMボット等のプログラムによる自動的なアクセスのログも含まれている。また、操作
ミスやなんらかの悪意による、同一人物（同一 IPアドレス）からの連続したアクセスが全
て記録に残される場合も多い。これらのアクセスはコンテンツの利用実態に関わるものと

は言いがたく、利用実態把握を目的とするアクセスログ分析を行なう際にはなんらかの方

法で排除することが望まれる（この排除過程を「フィルタリング」と呼ぶ）。電子ジャーナ

ル等の学術文献のアクセスログのフィルタリングについては COUNTER code of practice
という標準が定められており[42]、佐藤義則は機関リポジトリについても同手法に則ってフ
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ィルタリングを行なうことを提案している[43]。佐藤義則による機関リポジトリログのフィ
ルタリングモデルを図 3-2に示す。 
 

 
  図 3-2 アクセスログからのデータ抽出処理 

（出典：佐藤義則. 動向レビュー：機関リポジトリの利用統計のゆくえ. カレントアウェアネス. 2008, no.296, p.12-16.） 

 
本研究ではこの佐藤義則の提案モデルに則ってフィルタリングを行なった。各フィルタ

リング処理の詳細については以下のとおりである。 
 
a) HTTPステータスコードによる抽出 
 ファイルへのアクセスに成功したログのみを抽出する。具体的には HTTP ステータスコ
ード（ログ中では 3桁の数字で表現される）が 200または 304のもののみを抽出する。 
 
b) 重複アクセスの制御 
 ダブルクリック等、同一ユーザからの連続したアクセスを除去する。具体的には 30秒以
内の同一 IPアドレスからの連続したアクセスをすべてまとめて 1回とカウントする。 
 
c) 既知／新規のロボット等によるアクセスの除去 
 サーチエンジンの検索ロボット等、プログラムによるアクセスを排除する。ロボット等

の特定はUser Agent（図 3-1でオレンジ色で示した部分）と IPアドレスから行なった。 
 検索ロボットからのアクセスはUser Agent中に Googleであれば”googlebot”、Yahoo!で
あれば”Yahoo! Slurp”等、検索ロボットであることを示す文字列を含んでいる場合が多い。
既知の検索ロボットについてはUser Agentにこれらの文字列を含むものを特定することで
排除できる。 
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また、未知のロボットについてはアクセス数が多い IPアドレス（具体的には年間 100回
以上同一コンテンツにアクセスしている場合と、1日に 20回以上同一コンテンツにアクセ
スしている場合。これらの回数はアクセスログを分析する中で経験的に得られた値である）

を特定し、その User agent中に検索ロボット等を示す文字列が含まれているかを確認する
ことで特定した。さらにロボットの中には自らがロボットであることをUser agentに示さ
ない（開発中のプログラム等によるアクセス、またはロボットではないことを装うもの）

も多いが、これについては IPアドレスからアクセス元のプロバイダを逆引きし、ロボット
か否かを判定した。 
 
d) 内部利用の除去 
 リポジトリ運営者等によるアクセスを除去する。各協力機関より内部利用の IPアドレス
のリストの提供を受け、これに基づき排除した。 
 
以上の処理を五つの機関リポジトリのアクセスログに対して施した結果を表 3-3に示す。 
 

表 3-3 各リポジトリのフィルタリング結果 

 
HUSCAP 

(N=25,533) 
KURENAI 
(N=28,356) 

Tulips-R 
(N=7,662) 

HERMES-IR 
(N=7,810) 

ARRIDE 
(N=640) 

 ログ % ログ % ログ % ログ % ログ % 

生データ 790,653  100.0% 1,872,902  100.0% 595,811  100.0% 505,702  100.0% 95,824  100.0% 
HTTP ステータスコ
ードによる抽出 756,254  95.6% 1,845,176  98.5% 591,146  99.2% 487,386  96.4% 83,209  86.8% 

重複アクセスの制御 684,701  86.6% 1,660,565  88.7% 510,139  85.6% 449,482  88.9% 77,834  81.2% 
ロボット・内部利用の
除去 412,781  52.2% 592,148  31.6% 84,293  14.1% 178,523  35.3% 13,482  14.1% 

 
 アクセスの大半はロボット等のプログラムであり、フィルタリング後のログは全体の 14
～50%にまで減った。これが本稿で分析対象とするアクセスログとなる。 
 
3.3.3 分析項目 

 前述のフィルタリング後のログに基づき、(1) アクセス元、(2) アクセス方法、(3) アク
セス先コンテンツの特徴とアクセス元・アクセス方法との関係、について分析する。以下、

それぞれ詳細を述べる。 
 
(1) アクセス元 

 アクセス元の傾向については IPアドレス（図 3-1参照）に基づき分析する。IPアドレス
はそれ自体は数字の羅列であるが、相手先サーバに対し問い合わせを行なうことで、アク

セス元の情報を表す名前（ドメイン名）やプロバイダの所在地等を知ることができる。 
図 3-3は実際に図 3-2の一つめのログの IPアドレスのドメイン名を取得した例である。



 

81 
 

「133.51.67.64」という IPアドレスが、「～.ap.cc.tsukuba.ac.jp」という文字列に変換され
ている。このドメイン名は「.」で区切られた右から順に何を表すかが決まっており、一番
右（トップレベルドメイン：TLD）はアクセス元の国・地域等（jpの場合は日本）を、右
から二番目（セカンドレベルドメイン：SLD）はアクセス元の機関種別（acは教育・研究
機関）を示す（ただし米国を中心に TLDに機関種別を表すドメイン、例えば”net”等を
用い、国・地域を示すドメインを用いない場合もある）。このように、ドメイン名を取得す

ることでアクセス元に関する分析が可能になる（ただし全ての IPアドレスでアクセス元ド
メイン名が取得できるわけではない）。 
 
G:¥>nslookup 133.51.67.64 
Server:  kotam.slis.tsukuba.ac.jp 
Address:  133.51.15.61 
 
Name:    133051067064.ap.cc.tsukuba.ac.jp 
Address:  133.51.67.64 

図 3-3 ドメイン名取得の例 

 
 これらのドメイン名を取得できたログから、アクセス元グループを以下の三つに分類し、

それぞれのアクセス数を集計する。 
 
a) 大学：Second Level Domain（SLD）が.acまたは Top Level Domain（TLD）が.edu 
b) 企業：SLDが.coまたは TLDが.com 
c) 民間：SLDが.neまたは TLDが.net 

 
また、アクセス元の地域については IPアドレスからアクセス元所在地を特定するフリー
ソフトウェア、GeoLite country[44]を用いて分析する。同ソフトウェアでは IPアドレスか
らアクセス元の大陸圏（アジア、ヨーロッパ、北米、南米、アフリカ、オセアニアのいず

れか）、国名、緯度・経度等を特定できるものである。本章ではこれを用いてまず日本・海

外にアクセス元を分けて集計し、海外からのアクセスについてはさらに大陸別に集計した。

また、必要に応じ国別の粒度の分析も行なった。 
 
(2) アクセス方法 

 アクセス方法については図 3-1で示したログのうち、参照元URLに基づいて特定・分析
する。本章ではアクセス方法を以下の四つに分類し、それぞれにアクセス数を集計した。

また、各アクセス元グループ、地域ごとにもアクセス方法別のアクセス数を集計した。 
 
a) 直接アクセス 
  参照元 URLが存在しない場合。利用者が URLを直接打ち込んだ場合と、ドキュメン
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トファイルなど webページ以外からのリンクをたどったアクセスが該当する。 
 
b) リポジトリ内からのアクセス 
  コンテンツのメタデータのみが書かれたページなど、同一機関リポジトリ内の別のペ

ージをたどって本文にまでアクセスした場合。リポジトリ内の検索機能を使った場合や、

CiNii等の外部データベースからのアクセスもこの中に含まれる（CiNiiからのアクセス
がここに含まれる理由は後述）。 

 
c) サーチエンジン 
  主要なサーチエンジンの検索結果からリンクをたどった場合。なお、サーチエンジン

からまずメタデータページにアクセスし、そこからコンテンツ本文にアクセスした場合

は「リポジトリ内からのアクセス」として集計している（理由は後述）。 
 
d) その他 
  その他の web ページ、ブログ、Twitter、SNS サービス等からのアクセス。なお、そ
の他のページからまずメタデータページにアクセスし、そこからコンテンツ本文にアク

セスした場合は「リポジトリ内からのアクセス」として集計している（理由は後述）。 
 
 CiNiiからのアクセスや、サーチエンジンからまずメタデータページにアクセスし、その
後コンテンツ本文を閲覧した場合は、すべて「リポジトリ内からのアクセス」として集計

される。その理由を図示したものが図 3-4である。 
 前述のとおり、参照元 URL は当該ファイルにアクセスする直前に滞在していた web ペ
ージの URLが記録されるものである。そのため、一度メタデータページを経由した後にコ
ンテンツ本文にアクセスした場合には、コンテンツ本文ファイルのアクセスログ上はメタ

データページからのアクセスとしてしか記録されない。よって、コンテンツ本文へのアク

セスログのみを分析する本研究の手法では、CiNii（CiNii からのリンク先はメタデータペ
ージである）や Googleからまずメタデータページにアクセスした場合等を特定することは
不可能であり、これらは全て「リポジトリ内からのアクセス」として分析することとした。

なお、このようなリポジトリ内部でさらにページ遷移を行なう場合の詳細分析は第 5 章で
行なう。 
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メタデータ
ページ

本文

Google
検索結果

CiNii
検索結果

CiNiiからの
アクセスとし
て記録

Googleから
のアクセス
として記録

メタデータ
ページから
のアクセス
として記録

Googleからのアクセ
スとして記録

一度メタデータページを経由する
と、文献本文には「メタデータ
ページからのアクセス」としか記
録されない。

 
図 3-4 メタデータページ・コンテンツ本文とアクセス方法の記録の関係 

 
さらに、アクセス方法のうちサーチエンジンからのアクセスのしやすさは、当該ファイ

ルの形式とも関連する。中でも大きく影響すると考えられるのがテキストデータの有無で

ある。機関リポジトリ登録コンテンツの多くは PDFファイルであるが、その中には出版者
や著者が作成した電子ファイルを PDF化したもの（ボーンデジタル）と、図書館等が冊子
体の資料からスキャンした画像を PDF 化したもの（イメージ PDF）の 2 種類がある。こ
れらは画面上で人間が閲覧したり、印刷して利用したりする場合には大きな差はないが、

前者はファイル内部に文書の文字情報（機械可読なテキストデータ）を保有するため文書

内の検索やコピーができるのに対し、後者は（人目では文字情報に見えるが）機械可読な

テキストデータを持たない単なる画像データであり、検索もコピーもできないという違い

がある。そのためサーチエンジン等の機械的に文書を収集・インデックス化するサービス

においては、ボーンデジタルファイルは検索できるがイメージ PDFは検索できなくなって
しまう。そこで多くの図書館ではファイルをスキャンする際、OCRソフトウェアによって
テキストデータも併せて取得し、これを PDFファイルに埋め込む（透明テキスト付与）こ
とで検索やコピー等ができるようにしている。しかし OCRにはコストもかかることから必
ずしもすべてのスキャンしたファイルに透明テキストが付与されているわけではなく、現

在の機関リポジトリにはテキストデータを持つファイルと持たないファイルが混在してい

る。本章の分析対象コンテンツの中では、HUSCAP と KURENAI の紀要論文の中にテキ
ストデータを付与されていないものが多く含まれていた。 
このようなテキストデータの有無はサーチエンジンからのアクセス数と大きく関連する

ことが考えられるが、実際の影響の度合いは定かではない。そこでHUSCAP、KURENAI
の紀要論文について、テキストデータの有無とアクセス方法別のアクセス数の関係につい
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ても分析した。ただし、KURENAI登録ファイルの 40%を占める『数理解析研究所講究録』
については、一誌のみで紀要論文の大部分を占めるとともにアクセス数が他の雑誌に比べ

て著しく低く、分析結果に混乱を生じると判断したため、この分析からは除外した。 
 
(3) アクセス先コンテンツの特徴 

 アクセス先コンテンツの特徴については、アクセスログデータの他に OAI-PMH に則っ
て取得した各機関リポジトリ登録コンテンツのメタデータも用いて分析した。主な分析項

目は、a) 文献タイプ、b) 記述言語、c) 研究領域、である。このうち a)、b)の詳細は 3.3.2 
(1)の各表にて示したとおりであり、それぞれにアクセス数を集計するとともに、アクセス
元やアクセス方法との関係も分析する。 

c) 研究領域については、対象をHUSCAPと KURENAIに登録された雑誌論文・紀要論
文に限定し、掲載誌の分類（NDC）に基づいて各コンテンツを人文学（1-2 類、7-9 類）、
社会科学（3類）、自然科学（490-499を除く 4類）、医学（490-499）、工学・産業（5-6類）、
その他（0類）の 6領域に分けて、それぞれのアクセス数やアクセス元との関係を分析した。
対象を限定したのは十分な NDCデータを得られるのが HUSCAPと KURENAI登録コン
テンツのみであったためである。また、KURENAI 登録コンテンツのうち『数理解析研究
所講究録』については、テキストデータの有無とアクセス方法別のアクセス数の分析と同

様にここでは分析から除くこととした。 
 
3.4 分析結果 

3.4.1 アクセス元 

(1) アクセス元グループ 

 表 3-4は各機関リポジトリへのアクセス元グループ（大学、企業、民間）ごとのアクセス
数を示したものである。アクセス元ドメインが特定できた場合の中で大学、企業、民間の

いずれかからのアクセスと判定された場合のみを対象としており、それら以外のアクセス

（HUSCAP 201,859件（全アクセスの 48.9%）、KURENAI 252,047件（42.6%）、Tulips-R 
33,645件（39.9%）、HERMES-IR 69,714件（39.1%）、ARRIDE 7,360件（54.6%））につ
いては含んでいない。大学、企業、民間グループ間の関係を見るための表である。 
どの機関リポジトリにおいても最も多いのは民間からのアクセスで、3 グループ合計の

51.3～73.7%を占める。これらは民間のサービスプロバイダドメインからのアクセスであり、
その多くは個人の自宅等からのものと考えられる（ただし研究者が自宅等からアクセスし

た場合が含まれている可能性はある）。次いで、ARRIDEでは企業からのアクセスが、他の
4リポジトリでは大学からのアクセスが多い。政府機関のリポジトリである ARRIDEを除
く四つのリポジトリでは、大学からのアクセスの中に当該機関内部からのアクセスが含ま

れる。しかしその割合は多いところでも大学からのアクセスの 20%程度、少ない所では 6%
程度にとどまっており、ほとんどは機関外部からのものであった。 
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表 3-4 アクセス元グループ 

  ドメイン 
HUSCAP 
(N=25,533) 

KURENAI 
(N=28,356) 

Tulips-R 
(N=7,662) 

HERMES-IR 
(N=7,810) 

ARRIDE 
(N=640) 

数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 
大学 ac, edu 53,310 25.3% 68,175 20.0% 14,769 29.2% 15,590 14.3% 1,386 22.6% 
企業 co, com 34,190 16.2% 52,871 15.5% 7,888 15.6% 13,004 12.0% 1,595 26.1% 
民間 ne, net 123,422 58.5% 219,055 64.4% 27,991 55.3% 80,215 73.7% 3,141 51.3% 
合計 210,922 100.0% 340,101 100.0% 50,648 100.0% 108,809 100.0% 108,809 6,122 

 *アクセス元グループが大学、企業、民間いずれかのアクセスのみ対象 

 
(2) アクセス元地域 

 表 3-5は各機関リポジトリへの日本国内・海外からのアクセス数を示したものである。表
3-4同様、アクセス元地域がわからなかった場合（HUSCAP22件（全アクセスの 0.0%）、
KURENAI 10,665件（1.8%）、Tulips-R 1件（0.0%）、HERMES-IR 5件（0.0%）、ARRIDE 
199件（1.5%））については除いている。アクセス元グループに比べると、アクセス元地域
が不明な場合は少ない。 

HUSCAPと KURENAIでは日本国内からのアクセスがそれぞれ 57.7%／62.6%と、過半
数を占めている。さらに Tulips-Rと HERMES-IRでは日本国内からのアクセスがいずれも
80%以上となっている。一方、ARRIDEでは海外からのアクセスが 81.1%と大部分を占め
る。ただし表 3-2に示したとおり、登録コンテンツの記述言語（日本語・英語・それ以外）
についてはリポジトリによって偏りがあり、アクセス数に占める日本／海外からのアクセ

スの割合もこの偏りを反映している可能性がある。この点については 3.4.3 (2)で検討する。 
 

表 3-5 アクセス元地域（国内／海外） 

  
HUSCAP 
(N=25,533) 

KURENAI 
(N=28,356) 

Tulips-R 
(N=7,662) 

HERMES-IR 
(N=7,810) 

ARRIDE 
(N=640) 

数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 
日本 238,291 57.7% 364,001 62.6% 68,023 80.7% 145,600 81.6% 2,516 18.9% 
海外 174,468 42.3% 217,482 37.4% 16,269 19.3% 32,918 18.4% 10,767 81.1% 
合計 412,759 100.0% 581,483 100.0% 84,292 100.0% 178,518 100.0% 13,283 100.0% 

*地域の判明しているアクセスのみ対象 

 
 さらに表 3-6は海外からのアクセスについて、アジア（日本を除く）、ヨーロッパ、北米、
南米、アフリカ、オセアニア別の値を見たものである。海外からのアクセスのうち、南極

など 6地域いずれにも該当しない地域からのアクセス（HUSCAP474件（海外アクセスの
0.3%）、KURENAI 698件（0.3%）、Tulips-R 45件（0.3%）、HERMES-IR 103件（0.3%）、
ARRIDE 48件（0.4%））については除いている。 
すべての機関リポジトリでアジアからのアクセスが最も多く、海外からのアクセスの

35.8%～48.5%を占める。次いでヨーロッパもしくは北米からのアクセスが多いことも全リ
ポジトリに共通である。南米、アフリカ、オセアニアからのアクセスはいずれのリポジト

リでも 1.6%～5.3%にとどまっており、海外からのアクセスの大部分はアジア、ヨーロッパ、
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北米からのものであることがわかる。 
 

表 3-6 アクセス元地域（海外・地域別） 

  
HUSCAP 
(N=25,533) 

KURENAI 
(N=28,356) 

Tulips-R 
(N=7,662) 

HERMES-IR 
(N=7,810) 

ARRIDE 
(N=640) 

数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 
アジア 62,208 35.8% 103,648 47.8% 6,848 42.2% 14,328 43.7% 5,201 48.5% 
ヨーロッパ 43,269 24.9% 46,518 21.5% 3,900 24.0% 9,565 29.1% 2,303 21.5% 
北米 51,805 29.8% 46,318 21.4% 4,189 25.8% 6,759 20.6% 2,053 19.2% 
南米 6,974 4.0% 6,538 3.0% 461 2.8% 583 1.8% 264 2.5% 
アフリカ 6,282 3.6% 8,084 3.7% 571 3.5% 727 2.2% 566 5.3% 
オセアニア 3,456 2.0% 5,678 2.6% 255 1.6% 853 2.6% 332 3.1% 
合計 173,994 100.0% 216,784 100.0% 16,224 100.0% 32,815 100.0% 10,719 100.0% 

*日本以外からのアクセスのうち 6 地域いずれかからのもののみ対象 

 
3.4.2 アクセス方法 

(1) アクセス方法別アクセス数 

 表 3-7は各リポジトリのアクセス方法別アクセス数を示したものである。アクセス方法が
記録されていなかった場合（HUSCAP113件（全アクセスの 0.0%）、KURENAI 117件
（0.0%）、Tulips-R22件（0.0%）、HERMES-IR 39件（0.0%）、ARRIDE 5件（0.0%））
については除いている。アクセス方法が記録されていなかったのはごく一部であった。 
 

表 3-7 アクセス方法 

  
HUSCAP 
(N=25,533) 

KURENAI 
(N=28,356) 

Tulips-R 
(N=7,662) 

HERMES-IR 
(N=7,810) 

ARRIDE 
(N=640) 

数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 
直接アクセス 82,507  20.0% 82,601  14.0% 11,196  13.3% 22,295  12.5% 2,047  15.2% 
リポジトリ内 128,657  31.2% 139,668  23.6% 2,981  3.5% 28,356  15.9% 2,431  18.0% 
サーチエンジン 196,292  47.6% 362,517  61.2% 69,366  82.3% 124,733  69.9% 2,794  20.7% 
その他 5,212  1.3% 7,245  1.2% 728  0.9% 3,100  1.7% 6,205  46.0% 
合計 412,668 100.0% 592,031 100.0% 84,271 100.0% 178,484 100.0% 13,477 100.0% 

*アクセス方法が記録されていたアクセスのみ対象 

 
ARRIDEを除く 4リポジトリではサーチエンジン経由のアクセスが最も多くなっており、
その大部分は Googleからのアクセスである。特に Tulips-Rではアクセスの 82.3%、
HERMES-IRでも約 70%のアクセスはサーチエンジンからのものであり、機関リポジトリ
登録コンテンツにアクセスする主な方法はサーチエンジンであることがわかる。図 3-4で説
明したとおり、これらのアクセスはサーチエンジンの検索結果から直接、機関リポジトリ

登録コンテンツの本文ファイルにアクセスしたものであり、メタデータページは経由して

いない。 
ARRIDEでは「その他」の webページからのアクセスが 46.0%と最も多い。そのほとん
どにあたる 5,720件（ARRIDEにおける「その他」からのアクセスの 92.2%）は経済学分
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野の分野別リポジトリ、RePEc[45]からのものである。RePEc は経済学分野の学術情報流
通を促進するために構築されているリポジトリである。arXiv や SSRN 等の他の分野別リ
ポジトリと異なり自身がコンテンツを持つのではなく、RePEc 参加機関が自らのリポジト
リ等にアップロードしたコンテンツのメタデータを収集・蓄積し、一括して検索機能や新

着情報のアラート機能を利用者に提供する点に特徴がある。ARRIDE の中では 2008 年時
点でアジア経済研究所発行のWorking Paperと学術雑誌が 1タイトルずつ RePEcに登録
されており、これらのタイトルを RePEc で発見した利用者がリンクをたどって ARRIDE
からコンテンツをダウンロードしたため、RePEc 経由での利用が増加したものと考えられ
る。また、RePEc以外のその他の参照元の中には webメールからのアクセスが多く含まれ
る。これは RePEcのアラート機能を通じてコンテンツの存在を知った利用者によるアクセ
スであると考えられる。webメールの場合は参照元URLが記録されるが、Outlook等のク
ライアントメールソフトを利用している場合、参照元URLは記録されず直接アクセス扱い
となる。そのため ARRIDE への直接アクセスの中にもかなりの数の RePEc アラートメー
ル経由のアクセスが含まれると考えられる。一方、他の 4リポジトリは分析期間中 RePEc
へのコンテンツ登録は行なっておらず（2009年より HUSCAPと HERMES-IRでは一部の
コンテンツを登録開始した）、当然 RePEcからの利用は全くない。 
また、リポジトリ内の別ページを経由しているアクセスは、最も多い HUSCAP でも

31.2%と 3割未満にとどまり、多くのアクセスは外部ページ等からコンテンツ本文ファイル
に直接アクセスしている。リポジトリ内部の検索機能を利用するケースや事前にメタデー

タが付与されたページ等を閲覧してからアクセスする場合は少ないことがわかる。 
URLの直接入力やメールクライアントソフト、あるいは Office製品や PDFファイル内
のリンクをたどってアクセスしてきた場合（直接アクセス）は 12.5%～20.0%を占めている。
これらのアクセスについてより詳細なアクセス方法を知ることは難しい。 
直接アクセス、リポジトリ内の別ページ、サーチエンジン、RePEc の四つのアクセス方
法以外のアクセスはいずれのリポジトリでも少なく、0.9～1.3%程度であった。この中には
Wikipedia 等からのリンクを経由したアクセスの他に、機関リポジトリ横断検索サービス
JAIRO 等、学術サービスからのアクセスも含まれる。しかし JAIRO からのアクセスは最
も多い KURENAIでも年間 93件と、ごくわずかに限られていた。 
 
(2) アクセス方法とアクセス元 

 アクセス元の利用者グループや地域によってもアクセス方法には異なる傾向がある。表

3-8は四つのアクセス方法のうち、特に多い(a) サーチエンジンからのアクセスと (b) リポ
ジトリ内からのアクセスについて、利用者グループごとのアクセス数と、(a)を(b)で除した
値（サーチエンジン／リポジトリ内の比）を示したものである。 
 リポジトリによってサーチエンジン／リポジトリ内の比は大きく異なるものの、全ての

リポジトリに共通の傾向として、大学からのアクセスは他のアクセス元グループに比べリ
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ポジトリ内からのアクセスの比率が大きく、HUSCAP と ARRIDE ではサーチエンジンか
らのアクセスよりも多くなっている。また、企業と民間では企業からのアクセスの方がサ

ーチエンジンの比率が大きく、リポジトリ内からのアクセスの 2.7～32.1倍のアクセス数と
なっている。 

 
表 3-8 アクセス方法とアクセス元グループ 

 大学 企業 民間 
HUSCAP(N=25,533) 
(a) サーチエンジン 21,084  19,597  61,226  
(b) リポジトリ内 26,580  7,235  43,613  
(a) / (b)  0.8  2.7  1.4  

KURENAI(N=28,356) 
(a) サーチエンジン 35,422  35,040  137,220  
(b) リポジトリ内 26,178  8,180  47,420  
(a) / (b)  1.4  4.3  2.9  

Tulips-R(N=7,662) 
(a) サーチエンジン 13,191  7,033  24,783  
(b) リポジトリ内 761  219  940  
(a) / (b)  17.3  32.1  26.4  

HERMES-IR(N=7,810) 
(a) サーチエンジン 10,972  6,289  47,171  
(b) リポジトリ内 2,684  505  8,179  
(a) / (b)  4.1  12.5  5.8  

ARRIDE(N=640) 
(a) サーチエンジン 241  176  537  
(b) リポジトリ内 349  66  424  
(a) / (b)  0.7  2.7  1.3  

*利用者グループ、アクセス方法がいずれも特定できた場合のみを対象とする 

 
 さらに表 3-9はアクセス元の国内／海外別に、表 3-8と同様の値を見たものである。
HERMES-IRを除くと全てのリポジトリで日本国内からのアクセスはリポジトリ内からの
アクセスの比率が高く、HUSCAPと ARRIDEではサーチエンジンからのアクセスよりも
多い。逆に海外からはサーチエンジンからのアクセスの比率が高い。 
 3.3.3 (2)で述べたとおり、リポジトリ内からのアクセスの中にはCiNiiからのアクセス等、
直接本文ファイルにリンクするのではなく、メタデータページにリンクしている学術サー

ビス等からのアクセスが含まれている。大学等からはこのような学術サービス等を利用し

たアクセスが多いため、他のアクセス元グループに比べリポジトリ内からのアクセスが多

いものと考えられる。これに対し企業や民間から、リポジトリ登録ファイルへのアクセス

方法は専らサーチエンジンであると言える。国内と海外についても同様である。CiNiiは主
に日本人向けのものであり、海外からの利用者は少ないと考えられる。そのため、日本か

らはリポジトリ内からのアクセスも一定数あるのに対し、海外からはサーチエンジンにア

クセス方法が偏ったものと言える。なお、すべてのリポジトリは OAI-PMH に対応し、
OAIster等の国際的なサービスからも検索可能であるが、OAIsterからの利用者はほとんど
存在しなかった。 



 

89 
 

表 3-9 アクセス方法とアクセス元地域 

 国内 海外 
HUSCA P(N=25,533) 
(a) サーチエンジン 91,412  104,675  
(b) リポジトリ内 107,499  21,171  
(a) / (b)  0.9  4.9  

KUREN AI(N=28,356) 
(a) サーチエンジン 217,145  142,761  
(b) リポジトリ内 105,446  27,080  
(a) / (b)  2.1  5.3  

Tulips- R(N=7,662) 
(a) サーチエンジン 62,015  12,432  
(b) リポジトリ内 2,665  529  
(a) / (b)  23.3  23.5  

HERMES- IR(N=7,810) 
(a) サーチエンジン 103,985  20,803  
(b) リポジトリ内 23,381  5,058  
(a) / (b)  4.4  4.1  

ARRIDE(N=640) 
(a) サーチエンジン 920  1,839  
(b) リポジトリ内 1,121  1,201  
(a) / (b)  0.8  1.5  

*アクセス元地域、アクセス方法がいずれも特定できた場合のみを対象とする 

 
ただし、サーチエンジンからのアクセスが大部分を占める一方で、サーチエンジンから

のアクセス数が少ないコンテンツがリポジトリ内からは良くアクセスされることもある。

表 3-10は HUSCAPと KURENAIの紀要論文のうち、機械可読なコンテンツについて、サ
ーチエンジンからのアクセス数とリポジトリ内からのアクセス数のスピアマンの順位相関

係数を示したものである（なお、3.3.3(2)で述べた理由から、KURENAIについては『数理
解析研究所講究録』掲載論文 10,772件は分析から除いている）。また、図 3-5は HUSCAP、
図 3-6は KURENAIの、リポジトリ内からのアクセス数とサーチエンジンからのアクセス
数の関係を散布図に示したものである。 
 表 3-10より、サーチエンジンからのアクセス数とリポジトリ内からのアクセス数の間に
は有意水準 1%で有意な相関関係があるが、相関係数（スピアマンのρ）はHUSCAPで 0.510、
KURENAIで 0.406と中程度にとどまる。3.4.3 (2)で後述するように日本語コンテンツと英
語コンテンツではアクセス方法の傾向が異なるが、これらのコンテンツを区別した場合で

も相関係数は大きく変わらない。散布図からも、データの分布は扇形をなしており、サー

チエンジンから多くのアクセスを集めるコンテンツがリポジトリ内からはあまりアクセス

されていない場合もあれば、逆の例も存在する。前述のようにリポジトリ内からのアクセ

スの大部分は CiNii等の学術探索ツールからのものであるが、これらのツールからのアクセ
スとサーチエンジンからのアクセスではアクセス先のコンテンツが異なる傾向があると言

える。CiNiiからのアクセスの詳細については第 5章で検討する。 
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表 3-10 サーチエンジンからのアクセス数とリポジトリ内からのアクセス数の相関 

 
スピアマンの順位相関係数（ρ） 

 

機械可読な紀要論文全体 
HUSCAP N=1,586 
KURENAI N=9,669 

機械可読・日本語紀要論文 
HUSCAP N=1,193 
KURENAI N=6,499 

機械可読・英語紀要論文 
HUSCAP N=292 
KURENAI N=2,488 

HUSCAP 0.510** 0.429**  0.563**  

KURENAI 0.406** 0.464**  0.440**  

** p < 0.01 で統計的に有意 

 

 
図 3-5 HUSCAP における二つのアクセス方法の関係 

 

 
図 3-6 KURENAI における二つのアクセス方法の関係 

 
(3) テキストデータの有無とアクセス方法 

 ここまでで見たように、分析対象機関リポジトリへの主なアクセス方法はサーチエンジ

ンである。そのため、サーチエンジンから検索可能な機械可読テキストがファイル内に埋
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め込まれているか否かによって、アクセス方法は変化すると考えられる。表 3-11は
HUSCAP、KURENAIの紀要論文について、テキストデータの有無と全アクセス数の平
均・中央値、及びアクセス方法別のアクセス数の平均・中央値を見たものである（なお、

3.3.3(2)で述べた理由から、KURENAIについては『数理解析研究所講究録』掲載論文 10,772
件は分析から除いている）。 
 いずれも機械可読テキストが付与されている場合の方が全アクセス数が多く、HUSCAP
では平均値で 7倍以上・中央値で約 6倍、KURENAIでは平均値で 4倍以上・中央値で 3
倍以上となっている。特にサーチエンジンからのアクセス数の差が大きく、機械可読テキ

ストのあるコンテンツは平均で 26.5～31.1 回、中央値で 10～11 回、サーチエンジンを使
ってアクセスされているのに対し、機械可読テキストがない場合には平均で 1.6～1.9 回、
中央値では 0～1回しかサーチエンジンからアクセスされない。一方でリポジトリ内からの
アクセスについてはそこまでの差はなく、KURENAI では機械可読テキストがない場合の
ほうが平均値・中央値とも高くなっている。以上より、機械可読テキスト付与の有無は登

録コンテンツのアクセス数に大きく影響し、その主な理由は機械可読テキストがないとサ

ーチエンジンからアクセス出来ないためである、と言える。これは事前の仮説に合致する

ものである。 
 

表 3-11 紀要論文における機械可読テキストの有無とアクセス数の関係 

  
機械可読テキストあり 機械可読テキストなし 

  
平均値 中央値 平均値 中央値 

HUSCAP 全アクセス数 54.3 29.0 7.3 5.0 

 テキストあり N=1,586 サーチエンジン 31.1 10.0 1.9 1.0 

 テキストなし N=20,426 リポジトリ内 15.7 8.0 3.4 2.0 

KURENAI 全アクセス数 38.2 18.0 9.1 5.0 

 テキストあり N=9,669 サーチエンジン 26.5 11.0 1.6 0.0 

 テキストなし N=352 リポジトリ内 5.9 3.0 6.6 4.0 

  
3.4.3 アクセス先コンテンツの特徴 

(1) 文献タイプ 

 表 3-12は文献タイプのうち、特に多い雑誌論文・学位論文・紀要論文の三つのタイプ別
にアクセス数の平均値をリポジトリごとに見たもの、表 3-13は同じく中央値を見たもので
ある。HUSCAP、KURENAIは機械可読テキストデータが付与されたものに限定しており、
KURENAIの紀要論文からは『数理解析研究所講究録』掲載論文 10,772件を除いて分析し
ている。 
リポジトリによって傾向は大きく異なるものの、全体に最もアクセス数が多いのはこの

三つの文献タイプの中では学位論文である。また、雑誌論文と紀要論文ではアクセス数に

大きな差はなく、紀要論文であっても雑誌論文と同等かそれ以上のアクセスを得ている。 
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表 3-12 文献タイプ別のアクセス数（平均値） 

  HUSCAP KURENAI Tulips-R HERMES-IR ARRIDE 
雑誌論文 48.5 (N=2,454) 26.9 (N=1,303) 14.4 (N=929) 23.3 (N=221) 11.4  (N=242) 
学位論文 165.3 (N=53) 93.0 (N=290) 10.2 (N=6,451) 160.5 (N=27) -  (N=0) 
紀要論文 54.3 (N=1,586) 38.2 (N=9,669) 7.5 (N=6) 25.2 (N=6,115) -  (N=0) 

 
表 3-13 文献タイプ別のアクセス数（中央値） 

  HUSCAP KURENAI Tulips-R HERMES-IR ARRIDE 
雑誌論文 33.0(N=2,454) 13.0 (N=1,303) 3.0 (N=929) 11.0 (N=221) 5.0 (N=242) 
学位論文 92.0 (N=53) 33.0 (N=290) 7.0 (N=6,451) 160.0(N=27) -  (N=0) 
紀要論文 29.0 (N=1,586) 18.0 (N=9,669) 3.5 (N=6) 12.0 (N=6,115) -  (N=0) 

  
 さらに表 3-14はアクセス元グループ別のアクセス数を文献タイプごとに見たものである。
学位論文のアクセス数が多い傾向はここでも共通である。また、雑誌論文・紀要論文がい

ずれも一定数（100件以上）登録されているHUSCAP、KURENAI、HERMES-IRに限っ
てみた場合、民間からのアクセスは平均値・中央値とも雑誌論文と紀要論文では紀要論文

の方がやや大きい傾向があるが、どちらも他のアクセス元グループからのアクセス数より

も多く、双方に対し一定数の民間からのアクセスがあると言える。また、大学や企業から

のアクセスについてはいずれも大差がなかった。 
 

表 3-14 文献タイプとアクセス元グループ 

 
大学 企業 民間 

 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 

HUSCAP 
    

  

雑誌論文 N=2,454 5.6 4.0 5.4 3.0 11.1 6.0 

学位論文 N=53 19.8 10.0 18.7 8.0 55.2 23.0 

紀要論文 N=1,586 8.8 4.0 4.2 1.0 19.7 9.0 

KURENAI 
    

  

雑誌論文 N=1,303 3.4 1.0 2.4 1.0 5.5 2.0 

学位論文 N=290 11.0 3.5 11.3 2.0 24.7 7.0 

紀要論文 N=9,669 3.8 1.0 3.4 1.0 15.6 7.0 

Tulips-R 
    

  

雑誌論文 N=929 1.6 0.0 1.5 0.0 3.0 0.0 

学位論文 N=6,451 1.9 1.0 0.9 0.0 3.6 2.0 

紀要論文 N=6 0.8 0.0 0.2 0.0 3.0 1.0 

HERMES-IR 
    

  

雑誌論文 N=221 2.4 0.0 1.6 0.0 9.7 3.0 

学位論文 N=27 15.7 9.0 13.1 8.0 69.6 71.0 

紀要論文 N=6,115 2.2 1.0 1.8 0.0 11.6 5.0 

ARRIDE       

雑誌論文 N=242 1.5 0.5 1.0 0.0 3.8 1.0 

 
(2) 記述言語 

 表 3-15は日本語、英語コンテンツそれぞれについて、国内・海外からのアクセス数の平
均値と中央値を示したものである。その他の言語のコンテンツは件数が限られるため分析
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から除いている。また、HUSCAP、KURENAIは機械可読テキストデータが付与されたも
のに限定しており、KURENAIの紀要論文からは『数理解析研究所講究録』掲載論文 10,772
件を除いて分析している。 
 すべてのリポジトリで日本語コンテンツは国内から、英語コンテンツは海外からのアク

セスの方が平均値・中央値ともに顕著に高くなっている。HERMES-IR で日本語コンテン
ツへの国内からのアクセスが、ARRIDE で英語コンテンツへの海外からのアクセスが逆に
比べて顕著に多い以外は、日本語コンテンツへの国内からのアクセスと英語コンテンツへ

の海外からのアクセスはちょうど対称的な値をとっており、日本の機関リポジトリに登録

されたコンテンツであっても、英語で書かれていれば、日本国内で日本語コンテンツがア

クセスを集めるのと同じように、海外から多くのアクセスを得ていると言える。これは逆

に考えれば、英語コンテンツへの日本国内からのアクセスは、日本語コンテンツに対する

海外からのアクセスと同程度にわずかである、ということでもある。また、3.4.1 (2)で示し
たように機関リポジトリ全体で見た場合に日本国内からのアクセスが多くを占めているの

は、登録コンテンツの多くが日本語であったためである、ということもここからわかる。 
 

表 3-15 コンテンツの記述言語と国内・海外からのアクセス 

 
国内 海外 

 
平均値 中央値 平均値 中央値 

HUSCAP 
    

日本語 N=1,647 75.1 31.0 5.1 2.0 

英語 N=2,669 7.8 5.0 39.1 25.0 

KURENAI 
    

日本語 N=9,485 25.8 9.0 2.8 1.0 

英語 N=5,038 3.2 1.0 33.3 14.0 

Tulips-R 
    

日本語 N=6,685 9.8 6.0 0.6 0.0 

英語 N=923 1.5 0.0 12.3 2.0 

HERMES-IR 
    

日本語 N=5,970 23.4 10.0 2.2 0.0 

英語 N=1,712 3.2 1.0 9.3 4.0 

ARRIDE 
    

日本語 N=398 4.9 2.0 1.4 0.0 

英語 N=242 2.4 1.5 42.2 27.0 

 
(3) 研究領域 

 表 3-16は HUSCAP、表 3-17は KURENAIについて、NDCデータに基づき分類したア
クセス先コンテンツ掲載誌の属する研究領域とアクセス数（全体及びアクセス元グループ

別）の関係を示したものである。なお、ここまでの分析から機械可読テキストの有無や文

献タイプ、記述言語によってアクセス数の傾向が異なることがわかっているため、ここで

は対象を機械可読テキストが付与された雑誌論文または紀要論文で、日本語で書かれたも

のに限定している。また、KURENAIについては『数理解析研究所講究録』掲載論文 10,772



 

94 
 

件は分析から除外している。 
表から自然科学や工学・産業領域のアクセス数が多いのは両リポジトリに共通であるが、

その他の傾向はリポジトリによって異なる。HUSCAPではその他に医学領域のアクセス数
が多い（ただしこれはサンプル数の少なさに起因する可能性がある）。人文学・社会科学領

域のアクセス数は STM領域に比べると少ない。これに対し、KURENAIでは社会科学領域
のアクセス数が自然科学、工学領域に次いで多く、医学・人文学領域のアクセス数が少な

い。また、大学・企業・民間別に見た場合でもこれと言った共通点は見られないが、自然

科学領域のような専門性の高い・基礎的な分野でも民間ドメインから多くのアクセス数を

集めている場合があること、逆に医学領域でもそれほどアクセス数が多いとは限らないこ

と等は言える。言い換えれば、どの領域のコンテンツであっても、機関リポジトリで公開

すれば大学・企業・民間の別なくアクセスを集める可能性があることがここから示唆され

る。 
 

表 3-16 研究領域とアクセス数の関係（HUSCAP） 

 
全体 大学 企業 民間 

 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 

人文学 N=127 36.5 20.0 5.3 2.0 1.9 0.0 16.3 9.0 

社会科学 N= 788 44.6 21.0 7.2 4.0 2.3 1.0 19.1 7.0 

自然科学 N= 212 84.7 61.0 21.0 11.0 5.8 3.0 26.5 18.5 

医学 N=43 66.0 25.0 11.3 4.0 5.8 2.0 24.7 12.0 

工学・産業 N= 245 104.9 69.0 12.4 8.0 11.2 5.0 38.2 24.0 
その他 N= 20 45.2 34.0 9.7 5.5 2.3 2.0 14.2 11.5 

 
表 3-17 研究領域とアクセス数の関係（KURENAI） 

 
全体 大学 企業 民間 

 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 

人文学 N= 2,400 18.7 10.0 2.0 1.0 1.3 0.0 8.8 4.0 

社会科学 N= 947 42.4 20.0 7.1 3.0 1.8 1.0 19.4 8.0 

自然科学 N= 58 86.3 57.5 15.1 9.5 7.0 3.0 35.6 25.5 

医学 N=722 27.3 12.0 2.7 11.0 1.5 1.0 14.2 6.0 

工学・産業 N= 988 50.3 33.0 6.4 3.0 6.2 3.0 18.3 13.0 
その他 N= 63 32.1 3.0 4.0 0.0 0.9 0.0 12.8 2.0 

 
3.5 考察と結論 

3.5.1 分析結果のまとめ 

 本章の目的は日本の五つの機関リポジトリのアクセスログの分析から、機関リポジトリ

登録コンテンツのアクセス元、アクセス方法、アクセス先コンテンツの特徴の関係を明ら

かにすることであった。アクセスログを残さずにコンテンツを利用することは不可能であ

るため、本章の分析は機関リポジトリ登録コンテンツの利用やその影響を分析する際の前

提事項を明らかにするものと言える（例えばアクセス元が大学等以外と考えられるアクセ

スが全くなかったとすれば、それ以上の分析をするまでもなく市民等による機関リポジト
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リ登録コンテンツの利用は存在しない、ということができる）。 
 3.4節の分析結果から、まずアクセス元を大学、企業、民間に分けて見た場合、最も多い
のは民間プロバイダからのアクセスであった。その多くは個人の自宅等からのアクセスと

考えられる。もちろん、この中には研究者・学生が自宅からアクセスした場合も当然含ま

れうる。学術図書館研究委員会（SCREAL）が 2007年に国公私立大学等の研究者を対象に
行なった「もっとも最近読んだ論文」に関する調査[46]によれば、回答者の 27.0%は自宅で
その論文を読んでおり、中でも人文社会系では教員で 50.3%、大学院生で 48.6%が自宅で
論文を読んでいた。しかし自然科学系（この中には工学も含まれる）では研究室または実

験室で読んでいる者がほとんどであり、自然科学系教員では自宅で読んでいたものは 20.4%
であった。後述するように、また 3.4.3(3)で示したように、本章の分析では、自然科学や工
学・産業領域のコンテンツでも民間プロバイダドメインからよくアクセスされており、中

央値に基づき比較すれば最も良くアクセスされているのがこの 2 領域であった。さらにそ
のアクセス数の中央値は大学からのアクセスよりも大きい。自然科学・工学研究者がもっ

とも論文を読む場所である研究室・実験室（が、存在する大学）からのアクセス以上に、

研究者が自宅から機関リポジトリ登録コンテンツにアクセスするとは考えにくい。ここか

ら、民間プロバイダドメインのアクセスの一部に研究者・学生のが含まれるにしても、多

くはそれ以外の市民からのアクセスであろうと推測される。 
次いで多かったのは ARRIDEを除けば大学からのアクセスである。また、国内・海外別
に見ると国内からのアクセスが多い傾向があるが、これは登録コンテンツの大半が日本語

で書かれているためである。日本語コンテンツは国内から、英語コンテンツは海外から専

らアクセスされており、逆はいずれも少ない。 
 アクセス方法について見ると、最も多かったのはサーチエンジンから直接、登録コンテ

ンツ本文にアクセスしている場合で、アクセスの大部分（半数以上）を占めていた。次い

でリポジトリ内の別のページ（メタデータページ等）を見てから本文にアクセスしている

場合が多かったものの、最も多い場合でもアクセス全体の 3 割程度にとどまる。機関リポ
ジトリ登録コンテンツへの主なアクセス方法はサーチエンジンであるということができ、

そのためサーチエンジンから探すことのできない、機械可読テキストが付与されていない

コンテンツのアクセス数は少なくなる傾向がある。 
アクセス元との関係を見ると、特に民間・海外からのアクセスはサーチエンジンからの

割合が多い。九州大学の機関リポジトリのアクセスログに基づいて Ikeda らが行なったサ
ーチエンジンからのアクセスの検索語の分析によれば、検索語の多くは一般語であり、研

究者以外のアクセスが多く含まれることが示唆されている[47]。本章とは異なる分析手法に
よっても同様の結果が示されていることから、サーチエンジン利用者の多くは研究者以外

の市民であろうと推測される。 
一方で大学・国内からのアクセスはリポジトリ内からのアクセスの割合も多く、時には

サーチエンジンからのアクセス数よりも多い場合がある。これはリポジトリ内からのアク
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セスの中には、CiNii等の学術データベースから、一度メタデータを経由してコンテンツ本
文にアクセスした場合が含まれるため、と考えられる。さらに、サーチエンジンからよく

アクセスされるコンテンツとリポジトリ内からよくアクセスされるコンテンツは異なる傾

向があることもわった。 
 アクセス先コンテンツの特徴のうち、記述言語については前述のとおり、日本語コンテ

ンツは国内、英語コンテンツは海外からのアクセスが主で、逆は少ない。文献タイプにつ

いては、機械可読テキストが付与されている場合に限れば、学位論文へのアクセスが最も

多く、次いで雑誌論文と紀要論文が同程度のアクセスを集めている。アクセス元別に見る

と、民間からは紀要論文の方が雑誌論文よりアクセスされる傾向があるものの、いずれに

対しても一定数のアクセスがあった。大学・企業からのアクセスでは大きな差はない。ま

た、研究領域とアクセスの関係についてははっきりとした共通の特徴は見られなかった。 
 
3.5.2 分析結果から見る機関リポジトリの役割 

 本研究では第 2章図 2-1に示したとおり、機関リポジトリの役割をコンテンツ（機関リ
ポジトリに登録される前から電子公開されていた雑誌論文等か／登録にあたって独自に電

子化されたコンテンツか）と利用者（学術文献の利用者として元来、想定されてきた研究

者・学生等の利用か／それ以外の市民か）の二つの観点から整理している。以下、この図

に則って本章の分析結果を整理する。 
 まず、利用者についてはアクセス元の分析に基づいて考えることができる。分析の結果

から、機関リポジトリ登録コンテンツに対しては大学等（研究者・学生）からのアクセス

も多かったものの、それ以上に民間等、市民によるものと考えられるドメインからのアク

セスが多かった。さらに大学からはデータベース等を利用したと考えられるメタデータペ

ージを経由したアクセスも多い一方で、市民と考えられるアクセスはサーチエンジンから

に偏っており、アクセス先コンテンツも異なるなど、両者のコンテンツの利用方法は異な

ることも示唆された。 
 次にコンテンツについて考えると、分析の結果から雑誌論文等の既に電子ジャーナルが

存在するであろうコンテンツだけでなく、学位論文・紀要論文等のリポジトリ登録にあた

って独自に電子化されたコンテンツも多くのアクセスを集めていた。アクセス元との関係

を見ても、研究者・学生からも市民からも雑誌論文・紀要論文双方に対してアクセスがあ

り、公開済み・独自コンテンツの双方が、研究者・学生／市民のいずれもからアクセスさ

れている、と言える。 
 以上のように、登録コンテンツに対するアクセスという点に限ってみれば、図 2-1にしめ
した区分すべてに該当するアクセスが存在した。ここから、コンテンツへのアクセスのレ

ベルにおいては、機関リポジトリに期待される役割はすべて実現されていうると言うこと

ができる。 
 ただし、再三述べてきたように、以上の考察はあくまでコンテンツへの「アクセス」に
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関するものである。アクセスされたコンテンツが本当に利用されたのか、それがなんらか

の役に立つなどの影響を及ぼしたのかについては、別の分析手法を通して考える必要があ

る。そこで次章以降では、本章の分析結果を前提とした上で、機関リポジトリのアクセス

ログ以外のデータや手法も組み合わせながら、更に踏み込んだ分析を行なっていく。 
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4. 機関リポジトリへの登録が論文の被引用数と電子ジャーナルアクセス数に与
える影響 
4.1 本章の背景と目的 

本章では日本動物学会発行の雑誌『Zoological Science』掲載論文を日本の二つの機関リ
ポジトリに登録し、登録後のアクセス状況と登録前後の被引用数、電子ジャーナルアクセ

ス数の推移を観察、分析する。 
第 3章のアクセスログ分析から、第 2章の図 2-1に示した区分すべてに該当するアクセ
スが機関リポジトリ登録コンテンツに対して存在すること、すなわち公開済み・独自コン

テンツの双方が、研究者・学生／市民のいずれもからアクセスされていたことがわかった。

コンテンツへのアクセスのレベルにおいては、機関リポジトリに期待される役割はすべて

実現され得ていると言える。しかしこれはあくまでコンテンツへの「アクセス」のレベル

におけるものであり、アクセスされた文献が本当に利用されたのか、それがなんらかの役

に立つなどの影響を及ぼしたのかについてはわかっていない。そこで本章以下では、図 2-1
に示した機関リポジトリに期待される役割それぞれについて、より詳細な分析を通じてそ

れが果たされているのかを明らかにしていくことを試みる。 
このうち本章では公開済みコンテンツ、すなわち既に機関リポジトリ以外の場で電子的

に提供されている（電子ジャーナルの存在する）、学術雑誌論文の機関リポジトリへの登録

が学術文献流通に与える影響を観察する。具体的には機関リポジトリ登録による論文の被

引用数及び電子ジャーナルアクセス数の変化を分析し、これを通じて機関リポジトリによ

る公開済みコンテンツ提供の役割について検討する。 
 

4.1.1 OAと被引用数の関係 

OA運動の中で議論が盛んなトピックの一つに、「論文をオンラインで自由に利用できる
ようにする（OA化する）ことによって、OAではない場合よりも被引用数が増えるか？」
がある 7

                                                   
7 本研究全体では、第 2章図 2-1に示したとおり、OAの歴史的経緯を踏まえた上で、機関
リポジトリによる OAとは「電子ジャーナル等の形で機関リポジトリ登録以前から電子的
に公開されている（公開済み）コンテンツの、研究者・学生等を利用者に想定した発信」

と定義している。これは機関リポジトリの役割モデルを整理する上での本研究独自の定義

である。しかし 4.1.1項、4.1.2項および 4.2節においては、より一般的に「インターネッ
トを介して、雑誌掲載論文等の学術文献に誰もが障壁なくアクセス」できる状態（第 2章
2.1節参照）を指して「OA」という語を用いている。一般に OAという語を用いる場合に
は後者の意味で使われることが多く、被引用数／電子ジャーナルアクセス数と OAの関係
を論じる上で他に適切な表現がなかったために本章でもこの語を用いることとした。一つ

の単語を二つの意味で用いることにより混乱を招く可能性があるが、本研究独自の意味で

OAの語を用いる際には必ず「」をつけ「オープンアクセス」と表記することで対応したい。 

。OAの前提には第 2章で見たとおり、既存の学術雑誌論文流通の限界に対する意
識がある。 Harnadはこれを、研究成果の発表を望む者は「自身の業績とその（極めて少
数の）想定読者の間に値札という障壁を築くことを許容する、ファウスト的契約」を結ば
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ざるをえない、と表現している[1]。学術雑誌の価格が研究者にとって障壁となり、自身の
意図する全ての読者に業績を伝えられない、というわけである。それによって自身の論文

が読まれ、引用される機会が失われているのかも知れない。もしそうであるとするなら、

文献をOA化し誰でも利用できるようにすることによって、文献流通が健全化し、OAにし
ない場合よりも引用される機会も増えるはずである。このようなOAによって被引用数が増
える（あるいは、OAにしないことで引用される機会を失っている）という考えをOAによ
るCitation Advantage（被引用増効果）という。なお、Harnadが想定読者を「極めて少数」
と表現していることからもわかるように、OAによる被引用増効果においては、OA化する
ことでその論文著者が属するのと同じ領域の研究者による利用が増え、それによって引用

される機会が増える、と考えられている。研究者・学生による機関リポジトリ以外で公開

済みのコンテンツの利用を想定したものであり、この点で第 2章図 2-1に示した「オープ
ンアクセス」を前提に置くものである。 
 被引用増効果の存在をはじめて指摘したのは 2001年の Lawrenceによる研究である[2]。
以来、OAの被引用増効果に関しては多くの検証がなされてきた。しかし従来の被引用増効
果の検証は arXiv等の主題別リポジトリに登録された場合や、有料電子ジャーナル上で一
部の論文のみ OAとした場合の効果を検証するものがほとんどである。自然科学系を中心
に研究者に日常的に用いられるようになっている電子ジャーナルや、物理学など一部の分

野では同じくよく用いられている主題別リポジトリと、そのような状況にあるか否かがわ

かっていない機関リポジトリとでは、異なる傾向があることが予想される。被引用増効果

は前述のとおり「オープンアクセス」の実現を前提に置くものであり、もし機関リポジト

リ登録に被引用増効果があるとすれば、機関リポジトリが「オープンアクセス」実現の場

としての役割を果たしていることを示すものと言えるはずである。しかし、機関リポジト

リによる被引用増効果を検証した研究は少ない。 
 
4.1.2 セルフ・アーカイブと電子ジャーナルアクセス数の関係 

OA、中でもセルフ・アーカイブに関するもう一つの重要なトピックに、「論文をセルフ・
アーカイブすると電子ジャーナルにおける当該論文のアクセス数が減るか？」がある。こ

れは特に出版者の間で懸念されている問題である[3]。単純に考えれば、電子ジャーナル以
外でも論文を読むことができるにようになれば、その分だけ電子ジャーナルへのアクセス

数は減ると予想される。アクセス数の多寡は大学図書館が購読キャンセルを決定するとき

に重視される要因の一つであるため、そうなれば購読キャンセルが増え、出版者のビジネ

スモデルに悪影響を与えるのではないか、と言うのである。電子ジャーナルを持たない雑

誌においても同様に、学会誌の売上減少の懸念から論文の電子無料公開に踏み切れない、

とする学会出版者の存在が報告されている[4]。 
OAの被引用増効果に比べ、セルフ・アーカイブによる電子ジャーナルアクセス数への影
響についてはあまり検証されていないが、主題別リポジトリの影響について研究した例に
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おいては、実際に電子ジャーナルへのアクセス数が減っていたことが報告されている[5]。
しかしながらここでも機関リポジトリの場合についての研究はなされていない。 
 
4.1.3 背景のまとめと目的 

 4.1.1、4.1.2で見てきた二つのトピック、すなわち OAの被引用増効果の有無とセルフ・
アーカイブによる電子ジャーナルアクセス数の影響の有無に関する議論は、「OA 化された
論文の利用者層とは？」という一つの問題の異なる側面を見てなされてきたものであると

言える。すなわち、OAの被引用増効果とは「現在、電子ジャーナルにアクセスできていな
いような読者、それも研究者・学生等の学究集団に属する者を OA によって新たに獲得す
ることができる」ということであり、OAによる電子ジャーナルアクセス減とは「現在、購
読版の電子ジャーナルにアクセスしている読者が OA によって奪われてしまう」というこ
とである。言い換えれば、OAは学究集団の中で新たな読者を獲得するのか、それとも既存
の読者が OA版に移るだけか、ということになる。 
これを機関リポジトリに当てはめるならば、「機関リポジトリに論文を登録することで、

学究集団内で従来とは異なる新たな読者を獲得できるか、従来の電子ジャーナルから機関

リポジトリに読者が移るだけか」ということになる。この点を明らかにできれば、本研究

全体の目的である「日本の機関リポジトリが学術文献流通において果たしている役割」の

一部、公開済みコンテンツに対する役割の一端が明らかになった、と言えるだろう。 
そこで本研究では機関リポジトリへの登録が論文の被引用数と電子ジャーナルアクセス

数に与える影響を、利用者層の詳細な分析と合わせて明らかにすることを目的に実証実験

を行なった。以下、4.2節では関連研究を概観し、それに基づき 4.3節では本研究で用いる
手法とその妥当性について述べる。4.4 節では分析結果を説明し、4.5 節ではその結果に基
づき機関リポジトリ登録により得られた読者について検討する。  
 
4.2 関連研究 

4.2.1 OAの被引用増効果の検証 

4.1節でも述べたとおり、OAによる被引用増効果の存在をはじめて指摘したのは 2001
年に『Nature』に掲載された Lawrenceの研究である。Lawrenceはコンピュータサイエ
ンス及び関連分野の会議録登録論文 119,924件を対象に、被引用数を分析し、被引用数の
多い論文ほどオンラインで自由にアクセスできる割合が高いこと、オンラインで自由にア

クセスできる論文とそうでない論文の平均被引用数の間には 157%の差があることを示し
た[2]。 
以来、OAの被引用増効果については対象とする分野や雑誌、手法を変えた多数の研究が
行なわれている。2010年に OAの被引用増効果に関する 2001-2010年の 31の研究をレビ
ューした Swanによれば、そのうち被引用増効果があるとするものは 27本、ないとしたも
のは4本であった[6]。同じく2010年にOAの被引用増効果に関する研究をまとめたWagner
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による解題書誌では、5本のレビュー論文と 46本の個別研究例が取り上げられている。そ
れら 46 本の個別研究文献中、被引用増効果があるとしたものは 39 本、被引用増効果はな
い、あるいは OA が要因ではないとしたものは 7 本であった[7]。このように、OA になっ
ている論文とそうでない論文の被引用数を単純に比較した場合には、OAである文献の方が
多い傾向がある、と言える。 
しかしこれは OAと被引用数の相関に関する検証であり、OAであることが被引用増をも
たらす要因であると断定するには更なる検証が要る。被引用増効果の要因について整理し

た 2005年の Kurtzらの研究によれば、OA論文の方が被引用数が多くなる要因として以下
の三つの仮説が挙げられている[8]（各仮説の呼称の日本語訳については三根を参照した[9]）。 
 
(1) OAであることそれ自体が被引用数を増加させる効果を持つ（Open Access、OA仮説） 
(2) OA論文の中にはプレプリントの形で、雑誌論文として出版される以前から公開されて
いるものがある。このような論文は雑誌掲載時にはじめて公開された論文に比べて早期

から引用される機会が得られるため、被引用数が増える（Early Access、早期アクセス仮
説） 

(3) 著者自身が、より重要で、より引用される機会が多いと考えられる論文を選んで OAに
しているため、被引用数に差が生じる（Self-Selection bias、自己選別仮説） 

 
Kurtz らはこれらの 3 要因について検証した結果、早期アクセスと自己選別の効果は確
認されたものの、OA効果は確認できなかったとしている。以降、OAの被引用増効果に関
する研究においてはこれら 3 仮説のいずれが被引用増効果をもたらしているかが焦点にな
っている。 
さらにこれら三つの要因の他にも、OA論文に共通しているなんらかの要因が OA自体と
無関係に被引用数と関係している可能性がある。例えば共著者数が多い論文ほど、それぞ

れの著者がセルフ・アーカイブする可能性があるため OA になる割合が高いと考えられる
が、同じく一般に共著者数の多い論文は引用される機会も多いため、結果として OA 論文
の方が被引用数が多く見える、という可能性がWagnerによって指摘されている[7]。 
早期アクセス、自己選別による効果やその他の要因と独立に OA 自体に被引用増効果が
あるか否かは議論が割れている。OA自体の被引用増効果はない、とする研究の近年の代表
例としては Davisらによる一連の論文がある[10][11][12]。Davis は電子ジャーナルで公開
される論文の一部をランダムに選んで OA 化し、その被引用数とアクセス数を他の論文と
比較・分析する実験を複数の雑誌を対象に行なっている。OAになるか否かは著者が選ぶの
ではなくランダムに決定されるため自己選別効果や他の要因とは関わりがなく、電子ジャ

ーナルでの OAなので早期アクセス効果も働かない。結果から、OA化によって論文のアク
セス数は増えたものの被引用数は OA化しなかった論文と差がなかった、としている。 
一方、OA であること自体に被引用増効果があるとする近年の研究としては、Gargouri
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らによる論文がある[13]。Gargouri らは論文のセルフ・アーカイブが義務化された四つの
研究機関の機関リポジトリ登録論文と、義務化がなされていない（自発的にセルフ・アー

カイブされたと考えられる）OA論文、OA化されていない論文について、掲載雑誌と発行
年を揃えた上で被引用数を比較している。セルフ・アーカイブが義務化されている機関で

は著者に選択の余地がないため自己選別が働かず、これと自発的にセルフ・アーカイブさ

れた論文を比較すれば自己選別効果の有無が検証される。分析の結果から、非 OA 論文と
OA論文の間では被引用数に差がある一方、セルフ・アーカイブが義務化された機関の論文
と自発的にセルフ・アーカイブされた論文の間では差がなかったこと、また共著者数や著

者の所属国等の要因とは独立に OA 自体による被引用増効果が確認されたことから、自己
選別仮説を否定し、OAには被引用増効果があると結論づけている。 
このように議論が盛んな一方で、これまでに機関リポジトリ登録の被引用増効果を研究

した例は Gargouriら以外には見受けられない。しかし 4.1節でも述べたとおり、主題別リ
ポジトリや電子ジャーナルでの OA と機関リポジトリによる OA では研究者に対する効果
は異なることが予想される。また、機関リポジトリの場合は登録の前後で（OA化される前
後で）被引用数がどう変化したか、という観点から被引用増効果を測ることもできる。登

録後に被引用数の傾向が変化したのであればなんらかの効果があったことが考えられるが、

そのような観点からの分析もこれまで行なわれてはいない。 
 
4.2.2 OAと電子ジャーナルアクセス数 

 電子ジャーナルアクセス数について考える場合、電子ジャーナル上での OAと、セルフ・
アーカイブなど電子ジャーナル以外の場での OA では大きく意味が異なる。電子ジャーナ
ル上でのOAでは、OA化した場合もアクセスは全て電子ジャーナルに集約される。Nicholas
ら[14]や Davis ら[10][11][12]の研究によれば、このような電子ジャーナル上での OA 化は
電子ジャーナルアクセス数を増やす効果があることがわかっている。 
一方、セルフ・アーカイブの場合は電子ジャーナルの利用者がセルフ・アーカイブ先サ

イトに奪われる可能性が指摘されている[3]。実際、高エネルギー物理学分野の研究者行動
を調査した Gentil-Becotらによれば、同分野の論文データベース SPIRESの検索結果画面
において、電子ジャーナル版と主題別リポジトリである arXiv 版の双方へのリンクが表示
された場合、利用者の 82%は arXiv版を用い、電子ジャーナル版を用いるのは 18%にとど
まったとされている[15]。また、数学分野の論文 2,765本を対象に、arXivに登録されたも
のとされていないものの電子ジャーナルアクセス数を比較した Davis らによれば、arXiv
に登録されている論文はされていないものに比べてアクセス数が平均 23%少なかった[5]。
このように、arXivへの登録は電子ジャーナルへのアクセス数を減らす効果があることがわ
かっている。 
しかし、ここでも機関リポジトリの影響についての研究は見受けられない。arXivのよう
に、当該分野内で既に確固たる役割を築いている場でのセルフ・アーカイブと機関リポジ
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トリにおけるセルフ・アーカイブでは異なる効果があると考えられるが、その検証は行な

われていない。 
 
4.3 研究方法 

 本章では日本動物学会の協力の下、同学会が発行する雑誌『Zoological Science』掲載論
文を北海道大学学術成果コレクション（HUSCAP）、京都大学学術情報リポジトリ
（KURENAI）の二つの機関リポジトリに登録し、登録後の機関リポジトリでのアクセス状
況を分析するとともに、登録前後の被引用数・電子ジャーナルアクセス数の推移を登録し

なかった論文と比較した。以下、分析対象論文、実験概要、分析方法について述べる。 
 
4.3.1 分析対象論文 

 『Zoological Science』は 1984年に創刊された査読付英文誌であり、年間 12号発行され
る。動物学（Zoology）分野を広く対象とし、2009年のインパクトファクターは 0.821であ
った。1998年から 2009年までは J-STAGE、2008年からは BioOne.2（2008-2009年は両
方）の二つのプラットフォームから電子ジャーナルとして提供されていた（2010年からは
BioOne.2に一本化し、J-STAGEからの提供は終了した）。ただしそれぞれ全巻号が提供さ
れているわけではなく、提供範囲は J-STAGE では 15～23 巻（1998-2006 年発行分）、
BioOne.2では 14巻以降（1997年以降発行分）である。 
 本研究ではこの『Zoological Science』掲載論文のうち、北海道大学・京都大学に所属す
る著者の論文で、著者の許諾が得られたものを、それぞれの機関リポジトリに登録した。

許諾は論文単位で得るのではなく、著者単位で実験への協力を依頼し、許諾が得られたそ

の著者の論文をすべて登録している。著者が登録論文を選択しないことから、前述の自己

選別効果を回避できると考えられる。また、『Zoological Science』では論文発行後 1年間の
エンバーゴ（セルフ・アーカイブ猶予期間）が設定されている。本研究でもこれを遵守す

る。実験は 2008年から開始したため、対象文献は 2007年以前に出版されたものとなる。
既に印刷体の雑誌論文として発行され、電子ジャーナルでも公開して 1 年以上経過したも
のを機関リポジトリに登録することになり、早期アクセス効果は発生しないことになる。 
最終的に機関リポジトリで登録・公開した分析対象論文数は 171 件（うち 88 件が

HUSCAP、83 件が KURENAI での公開）であった。次項ではこれらの論文を用いた実験
の概要について述べる。 
 
4.3.2 実験概要 

図 4-1は本研究の実験概要を示したものである。実験ではまず、北海道大学・京都大学の
研究者による『Zoological Science』掲載論文のうち、許諾が得られたものをそれぞれのリ
ポジトリに登録する。なお、北海道大学のHUSCAPには実験開始以前から 17件の論文が
登録されており、これらも本研究では機関リポジトリ登録論文として扱う（ただし一部の
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項目では分析から除外する）。それ以外の論文はすべて 2008年中に登録作業を行なった。
登録実施時期は表 4-1のとおりである。登録後、一定期間ごとに各リポジトリのアクセスロ
グの提供を受け、登録論文のアクセス状況の分析を行なう。分析対象論文の登録を 2008年
中に行なったため、本稿では 2008-2009年のアクセスログを取得・分析した。 

 

Science Citation Index

北海道大学

京都大学

投稿

電子ジャーナルサイト
(J-STAGE)

アクセスログ

被引用データ

分析

HUSCAP

KURENAI

利用データ

登録

 

図 4-1 実験の概要 

 
表 4-1 分析対象論文の機関リポジトリ登録時期 

登録実施時期 
 HUSCAP 
（北海道大学） 

KURENAI 
（京都大学） 

合計 

2007 年以前 17 0 17 
2008 年 5月 70 0 70 
2008 年 6月 0 51 51 
2008 年 8月 0 32 32 
2008 年 10 月 1 0 1 
合計 88 83 171 

  
 『Zoological Science』掲載論文の被引用数については、創刊から 2010 年末までの全論
文（この中には機関リポジトリ非登録論文も含む）の被引用数データをトムソン・ロイタ

ー社の『Science Citation Index（SCI）』から取得した。このデータに基づき、登録論文に
ついて登録前後の被引用数の変化を見るとともに、非登録論文との比較も行なう。登録後

の被引用数データは 2008-2010年の 3年分となり、機関リポジトリ登録の影響が出るには
分析期間が短すぎる、すなわち、機関リポジトリ登録論文 8

                                                   
8 他章では機関リポジトリ登録コンテンツは必ずしもいわゆる論文に限らない（教材や図書
等も含みうる）ことから「機関リポジトリ登録コンテンツ」という表現を用いている。し

かし本章で扱う対象は全て『Zoological Science』誌に掲載された原著論文であるため、本
章では「機関リポジトリ登録論文」という表現を用いている。 

を仮に読んだとしても、その成

果を引用し論文を執筆・投稿するには 3 年以上かかる場合もあるのではないか、という分
析期間の妥当性への疑問がありうる。しかし被引用データを検証したところ、『Zoological 
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Science』誌掲載論文のうち、2010年に最も引用されていたのは 2008年出版論文（193回、
2005年と同数）であった。ここから、出版＝アクセス可能になってから 3年間、という期
間は『Zooloical Science』掲載論文の新たな引用が起こるには十分な期間であることがわか
る。本研究の分析対象期間は妥当なものと言えよう。 
 電子ジャーナルアクセス数については J-STAGEについて、サイト運営者から、J-STAGE
収載全論文の 2006-2009 年分のアクセスログの提供を受けた。このうち機関リポジトリに
登録したものについては登録前後の J-STAGEでのアクセス数の変化を見るとともに、非登
録論文との比較も行なった。BioOne.2についてはサイト運営者の規約のため、アクセスロ
グそのものの提供は受けられず、また機関リポジトリ登録以前のアクセスデータの提供も

受けられなかった。そのため、本章の分析では電子ジャーナルのアクセス数データとして

BioOne.2のデータは用いず、J-STAGEでのアクセス数のみを用いることとした。。 
 各比較を行なう際には必要に応じ、著者の所属（北海道大学・京都大学所属者に限定）、

出版年（登録・非登録で揃える）を限定した。 
 
4.3.3 分析方法 

 4.3.2節の実験で取得したデータをもとに、以下の 4種類の分析を行なった。 
 
(1) 機関リポジトリ登録論文のアクセス状況 

 機関リポジトリ登録論文について、アクセスログから登録後の機関リポジトリ上でのア

クセス数、アクセス方法、アクセス元（日本からのアクセスか、海外からのアクセスか／

アクセス元のドメイン）を分析する。 
分析対象とするアクセスログは文献本文ファイルへのアクセスとし、メタデータのみ表

示した場合等、文献本文以外へのアクセスは分析から除外した（この点については後述す

る J-STAGE でのアクセス数についても同様である）。その他のアクセスログ分析手法の詳
細については第 2章に詳述したとおりであるのでここでは割愛する。 
 
(2) 機関リポジトリ利用者と電子ジャーナル利用者、引用論文著者の比較 

機関リポジトリと J-STAGE については、IP アドレスに基づいて、利用者の重複状況を
比較する。さらに、機関リポジトリ、J-STAGEのアクセスログ及び被引用データに基づき
利用者（SCI の場合は引用論文の著者）所在地域別のアクセス数・被引用数を算出し、比
較する。利用者所在地域は J-STAGEではアクセスログ中に記録されており、SCIデータも
同様である。機関リポジトリについては 4.3.1で IPアドレスから特定したアクセス元地域
データを利用する。 
 
(3) 機関リポジトリ登録が被引用数に与える影響 

 機関リポジトリ登録論文、非登録論文の被引用状況について、実験開始前／後をそれぞ
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れ比較する。さらに実験開始後の被引用数の増加率についても算出、比較した。結果から、

機関リポジトリ登録により被引用数の傾向が変化したかを確認する。 
 
(4) 機関リポジトリ登録が電子ジャーナルアクセス数に与える影響 

 J-STAGEの 2006-2009年のアクセスログデータに基づき、機関リポジトリ登録論文と非
登録論文の 2006-2007年のアクセス数と 2008-2009年のアクセス数をそれぞれ比較すると
ともに、2006-2007年のアクセス数に対する 2008-2009年のアクセス数の比についても算
出・比較する。結果から、機関リポジトリ登録によってアクセス数の傾向に変化があった

かを確認する。 
 
機関リポジトリ登録が被引用数あるいは電子ジャーナルアクセス数に与える影響の分析

については、機関リポジトリ登録後だけではなく、登録以前（OA化する前）からの傾向を
継続して確認する。これにより、機関リポジトリ登録論文の被引用数や電子ジャーナルア

クセス数にもともと特徴がある場合（機関リポジトリ登録以前から非登録論文とは異なる

傾向を持つ場合）と、機関リポジトリへの登録によって生まれた影響を区別できる。その

ため、OA 以外に被引用増の要因がある場合が排除でき、4.3.1 で触れたとおり実験デザイ
ン上早期アクセス効果と自己選別効果の影響も排除されているため、実験・分析全体を通

じ機関リポジトリ登録による OAそのものの影響を検証できると言える。 
 
4.4 分析結果 

本節では分析結果について、4.3.3 で示した分析の枠組みに沿って説明する。まず 4.4.1
で機関リポジトリ登録論文のアクセス状況の概要をアクセスログ分析結果から確認する。

4.4.2では機関リポジトリと電子ジャーナル利用者の重複状況について、IPアドレスの比較
から重複の度合いを明らかにする。さらに機関リポジトリへのアクセス、J-STAGEへのア
クセス、論文の引用について、所在地域に基づく比較も行なう。4.4.3、4.4.4では実験開始
前／後の比較から、機関リポジトリ登録が論文の被引用数、電子ジャーナルアクセス数に

与える影響をそれぞれ明らかにする。 
 
4.4.1 機関リポジトリ登録論文のアクセス状況の概要 

表 4-2は機関リポジトリに登録した 171件の論文について、2008-2009年の機関リポジ
トリ上でのアクセス状況を示したものである。参考のために平均値も示しているが、アク

セス数データについては非常に偏った分布を示すため、代表値としては中央値の方がより

ふわさしい。 
2008-2009年の 2年間で、機関リポジトリに登録した『Zoological Science』掲載論文は
中央値で 44回、機関リポジトリ上でアクセスされている。後述するが、同一期間中のこれ
らの論文の J-STAGEでのアクセス回数は中央値 45回である。さらに表 4-2には J-STAGE
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に収載されていない（1998年より前に出版された）古い論文 45本が含まれているが、こ
れらを除いた場合（N=126）、中央値は 58.5回と J-STAGEでのアクセス数を上回ってさえ
いる。機関リポジトリでのアクセス数は電子ジャーナルアクセス数に匹敵すると言える。 

 
表 4-2 機関リポジトリ登録論文のアクセス概況（N = 171） 

 
2008 年 2009 年 合計 

平均値 29.0  29.5  58.6  
中央値 21.0  22.0  44.0  
最大値 205.0 189.0 313.0 
最小値 1.0 0.0 1.0 
標準偏差 31.3  31.7  56.4  
合計 4,964 5,053 10,017 

 
表 4-3はこれらの機関リポジトリにアクセスした利用者が、どのような手段で機関リポジ
トリ掲載論文にアクセスしたかを示したものである（なお、2008年に 1件のみ、アクセス
方法が記録されていなかったケースがあり、これについては分析から除いている）。「直接

アクセス」とはURLを直接打ち込んだり、webページ以外のファイルからのリンクをたど
って機関リポジトリ登録論文の本文にアクセスした場合である。「リポジトリ内から」とは

機関リポジトリソフトの検索機能を用いたり、ブラウジングによって登録論文の本文を発

見した場合であり、「サーチエンジン」とはサーチエンジンの検索結果から登録論文本文へ

のリンクをクリックした場合、「他のページから」とはこれら以外の webページからのリン
クをクリックした場合である。表から、2008-2009年を通じて機関リポジトリに登録した
『Zoological Science』掲載論文へのアクセスの約 66%はサーチエンジンの検索結果画面か
らリンクをクリックしたものである。第 3章で見たとおり、機関リポジトリへのアクセス
の大部分はサーチエンジンによって論文を発見した場合であったが、本章の分析対象であ

る『Zoological Science』掲載論文においてもこの傾向は共通であったと言える。 
 

表 4-3 機関リポジトリ登録論文へのアクセス方法（N = 171） 

  
  

2008 年 2009 年 合計 
アクセス数 % アクセス数 % アクセス数 % 

直接アクセス 1,129  22.7 718  14.2 1,847  18.4 
リポジトリ内から 447  9.0 565  11.2 1,012  10.1 
サーチエンジン 3,259  65.7 3,324  65.8 6,583  65.7 
他のページから 128  2.6 446  8.8 574  5.7 
合計 4,963  100.0 5,053  100.0 10,016  100.0 

*アクセス方法が不明であったアクセス（2008 年 1 件）については表から除いている 

 
また、表 4-4は機関リポジトリ登録論文の国内／海外別のアクセス概況を示したものであ
る（2008年に 29件、2009年に 52件、アクセス元地域不明のアクセスがあり、これにつ
いては分析から除いている）。2008-2009年を通じ、アクセスの約 86%は海外の利用者によ
るものである。『Zoological Science』は英文雑誌であり、掲載論文はすべて英語で書かれて
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いる。第 3章でも見たように、日本の機関リポジトリに登録された論文であっても、英語
で書かれたものの利用者は主に海外からアクセスしている。『Zoological Science』掲載論文
に限定した場合においてもこの傾向は共通である。 

 
表 4-4 機関リポジトリ登録論文への国内／海外別アクセス数（N = 171） 

  
  

2008 年 2009 年 合計 
アクセス数 % アクセス数 % アクセス数 % 

国内から 665  13.5 747  14.9 1,412  14.2 
海外から 4,270  86.5 4,254  85.1 8,524  85.8 
合計 4,935  100.0 5,001  100.0 9,936  100.0 

*アクセス地域不明のアクセス（2008 年 29 件、2009 年 52 件、計 81 件）については表から除いている 

 
さらに表 4-5は利用者の所属機関の傾向について、アクセス元のドメインから示したもの
である（アクセス元ドメインについては 2008、2009年ともに特定できていない場合が多い
（2008年で 2,003件、2009年で 2,010件）が、これらは分析から除いている）。アクセス
ログにアクセス元ドメインが記録されているアクセスのうち、大学または研究機関ドメイ

ンからのものは 18%未満にとどまっている。多くのアクセスは個人宅等、民間プロバイダ
からのアクセスであり、2年間の合計で 38.0%となっている。機関リポジトリにおいては民
間プロバイダドメインからのアクセスが多いことも第 3章で見たとおりであり、『Zoological 
Science』掲載論文においても同様であったと言える。 

 
表 4-5 機関リポジトリ登録論文への所属機関別アクセス数（N = 171） 

  
  

2008 年 2009 年 合計 
アクセス数 % アクセス数 % アクセス数 % 

大学・研究機関等（edu、ac ドメイン） 524 17.7 499 16.4 1,023 17.0 
企業等（com, co ドメイン） 512 17.3 404 13.3 916 15.3 
民間プロバイダ（net, ne ドメイン） 1,095 37.0 1,185 38.9 2,280 38.0 
その他（上記以外のドメイン） 830 28.0 955 31.4 1,785 29.7 

合計 2,961 100.0 3,043 100.0 6,004 100.0 
*ドメイン不明のアクセス（2008 年 2,003 件、2009 年 2,010 件、計 4,013 件）は表から除いている 

 
4.4.2 機関リポジトリ利用者と電子ジャーナル利用者、引用論文著者の比較 

機関リポジトリと J-STAGEについてはともにアクセスログ中に利用者の IPアドレスが
記録されており、その重複の程度を見ることで利用者層の重なりをより明確に知ることが

できる。表 4-6は機関リポジトリ登録論文について、2008-2009年の機関リポジトリ、
J-STAGEにおける異なり利用者数と、そのうちで IPアドレスが重複した件数を示したも
のである。ここでいう「異なり利用者数」とは機関リポジトリ、J-STAGEのアクセスログ
に出現する、異なる IPアドレスの種類数を示す。また、機関リポジトリ、J-STAGEそれ
ぞれのアクセス数、異なり利用者あたりアクセス数についても併せて示している。なお、

4.4.1の分析では機関リポジトリに登録した『Zoological Science』誌掲載論文全体（N=171）



 

113 
 

の傾向を見てきたが、表 4-6はこのうち J-STAGEにも収載されている論文（N=126）に限
定して分析した結果を示したものである。 

 
表 4-6 機関リポジトリ登録論文の機関リポジトリと J-STAGEの異なり利用者重複状況 

利用者種別 
異なり 
利用者数 

アクセス数 
異なり利用者あ
たりアクセス数 

機関リポジトリの異なり利用者（A） 5,410 7,661 1.4 
J-STAGEの異なり利用者（B) 2,797 7,529 2.7 
A・Bに重複して出現する利用者（C) 339 - - 
*すべて J-STAGE に収載されており、機関リポジトリにも登録されている論文（N=126）への 2008-2009

年のアクセスログに基づく 

 
機関リポジトリ、J-STAGEでのアクセス数は機関リポジトリがやや多いものの大きくは
変わらないが、異なり利用者数は機関リポジトリの方が約 2 倍、異なり利用者あたりアク
セス数は逆に約 2分の 1となっている。電子ジャーナルサイトである J-STAGEには固定し
た利用者層がいるのに対し、機関リポジトリでは少ない回数しかアクセスしない多くの利

用者が存在することがうかがえる。 
これら異なり利用者のうち、機関リポジトリ、J-STAGEの双方にアクセスしている者は
機関リポジトリ利用者の 6.3%（C/A）、J-STAGE 利用者の 12.1%（C/B）にとどまる。多
くの利用者は機関リポジトリか J-STAGEの一方しかアクセスしておらず、利用者の重複は
少ないと言える。 
ただし表 4-6は機関リポジトリ登録論文に限定して見た場合である。J-STAGEには機関
リポジトリに登録されていない『Zoological Science』掲載論文も多く収載されている。表
4-7はこれら機関リポジトリ非登録論文も含む、J-STAGEでの異なり利用者全体と機関リ
ポジトリ異なり利用者の重複状況を見たものである。J-STAGEに収載された全ての
『Zoological Science』誌掲載論文（N=1,318）の異なり利用者は 23,708人（D）で、うち
機関リポジトリ登録論文へもアクセスしているものは 830人（E）である。この 830人の
うち、表 4-6に示した 339人（C）は J-STAGEでも機関リポジトリに登録された論文にア
クセスした者であるが、その他の 491人（E-C）については、J-STAGEでは機関リポジト
リに登録されていない論文にしかアクセスしていなかった者である（機関リポジトリに登

録されている論文のいずれかに 1度でもアクセスしていれば Cに含まれている）。このよう
に機関リポジトリに登録されていない論文には J-STAGEでアクセスしつつ、機関リポジト
リに登録されたものは J-STAGEではアクセスしない者も確かに存在する。しかしこれは機
関リポジトリ登録論文の異なり利用者全体からすれば 9.0%（(E-C)/A）にとどまっている。
また、分析範囲を J-STAGE全体に広げた場合でも機関リポジトリと J-STAGEの利用者層
は 3.5%（E/D）あるいは 15.3%（E/A）しか重複していない。ここから、機関リポジトリ
での利用者層は既存の電子ジャーナル等の利用者層とは異なることが示された。 
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表 4-7 機関リポジトリと J-STAGE 収載 ZS論文全体の異なり利用者重複状況 

利用者種別 異なり利用者数 
機関リポジトリの異なり利用者（A） 5,410 
J-STAGEの異なり利用者（D) 23,708 
A・Dに重複して出現する利用者（E) 830 

*機関リポジトリの異なり利用者については J-STAGE に収載されており、機関リポジトリにも登録され
ている論文（N=126）への 2008-2009 年のアクセスログに基づく。 

* J-STAGE の異なり利用者は J-STAGE に収載されている全ての『Zoological Science』誌掲載論文
（N=1,318）への 2008-2009 年のアクセスログに基づく。 

 
このような利用者層の違いはアクセス元の所在地域の違いからも裏付けられる。表 4-8
は J-STAGEにも収載されている機関リポジトリ登録論文（N=126）について、2008-2009
年のアクセス元所在地域上位 20位のアクセス数・割合を示したものである。表から、
J-STAGEで最も多いのは日本からのアクセスであり、アクセス全体の 27.3%を占める。次
いで EU（17.5%）、中国（13.3%）、米国（11.3%）と続く。一方、機関リポジトリでは日
本からのアクセスよりも EU・米国からのアクセスの方が多く、いずれも 18.2%である。日
本からのアクセスは 14.3%と J-STAGEにおいて占めるより 10%以上も少ない割合しか占
めていない。 
 
表 4-8 2008-2009 年の機関リポジトリ登録論文の機関リポジトリ／J-STAGE でのアクセス元地域

(N = 126) 

機関リポジトリ J-STAGE 
国・地域 アクセス数 % 国・地域 アクセス数 % 
EU 1,392 18.2 日本 2,052  27.3 
米国 1,392 18.2 EU 1,315  17.5 
日本 1,092 14.3 中国 998  13.3 
インド 491 6.4 米国 851  11.3 
中国 362 4.7 インドネシア 386  5.1 
タイ 203 2.6 インド 287  3.8 
マレーシア 194 2.5 タイ 190  2.5 
イラン 180 2.3 韓国 184  2.4 
台湾 178 2.3 台湾 182  2.4 
インドネシア 168 2.2 ロシア 149  2.0 
カナダ 166 2.2 カナダ 96  1.3 
ロシア 156 2.0 ブラジル 87  1.2 
韓国 145 1.9 イラン 73  1.0 
オーストラリア 143 1.9 オーストラリア 56  0.7 
トルコ 118 1.5 メキリコ 46  0.6 
ベトナム 113 1.5 マレーシア 41  0.5 
フィリピン 106 1.4 チリ 36  0.5 
ブラジル 104 1.4 南アフリカ 32  0.4 
メキシコ 88 1.1 アルゼンチン 30  0.4 
エジプト 74 1.0 トルコ 30  0.4 
その他 728 9.5 その他 180  2.4 
不明 68 0.9 不明 228 3.0 
合計 7,661 100.0 合計 7,529 100.0 

*J-STAGE のアクセスログ中で EU圏がまとめて記録されていたため、比較のため機関リポジトリにつ

いても EU 圏をまとめて計算している。 
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被引用データについては機関リポジトリへのアクセスと直接の重複状況を比較すること

はできないが、引用論文著者の所在地について、機関リポジトリのアクセス元所在地と比

較することは可能である。表 4-9は表 4-8と同様に、機関リポジトリへのアクセス元と引用
論文の著者所在地の上位 20位のアクセス数・割合を示したものである。機関リポジトリへ
のアクセス数は 2008-2009年のデータ、引用論文著者については 2008-2009年の被引用デ
ータに基づいている。なお、対象論文は表 4-8と同じく J-STAGE収載論文かつ機関リポジ
トリ登録論文（N=126）である。表から、引用論文著者についても J-STAGEへのアクセス
元と同様、所在地域で最も多いのは日本で、その割合は 33.1%を占めている。次いで EU、
米国、中国と続く。 
 
表 4-9 2008-2009 年の機関リポジトリ登録論文の機関リポジトリアクセス元／引用論文著者所在

地域（N=126） 

機関リポジトリ 引用論文著者 
国・地域 アクセス数 % 国・地域 引用著者数 % 
EU 1,392 18.2 日本 325 33.1 
米国 1,392 18.2 EU 192 19.5 
日本 1,092 14.3 米国 169 17.2 
インド 491 6.4 中国 50 5.1 
中国 362 4.7 カナダ 33 3.4 
タイ 203 2.6 台湾 29 3.0 
マレーシア 194 2.5 韓国 23 2.3 
イラン 180 2.3 アルゼンチン 23 2.3 
台湾 178 2.3 オーストラリア 20 2.0 
インドネシア 168 2.2 マレーシア 15 1.5 
カナダ 166 2.2 ロシア 15 1.5 
ロシア 156 2.0 スイス 11 1.1 
韓国 145 1.9 イスラエル 8 0.8 
オーストラリア 143 1.9 タイ 8 0.8 
トルコ 118 1.5 インド 7 0.7 
ベトナム 113 1.5 ノルウェー 7 0.7 
フィリピン 106 1.4 ベトナム 7 0.7 
ブラジル 104 1.4 ブラジル 6 0.6 
メキシコ 88 1.1 メキシコ 5 0.5 
エジプト 74 1.0 クロアチア 4 0.4 
その他 728 9.5 その他 26 2.6 
不明 68 0.9 不明 0 0.0 
合計 7,661 100.0 合計 983 100.0 

*引用論文著者数はのべ人数である（1 論文に複数人の著者がいる場合、それぞれの所属を 1 件とし

て計算している）。 

 
表から、J-STAGE利用者、引用論文著者の中で最も多いのは日本からのアクセスあるい
は引用であり、次いで EUからのアクセスまたは引用が多い。第 3位以降は J-STAGE利用
者と引用論文著者で異なる傾向を示している。 
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以上の分析から J-STAGE においては日本からのアクセスがアクセス全体の多数を占め、
論文の引用においても同様である一方、機関リポジトリでは日本よりも EU や米国からの
アクセスの方が多いことが示された。『Zoological Science』は日本の学会が発行する雑誌で
あり、学会員、掲載論文著者ともに日本に所在する者が多い。その日常的な読者も日本在

住者が多いと考えられ、J-STAGE利用者や引用論文著の中に日本からのアクセス・引用が
多いのはこれを反映していると考えられる。一方、同じ論文の機関リポジトリでのアクセ

スが海外からの方が多いことは、機関リポジトリ利用者層が既存の、『Zoological Science』
の電子ジャーナルに日常的にアクセスしている層とは異なることを裏付けている。 
 
4.4.3 機関リポジトリ登録が被引用数に与える影響 

機関リポジトリへの登録が論文の被引用数に与える影響については、登録した論文とし

なかった論文の登録前後の被引用数の変化を見ることで明らかにできる。そこで本項では

機関リポジトリ登録／非登録論文の、実験開始前（2007年以前）と実験開始後（2008-2010
年）の被引用数について分析していく。 

4.3.1で触れたとおり『Zoological Science』には 1年間のエンバーゴが設定されているた
め、本研究の実験で登録した論文は全て 2007年以前に出版されており、うちほとんどは
2006年以前に出版されたものである。また、機関リポジトリ登録論文は全て北海道大学ま
たは京都大学（あるいは両方）の著者が執筆したものである。出版年や著者の所属は被引

用数に影響を与えうる要因であり、非登録論文についても登録論文に揃える必要があると

考え、2006年以前に出版された、北海道大学または京都大学に属する著者が書いた論文に
限定して分析することとした。また、実験開始以前からHUSCAPに登録されていた一部の
論文については、分析期間を揃えるため分析から除いた。 
以上の条件に基づいた場合、分析対象論文は機関リポジトリ登録ありが 143本、登録な
しが 256本となった。しかしこれらの論文群については、出版年に関し異なる傾向が存在
した。図 4-2は機関リポジトリ登録の有無と出版年の分布の関係を示したものであるが、図
から明らかに機関リポジトリ登録ありの論文については、1995年以前に出版された論文の
本数が登録なしの群よりも少なくなっている。登録論文の出版年の平均値は 1998.9
（N=143）、非登録論文の出版年の平均値は 1997.1(N=256)である。等分散性が仮定できな
かったためMann-WhitneyのU検定を行なったところ、両者の差は有意水準 1%で統計的
に有意であった（合計N=399、p=0.003）。 
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図 4-2 機関リポジトリ（IR）登録の有無と出版年の関係 

 
そこでさらに 1996年以降に出版された論文のみを対象とすることとした。前掲の条件
（2006年以前に出版、北海道大学または京都大学所属の著者を 1人以上含むもので、実験
開始以前からHUSCAPに登録されていた論文は除く）も踏まえた分析対象は登録あり論文
118本、登録なし論文 168本の合計 286本である。以上の条件を加えた場合、登録論文の
出版年の平均値は 2000.7（N=118）、非登録論文の出版年の平均値は 2000.6(N=168)とほと
んど差はなくなった。また、Mann-WhitneyのU検定より、両者の差は有意水準 5%で統
計的に非有意であった（合計N=286、p=0.767）。 
表 4-10はこれらの登録／非登録論文について、実験開始前後の被引用数の概況を示した
ものである。実験開始前／後ともに登録論文群の方が被引用数の平均値・中央値ともに高

い。Mann-WhitneyのU検定を行なった結果、機関リポジトリ登録の有無による実験開始
以前の被引用数の差は有意水準 1%で有意（合計N=286、p=0.007）、実験開始後の被引用
数の差は有意水準 5%で有意（合計 N=286、p=0.041）であった。機関リポジトリ登録論文
は非登録論文よりも有意に被引用数が多いと言えるが、これは実験開始前からの傾向であ

る。 
 

表 4-10 実験開始前／後の被引用数の状況（開始前は出版から実験開始までの全期間、開始後
は 2008-2010 年の 3年間合計の論文ごとの被引用数の平均値、中央値、最大値、最小値、標準

偏差及び合計） 
 
 

2007 年以前（実験開始前） 2008-2010 年（実験開始後） 
登録（N = 118） 非登録（N = 168） 登録（N = 118） 非登録（N = 168） 

平均値 8.4 6.8 2.2 2.0 
中央値 6.0 4.0 2.0 1.0 
最大値 43.0 62.0 13.0 15.0 
最小値 0.0 0.0 0.0 0.0 
標準偏差 8.2 8.6 2.4 2.8 
合計 992 1,145 261 329 
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 さらに実験開始前（2007年以前）の被引用数に対する、実験開始後（2008-2010年）に
増加した被引用数の割合（増加率）についても論文ごとに算出し、表 4-10と同様に概要を
示したものが表 4-11である。なお増加率は実験開始後に増加した被引用数を実験開始前の
被引用数で除したものであるため、実験開始前の被引用数が 0であった論文（登録あり 8
本、登録なし 23本、合計 31本）については分析から除いている 9

 

。登録／非登録で被引用

数の増加率にはほとんど差が見られない。Mann-WhitneyのU検定からも、登録／非登録に
よる被引用数増加率には有意水準 5%で有意な差はなかった（合計N=255、p=0.559）。以上
の結果から、機関リポジトリへの登録に被引用数を増やす効果は見られなかった、と言え

る。 

表 4-11 実験開始後の被引用数の論文ごとの増加率（実験開始後の被引用数を実験開始前の
被引用数で除した値）の概要 

 
登録（N = 110） 非登録（N = 145） 

平均値 0.40 0.43 
中央値 0.24 0.22 
最大値 3.00 6.00 
最小値 0.00 0.00 
標準偏差 0.55 0.72 

 
4.4.4 機関リポジトリ登録が電子ジャーナルアクセス数に与える影響 

表 4-12は機関リポジトリ登録論文／非登録論文の、実験開始前／後 2年ずつの J-STAGE
でのアクセス状況を示したものである。被引用数の分析同様、分析対象は 2006年以前に出
版された、著者の中に北海道大学・京都大学所属者が含まれる論文で、実験開始後に機関

リポジトリに登録されたものに限定している。また、J-STAGEでのアクセス状況の分析で
あるため、J-STAGEに収載されていない論文についても分析から除いている。J-STAGE
に収載されていたのは 1998年以降に出版された論文のみであるため、あえて 1996年以降
出版論文に対象を限ることはしていない。以上の条件によって抽出された分析対象論文は

機関リポジトリ登録ありが 99本、登録なしが 140本の合計 239本であった。登録論文の出
版年の平均値は 2001.5（N=99）、非登録論文の出版年の平均値は 2001.4(N=140)で、
Mann-WhitneyのU検定より有意水準 5%で有意な差は存在しなかった（合計 N=239、
p=0.600）。 
  

                                                   
9 なお、これらの論文のうち実験開始後に 1回以上引用された論文は登録あり 3本、登録な
し 5本のみで、Mann-WhitneyのU検定より有意水準 5%で両者の実験開始後の被引用数
に有意な差は存在しなかった（合計 N=31、p=0.557）。 
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表 4-12 実感開始前後 2年の J-STAGE でのアクセス状況（論文ごとの 2年間合計アクセス数平
均値、中央値、標準偏差。2006 年以前出版／北海道大学・京都大学の著者による論文に限定） 
  
  

2006-2007 年（実験開始前） 2008-2009 年（実験開始後） 
登録（N = 99） 非登録（N = 140） 登録（N = 99） 非登録（N = 140） 

平均値 70.9  61.4 50.1 55.9 
中央値 49.0  39.0 45.0  40.5 
最大値 682 698 170 796 
最小値 6 5 8 8 
標準偏差 82.5 81.1 32.5  83.9 
合計 7,016 8,595 4,956 7,824 

 
表 4-12から、実験開始前（2006-2007年）は登録論文の方が非登録論文に比べアクセス
数の平均値が高かったのに対し、開始後（2008-2009年）は登録論文の方が非登録論文よ
りも平均値が低くなっている。ただし中央値はいずれも機関リポジトリ登録論文の方が高

い。さらにMann-WhitneyのU検定を行なった結果、機関リポジトリ登録論文／非登録論
文間の J-STAGEでのアクセス数は、実験開始前／後ともに有意水準 5％で非有意であった
（実験開始前は合計 N=239、p=0.100、実験開始後は合計N=239、p=0.447）。 
さらに被引用数の場合と同様、実験開始前（2006-2007年）のアクセス数に対する、実
験開始後（2008-2009年）のアクセス数の割合（増加した場合と減少した場合があるため、
ここでは変化率と呼ぶ）についても論文ごとに算出したものが表 4-13である。被引用数の
場合と異なり、実験開始以前にアクセス数が 0の論文は存在しないため、全ての分析対象
論文について変化率が計算できている。非登録論文の方が平均値、中央値とも高いものの、

Mann-WhitneyのU検定よりこの差は有意水準 5%で非有意である（合計N=239、p=0.091）。
以上の結果から、機関リポジトリへの登録には J-STAGEでのアクセス数を減らす効果はな
かったと言える。 

 
表 4-13 実験開始後の J-STAGE でのアクセス数の論文ごとの変化率（実験開始後のアクセス数

を実験開始前のアクセス数で除した値）の概要 

 
登録（N = 99） 非登録（N = 140） 

平均値 1.11 1.35 
中央値 0.87 0.96 
最大値 10.80 12.45 
最小値 0.05 0.07 
標準偏差 1.16 1.61 

 
4.5 考察と結論 

本章では日本動物学会発行の雑誌『Zoological Science』掲載論文の一部を日本の二つの
機関リポジトリに登録し、その後の機関リポジトリ上でのアクセス状況を分析し、電子ジ

ャーナルサイトの利用者と比較した。さらに登録前後の被引用数の変化、電子ジャーナル

サイトでのアクセス数の変化を登録しなかった論文と比較・分析した。これは第 2章図 2-1
における公開済みコンテンツ、すなわち既に機関リポジトリ以外のプラットフォームで電

子的に提供されている（電子ジャーナルの存在する）、学術雑誌論文の機関リポジトリへの
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登録が、学術文献流通に与える影響に関する分析である。 
実験と得られたデータの分析の結果、機関リポジトリ登録論文は主にサーチエンジンを

通じ、電子ジャーナルでのアクセス数に匹敵するだけの新たなアクセスを獲得していた。

しかし被引用数は登録しなかった場合と比べ増加しておらず、電子ジャーナルでのアクセ

ス数も登録しなかった場合と比べて減少していなかった。 
4.1節で述べたように、機関リポジトリ登録によって被引用数が増えるか／電子ジャーナ
ルアクセス数が減るか、という問題の中心は、「機関リポジトリに論文を登録することで、

学究集団内で従来とは異なる新たな読者を獲得できるか、従来の電子ジャーナルから機関

リポジトリに読者が移るだけか」という点にある。4.4.2で見たように、機関リポジトリ異
なり利用者と電子ジャーナル異なり利用者の比較の結果、機関リポジトリを通じ論文にア

クセスする利用者は従来の電子ジャーナル利用者とは異なる層であり、既存の読者が移動

したわけではなかった。電子ジャーナルの利用者は機関リポジトリで論文が公開されたあ

とでも電子ジャーナルにアクセスしており、そのため電子ジャーナルアクセス数は変化し

なかったと言える。機関リポジトリへの登録によって、「従来とは異なる新たな読者」を獲

得できたのである。 
電子ジャーナル利用者が機関リポジトリに移行しなかった理由としては、研究者の論文

の発見方法の特徴が挙げられる。学術図書館研究委員会（SCREAL）が 2007年に国公私立
大学等の研究者を対象に行なった電子ジャーナル利用に関する調査によれば、回答者が最

近読んだ論文の発見手段として最も多いのは「索引／抄録データベースの検索」（27.5%）、
次いで「機関購読の電子版雑誌」（23.5%）であり、サーチエンジンによる発見は 6.5%と少
なかった。さらに生物学分野に限定した場合は「索引／抄録データベースの検索」が 45.7%、
「機関購読の電子版雑誌」が 25.4%に増加し、サーチエンジンは 5.4%に減少する[16]。機
関リポジトリの利用方法で最も多いのはサーチエンジンによる発見であるが、研究者は専

ら電子ジャーナルのブラウジングと専門のデータベースを使って日常の論文探索を行なっ

ており、サーチエンジンはあまり用いていないと言える。さらに同調査によれば、生物学

分野の研究者が最も用いるデータベースはPubMed（回答者の 79.8%が「よく使う」サービ
スとして選択）、次いでWeb of Science（40.4%）、Medline（28.9%）と続くが、これらは
いずれも分析対象機関リポジトリとの連携機能はない。機関リポジトリ登録論文を発見で

きるGoogle ScholarやCiNiiを「よく使う」とした研究者はそれぞれ 19.9%、8.3%であった。
このように、現時点で研究者の日常的な論文探索の中ではまず電子ジャーナル上の論文が

発見・アクセスされており、その中でアクセスできる限りにおいては機関リポジトリ登録

論文が用いられることは少ないと考えられる。そのため、機関リポジトリに論文を登録し

ても既存の読者は電子ジャーナルから離れなかったのだと考えられる 10

                                                   
10 なお、本章の成果の一部は 2010年に国際学会で発表し、2011年に会議録も発行された
[17]。これを引用した上で、対象とする範囲を広げた調査が、2012年に Rowlandsらによ
り行なわれている[18]。この調査では 12の出版者、241雑誌掲載論文の一部を機関リポジ

。 
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しかしこのように電子ジャーナル利用者を減らすことなく、新たな利用者を獲得したに

もかかわらず、機関リポジトリ登録によって論文の被引用数が増えることはなかった。こ

れは「研究者・学生等の学究集団の中で」新たな読者を得られる、それが被引用数の増加

に結びつく、という OAの被引用増効果の前提に問題があったためと考えられる。 
本章において、機関リポジトリ利用者のほとんどはサーチエンジンを通じアクセスする

者である。前述のとおり SCREALによる調査から生物学分野の研究者は論文探索にサーチ
エンジンをあまり用いていないことが知られている[16]。 
また、本研究とは分析対象機関リポジトリが異なるが、九州大学の機関リポジトリに対

するサーチエンジンからのアクセスを分析した Ikeda らは、その多くは検索語に一般語を
用いており、非研究者が多い可能性を指摘している[19]。所属機関の分析からも機関リポジ
トリ利用者の多くは民間プロバイダドメイン（個人の自宅等）からアクセスしており、第 3
章でも説明したがSCREAL調査から自然科学系の研究者では自宅で論文を読むことは少な
く、多くは大学（研究室・実験室）で論文を利用していることが知られている[16]。 
さらに機関リポジトリ登録論文では異なり利用者あたりアクセス数は 1.4回で、多くは 1
回しか来訪していない。一方、電子ジャーナルサイトである J-STAGEにおいては、同一論
文群でも異なり利用者あたりのアクセス数が 2.7回で、分析期間中に複数回、来訪している
利用者が多い。また、アクセスログに基づき、コーネル大学の利用者によるアメリカ化学

会発行の 29の雑誌のアクセス状況を分析した Davisらの先行研究によれば、IPアドレス
単位で見ると 3ヶ月間の分析期間中に多くの利用者は複数の論文にアクセスしている（一
つの電子ジャーナルサイトに複数回アクセスしている）ことがわかっており、中でも化学・

化学工学領域からの利用者は 82%が 2回以上、アクセスしていたという[20]。Davisらの分
析と本章の分析では対象論文数も分析期間も大きく異なるが、ある領域の研究者であれば、

自身の属する領域の電子ジャーナルには一定期間中に複数回アクセスする（複数の論文に

アクセスするため）という点は一般化できるであろう。本章の J-STAGE収載論文群のアク
セス状況もこの傾向を示している。しかし同じ論文群であっても、機関リポジトリにおい

ては前述のとおり、2年という分析期間中でも 1度しかアクセスしないものの方が多く、少

                                                                                                                                                     
トリに登録した上で、登録した場合としなかった場合での電子ジャーナルサイトでのアク

セス数を比較している。その結果、本章の場合と同様に機関リポジトリ登録によって電子

ジャーナルアクセス数が減ることはなく、むしろ機関リポジトリ登録論文の方が電子ジャ

ーナルアクセス数が多かった、と報告している。その理由として Rowlandsらは機関リポ
ジトリ登録により本文テキストがサーチエンジン等で検索できるようになったことの影響

があるのではないか、としている。ここから機関リポジトリ登録は既存の電子ジャーナル

利用者を奪わない、という本章の結論が『Zoological Science』誌に限らないものであるこ
とが示されたといえよう。以上については先行研究中で挙げるべきか検討したが、学会発

表と博士論文提出の時間差により先行研究に含めると「本章の成果を引用した先行研究」

という矛盾した文献となるため（Rowlandsらの研究中では本章の成果を主たる先行研究と
して紙数を割き引用している）、脚注で触れるにとどめることとした。 
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なくとも『Zoological Science』を日常的に利用するものではないことが推察される。 
機関リポジトリ登録論文へのアクセスに関するこれら複数の傾向から、機関リポジトリ

登録論文の利用者において、当該分野を専門に扱う研究者が主であるとは考えにくい。専

門領域を異にする研究者であるか、多くは研究者以外の市民であると考えられる。

『Zoological Science』が扱う動物学は新種記載等、専門領域の研究者以外にも比較的馴染
みやすいと考えられる分野であり、それがインターネット上で誰でもアクセスできるよう

になったことで、従来にはない多くのアクセスを得ることにつながったと言える。しかし

このような利用者は、本研究で被引用数の計測に用いたScience Citation Indexに収録され
るような学術雑誌に論文を投稿することはほとんどないと考えられる者であり、そのため

被引用数の増加にはつながらなかったとかんがえられる 11

以上の結果を第 2章図 2-1に当てはめて考えれば、機関リポジトリへの雑誌論文（公開
済みコンテンツ）の登録は新たな読者を獲得したが、その多くは専門の研究者・学生以外

の市民であった。本章の結果はあくまで『Zoological Science』に限定した実験に基づくも
のであり、結果がどこまで一般化できるか検討する必要はあるものの、機関リポジトリへ

の雑誌論文の登録が果たしている役割としては、「オープンアクセス」（研究者・学生への

公開済みコンテンツの提供）以上に「パブリックアクセス」（市民への公開済みコンテンツ

の提供）が大きいのではないか、と言える。 

。 

ただし、研究者・学生に対する公開済みコンテンツの提供が大きな影響を及ぼさなかっ

たことは本章の分析結果から確かであるが、市民については、第 3 章と同様にアクセスが
あったことは分かっても、実際に利用したのか、それがなんらかの影響を及ぼしたのか、

という点については何もわかっていない。この点については第 7 章で明らかにすることを
試みる。 
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5. 日本の学術文献需要に占める機関リポジトリの貢献：CiNii分析 
5.1 本章の目的 

 本章では学術文献データベースCiNiiと機関リポジトリの関係について、1) 機関リポジト
リ利用におけるCiNiiの位置づけ、2) CiNiiによる学術文献提供の中での機関リポジトリの
位置づけ、という二つの側面から分析する。分析の結果から、日本における学術・研究目

的での文献需要（研究者・学生等の学究集団による利用）に機関リポジトリ登録コンテン

ツ 12

 CiNiiは国立情報学研究所（NII）が運営する、論文情報サービスである。2005年に、そ
れまでにNIIが運用していたNACSIS-IR（文献情報データベース）、NACSIS-ELS（学術
雑誌等の本文電子化サービス）を統合する形で発足したものであり、2011年 11月時点で、
約 1,500 万本の文献データを保有、うち約 370 万本については本文ファイルを有する、国
内最大の学術文献データベースとなっている。詳しい利用状況等については 5.2.1で述べる
が、2007年 4月に Googleとの連携を開始した（Googleから文献情報等が検索できるよう
にした）ことをきっかけに検索・本文ダウンロード数が急増し、2年後の 2009年 4月に行
なったユーザインタフェースの大規模リニューアルによってさらに利用を伸ばし、2011 年
7月時点では月間約 700万回のデータベース利用、250万回以上の文献本文ダウンロードが
行なわれていた[1]。2011年 11月には NACSIS-Webcatと統合し、目録所在情報サービス
（NACSIS-CAT）に蓄積されたレコードを利用する CiNii Booksと、従来の学術文献デー
タベース部分である CiNii Articles の二つのサービスをほぼ同様のインタフェース下で提
供している[2][3]。 

がいかに貢献しているかを明らかにしていくことが本稿の目的である。 

 さらに CiNiiでは、自身のサーバ内に保有している本文ファイルの他に、J-STAGEや機
関リポジトリ等の外部の本文提供サービスに対しても、文献情報画面からリンクを付与し

ている。このうち機関リポジトリとの連携（リンクの付与）が始まったのは 2008年 10月
である。本章の分析の主眼となるのは、この連携によって CiNiiから機関リポジトリに対し
如何に利用者が誘導されているのか、また機関リポジトリは CiNii利用者に対しどのような
分野・文献等の本文ファイルを提供しているのかである。 
 第 3 章のアクセスログ分析から、大学等からの利用者は他の利用者に比べ機関リポジト
リ登録コンテンツにアクセスする際にリポジトリ内の別ページ（主にはメタデータページ）

を経由している場合が多いことがわかった。同様に、国内からの利用者は海外からの利用

者に比べリポジトリ内の別ページを経由している場合が多い。さらに、機関リポジトリへ

                                                   
12 「コンテンツ」「文献」「論文」の語の本章内での使い分けであるが、まず「コンテンツ」
と「文献」については大きな意味の差はなく、雑誌論文、紀要論文、会議録掲載論文等に

限らない、図書や教材等も含む学術的な性格を持つ文書・ファイル一般を指す語として使

っている。その上で、わかりやすさのために機関リポジトリについては「登録コンテンツ」、

CiNiiについては「収録文献」と表現を分けている。また、「論文」については固有名詞の
他、雑誌掲載論文、紀要論文、会議録掲載論文、学位論文等、いわゆる論文の形態を取る

学術的な文書に限定してここでは用いている。 
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のアクセスとして最も多いサーチエンジンを経由したアクセスと、リポジトリ内の別ペー

ジからのアクセスでは、アクセス先のコンテンツが異なる傾向があることも明らかになっ

た。以上のような現象の要因として、第 3 章ではリポジトリ内の別ページからのアクセス
の中には CiNii等の学術データベースからのアクセスが含まれていること、それら学術デー
タベースから機関リポジトリにアクセスする利用者とサーチエンジンから機関リポジトリ

にアクセスする利用者の行動の違いが、アクセス方法によるアクセス傾向の違いに反映さ

れていると考えられることを指摘した。 
 しかしこれらの指摘はあくまで推測であり、実際にリポジトリ内の別ページからのアク

セスにどの程度、CiNii からのアクセスが含まれているのかを示したわけではない。また、
CiNii からのアクセスが本当に他のアクセス方法と異なる傾向を持っているかの検討も不
十分である。そこで本章ではまず第 3 章では除外したコンテンツ本文ファイル以外へのア
クセスログのうち、メタデータページへのアクセスログを加えた分析を行なう。この中で

はメタデータページへのアクセスの参照元から CiNii からのアクセスが実際にはどの程度
あるのか、その中に大学等がどの程度含まれているのかを、他の参照元と比較しつつ明ら

かにする。さらにメタデータページにアクセスした利用者がその後、どの程度本文までア

クセスしたかの比率（本文到達率）を参照元ごとに見ることで、強い文献需要を持った利

用者がどの程度含まれていたかも検討する。 
 以上の分析は主として CiNiiから機関リポジトリにアクセスした利用者の分析である。し
かし、実際には CiNiiからリンクしている情報源は機関リポジトリ以外にも多数存在し、さ
らに CiNii自身も文献本文ファイルを登録・提供している。利用者はそれら多くの情報源の
中から時に機関リポジトリに、時には別の情報源にアクセスしながら自身の文献需要を満

たしている。現在、CiNiiは日本最大級のアクセスを集める学術データベースであり、膨大
な文献需要を満たすものとなっている。機関リポジトリが満たす需要はそのごく一部であ

ると考えられるが、実際にどの程度の位置づけを占めているのか、またどのような領域に

対する需要を満たしているのか、といったことはこれまで明らかにされていない。これを

明らかにするには機関リポジトリのアクセスログではなく、CiNiiのアクセスログを分析す
ることが必要となる。そこで本章後半では CiNii本体のアクセスログを分析し、CiNiiを介
した本文提供の中で機関リポジトリが果たしている役割について明らかにすることを試み

ていく。 
二つの分析を通じ、日本の学術文献需要のうち、CiNii を介して満たされる部分の中で、
機関リポジトリが如何に貢献しているか、その全体像を明らかにする。第 4 章で行なった
機関リポジトリへの登録が被引用数・電子ジャーナルアクセス数に与える影響の分析は電

子ジャーナルが存在する（公開済み）コンテンツを対象に、研究者・学生／市民による利

用の状況を明らかにすることを目的とするものであった。また、第 4 章の対象コンテンツ
は英語で書かれており、第 3 章の結果からその主な利用者は海外在住者と考えられ、実際
に海外からのアクセスが主であった。一方、CiNii経由ではこれまで電子的に公開されてい
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なかった紀要論文等の機関リポジトリ独自のコンテンツも提供されている。さらにその主

な利用者として想定されるのは日本在住者である。本章は CiNiiを主として利用する、日本
の研究者・学生に着目し、公開済み／独自コンテンツ双方の利用状況の分析を試みる章と

位置づけられる。 
 
5.2 関連研究 

5.2.1 CiNiiの現状と機関リポジトリとの連携 

(1) CiNii の沿革と利用状況の推移 

 前述のとおり、CiNiiは 2005年 4月に、NACSIS-IRとNACSIS-ELSというNIIが提
供する二つのサービスを統合して発足した。NACSIS-IRはNIIの前身である学術情報セン
ター（NACSIS）が 1987年 4月に開始したオンライン情報検索サービスであり、さらにそ
の前身は東京大学大型計算機センターによる日本初の大規模オンライン情報検索システム、

TOOL-IRにまで遡ると言われる。NACSIS-IRは国内外の複数のデータベースをオンライ
ンで検索可能にしたものであり、2000年には webインタフェースも提供され、インターネ
ットから GUIベースでの利用が可能になっている[4][5]。一方のNACSIS-ELSは同じく
NACSISが、1995年 2月に試験運用を、1997年 4月に本格運用を開始した、インターネ
ットベースの電子図書館サービスである。これは日本の学協会誌を主たる対象とし、学術

文献をスキャンし、本文画像データをオンラインで公開するとともに、二次情報による検

索も可能としたものである[6][7]。さらに 2002年には「大学等が刊行する学術雑誌（紀要）
の電子化、公開を支援する」、「研究紀要公開支援事業」がNIIによって開始され、そのデ
ータについても NACSIS-ELSから検索・閲覧可能になった（同事業自体は 2008年度で終
了）[8]。CiNiiはこれら二つのサービスをもとに、複数の異なる情報源から得た学術文献情
報を一つのインタフェースから検索でき、さらに本文が入手できる場合には利用者をそこ

に導くサービスとして開始された。 
 2005年 4月の公開後も CiNiiはリニューアルと新機能の実装を繰り返している。表 5-1
は CiNii公開後の主なリニューアル等についてまとめたものである。リニューアル等の中で
も特に大きなものとしては 2006年 12月の書誌データの無料・パーマリンク公開、2007年
4月の Googleとの連携開始、2009年 4月の大規模リニューアルと API公開、2011年 11
月の CiNii Booksの公開と従来の CiNiiの CiNii Articlesとしての再編、及び全文検索機能
の公開が挙げられる。以下、それぞれについて説明する。 
 公開当初、CiNiiで文献を検索した際に、書誌データの詳細や抄録を閲覧できるのは機関
または個人で有料購読登録を行なっている利用者のみであった。しかし2006年12月より、
有料登録等を行なっていない利用者も含め書誌データの詳細表示（書誌画面）が一般公開

され、検索機能部分については誰もが無料でできるようになった。翌月には書誌画面に対

しパーマリンク（恒久的に変化しないリンク）も付与されるようになり、特定の文献デー

タへのブックマークやハイパーリンクも容易にできるようになっている。 
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 さらに 2007年 4月にはこれらの書誌データを Google・Google Scholarから検索できる
データ提供が開始され、CiNiiのデータは CiNii自身の検索機能のみではなく、一般のサー
チエンジン等からも検索できるようになった（2010年 11月の Yahoo! 論文検索との連携も
同様の機能変更である）。後述するが、これらの一般公開とサーチエンジンへとの連携開始

により、CiNiiへのアクセス数は大きく増加した[9]。 
 

表 5-1 CiNii 公開後の主なリニューアル等（2011 年末まで） 

年月 出来事 

2005.4 CiNii 一般公開 

2006.12 
書誌データ詳細表示・抄録の一般公開

2007.1 

、画面リニュー
アル、医中誌Webとの相互リンク開始、文献情報管理
ソフト向けダウンロード機能公開 

書誌データへパーマリンク付与、OpenURL受信機能 

2007.4 

2008.8 

Google・Google Scholar連携開始 

機関リポジトリとの連携実験 

2008.10 

2008.11 

機関リポジトリとの連携本格開始 

J-STAGE、Journal@rchive との連携開始 

2009.4 

2009.6 

大規模リニューアル実施・API公開 

携帯向けインタフェース公開 

2010.4 著者名検索機能公開 

2010.10 インタフェース改善（料金表示等） 

2010.11 Yahoo! 論文検索との連携開始 

2011.11 

  
CiNii Books公開、CiNii Articles 全文検索公開 

 アクセス数の増加は設計時の想定を大きく上回り、2007～2008年にはシステムの処理能
力を上回るようになった結果、システムのダウン等が頻発するようになった。また、サー

チエンジン等との連携によって研究者等に限らない利用者も訪れるようになったことで、

専門家向けのインタフェースに馴染みのない利用者が機能を利用せずに立ち去る例も見ら

れるようになった[10]。このような状況を改善するため、2009年 4月に CiNiiはバックエ
ンドのシステム・利用者向けのインタフェース双方の大規模な改修を行なった。リニュー

アル前、リニューアル後（2009年 4月）、2012年 2月現在それぞれの検索トップページ画
面を図 5-1に示す。このリニューアルによってアクセス数はさらに増加したが、以後はアク
セス増を原因とするシステムダウン等は起こらなくなった。また、このリニューアル時に

は外部提供インタフェース（API）により外部のシステム等から CiNiiのデータや検索機能
等を利用することができるようになった。本章の後の分析でもこの APIを利用する。 
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図 5-1 CiNii の画面の変遷 

（出典 2005年の画面：”CiNiiの使い方”. 日本医科大学図書館. http://libserve.nms.ac.jp/manual5/cinii/CiNii.pdf. 
2009年の画面：大向一輝. 学術情報プラットフォームとしての CiNii. カレントアウェアネス. 2009, no.301, p.2-4. 

2012年の画面：佐藤作成）[10][11] 

 
大規模リニューアル後も CiNiiは改修を繰り返し、著者名検索等の新機能も追加された。
近年の最も大きな変化は NACSIS-Webcat の統合による CiNii Books の開始と、CiNii 
Articles（従来の CiNiiにあたる）全文検索機能の実装である。CiNii Booksについては本
章とは直接関連しないため詳述は省くが、NACSIS-CATの目録所蔵データを CiNii同様の
インタフェースで検索できるようになるとともに、API 等も同様に提供されるようになっ
た。また、従来の CiNiiは CiNii Booksとの区別のため CiNii Articlesと呼称を変えた（そ
のため本章で扱うサービスは正しくは CiNii Articlesと記述すべきであるが、記述の簡略化
のため以下、「CiNii」とのみ記述した場合は CiNii Articles を指すこととする）。さらに
NACSIS-ELS由来の本文ファイルを持つ文献については文献本文のテキストデータを対象
とする全文検索機能も実装された[12]。これらの改変を経て、2012 年 11 月現在の CiNii
に至っているが、このうち本章で分析の対象とするのは、後述するとおり大規模リニュー

アルが行なわれた 2009年 4月から、2010年 12月の期間にかけてであり、CiNii Books開
始以後は対象とはしていない。 
 その他に本章に関連する重要な機能変更としては、2008年 8月に実験が行なわれ、10月
から本格運用が開始した機関リポジトリとの連携機能がある。これは連携を希望する機関

のリポジトリを対象に、必要な機能・メタデータ等の条件を満たした文献の情報を自動的

に収集し、CiNiiのデータと照合した上で、CiNii上の書誌画面から機関リポジトリ上の当
該文献のURLに対しリンクを付与する、というものである。データの収集等は学術機関リ
ポジトリデータベース（IRDB）のハーベスタによって行なわれている[13]。この連携が機
関リポジトリ・CiNii双方になにをもたらしたかが本章の分析の主眼であると言える。 
 ただし CiNiiからリンクが貼られている外部サービスは機関リポジトリには限らない。表
5-2は現在、CiNiiに収録されているデータベースを示したものである。最も多くの書誌デ
ータを提供しているのは国立国会図書館の雑誌記事索引データベースであり、収録書誌件

数は 1,000万件を超える。これはNACSIS-IRに含まれていたデータベースであるが、書誌
情報のみの提供である。 
 
 



 

130 
 

表 5-2 CiNii 収録データベース（データは全て 2011 年 8 月時点のもの） 

データベース名 提供機関 解説 収録書誌件数 

NII-ELS 学協会刊行
物 

国立情報学
研究所 

◎論文本文へのリンクあり 
◎抄録があれば収録 
◯詳細は前述 
◯収録期間は雑誌により異なる（電子化が許
諾された期間による） 

約 334 万件 

NII-ELS 研究紀要 
各大学の共
同入力 

◎一部論文本文／外部リンクあり 
◎一部抄録あり 
◯詳細は前述 
◯収録期間は雑誌により異なる 

約 100 万件 

引用文献索引データ
ベース 

国立情報学
研究所 

◎引用情報があれば収録 
◯国内の自然科学分野の学術論文 誌・学
協会刊行物に掲載された論文について、
論文とその論文が引用している文献との
関係がわかるように作られたデータベース 
◯収録期間：1992 年～ 、雑誌により異なる 

約 186 万件 

雑誌記事索引データ
ベース 

国立国会図
書館 

◎書誌情報のみ 
◯国立国会図書館が収集する国内刊行の雑
誌のうち、学術誌・大学紀要・専門誌を中
心として、人文・社会／科学・技術／医学・
薬学と、あらゆる分野の記事に関するデー
タを収録した国内最大の記事索引データ
ベース 

約 1,037 万件 

機関リポジトリ 各大学 
◎論文本文へのリンク 
◎一部抄録あり 
◯詳細は省略 

約 58 万件 

J-STAGE 
Journal@rchive 

独立行政法
人科学技術
振興機構 

◎論文本文へのリンク 
◎抄録あり 
◯国内の学協会の電子ジャーナル を提供す
るデータベース（J-STAGE）および、国内
の主要な雑誌のアーカイブを提供するデ
ータベース（Journal@rchive） 
◯学協会により許諾が得られたもののみ
CiNii でも検索可能 

約 43 万件 

応用物理学会電子ジ
ャーナル 

公益社団法
人応用物理
学会 

◎論文本文へのリンク 
◎抄録あり 
◯公益社団法人応用物理学会の発行する電
子ジャーナル、 Japanese Journal of 
Applied Physics、 Applied Physics Express  

約 6 万件 

（出典：”CiNiiについて|CiNii Articles収録データベース一覧”. CiNii. http://ci.nii.ac.jp/info/ja/cinii_db.html）[14] 

 
次いで多いのは NII-ELS 学協会刊行物であるが、これは NACSIS-ELSから引き継いだ
ものである。約 334 万件のデータを収録しており、こちらは文献本文へのリンクも含んで
いる。次いで引用文献索引データベース由来のデータが多いが、これは国内の自然科学分

野の学術文献を対象に、文献の引用情報を収録しているデータベース由来のデータである。

その次にNII-ELS 研究紀要（研究紀要公開支援事業の引継ぎ）由来のデータが約 100万件、
機関リポジトリ由来のデータが約 58 万件、J-STAGE 等の科学技術振興機構（JST）由来
のデータが約 43万件、応用物理学会電子ジャーナル由来のデータが約 6万件収録されてい
る。これらのデータについては互いに照合され、可能な限り重複を排除し、データを統合

した上で提供されている。CiNii上で検索できる書誌データはこれらいずれかのデータベー
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ス由来のデータである。さらにこの他に、書誌データは提供しないものの、収録されてい

る書誌データと一致する文献等について、外部サービスへのリンクを貼るといった連携が

行なわれているサービスも存在する。医中誌Web、CrossRef等がこれに該当し、これらの
サービスは CiNiiに書誌データは提供しないものの、CiNii上の書誌データからリンクが貼
られている場合がある。CiNii にデータがない場合、医中誌 Web 等に含まれている文献で
も、CiNii上に新たに書誌データが作成されることはない。さらに OpenURLにより、有料
の定額購読契約を結んでいる機関は、独自に書誌データから自館の OPAC やリンクリゾル
バへのリンクを付与することができる。 
 図 5-2はこれらのデータベースに基づくデータを如何に処理し、CiNiiとして提供されて
いるかをまとめたものである。多様なデータベースから取得してきたデータを統合し、一

つのインタフェースから利用者に提供していることがわかる。情報源が多様であるため、

CiNii収録文献間であっても、文献によってどのデータベースに対しリンクが貼られている
か、そもそもリンクがあるか否かが異なっている（引用文献索引データベース由来のデー

タについてはどのサービスにもリンクがなされていない場合がありうる）。また、機関リポ

ジトリはこのうち書誌データ提供源の一つとなっており、採録条件を満たした文献等のデ

ータは、他の情報源にないものであっても CiNii上に書誌データが作成されるようになって
いる。このように文献によってリンク先が異なることと、機関リポジトリのみにリンクが

貼られている場合がありうる（すなわち機関リポジトリがオリジナルな情報源である場合

がありうる）ことが本章後半の分析の主眼となる。 
 

 
図 5-2 CiNii の全体像（概念図）(出典: “CiNiiについて|CiNii Articlesについて”. CiNii. 

http://ci.nii.ac.jp/info/ja/cinii_articles.html) [15] 
 
 なお、表 5-1にも示したとおり、J-STAGEや機関リポジトリ、医中誌Web等との連携
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は CiNiiのサービス開始以後に行なわれたものであり、CiNiiは機能上のリニューアルのみ
ならず、収録するデータの範囲についても広げ続けてきたと言える。図 5-3はこのような機
能リニューアル・データ範囲拡大等が CiNiiへのアクセス数にどのような影響を与えてきた
かを図示したものである。 
 図中には本文ファイルのダウンロード回数（棒グラフ）と検索実行回数（折れ線グラフ）

のみ示されており、Google 連携を開始した 2007 年 4 月に本文ダウンロード数・検索回数
が伸びたことが示されている。図中には示されていないが、CiNiiリニューアルに携わって
きた大向によれば、これ以前に書誌画面へのアクセス数が 2007年 1月（書誌画面一般公開
時）に急増しているという。ただし、大向はこれをサーチエンジンのロボット等によるも

のであるとしている[9]。Googleからの検索についても、書誌画面に対するアクセスを提供
するものであり、直接には CiNii内での検索実行回数には影響しないものであるが、実際に
は Google連携開始以後から CiNii内での検索回数も増加しており、CiNiiの利用者自体が
増加したことがうかがえる。 
 

 
図 5-3 CiNii 機能改修等とアクセス数の推移 

(出典：阿蘇品治夫. “昨日までの CiNii”. 学術コンテンツサービスのフロンティア: CiNii Booksの挑戦; 第 13回図書館
総合展. 横浜, 2011-11-10, 国立情報学研究所, 2011. http://ci.nii.ac.jp/info/files/ja/2011forum/forum_2-1.pdf.) [1] 

 
 その後は夏季・春季休暇時に利用数が減り、試験期に増えるという日本の学年暦に沿っ

た増減を繰り返す状況が続いたが、2009年 4月の大規模リニューアル以後には検索数・本
文ダウンロード数ともに飛躍的に増加している。その後は増加した状態で利用数は推移し

ており、前述のとおりピーク時の 2011年 7月には月間約 700万回の検索、250万回以上の
文献本文ダウンロードが行なわれていた。国内にこれに匹敵する文献情報データベースは
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存在せず、CiNiiは日本の学術文献の検索と入手に最も貢献するサービスとなっている。 
 
(2) CiNii への文献収録状況 

 5.2.1(1)で示したように CiNiiが日本最大の文献データベースとしての地位を確立してい
くにつれ、その文献情報の収録状況に関する研究がなされるようになってきている。前述

のとおり CiNiiは複数の情報源から書誌データを収集・統合して提供しているが、このうち
2大情報源のうち一つであるNII-ELS（旧NACSIS-ELS）は電子図書館サービスに協力し
た学協会等を対象とするものであり、学協会の自発性に基づくもので、網羅性を保証する

ものではない。もう一つの主要な情報源である雑誌記事索引データベース由来のデータに

ついては比較的網羅性が高いものと考えられるが、国立国会図書館が継続的に受け入れて

いない雑誌は採録対象にならない等の漏れもあると考えられる[16]。そのため、各学術分野
等において、CiNiiが文献探索にどの程度有効かを検討すること等を目的に、他のデータベ
ース等と CiNiiの比較分析がしばしば行なわれている。 
 このような CiNiiへの文献収録状況の調査の代表例としては、人文学領域を対象とする後
藤による一連の調査が挙げられる[17][18][19]。後藤は 2007 年に国文学・宗教学分野等を
対象に、当該分野のデータベースと CiNiiを同一のキーワードで検索し結果を比較し、出版
元の機関によっては紀要／年報類が CiNii に収録されていない場合があることを指摘して
いる。また、2008 年・2010 年と 2 度にわたり、日本歴史学分野を対象に、研究開発支援
総合ディレクトリ ReaDに研究者の業績として掲載された文献の CiNii収録状況を調査し、
書籍や一般雑誌掲載文献のほか、小規模機関の紀要については雑誌自体の収録がないこと、

大学付属研究所や博物館紀要については雑誌自体は収録されていても出版年の古い文献の

収録がない場合があること等を指摘している。また、2008年調査時点（機関リポジトリと
の連携開始以前）では収録されていなかった文献情報が 2010年調査時点では機関リポジト
リによって収録されていた例があることを報告しており、機関リポジトリが日本歴史学分

野において CiNii収録率に貢献しうること、実際にしていることを示唆している。 
 同様に人文学領域を対象とする調査としては、日詰らによる日本語学・日本文学・人文

地理学・日本語教育分野を対象とする研究がある。日詰らは 2009年に、ReaDに研究者が
業績として登録していた雑誌（文献単位ではなく雑誌単位）の CiNiiへの収録状況を調査し
ている。結果から、これら 4 分野については紀要の方がデータ収録率・本文提供率とも高
く、その理由として機関リポジトリでのコンテンツ公開の影響を指摘している[20]。 
 人文学領域以外では、江草らによる教育分野の文献データベースである教育研究論文索

引と CiNii の収録文献の重複率調査があり、教育研究論文索引に収録された 164,643 件の
レコードのうち、59～63%は CiNii にも収録されていることを指摘している[21]。ただし、
調査の主旨は重複状況の機械的同定の精度にあり、重複レコードがどういった文献である

か、といった詳細分析は行なわれていない。 
 以上のように、CiNiiは収録書誌データ数は多いものの、全ての分野・領域等の文献を収
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録しているわけではないことがわかっており、その中で人文学領域のように、機関リポジ

トリが書誌データ／本文ファイルの提供源として貢献していることもわかっている。本章

後半の分析はこのような機関リポジトリによって CiNiiに提供されたデータ・本文の有効性
について、利用の側面から明らかにするものであると言える。 
 
(3) CiNii の利用者像 

 CiNiiの利用者像については、国立情報学研究所自身が CiNii上で回答を呼びかけている
CiNii のサービスに関するアンケートが参考になる。調査は 2006-2010 年にかけて継続的
に行なわれており（2011 年にも行なわれているが回答結果は本章執筆時点では公開されて
いなかった）、ほぼ同様の質問項目が用いられている[22][23][24][25][26]。Web上で回答を
呼びかけている調査であり、かつ CiNii自身のリンクを通じて回答を呼びかけているためヘ
ビーユーザに回答が偏っていると考えられるが、それだけに CiNiiを頻繁に利用する層の実
態を知る上では役立つものとなっている。 

5年間を通じて、CiNiiの利用頻度については「ほぼ毎日」と「月に数回は利用する」と
する回答があわせて 80%前後を占めており、この点でも CiNii を日常的に利用する者の実
態を表す調査となっていると考えられる。 
 回答者の身分については、5年間一貫して学生（大学院生）が 40%前後、大学教員が 15%
前後を占めている。また、2006年の調査では大学図書館員が 20%以上を占めていたが、2007
年度以降は 10%前後に割合が下がっている。これは回答者数が 2006 年には 416 人であっ
たものが 2007 年以降は 1,800～2,000 人以上となっており、利用者層自体が広がったこと
の影響によると考えられる。学生・教員・大学図書館員を合わせた大学関係者の割合は、

企業関係者等の割合の増加を受け徐々に下がってきているものの、6～7割を維持している。
ここから、日常的に CiNii を利用する者は学術的な背景を持つ者の割合が高いと言える。
2007年以降の調査では CiNiiの利用目的についても尋ねられているが、「学術研究」とする
回答が 4 年間とも最も多く、この点でも日常的な CiNii 利用者は学術的な背景を持つ者が
主であることが裏付けられる。 
 CiNiiを使って検索する分野については、5年間一貫して人文学とした回答者が最も多か
った。また、2006年の調査では書誌情報を得るために使う、とした回答者が多かったが、
2007年以降は本文を入手するために CiNiiを使う、とした回答者が一貫して最も多かった。
CiNiiの便利な点についても「論文本文へのリンクがある」ことと「論文本文の表示・印刷
が無料のものがある」ことが常に 1・2番目に挙げられており、逆に不便と感じる点は「論
文本文へのリンクがあるものが少ない」ことと「論文本文の表示・印刷が無料のものが少

ない」ことが常に 1・2 番目に挙げられていた（2009 年調査のみ両者の順位が逆転してい
るが、トップ 2が両者であることは変わらない）。 
以上のように、CiNiiアンケートの結果から、CiNiiを日常的に利用するのは人文学領域
の学生・大学院生・研究者であり、その目的は当初は書誌データの入手であったが、現在
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は文献本文を入手することになっていることがうかがえる。ただし前述のように CiNiiへの
アクセスは 2007年、2009年と 2度にわたって爆発的に増加しており、Google等の連携先
サービスからの来訪者も増加していると考えられる。このような利用全体の中で、日常的

な利用者によるアクセスの割合がどの程度を占めているのかは不明であり、アンケート結

果のみを以て CiNii利用の全体像がわかるわけではない。 
その他の CiNii 利用者像に関連する調査としては、学術図書館研究委員会（SCREAL）
が 2007 年に実施した、日本の研究者・大学院生を対象とする質問紙調査がある[27]。
SCREAL 調査では「よく使う」電子的二次情報サービスについて、分野・身分を分けて尋
ねており、その中で CiNiiは回答者全体の中では PubMed、Web of Scienceに続く第 3位
（回答者の 18.3%が利用）であり、人文社会系では教員・大学院生ともに CiNii を第 1 位
に挙げていた（教員で 40.4%、大学院生で 46.7%が「よく使う」と回答）。自然科学系では
教員で第 6位（10.8%）、大学院生で第 4位（19.0%）にとどまっており、上位 10位以内に
は入っているものの必ずしもよく使われるサービスになっているわけではない。さらに細

かく分野を分けて見ると、CiNiiは人文学では雑誌記事索引（46.3%）に続き2番目（43.2%）、
社会科学分野では雑誌記事索引を凌いで 1番目（46.0%）に使われるサービスとなっていた。
他には複合新領域（科学研究費補助金の分野による）でも CiNii 利用者が最も多かった
（35.8%）。他に工学、農学、総合領域（情報学が含まれる）で CiNiiが 3番目に利用され
ていた一方、化学では 9番目と比較的順位が低かった。 
以上のように、CiNiiアンケート・SCREAL調査の双方から、CiNiiをよく用いているの
は人文社会系の研究者・学生（大学院生）であることがうかがえる。この理由として、自

然科学領域では外国雑誌（あるいは日本出版の英文誌）掲載文献による情報流通が現在主

流となっており、文献等の探索・入手においても PubMedやWeb of Science、あるいは各
領域のデータベース等の海外データベースが主に用いられているのに対し、人文社会系に

おいては日本語文献の利用が主であり、それらについて本文へのリンク等も含めて提供す

るデータベースとして CiNii以上に適当なものがないことが考えられる。 
一方、5.2.1(2)で見たように人文学領域については文献収録率の調査も行なわれており、
必ずしも網羅的な文献収録が実現していないものの、機関リポジトリによる紀要論文等の

提供が書誌データ／本文提供に貢献していることが指摘されている。この点で CiNii-機関
リポジトリの連携は、CiNiiを日常的に最も用いている層に対し、必要な情報を提供する役
割を果たしているのではないかと考えられ、アクセスログ等からその貢献状況の実際を明

らかにすることには意義があると言えよう。 
 
5.2.2 学術データベースのアクセスログ分析 

 ここまで CiNiiの沿革と文献収録状況・利用状況等の調査結果について見てきたが、意外
にも CiNiiのアクセス状況の分析については、図 5-2で示したような簡易なものしかこれま
で行なわれていない。これは実際には運用担当者等は詳細な利用統計等を取っているもの
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の、その結果自体を発表すること以上に、CiNii自身のサービス改善に利用し、利用者に貢
献することに注力してきたためと考えられる。そのため、本章後半で行なうような CiNii
自身の詳細なアクセスログ分析結果についてはこれまで公表されていないが、機関リポジ

トリの側のアクセスログを分析し、その中で CiNiiがどの程度を占めているかについては、
第 3章の中でも触れたようにいくつか研究が存在する。また、CiNiiに限らない学術データ
ベースのアクセスログ分析についてはこれまでに多数行なわれており、その中には CiNii
と同様に本文までのリンクを提供しているデータベースについて、クリック状況などを分

析したものも存在する。 
 
(1) 機関リポジトリにおける CiNii からのアクセス 

第 3 章（3.2.2）でも扱ったが、機関リポジトリにおける CiNiiからのアクセスに関する
分析としては紙谷ら[28]、Ikedaら[29]、野中[30]がある。 
紙谷らは北海道大学の機関リポジトリHUSCAPを対象に、2006.11～2008.8のアクセス
ログから、英語・学術雑誌掲載論文へのアクセス経路を分析した。結果から、学術系サイ

トの中では Elsevier社が提供する Scirusや Scopus等のデータベースからのアクセスが多
く、CiNiiからのアクセスはそれに比べてわずかであったことを示している。ただしこれは
ちょうど CiNiiが機関リポジトリとの連携を開始する前であった点に注意がいる（連携開始
前にもかかわらず CiNiiからのアクセスがあるのは、北海道大学のリポジトリ担当者が一部
の文献について、連携実験開始以前から手作業により HUSCAP へのリンク情報を CiNii
に渡していたためである）。 

Ikedaらは九州大学の機関リポジトリ QIRを対象に、2008.7～2009.1のアクセスログに
基づき、機関リポジトリが提供するメタデータを使用した外部の検索サービス（ハーベス

タ）からのアクセス状況を分析した。その結果、2008.9 まではハーベスタからのアクセス
は極めて少なかったが、2008.10から急増し、そのほとんどは CiNiiからのアクセスであっ
たと報告している。5.2.1(1)で見たとおり、これはちょうど CiNiiと機関リポジトリの連携
が正式に開始された時期と合致している。 
さらに野中は紙谷らと同じ HUSCAPについて、連携実験開始後の 2009.1-8のアクセス
ログを対象に、アクセス経路の分析を行なった。結果から、英語・雑誌論文では Googleか
らのアクセスが主で他のサイトからのアクセスは少ない（CiNiiからはごくわずか、割合で
言えば 0%程度）ものの、日本語・紀要論文では CiNiiからのアクセスが全体の 15%を占め
ていた、としている。さらに教育機関ドメインからのアクセスに限れば、CiNiiからのアク
セスは 36%を占めていた。 
以上のように、機関リポジトリ側のアクセスログの分析からは、CiNii 連携開始以後、

CiNii からのアクセスが日本の機関リポジトリにおいて一定の割合を占めるようになって
いることが示されている。特に教育機関からのアクセスが多く、また日本語論文の利用が

主であることもわかっている。 
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(2) 学術データベースのアクセスログ分析：本文リンクのクリックに至る状況について 

 第 3 章で見たように、電子ジャーナルの利用状況に関しては様々な分析があるが、その
多くは利用者の傾向や本文閲覧回数等は見ていても、細かいページ遷移（来訪者のうちど

れだけが本文を閲覧したか等）は見ていない。電子ジャーナルサイトにおいては検索機能

等はあまり用いられておらず、利用者の滞在時間も短いため、そもそもそのような分析を

する状況にはないと考えられる[31]。ログ分析とインタビューから研究者の電子ジャーナル
利用行動を明らかにすることを試みた英国研究情報ネットワーク（RIN）の調査によれば、
研究者は情報探索に Googleなどのサーチエンジンや PubMed、Web of Knowledgeなどの
無料／有料のデータベースを利用することを好み、電子ジャーナルサイトは文献本文を得

るための場と捉えられていたという[32]。そのため電子ジャーナルサイト来訪者はサイト内
部での探索行動を行なうことは少なく、既にその他の手段で発見し、必要と判断した文献

の本文を得ることが目的であるため、アクセスした後はほとんどが本文まで閲覧している

ものと考えられる。CiNii は NII-ELS により文献本文も提供しているものの、基本的には
情報探索に使われ、本文へのリンクを提供するデータベースとしての性格が強い。一方の

機関リポジトリは本文提供に特化したものであり、電子ジャーナルサイトと同様の性格を

有すると言えるが、実際に両者の関係がどのようになっているのかは 5.3節以降で分析して
いく。 
 数あるデータベースの中で、CiNiiに非常に近い性質を有するものとしては、抄録ページ
が存在し、本文へのリンクが付与されている、PubMed が挙げられる。PubMed は米国国
立医学図書館が運営する医学・生物学分野のデータベースで、同図書館のオンラインデー

タベースMEDLINE収録文献を中心とする 2,100万件以上の文献が探索でき、オンライン
で誰もが無料で利用することができるものである[33]。抄録までの閲覧も無料であり、抄録
ページから本文が入手できる電子ジャーナルサイト等へのリンクも付与されている（リン

ク先は有料・無料双方を含む）。その 2008年 5 月のアクセスログに基づき、検索語・抄録
ページへのアクセス数・本文リンクのクリック数を分析した Dorganらによれば、期間中、
抄録ページへのアクセス数は 67,093,786回で、本文へのリンクのクリック数は 27,581,850
回であった。ここから単純に集計すると、抄録を閲覧したものの約 41%が本文を閲覧して
いることになる。しかし当時の PubMed のインタフェースでは、検索結果の閲覧ページか
ら、抄録を飛ばして直接本文へのリンクをクリックすることができ、本文リンクをクリッ

クした者がすべて抄録も閲覧していたわけではなかった。そこで本文リンククリック時の

参照元 URLを含めて分析すると、抄録を閲覧した後、本文へのリンクをクリックしていた
割合は約 29%で、少なくない利用者は検索結果から直接、文献本文にアクセスしている一
方、多数派はまず抄録を閲覧していることがわかった[34]。 
 これらの本文リンクの中には有料の電子ジャーナルへのリンクと、PubMed Central（第
2 章参照）収録文献のように誰もが無料で読める文献へのリンクの双方が含まれている。
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2008年に無料で本文が読める文献の傾向について調査した Kriegerらによれば、臨床医学
に関係する四つの問題について文献探索を行なったところ、探索結果で無料の本文へのリ

ンクがあるものは 11.1%にとどまり、システマティックレビューやランダム化比較試験とい
った、エビデンスレベルの高い文献には無料の本文へのリンクはない傾向があったことが

わかっている[35]。ただし、その後のパブリックアクセス義務化（第 2章参照）の影響によ
り、現在は無料の本文へのリンクが増加している可能性はある。 
 日本国内のデータベースを対象とする分析としては、吉川らによる JDreamII の本文へ
のリンクインタフェース利用状況の調査がある。JDreamIIは科学技術振興機構（JST）が
作成した科学技術・医学・薬学関係の文献データベースである。2008年 8月時点での収録
分件数は約 2,720万件で、うち 782万件については CrossRefや J-STAGE等の本文入手可
能な外部サイトへ導くためのリンクが付与されていた。吉川らによれば、その本文へのリ

ンクインタフェースを改善した 2008年 4月以降、最も利用されていたのは CrossRefへの
リンクであり、2008 年 5 月には約 15,000 回クリックされていた、としている。ただしそ
れらのリンクが付与された文献が表示された回数は何回で、うち何人がリンクをクリック

したか、といったことは不明である[36]。 
 その他に国内の事例としては筑波大学を対象に、リンクリゾルバ・SFXの 2006-2007年
のアクセスログを分析した宇陀らの調査がある。宇陀らによれば、2006年には SFXでの本
文へのリンク表示回数は 22,323回で、うち 11,588回はクリックされていた（51.9%）。2007
年には SFX の利用の伸びに伴い、本文へのリンク表示回数は 131,078 回と大きく増えた。
しかしそのうちクリックされた回数は 26,178 回（20.0%）で、リンク表示回数は伸びたも
ののクリックされた割合は下がったことが報告されている[37]。ただし SFX はデータベー
スと本文の橋渡しをするものであり、データベースでの抄録等の表示回数に対する、SFX
のクリック数の割合はわかっていない。 
 以上のようにいくつかの先行研究は認められるものの、CiNiiほどの規模のデータベース
の分析は日本国内では例がない。また、PubMed における対象分野は生命・医学系に限ら
れており、人文社会系も含めた複数分野の傾向の差を見るものとしても、本章で行なう

CiNiiのアクセスログの分析は貴重なものと考えられる。 
 
5.3 分析方法と対象 

 5.1 節で述べたとおり、本章では 1) 機関リポジトリのアクセスログに基づく、機関リポ
ジトリにおける CiNii経由での利用者の行動に関する分析、2) CiNiiのアクセスログに基づ
く、CiNiiを介した本文提供の中で機関リポジトリが果たしている役割に関する分析、とい
う二つの分析を行なう。以下、5.3.1ではまず前者の分析手法について説明し、5.3.2では後
者について説明していく。 
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5.3.1 機関リポジトリにおける CiNii：機関リポジトリのアクセスログ分析 

(1) 分析対象 

 機関リポジトリ利用における CiNiiの位置づけに関する分析では、北海道大学学術成果コ
レクション（HUSCAP）、京都大学学術情報リポジトリ（KURENAI）の二つの機関リポジ
トリの、2008-2009 年の 2 年間のアクセスログを分析の対象とした。両リポジトリは第 2
章でも述べたとおり、コンテンツ数やその web 上でのビジビリティ（サーチエンジンへの
インデキシング状況）等に基づいて算出される世界リポジトリランキングで国内 1・2位の
評価を得ている機関リポジトリである[38]。また、CiNii-機関リポジトリ連携実験の開始当
初から参加しているリポジトリでもあり、分析対象として適当と考えられる。 
 2009年末時点での登録コンテンツ数はHUSCAPが 29,992件、KURENAIが 47,625件
（本文ファイルがリポジトリサーバ内にあるもの）であり、全アクセスログ件数は

HUSCAPが 36,632,568件、KURENAIが 42,425,359件であった。これらのログの中には
バナー画像等の文献ファイル以外のファイルへのアクセスやサーチエンジンのロボット等

のアクセスが含まれており、分析を行なう前には第 3・4章の分析と同様のフィルタリング
処理を行なう必要がある。 
 ただし本章の分析においては、基本的なフィルタリング方針は第 3・4章と同様であるが、
以下の 2点において異なる手順を採用する。 
 
a) 第 3・4 章ではコンテンツ本文ファイルへのアクセスログのみ分析対象としたが、前述
のとおりこの場合には CiNiiからのアクセスを特定することができない。そこで本章では
メタデータページへのアクセスも分析対象とする。この際、メタデータページへのアク

セスと本文ファイルへのアクセスは分けて集計した（後述の重複アクセス制御はメタデ

ータ／本文ファイルへのログそれぞれごとに行なった）。 
 
b) 第 3・4章では COUNTER code of practice[39]と佐藤義則の提案手法[40]に則り、30秒
以内の同一 IPアドレスからの同一ファイルへのアクセスを重複アクセスとみなし、まと
めて 1回とカウントした。これに対し本章の分析では、同一 IPアドレスからの同一コン
テンツへのアクセスは、アクセスの間隔によらずすべて 1 回とカウントした。ここで言
う「同一コンテンツへのアクセス」とは一つのメタデータに複数のファイルがひもづけ

られている場合（章ごとにファイルが分かれている、付録が別ファイルとして添付され

ている場合）、そのいずれのファイルにアクセスした場合も同じコンテンツにアクセスし

たとみなす、ということである。このような手順を採用した理由については(2)で後述す
る。また、メタデータページへのアクセスについては CiNiiからのアクセスとその他のア
クセス方法の割合と両者の傾向の違いを比較することが分析の主目的であるため、アク

セス方法が記録されていなかった場合については分析から除外した。 
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 その他の分析方法（アクセス元の特定やアクセス方法の特定方法等）については第 3 章
と同様である。本文ファイルに加えてメタデータページへのアクセスについてもそのアク

セス方法（参照元）や利用者所属機関を分析することで、CiNiiから機関リポジトリへのア
クセスが実際のところどの程度あるのか、その中には他の方法に比べて大学等からのアク

セスが多く含まれているのかを検証する。 
 
(2) 本文到達率 

本文ファイル、メタデータページそれぞれのアクセスログを分析することに加え、本章

では両者を結びつけた分析を行なう。その中心となるのが「本文到達率」の分析である。 
本章において「本文到達率」とは、「あるアクセス方法でメタデータページにアクセスし

た利用者が、そこから本文ファイルへのリンクをクリックした割合」である、と定義する。

図 5-4に本文到達率の計算方法を示す。 
 

あるアクセス方法の本文到達率 ＝

そのうち本文ファイルまで

アクセスした回数

そのアクセス方法でメタデータに

アクセスした回数

 

図 5-4 本文到達率の計算方法 
 
 この本文到達率を見ることで、アクセス方法ごとの利用者の文献需要の強さをある程度

類推することができる、と本研究では考える。すなわち、メタデータページまでアクセス

した利用者が本文ファイルへのリンクをクリックすることなく探索を打ち切った割合が多

い場合（本文到達率が低い場合）、本文へのリンクを発見できなかったのでなければ、コン

テンツ本文まで入手しようという意欲がそれほどない利用者が多かったのではないかと考

えられる。逆に本文到達率が高ければ、文献入手意欲が高い利用者が多く用いるアクセス

方法であると考えられる。この本文到達率のアクセス方法ごとの比較を行なうことで、CiNii
と他のアクセス方法の傾向の違いを明らかにすることを試みる。 
 なお、本文到達率を特定するためには、メタデータページにアクセスした利用者のうち

本文までアクセスした者を特定する必要がある。本章ではこれを逆にたどることで特定し

た。すなわち文献本文ファイルへのアクセスのうち、参照元としてメタデータページが記

録されていた場合を抽出し、IP アドレスと参照元からその利用者がメタデータページにア
クセスした際のログを特定した上で、さらにメタデータにアクセスした際の参照元を確認

した。この際、同一メタデータに複数の本文ファイルが登録されている場合を全て分析に

加えると、本文到達率の計算が不可能になる（例えば一つのメタデータに対し本文ファイ

ルが三つ付与されている場合、それぞれのアクセスを計算すると本文到達率が 3/1 = 300%
になる、といった事態が起こる）。そのため集計の単純化を目的に、5.3.1(1)で述べたとおり



 

141 
 

本章では同一コンテンツへのアクセスは全て 1回としてカウントすることとしたのである。 
 なお、本文到達率を計算することができるのは、その定義上、一度メタデータページを

経由してから本文にアクセスしている場合のみである。サーチエンジン等から直接本文に

アクセスした場合は、本文到達率を計算することはできない。 
 
(3) 利用者所属機関との関係 

 アクセス方法別に本文到達率を計算するほかに、本文に到達した利用者の所属機関（大

学／企業／自宅／その他別、特定方法は第 3・4章と同じくアクセス元ドメインによる）に
ついても分析した。結果から、CiNiiは他のアクセス方法に比べて大学等からのアクセスの
割合が多いのか否かを検証する。 
 
5.3.2 CiNiiにおける機関リポジトリ：CiNiiのアクセスログ分析 

(1) 分析対象 

CiNii による学術文献提供の中での機関リポジトリの位置づけに関する分析では、CiNii
の 2009年 4月～2010年 12月のアクセスログを分析対象とした。CiNiiは 2009年 4月か
ら大幅なリニューアルを行なっており、ログの形式等も変わっている。そこで本章ではリ

ニューアル後のログのみ分析対象とすることとした。ただし、2009 年 10 月分については
ハードウェアトラブルによりアクセスログが残っていないため、実際の分析対象となるの

はその分を除いた 20ヶ月分である。 
CiNiiのアクセスログについても機関リポジトリと同様、Apacheの結合方式で記録され
ており、基本的には第 3章と同様の分析が可能である（第 3章 3.3.1参照）。本章ではこの
うち、書誌画面に対するアクセスと、そこから本文ファイルや外部情報源へのリンクをク

リックした際のアクセスを分析対象とした。以下、詳細を説明する。 
図 5-5は実際の CiNiiにおける書誌画面を示したものである。CiNiiでは検索対象となる
文献の書誌ごとに一意の ID（NAID）を付与しており、NAIDごとに詳細な書誌データや
各種情報源へのリンクを示した書誌画面を設けている。機関リポジトリにおけるメタデー

タページと同様のものであるが、情報源へのリンクは文献等や利用者の環境ごとに異なる。 
例えば図 5-5の中では機関リポジトリ、CrossRef、CiNii Books、Tulips-Linker、

Tulips-OPACへのリンクが表示されているが、最後の二者は筑波大学の環境内からのアク
セスであるために表示されている。また、機関リポジトリへのリンクは当然、機関リポジ

トリに登録されている文献のみに表示されるものである。このうちどの情報源が表示され

ていたかは、CiNiiの APIによって取得することが可能である（APIによるデータ取得の
詳細は後述）。 
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図 5-5 CiNii：書誌画面 

 
書誌画面へのアクセスはアクセスログ中のファイル名が「/naid/（その文献の NAID）」
と記録されており、このようなログを特定することで抽出可能である。前述のとおり API
により書誌データや情報源へのリンク付与の状況も取得できるため、この書誌画面へのア

クセスの分析と表示されたリンクの分析から、機関リポジトリや他の情報源が CiNiiで書誌
が閲覧される文献に対しどの程度、本文へのリンクを提示することができたのかを見るこ

とができる。 
また、各種情報源へのリンクをクリックした場合、直接それらの情報源にアクセスする

のではなく、一度 CiNii内のリンクページをリダイレクトし、ログ中にどのリンクがクリッ
クされたか記録が残るように CiNiiでは設定されている。このリダイレクトページ（ログ中
ではファイル名が「/lognavi?name=（…クリックした情報源とリンク先詳細）」となってい
るページ）へのアクセスを分析することで、実際に利用者がどの情報源を選択したのかを

分析することが可能である。ただし図 5-5における Tulips-Linkerのような各大学等の環境
によって異なる情報源へのリンクにはこのようなリダイレクションは行なわれていないた

め、それらがクリックされた場合を特定することはできない。 
表 5-3に分析対象とした 2009年 4月～2010年 12月までの範囲でリダイレクションの行
なわれていた情報源を示す。表のとおり機関リポジトリへのリンクはリダイレクションの

対象となっており、NII-ELSのように CiNiiサーバ内に本文ファイルがある文献や、
J-STAGE等の課金のなされていない文献を多く含むプラットフォームへのリンクもリダイ
レクション対象である。リダイレクション対象に含まれないのは各大学等の OPACやリン
クリゾルバへのリンクであり、そこから本文が入手できるか否かは各機関等の購読状況に

情報源へのリンク 
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よって異なる。本研究ではリダイレクション対象となる情報源へのリンクのみ分析するが、

これはいわば比較的誰もがアクセス可能な文献群の中での、機関リポジトリの位置づけの

分析に相当すると言える（ただし実際には CiNii収録文献の中で有料購読対象となっている
ものや、J-STAGEで有料購読対象となっているもの等も含まれており、あくまで「比較的
に」自由にアクセスできる文献群、である）。なお、リダイレクション対象のうちWebcat Plus
については本文等を入手できるコンテンツ入手元にはあたらないため、以降の本章の分析

からは除いている。 
 

表 5-3 CiNii からリダイレクションの行なわれていた情報源 
情報源名 リダイレクション時の URL 

NII-ELS（学協会・紀要の区別はなし） /lognavi?name=els... 
Webcat Plus /lognavi?name=web... 
医中誌 Web /lognavi?name=crm... 
機関リポジトリ /lognavi?name=ir... 
J-STAGE /lognavi?name=jstg... 
CrossRef /lognavi?name=crossref... 

 
また、各種情報源へのリンクが表示されるのは実際には書誌画面だけではない。図 5-6
は CiNiiで文献検索等を行なった場合の、検索結果画面を示したものである。図のとおり、
検索結果画面においても各書誌単位で情報源へのリンクがそれぞれ表示される。しかし本

研究ではこれらの検索結果画面から各種情報源へのリンクのクリック状況については分析

対象としないことにする。これは、検索結果画面は検索語に応じて動的に生成されるため

どのような文献が表示されたかを遡って特定することが困難であること、利用者が何件目

まで結果を閲覧したか特定することが不可能であること（1ページに何件の結果を表示した
かはわかっても、そのうち何件目までに利用者が目を通したかはログからは確認できない）、

そのために検索結果画面に表示され利用者が閲覧したリンクがどの程度クリックされたか、

といったことを特定することが不可能であることが理由である。よって、本研究では書誌

画面からの各種情報源へのリンクのみ分析対象とすることとした（書誌画面からのクリッ

クか否かは、リダイレクション時の参照元URLによって特定した）。 
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図 5-6 CiNii：検索画面 

 
以上をまとめると、本研究で分析対象とするのは 2009年 4月から 2010年 12月の CiNii
のアクセスログのうち、書誌画面に対するアクセス（ファイル名に/naid/を含むもの）と、
書誌画面から各種情報源へのリンクをクリックした際のアクセス（ファイル名に/lognavi?
～を含み、かつ参照元に http://ci.nii.ac.jp/naid/～を含むもの。ただしWebcat Plusは除く）
である。これらのアクセスについて、ここまでの分析と同様にサーチエンジンの検索ロボ

ット等を取り除くフィルタリングを行なった上で分析する。ただし、重複アクセスの制御

については COUNTERに準拠した方式ではなく、同一 IPアドレスから同一ファイルへの
アクセスはすべて 1回とカウントする方式を採用した（5.3.1の手法と同様）。これは CiNii
の分析ではアクセス数が膨大であるため、重複アクセスを含むと分析がより困難になるた

めである。また、同じくアクセスログが膨大であり、同時にフィルタリング処理等を行な

うことができなかったため、フィルタリング等は月別に（1ヶ月ごとに）実施した（そのた
め月次が変われば、同一ファイルへの同一 IPアドレスからのアクセスが再度集計対象とな
る。最大で 1年間で 12回、分析期間全体を通じて 20回までの同一 IPアドレスからの同一
ファイルへのアクセスが集計対象となることになる）。 
 その他の分析方法（アクセス方法の特定等）については第 3・4章のアクセスログ分析と
同様である。以上の手順に基づいて抽出したログに基づき、以下の(2)～(4)の分析を実施し
た。 

 

情報源へのリンク 
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(2) 本文等クリック数の概況と推移 

 以下では書誌画面で表示される各種情報源へのクリックを「本文等クリック」と呼ぶ。(1)
の手順に則って処理したアクセスログデータのうち本文等クリックのログに基づき、以下

の分析を行なう。 
 
a) 全期間中での情報源ごとのクリック数・割合 
 表 5-3で示した情報源（Webcat Plusは除く）ごとに、期間中に何回クリックされたかと、
全クリック数中に占める割合を集計する。 
 
b) 期間中のクリック数・割合の推移 
 期間中の各種情報源のクリック数、全クリックに占める割合を月ごとに集計し、2009年
4月以降の推移を示す。 
 
c) クリック先機関リポジトリの状況 
 各種情報源へのクリックのうち、機関リポジトリへのリンクのクリックについては、リ

ダイレクション時のURLによりどの機関リポジトリへのリンクであったかを特定すること
ができる。これを分析し、CiNii経由でアクセスされることの多い機関リポジトリの状況に
ついて分析する。 
 
(3) 書誌画面アクセスと本文等クリック：文献単位の分析 

 書誌画面へのアクセス数は膨大であり、全期間のログを対象に分析を行なうことは困難

である。そこで分析対象期間中最新の、2010 年 12 月に限定し、書誌画面アクセスと本文
等クリックの状況について、文献単位での分析を行なう。 
 2010 年 12 月の書誌画面へのアクセスログデータに基づき、同期間中にアクセスのあっ
た文献を特定した上で、CiNiiの API[41]を用い、以下のデータを取得した。 
 
・文献掲載誌名・ISSN（いずれもある場合のみ） 
・CiNii（NII-ELS）での本文提供状況（本文なし／機関定額アクセス／有料／OA／未公
開の 5値） 
・各種情報源へのリンクの状況（ある／ないの 2値） 
 
また、書誌画面へのアクセスログデータに基づき、書誌画面への期間中のアクセス数を

集計し、NAIDをキーにリンク状況等とひもづけた。さらに各本文等リンクのクリック状況
についても、本文等クリックのログに基づき文献ごとに集計した上で、NAID（文献ごとの
ID）をキーに書誌画面へのアクセス等のデータとひもづけた。 
以上の手順に則って作成したデータに基づき、以下の分析を行なう。 
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a) 本文等リンク数とクリック数 
本文等リンクの付与状況を集計するとともに、それらが何回表示され、そのうち何回ク

リックされたか（クリック率）を情報源ごとに分析する。 
 
b) 複数の本文等クリックが存在する場合のクリック状況 
 一つの書誌画面に複数の本文等リンクが表示された場合、どのリンクがクリックされや

すいかを、NII-ELS に本文がある場合／ない場合に大きく分けた上で分析する。特に機関
リポジトリへのリンクのクリック状況を中心に分析する。 

 
なお、アクセスログは 2010年 12月のものであるが、リンク状況等のデータ取得は 2011
年 12月に行なっており、利用者が実際にアクセスした際のリンク状況とは異なる可能性が
ある。この点については今後の課題とするが、利用者がアクセスした 2010年 12月時点で
存在しなかったリンクが増えている場合はあっても、逆の場合は考えにくい。ここから、

本章の分析は機関リポジトリ等の本文提供状況を過小評価する（当時、存在しなかったた

めにクリック数が 0と集計されるリンクが現れる）可能性はあっても、過大評価する可能
性は少ない。 
 
(4) 文献掲載雑誌と書誌画面アクセス・本文等クリック：系・分野、文献タイプとの関係 

 (3)で得た ISSN データ及び雑誌名データに基づき、文献掲載誌ごとに本文等リンクの表
示数、書誌画面アクセス数、本文等クリック数を集計した。 
 さらに ISSNをキーに国立国会図書館サーチの API[42]を使用し、収録誌の NDLCデー
タを取得、同データに基づいて収録誌の系・分野データを作成した。NDLC と系・分野の
対応については付録 4-1に示す。系・分野は科学研究費補助金の系・分野・分科・細目に従
った[43]。国立国会図書館サーチからのデータ取得は 2011年 12月に行なった。なお、ISSN
をキーとしたため、CiNii側の書誌データに ISSNが付与されていなかった場合は（実際に
は ISSNがある雑誌でも）データを取得できていない。また、ISSNのない雑誌については
系・分野に関する分析の対象外とする。 
 さらに機関リポジトリへのリンクが 1本以上付与されている雑誌について、大学・研究
機関等の紀要と学術雑誌を分けた分析を行なうために、国立情報学研究所が提供する学術

機関リポジトリポータル JAIROの API[44]を用い、文献タイプのデータを取得した。ここ
でいう文献タイプとは第 3章と同様、junii2[45]に準拠したものである（詳細は第 3章・表
3-2参照）。本来であれば全雑誌を対象とすべきところであるが、JAIRO以外に紀要と一般
の学術雑誌を区別するデータを提供する情報源がなかったため、同データは機関リポジト

リにリンクが 1件以上含まれている文献のみを対象とすることとした。また、JAIROは本
来文献単位での検索を対象とするデータベースであるが、本研究では ISSN及び雑誌名をキ
ーに検索を行ない、検索結果最上位の文献の文献タイプによって擬似的に雑誌の文献タイ
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プを特定した。なお、この際実際には紀要あるいは学術雑誌であるにもかかわらず目次（多

くは文献タイプとして「その他」が付与されている）やエディトリアル（「一般記事」が付

与されていることが多い）が先に表示される場合があったため、検索結果を 10件目まで取
得した上で、「その他」あるいは「一般記事」以外の文献タイプが示された場合の最初の 1
件をその雑誌の文献タイプとみなすこととした。 
 以上の方針に則り作成した雑誌ごとの書誌画面アクセス数、本文等リンク数、本文等リ

ンククリック数、系・分野、文献タイプデータに基づき、以下の分析を実施する。 
 
a) リンク・アクセス上位雑誌タイトル 
 本文等リンク数、書誌画面アクセス数、本文等クリック数（情報源別）上位雑誌タイト

ルを特定する。 
 
b) 雑誌の主題と書誌画面アクセス・本文等クリック 
 系・分野別の書誌画面アクセス数、本文等リンク数・クリック数、さらに本文等リンク

のクリック状況について分析する。 
 
c) 文献タイプと書誌画面アクセス・本文等クリック 
 文献タイプ別に本文等リンク数、クリック数、本文等リンクのクリック状況について分

析する。 
 
5.4 機関リポジトリにおける CiNii 

5.4.1 本文ファイルへのアクセス概況 

 表 5-4は HUSCAP、KURENAIそれぞれの文献本文ファイルへのアクセス数について、
アクセス方法ごとの概況を示したものである。5.3.1(1)の手順に則ってフィルタリングを行
なった結果、2008-2009年の重複を除く本文ファイルへのアクセス数はHUSCAPが
747,033回、KURENAIが 1,163,475回であった。このうちアクセス方法として最も多い
のはサーチエンジンの検索結果画面から直接本文ファイルにアクセスする場合で、

HUSCAPで全アクセスの51.1%、KURENAIでは62.6%と、いずれも過半数を占めていた。
次に多いのが一度、メタデータページにアクセスしてから本文ファイルにアクセスする場

合（表中の下線部）で、HUSCAPでは全アクセスの 33.2%と約 3分の 1、KURENAIでも
20.6%と約 5分の 1を占めていた。5.4.2以降ではこれら、メタデータページを経由したア
クセスが分析の中心となる。その他には直接、URLを打ち込んでアクセスしたり webペー
ジ以外のリンクをたどってアクセスした場合（直接アクセス）が多く（9～11%）、それら以
外の外部サイトやメタデータページ以外のリポジトリ内の別ページからのアクセスはいず

れも 3%未満と少ない。 
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表 5-4 本文ファイルへのアクセス方法 

 
HUSACP 

（登録コンテンツ数 N=29,992） 
KURENAI 

（登録コンテンツ数 N=47,265） 

 
アクセス数 % アクセス数 % 

サーチエンジン 381,436  51.1% 728,890  62.6% 
メタデータページ 248,293  33.2% 239,287  
その他の IR 内ページ 

20.6% 
23,484  3.1% 34,573  3.0% 

直接アクセス 73,196  9.8% 128,158  11.0% 
その他の外部サイト 20,624  2.8% 32,567  2.8% 
合計 747,033  100.0% 1,163,475  100.0% 

 
 
 表 5-5は同じく 2008-2009年の HUSCAP、KURENAIそれぞれの文献本文ファイルへ
のアクセス数について、アクセス元利用者の所属機関種別ごとに示したものである。「その

他」の場合とドメインが特定出来なかった場合（「ドメイン不明」）を除くと、いずれも自

宅等からのアクセスが最も多く（HUSCAPで 35.4%、KURENAIで 38.3%）、次いで大学
等からのアクセスが多い（HUSCAPで 15.3%、KURENAIで 12.4%）。 

 

表 5-5 本文ファイルへのアクセス元利用者所属機関 

 
HUSACP（N=29,992） KURENAI（N=47,265） 

 
アクセス数 % アクセス数 % 

大学等（ac/edu） 114,353  15.3% 143,744  12.4% 
企業等（co/com） 61,577  8.2% 101,369  8.7% 
自宅等（ne/net） 264,159  35.4% 445,801  38.3% 
その他 131,965  17.7% 187,543  16.1% 
ドメイン不明 174,979  23.4% 285,018  24.5% 
合計 747,033  100.0% 1,163,475  100.0% 

 
 第 3 章の分析では対象期間を 2008 年のみに限定していたが、本章では対象期間を
2008-2009 年の 2 年間としており、また重複アクセスの制御方法も第 3 章とは異なる手順
を採用している。しかし文献本文ファイルへのアクセスの概況については第 3 章と同様で
ある。対象期間／重複アクセス制御の方法に依らず、HUSCAP、KURENAI利用者の多く
はサーチエンジンの検索結果から直接本文ファイルにアクセスする場合が多く、また利用

者としては自宅等からのアクセスが最も多いと言える。しかし本章ではこのような最多数

グループの場合ではなく、メタデータページを一度経由してくる 2 番目に多いグループの
利用者の詳細について分析していく。 
 
5.4.2 メタデータページへの主なアクセス方法と本文到達率 

 表 5-6は HUSCAP、表 5-7は KURENAIの 2008-2009年のメタデータページへのアク
セスについて、特にアクセス数の多かったアクセス方法別に、メタデータページへのアク

セス数、そのうち本文までアクセスした数、本文到達率を示したものである。 
 メタデータページへのアクセス数全体で見ると、HUSCAPでは 716,231回と 70万回を
超えており、本文ファイルへのアクセス数（747,033回）に匹敵する程度ある。KURENAI
でもメタデータページへのアクセス数は 895,972 回で、本文ファイルへのアクセス数
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（1,163,475回）の約 77%に相当する。しかし本文到達率は全体で見るとHUSCAPで 34.7%、
KURENAI では 26.7%であり、メタデータページにアクセスした利用者の多くは本文ファ
イルへのリンクをクリックすることなく探索をうち切っている。本文までアクセスする利

用者は少数派、と言える。 
 主なアクセス方法別に見ると、まずメタデータページについてもアクセス方法として最

も多いのはサーチエンジン、それも Googleである。HUSCAPでは 250,543回でメタデー
タページヘのアクセス全体の約 35%、KURENAIでは 376,063回で全体の約 42%をGoogle
からのアクセスが占めている。しかし Googleからのアクセスの本文到達率はHUSCAPで
22.1%、KURENAIで 25.2%と全体の値よりも低くなっている。Google以外のサーチエン
ジンからのアクセスとしては Yahoo!からのアクセスも一定程度存在するが、その本文到達
率は HUSCAPで 17.3%、KURENAIでは 8.2%と Googleよりもさらに低い。 
 
表 5-6 各アクセス方法のメタデータアクセス・本文到達率（HUSCAP 登録コンテンツ数 

N=29,992） 
 メタデータアクセス数 うち本文アクセス数 本文到達率 
Google  250,543  55,283  22.1%  
リポジトリ内の別ページ  246,863  86,638  35.1%  
CiNii  71,517  56,077  
Yahoo!  

78.4%  
25,930  4,479  17.3%  

Biblioteca  20,127  11,294  56.1%  
Scientific Commons  6,110  4,283  70.1%  
その他 95,141 30,239 31.8% 
全体 716,231  248,293  34.7%  

 
表 5-7 各アクセス方法のメタデータアクセス・本文到達率（KURENAI 登録コンテンツ数 

N=47,265） 
 メタデータアクセス数 うち本文アクセス数 本文到達率 
Google  376,063 94,591 25.2% 
リポジトリ内の別ページ  358,392 95,002 26.5% 
CiNii  47,241 35,577 
Yahoo!  

75.3% 
27,225 2,231 8.2% 

Biblioteca  7,034 3,691 52.5% 
Scientific Commons  0 0 - 
その他 80,017 8,195 10.2% 
全体 895,972 239,287 26.7% 

 
 Google に次いでアクセス数が多いのは機関リポジトリ内の、メタデータページ以外のさ
らに別のページ（リポジトリ内の検索機能やブラウジング画面等）からのアクセスであり、

HUSCAPで 246,863回（メタデータアクセス全体の約 34%）、KURENAIで 358,392回（同
約 40%）と Google にほとんど匹敵する程度存在する。しかしこちらも本文到達率は
HUSCAPで 35.1%、KURENAIで 26.5%と、Googleよりは高いものの半数にも達してい
ない。 
 その次に多いのが CiNii からのアクセス（表中下線部）であるが、HUSCAP で 71,517
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回（メタデータアクセス全体の約 10%）、KURENAI で 47,241 回（同約 5%）と、メタデ
ータへのアクセス数で見ると Googleやリポジトリ内の別ページに比べ 1桁少ない。しかし
本文到達率は HUSCAPで 78.4%、KURENAIで 75.3%と Googleの 3～4倍にも達してい
る。その結果、HUSCAPでは CiNiiからメタデータにアクセスし、後に本文にアクセスし
た利用者の数は Google よりも多くなっている。また、CiNii 以外には Scientific 
Commons[46]、Biblioteca[47]（HUSCAP のみ）等の学術データベースからメタデータへ
のアクセスも一定数存在するが、これらも本文到達率は 50～70%とサーチエンジンやリポ
ジトリ内の別ページからのアクセスに比べ高くなっている。ただし CiNiiには及んでいない。
主要なアクセス方法の中では、CiNiiが最も本文到達率の高いアクセス方法であると言える。 
 
5.4.3 利用者所属機関 

 表 5-8は HUSCAP、表 5-9は KURENAIについて、メタデータページを経由した後に
本文までアクセスした利用者について、アクセス方法別に利用者の所属機関を見たもので

ある。大学・企業・自宅等以外からのアクセスは表から除外し、リポジトリ内の別ページ

からのアクセスも除いて示した。割合はドメイン名が特定できたもののうち、大学・企業・

自宅の 3種類の中での値を示している。 
 

表 5-8 アクセス方法別の利用者所属機関 
（メタデータ経由での本文到達者に限定、HUSCAP 登録コンテンツ数 N=29,992） 

 大学等 企業等 自宅等 合計 
Google 10,997  31.0% 4,359  12.3% 20,077  56.7% 35,433 100.0% 
CiNii 16,832  45.0% 1,377  3.7% 19,176  51.3% 37,385 100.0% 
Yahoo! 680  22.8% 280  9.4% 2,028  67.9% 2,988 100.0% 

Scientific Commons 841  34.4% 235  9.6% 1,369  56.0% 2,445 100.0% 
Bibliotheca 1,443  23.1% 1,145  18.3% 3,669  58.6% 6,257 100.0% 

*大学等、企業等、自宅等以外からのアクセスは合計から除いている。割合も全て三者合計値に対す

るものである 

 
表 5-9 アクセス方法別の利用者所属機関 

（メタデータ経由での本文到達者に限定、KURENAI 登録コンテンツ数 N=47,265） 
 大学等 企業等 自宅等 合計 
Google 21,334  35.2% 6,404  10.6% 32,859  54.2% 60,597 100.0% 
CiNii 9,778  42.0% 1,143  4.9% 12,348  53.1% 23,269 100.0% 
Yahoo! 254  16.5% 108  7.0% 1,178  76.5% 1,540 100.0% 

Scientific Commons 576  29.2% 234  11.9% 1,162  58.9% 1,972 100.0% 

*大学等、企業等、自宅等以外からのアクセスは合計から除いている。割合も全て三者合計値に対す

るものである 

 
 いずれも最も多いのは自宅等からのアクセスであり、その割合は Yahoo!が他より多い以
外は大差がない。また、全体に本文ファイルへのアクセス全体（表 5-5）に比べると大学等
からのアクセスの他の 2機関種別に対する比率が高くなっており、メタデータを閲覧した
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上で本文ファイルにアクセスする利用者はそもそも大学等からの割合が多くなっていると

言える。 
その中でも CiNiiは企業からの利用が他のアクセス方法に比べ少なく、大学等からの割合
が他よりも多くなっている。CiNiiは確かに他のアクセス方法に比べると大学等からの利用
者をより多く機関リポジトリに導いていると言える。 
 
5.4.4 機関リポジトリにおける CiNiiの位置づけのまとめ 

 5.4.2及び5.4.3の分析結果から、CiNiiは他のアクセス方法に比べ本文到達率が高いこと、
また大学・研究機関等からのアクセスも多いことがわかった。 

Google や他のアクセス方法の場合、そもそも利用者が学術的な文献を閲覧したいと考え
ているとは限らず、情報探索の中でたまたま機関リポジトリ登録コンテンツがヒットした

場合も多く含まれていると考えられる。そのような場合でも、メタデータページにアクセ

スしてみないことにはどのようなページがヒットしたかわからないためとりあえずアクセ

スし、求める内容ではなかったために本文は見ずに探索を打ち切る（別のサイトに移る）、

という場合が多いことが、本文到達率の低さにつながったと推察される。ただしそれでも

Googleの場合は 25%前後の利用者は本文まで閲覧しており、結果として本文到達数自体は
他のアクセス方法に比べても多い。Google は必ずしも学術文献を求めているわけではない
利用者が、機関リポジトリ登録コンテンツに意図せず接触する機会を提供する機能を果た

していると考えられる。 
これに対しCiNiiの場合は最初から学術文献を求める利用者がCiNii内部で探索を行なっ
た上で、本文を入手したいと考えた場合にその入手先として機関リポジトリにアクセスし

ており、その結果本文到達率が高くなったと考えられる。この点で、機関リポジトリにと

って CiNiiは、収録した文献に対する高い需要を持った利用者、言い換えれば学術・研究目
的の利用者を確実に引きつけるゲートウェイとしての役割を担っていると考えられる。 
ただし、メタデータページ経由での本文ファイルへのアクセス全体に占める CiNii等の学
術データベースからのアクセスの割合は必ずしも支配的なわけではなく、Google やリポジ
トリ内の他のページからのアクセスの割合も相当程度存在する。また、CiNii以外でも、メ
タデータページを経由して本文にアクセスする利用者は大学等からの割合が比較的多くな

っていた。第 3 章の分析では学術データベース経由のアクセスの多さをメタデータページ
経由でのアクセスがサーチエンジン経由のアクセスと異なる傾向を示した要因として挙げ

たが、実際にはメタデータページを見た上で本文にアクセスする利用者は、そもそも高い

文献需要を持った、サーチエンジン等から直接本文にアクセスする利用者と異なる傾向を

持った利用者であったのではないかと考えられる。逆に考えれば、サーチエンジンから直

接本文にアクセスする利用者の中には、もしメタデータページを先に見ていたら本文には

アクセスしなかったような者も含まれている可能性が高い。そのような利用者を「アクセ

ス数」としてカウントしてしまう点からも、機関リポジトリのアクセスログ分析のみを以
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てして機関リポジトリの利用状況を明らかにすることは困難であることが改めて浮き彫り

になった。そのため一層、CiNii経由のような強い文献需要を持った利用者の分析が重要と
なる。 
 
5.5 CiNiiにおける機関リポジトリ 

5.5.1 本文等クリック数と機関リポジトリが占める割合の推移 

(1) 全期間中での情報源ごとの本文等クリック数・割合 

 表 5-10は分析対象全期間中（2009年 4月～2010年 12月、ただし 2009年 10月を除く）
の、情報源ごとの本文等クリック数と全体に占める割合を示したものである。期間中の本

文等クリックの合計は 27,080,393回である。これは各月における同一人物（IPアドレス）
からの同一文献へのアクセスは除いての値である。かつフィルタリングの結果から各種情

報源へのリンクをたどるロボット等はほとんど確認されなかったことから、大部分は人間

が実際に情報源をクリックした回数と考えられる。 
 書誌画面にリンクが表示されていたか否かを斟酌しない場合、本文等クリックの大部分

は NII-ELS収録ファイルに対するものであり、全体の 90.3%を占める。次いで多いのが機
関リポジトリへのリンクのクリック数で、1,282,062 回と、本文等クリックの 4.7%を占め
ている。次いで医中誌 Web も 1,136,544 回と 100 万回以上アクセスされている。一方、
J-STAGE、CrossRef へのリンクはそれぞれ 140,165 回、58,671 回と、他の情報源に比べ
るとクリック数が 1桁以上少なくなっている。 
 このように、文献本文を入手可能なリンクとしては、機関リポジトリはNII-ELSに続き、
CiNii上で第 2位の存在感を示していると言える。 
 

表 5-10 情報源ごとの本文等クリック数・割合（2009.4-2010.12） 
情報源名 アクセス数 割合 

NII-ELS 24,462,951  90.3% 
機関リポジトリ 1,282,062  4.7% 
医中誌 Web 1,136,544  4.2% 
J-STAGE 140,165  0.5% 
CrossRef 58,671  0.2% 
合計 27,080,393 100.0% 

 
(2) 期間中の本文等クリック数・割合の推移 

図 5-7は分析期間中の各情報源の本文等クリック数の推移を、図 5-8は全クリック中に占
める割合の推移を示したものである。NII-ELSについてはクリック数が他に比べて多いた
め、図 5-7ではNII-ELSへのクリック数のみ右軸に取っている。また、図 5-8では最小値
を 85%に設定して示している。 
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図 5-7 本文等クリック数の推移（2009.4-2010.12） 

 

 
図 5-8 本文等クリックの割合の推移（2009.4-2010.12） 

  
 図 5-7から、いずれの情報源へのクリックも 4月から増加、6-7月にピークを迎え、8月
に急減し、9～1月にかけ再び増加し、2～3月に減少する、というサイクルで推移している。
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これは CiNii全体のアクセス傾向として報告されているものと一致しており[1]、大学等の
学年暦に対応していると考えられる（試験期間前に増加し、長期休暇時に減少する）。その

中で機関リポジトリへのリンクのクリック数は、他の情報源に比べ増減を繰り返しつつも

上昇していく傾向にあり、2009年 4月には月間 3万クリックに満たなかったものが 2010
年 4月には 4万クリック以上に、2009年 12月には 6万クリックを超える程度だったもの
が 2010年 12月には 10万クリック以上に達している。その結果、当初は医中誌Webへの
クリックの方が機関リポジトリよりも多かったが、現在では機関リポジトリのクリック数

の方が多くなっている。 
 図 5-8より、本文等クリックの割合については、実数が増減を繰り返すのに比べると安定
的に推移している。その中で機関リポジトリが占める割合は一貫して増加しており、2009
年 4月当初は本文等クリックの約 2.8%を占めるに過ぎなかったが、2010年 12月時点では
約 6.5%を占めるまでになっている。 
実数から見ても割合から見ても、機関リポジトリにより提供された本文がクリックされ

る回数が CiNii全体の本文提供の中で占める役割は、大きくなってきていると言える。 
 
5.5.2 本文提供元機関リポジトリの状況 

 表 5-11は分析期間中の機関リポジトリへのリンクのクリックについて、リンク先の機関
リポジトリ提供機関上位 10位とクリック数、機関リポジトリへのリンクのクリック全体に
占める割合を示したものである。なお、全機関分のデータについては付表 5-2、5-3に示す。 
 表に示したもの以外も含めると、合計 98の機関リポジトリ等に対するリンクがクリック
されており、1リポジトリあたりの平均クリック数は約 13,082回であった（リンク先ペー
ジが消失していた場合等を除く）。このうち最もクリックされていたのは筑波大学のつくば

リポジトリであり、期間中の総クリック数は 91,891回で、機関リポジトリへのリンクのク
リック全体の 7.2%を占める。次いで多いのは広島大学の 87,024回（6.8%）である。5.3.1(1)
でも触れたとおり、登録コンテンツ数や web 上におけるビジビリティに基づく機関リポジ
トリランキングで国内の順位が高いのは京都大学と北海道大学の機関リポジトリである。

しかしCiNiiにおけるリンクのクリック状況はそれぞれ 4位（69,287回・5.4%）、3位（73,921
回・5.8%）と筑波大学・広島大学よりも少なくなっている。この理由としては、各リポジ
トリに登録されている紀要論文の分野が関係していると考えられる（詳細は 5.5.4(2)で分析
する）。 
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表 5-11 クリック数上位 10機関リポジトリ（2009.4-2010.12） 
順位 機関名 クリック数 割合 
1 筑波大学 91,891  7.2% 
2 広島大学 87,024  6.8% 
3 北海道大学 73,921  5.8% 
4 京都大学 69,287  5.4% 
5 九州大学 53,630  4.2% 
6 同志社大学 50,998  4.0% 
7 早稲田大学 37,248  2.9% 
8 お茶の水女子大学 35,511  2.8% 
9 東京大学 35,193  2.7% 
10 金沢大学 33,973  2.6% 
 その他 713,386 55.6% 
 合計 1,282,062 100.0% 

 
5.5.3 書誌画面アクセスと本文等クリック 

 5.3.2(3)で述べたとおり、以下の分析は分析対象期間中最新の、2010年 12月分のログに
基づいて行なう。図 5-7、図 5-8より同月は比較的 CiNiiへのアクセス数の多い時期にあた
るが、本文等クリック数等は特別な傾向は見せておらず、分析対象期間として特に問題は

ないと考えられる。 
 また、以下の分析で対象とするのは同月中に書誌画面に 1 回以上アクセスのあった文献
のみとする。これはアクセスのなかった文献も含め全文献の書誌データを取得することが

困難であることに加え、本章の分析の主眼は書誌画面へのアクセスと本文等リンク、クリ

ック数の関係（書誌画面に表示されたリンク等がクリックされるか否か）にあり、書誌画

面そのもののアクセス状況を知ることではないためである。 
 
(1) 本文等リンク数と本文等クリック数 

 分析対象期間中、1回以上書誌画面に対しアクセスのあった文献数は 2,318,892件で、総
アクセス数は 3,971,416回、アクセス数の平均値は約 1.7回、中央値は 1回であった。多く
の文献は期間中、1回しかアクセスされていない。 
 これらの 2,318,892 件のうち、一つの情報源（Webcap Plus は除く）へのリンクも存在
しない文献は 559,405件（24.1%）で、1,759,487件（75.9%）にはなんらかの情報源への
リンクが付与されていた。一つ以上リンクの存在した文献の内訳は、1リンクが 1,270,086
件（54.8%）、2リンクが 440,145件（19.0%）、3リンクが 36,435件（1.6%）、4リンクが
12,496件（0.5%）で、五つのリンク（NII-ELS、医中誌Web、機関リポジトリ、J-STAGE、
CrossRef）全てが付与されていた文献は 325 件とごくわずかであった。リンク数の合計は
2,311,920件で、文献あたりのリンク数の平均値は約 1.0件、中央値も 1件である。 
 これらのリンクがクリックされた回数（こちらもWebcatPlusを除く）は 1,296,113回で、
リンクあたりのクリック回数（クリック回数をリンク数の合計で除したもの）は約 0.6回と
なる。 
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表 5-12はこれらのリンク数・クリック数について、リンク先情報源別に示したものであ
る。リンク数、そのクリック回数に加え、対象文献中における当該情報源へのリンク付与

率（リンク率）も示している。また、リンクが表示されていた文献の書誌画面アクセス数

（すなわちリンクの表示回数）でクリック数を除すことでリンクのクリック率も示してい

る。なお、NII-ELSについては本文無料・機関購読・有料・未公開問わず、なんらかのリ
ンクがある場合を「リンクあり」とみなしている。これはリンクがあればクリック状況に

大きな差がなかったためである。 
 

表 5-12 情報源ごとのリンク数・クリック数・クリック率 
情報源名 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
NII-ELS 1,460,134 63.0% 2,715,210 1,167,354 43.0% 
機関リポジトリ 122,589 5.3% 243,625 71,238 29.2% 
医中誌 Web 590,976 25.5% 1,034,697 46,346 4.5% 
J-STAGE 51,330 2.2% 92,967 8,935 9.6% 
CrossRef 86,261 3.7% 152,486 2,240 1.5% 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
表より、最も多いのはNII-ELSに収録されている本文ファイルに対するリンクで、分析
対象文献中 63.0%には付与されている。次いで多いのは医中誌Webに対するリンクで、対
象文献へのリンク率は 25.5%である。その他の情報源へのリンク数は少なく、機関リポジ
トリがリンク率 5.3%、CrossRefが 3.7%、J-STAGEが 2.2%である。 
これらのリンクのうち、最もクリックされているのは NII-ELSへのリンクで、100万回
以上クリックされている。2番目にクリックされている機関リポジトリへのリンクのクリッ
ク数は約 7万回にとどまっていることを考えれば、CiNii上での文献提供におけるNII-ELS
の重要性がうかがえる。医中誌Webへのリンクは数は多いもののクリック数は機関リポジ
トリより少なく、またJ-STAGEとCrossRefではリンク数の多いCrossRefよりもJ-STAGE
の方がクリック数が多い。 
さらにクリック率で見ると、ここでも NII-ELS のクリック率が最も高い（43.0%）のは
同様であるが、次いで機関リポジトリも 29.2%と高い値を示している。これらと同様に本
文へのアクセス提供元である J-STAGE へのリンクは、しかしクリック率は 9.6%と低い。
本文へのリンクは存在しない医中誌Web、リンク先が購読誌である可能性の高い CrossRef
は、ともにクリック率はごく低い値にとどまっている。 
 
(2) 複数の本文等リンクが存在する場合の本文等クリックの状況 

表 5-13はNII-ELSにもリンクがある場合／ない場合それぞれの、他の各情報源のリンク
数と全リンク数に占める割合を示したものである。医中誌Web、CrossRefへのリンクがあ
る場合はNII-ELSにもリンクがある場合が 60%を超えているのに対し、J-STAGE、機関
リポジトリについては 40%を超える程度である。その中でも機関リポジトリへのリンクは
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NII-ELSとの重複が 43.3%と各情報源の中で最も低い。機関リポジトリへのリンクは
NII-ELSでは本文が入手できない場合に付与されている割合が高いと言える。 
 

表 5-13 NII-ELS にリンクがある／ない場合の他の各情報源のリンク数・割合 
情報源名 

NII-ELS にリンクあり NII-ELS にリンクなし 合計 
リンク数 割合 リンク数 割合 リンク数 割合 

機関リポジトリ 53,035 43.3% 69,554 56.7% 122,589 100.0% 
医中誌Web 374,360 63.3% 216,616 36.7% 590,976 100.0% 
J-STAGE 24,789 48.3% 26,541 51.7% 51,330 100.0% 
CrossRef 55,331 64.1% 30,930 35.9% 86,261 100.0% 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
さらにNII-ELSのリンクも含めて各情報源へのユニークなリンク提供数（一つの情報源
へのリンクしか貼られていない件数）を見ると、NII-ELSが 1,006,929件（NII-ELS全リ
ンクの 69.0%）、機関リポジトリが 58,038件（機関リポジトリへの全リンクの 47.3%）、医
中誌Webが 197,733件（医中誌Web全リンクの 33.5%）、J-STAGEが 2,705件（J-STAGE
全リンクの 5.3%）、CrossRefが 4,681件（CrossRef全リンクの 5.4%）であった。機関リ
ポジトリはNII-ELSに次いで、リンク中に占めるユニークリンクの割合が多く、機関リポ
ジトリでしか本文等が入手できない場合が多いと言える。なお、J-STAGE と CrossRef の
ユニークリンクの割合が少ないのは、J-STAGE にリンクが貼られている場合、CrossRef
にもリンクが貼られていることが多いためである。J-STAGE と CrossRef 双方にリンクが
貼られていた件数は 45,403件であるが、これは J-STAGEへのリンクの 88.5%（CrossRef
へのリンクの 53.6%）に相当する。 
 表 5-14は表 5-13に示したうちの NII-ELSにもリンクがある場合について、NII-ELSと
各情報源のクリック数及び NII-ELS：各情報源のクリック数の比を示したものである。全
ての情報源について、NII-ELSにもリンクがある場合には NII-ELSへのリンクがクリック
される回数の方が顕著に多い。NII-ELSにリンクがある場合、利用者の多くはそちらのみ
クリックし、他の情報源へのリンクはクリックしない傾向があると言える。その中では機

関リポジトリへのリンクは他の情報源に比べるとNII-ELSにリンクがある場合でもクリッ
クされる頻度が比較的多い傾向にある。 
 

表 5-14 NII-ELS にもリンクがある場合のクリック数・比 
情報源名 

 (N=CiNii との重複リンク数) 
NII-ELS 
クリック数 

当該情報源 
クリック数 

NII-ELS：情報
源比 

機関リポジトリ (N=53,035) 74,535 5,394 13.8 : 1 
医中誌 Web (N=374,360) 224,125 8,549 26.2 : 1 
J-STAGE (N=24,789) 17,591 567 31.0 : 1 
CrossRef (N=55,331) 31,599 169 187.0 : 1 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
 さらに表 5-15はNII-ELSと当該情報源のみにしかリンクがない場合（2リンクしかない
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場合）について、表 5-14と同様に両者のクリック数と比を示したものである。J-STAGE
と CrossRefについてはNII-ELSと当該情報源にしかリンクがない場合、クリックされる
頻度が他の情報源にもリンクがある場合（表 5-14）に比べて著しく落ちている。一方で機
関リポジトリと医中誌Webについては表 5-14と比べて大きく変わっていないが、わずかに
クリックされる頻度が増えている。 
 

表 5-15 NII-ELS と当該情報源にしかリンクがない場合のクリック数・比 
情報源名 

 (N=NII-ELSのみとの重複リンク数) 
NII-ELS 
クリック数 

当該情報源 
クリック数 

NII-ELS：情報
源比 

機関リポジトリ (N=40,955) 60,818 4,586 13.3 : 1 
医中誌 Web (N=344,830) 202,858 8,078 25.1 : 1 
J-STAGE (N=829) 1,279 11 116.3 : 1 
CrossRef (N=25,304) 14,993 2 7,496.5 : 1 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
 ここまではNII-ELSにもリンクがある場合を見てきたが、表 5-16は NII-ELSにリンク
がなく、かつ機関リポジトリへのリンクがある場合について、機関リポジトリと他の三つ

の情報源のクリック数と比を示したものである。いずれの場合も機関リポジトリの方がク

リックされる頻度が多く、他の情報源の 3～8倍に達している。 
 
表 5-16 NII-ELS にリンクがなく機関リポジトリにリンクがある場合のクリック数・比 
情報源名 (N=NII-ELS にリン
クがない場合の機関リポジト
リとの重複リンク数) 

機関リポジトリ 
クリック数 

当該情報源 
クリック数 

機関リポジトリ：
情報源比 

医中誌Web (N=8,657) 4,868 738 6.6 : 1 
J-STAGE (N=592) 264 86 3.1 : 1 
CrossRef (N=3,108) 1,094 136 8.0 : 1 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
 さらに表 5-17は機関リポジトリと当該情報源のみにしかリンクがない場合（2リンクし
かない場合）について、表 5-16と同様に両者のクリック数と比を示したものである。いず
れの場合も表 5-16と機関リポジトリ：情報源比はほとんど変化しておらず、他の情報源へ
のリンク状況とかかわらず機関リポジトリの方がクリックされる頻度が多い。 
 

表 5-17 機関リポジトリと当該情報源にしかリンクがない場合のクリック数・比 
情報源名 (N=機関リポジトリ
のみとの重複リンク数) 

機関リポジトリ 
クリック数 

当該情報源 
クリック数 

機関リポジトリ：
情報源比 

医中誌Web (N=8,353) 4,655 711 6.5 : 1 
J-STAGE (N=34) 18 5 3.6 : 1 
CrossRef (N=2,411) 744 101 7.4 : 1 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 
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 (2)の分析の最後に、表 5-18は各情報源についてユニークリンクしか存在しない場合につ
いて、表5-12と同様に情報源ごとのリンク表示回数とクリック率を見たものである。表5-12
と比較するとすべての情報源でクリック率が上がっており、ユニークリンクしかない場合、

その情報源へのリンクがクリックされる割合が高くなると言える。その中でも機関リポジ

トリへのリンクのクリック率は顕著な伸びを示しており、ユニークリンクに限らない場合

にはNII-ELSよりもクリック率が低かったものが、ユニークリンクに限定すると NII-ELS
よりもクリック率が高くなっている。機関リポジトリへのユニークリンクのクリック率は

57.7%と 50%を超えており、ユニークリンクに限れば書誌画面にアクセスした利用者の過半
数が機関リポジトリから本文を得ようとしていることがわかる。 
 

表 5-18 情報源ごとのリンク数・クリック数・クリック率（ユニークリンクに限定） 
情報源名 ユニークリンク数 リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
NII-ELS 1,006,929 1,838,733 855,226 46.5% 
機関リポジトリ 58,038 103,885 59,971 57.7% 
医中誌 Web 197,733 284,674 35,996 12.6% 
J-STAGE 2,705 4,445 1,132 25.5% 
CrossRef 4,681 5,860 416 7.0% 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
 以上をまとめると、基本的にNII-ELSへのリンクと他の情報源へのリンクが同時に提示
された場合、利用者の多くは NII-ELSへのリンクをクリックし、他の情報源へのリンクも
クリックする割合は低い。その中では機関リポジトリは比較的にNII-ELSにもリンクがあ
る場合でもクリックされる頻度の高い情報源である。一方、NII-ELS にリンクがなく、機
関リポジトリと他の情報源に同時にリンクが付与されている場合、最もクリックされるの

は機関リポジトリへのリンクである。また、そもそも機関リポジトリはNII-ELSや他の情
報源にリンクがない文献にリンクを提供している割合が高い情報源であり、機関リポジト

リにのみリンクが貼られている場合は機関リポジトリへのリンク全体の半数近くにあたる。

それらのユニークリンクのクリック率は NII-ELS よりも高いものとなっている。CiNii 上
において機関リポジトリは他の情報源から入手できず、かつ比較的本文需要の強い文献へ

の本文等リンクを提供する情報源となっていると言える。 
 
5.5.4 文献掲載雑誌と書誌画面アクセス・本文等クリック 

(1) アクセス上位雑誌タイトル 

 分析対象期間中に書誌画面にアクセスのあった雑誌数は 34,278 誌である。ただし CiNii
上の ISSN・タイトル単位での集計のため、CiNiiで書誌の統一がなされていない雑誌につ
いては重複して集計されている可能性がある。 
 表 5-19はこれらの雑誌のうち、期間中にアクセスのあった文献数が多い雑誌上位 20誌
を示したものである。医学分野や理工系の学会誌が多くを占めている。  
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表 5-19 アクセス文献数上位 20誌 

順位 雑誌名 
アクセス 
文献数 
順位 雑誌名 

アクセス 
文献数 

1 Japanese circulation journal 98,525 11 産業医学 15,840 
2 日本放射線技術學會雜誌 42,658 12 地質學雜誌 15,631 
3 日本消化器外科学会雑誌 41,951 13 日本小児外科学会雑誌 15,262 
4 Chemical & pharmaceutical bulletin 24,886 14 学術講演梗概集. 構造系 14,166 
5 日本物理学会講演概要集 23,691 15 土と基礎 13,613 
6 日本外科学会雑誌 19,879 16 アレルギー 13,366 
7 肺癌 19,678 17 理学療法学 12,097 

8 日本泌尿器科學會雜誌 18,134 18 
Circulation journal : Official Journal of 

the Japanese Circulation Society 
11,780 

9 窯業協會誌 16,629 19 日本臨床細胞学会雑誌 11,769 

10 日本産科婦人科學會雜誌 16,395 20 
電子情報通信学会総合大
会講演論文集 

11,766 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
 さらに表 5-20はNII-ELSへのリンクが付与された文献が多い雑誌上位 20誌を、表 5-21
は機関リポジトリへのリンク付与文献数上位 20誌を示したものである。 
表 5-20より、NII-ELSへのリンク数が多い雑誌はほとんどがアクセスのあった文献数上
位雑誌と一致している。表 5-19との違いは 18番目の雑誌が異なるのみである（なお、表
5-19で 18位だった『Circulation Journal』はNII-ELSへのリンクでは 21位）。 

 
表 5-20 NII-ELS へのリンク上位 20 誌 

順位 雑誌名 
NII-ELS 
リンク数 

順位 雑誌名 
NII-ELS 
リンク数 

1 Japanese circulation journal 98,525 11 産業医学 15,836 
2 日本放射線技術學會雜誌 42,464 12 地質學雜誌 15,623 
3 日本消化器外科学会雑誌 41,923 13 日本小児外科学会雑誌 15,254 
4 Chemical & pharmaceutical bulletin 24,885 14 学術講演梗概集. 構造系 14,166 
5 日本物理学会講演概要集 23,691 15 土と基礎 13,612 
6 日本外科学会雑誌 19,710 16 アレルギー 13,364 
7 肺癌 19,511 17 理学療法学 12,097 

8 日本泌尿器科學會雜誌 18,134 18 
鐵と鋼 : 日本鐡鋼協會々
誌 

11,732 

9 窯業協會誌 16,629 19 日本臨床細胞学会雑誌 11,681 

10 日本産科婦人科學會雜誌 16,325 20 
電子情報通信学会総合大
会講演論文集 

11,641 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
一方で表 5-21より、機関リポジトリへのリンクが多い雑誌は全く異なる様相を見せてい
る。上位 20誌のほとんどは大学等の紀要もしくは特定の大学を中心に発行している雑誌で
あり、例外は 20位の『日本機械学會論文集. B編』のみである（雑誌名等ではわかりにく
いが、『数理解析研究所講究録』、『物性研究』、『泌尿器科紀要』、『東南アジア研究』はいず

れも京都大学の紀要。『The KITAKANTO medical journal』は群馬大学を中心とする北関
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東医学会発行誌。『國民經濟雜誌』は神戸大学に拠点を置く雑誌。『彦根論叢』は滋賀大学

経済経営研究所の発行）。単に紀要が多いだけではなく、経済学や商学、法学や地域研究等

の社会科学系のタイトルが多いこともNII-ELS上位とは異なる傾向である。 
 

表 5-21 機関リポジトリへのリンク上位 20 誌 

順位 雑誌名 
機関リポジトリ
へのリンク数 

順位 雑誌名 
機関リポジトリ
へのリンク数 

1 千葉医学雑誌 5,125 11 一橋論叢 848 
2 数理解析研究所講究録 3,358 12 金沢大学十全医学会雑誌 721 
3 東京女子医科大学雑誌 1,903 13 同志社法學 584 
4 物性研究 1,885 14 彦根論叢 571 
5 泌尿器科紀要 1,740 15 琉球大学農学部学術報告 569 
6 The KITAKANTO medical 
journal 

1,369 
16 
東南アジア研究 539 

7 國民經濟雜誌 1,200 17 長崎大学工学部研究報告 537 

8 
Tohoku journal of 
agricultural research 

1,137 18 
鹿兒島大學農學部學術報
告 

514 

9 香川大学農学部学術報告 1,020 19 法政研究 498 
10 三田商学研究 933 20 日本機械学會論文集. B編 497 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
 以上は CiNii に収録されていたりリンクが付与されていたりした文献の数で見た場合で
あるが、それらのアクセス・クリックの回数についてはさらに異なる傾向がある。 
表 5-22は書誌画面へのアクセス数が多かった雑誌上位 20誌を示したものである。アク
セスのあった文献数上位（表 5-19）と比べると重複して登場する雑誌も多い一方で、『理学
療法学』のように順位の上がっているものや、『リハビリテーション医学』のように文献数

では上位 20位に入らないもののアクセス数では上位に入っている雑誌も存在する。 
 

表 5-22 書誌画面アクセス数上位 20誌 
順位 雑誌名 アクセス数 順位 雑誌名 アクセス数 
1 Japanese circulation journal 139,468 11 日本外科学会雑誌 24,770 
2 日本消化器外科学会雑誌 64,540 12 日本産科婦人科學會雜誌 23,644 
3 日本放射線技術學會雜誌 60,299 13 日本小児外科学会雑誌 22,353 

4 理学療法学 39,961 14 
リハビリテーション医学 : 日
本リハビリテーション医学会誌 

21,974 

5 
Chemical & pharmaceutical 
bulletin 

32,133 15 窯業協會誌 21,150 

6 日本物理学会講演概要集 29,414 16 アレルギー 21,032 
7 肺癌 29,412 17 産業医学 20,803 
8 日本泌尿器科學會雜誌 29,293 18 土と基礎 20,419 
9 日本消化器外科学会雑誌 29,280 19 鐵と鋼 : 日本鐡鋼協會々誌 18,603 
10 日本放射線技術學會雜誌 26,460 20 地質學雜誌 18,148 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 
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 また、表 5-23は本文等リンクのクリック数上位 20誌を示したものである。本文等リン
クのクリック数については表 5-19、表 5-20、表 5-21のいずれとも大きく異なる傾向を示
し、体育や教育心理学、リハビリテーション、工学、建築学等の雑誌が上位を占めている。 
 

表 5-23 本文等クリック数上位 20 誌 
順位 雑誌名 クリック数 順位 雑誌名 クリック数 
1 理学療法学                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    34,100 11 建築雑誌                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      8,671 
2 体力科學                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      16,596 12 日本機械学會論文集. B 編                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       8,429 

3 
日本教育心理学会総会発表
論文集                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

15,931 13 日本建築学会計画系論文集                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      7,190 

4 教育心理学研究                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                14,365 14 日本機械学會誌                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                6,621 

5 
リハビリテーション医学 : 日
本リハビリテーション医学会誌                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

13,141 15 日本放射線技術學會雜誌                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        6,442 

6 日本体育学会大会号                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            11,660 16 全国大会講演論文集                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            6,219 
7 心身医学                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      11,082 17 Japanese circulation journal                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  6,152 
8 日本機械学會論文集. C 編                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       9,677 18 社会心理学研究                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                6,084 

9 日本消化器外科学会雑誌                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        9,589 19 
電子情報通信学会総合大会
講演論文集                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

5,965 

10 鐵と鋼 : 日本鐡鋼協會々誌    8,718 20 日本機械学會論文集. A 編  5,901 

 *2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
さらに表 5-24は本文等クリックのうち、機関リポジトリへのリンクのクリック数上位 20
誌を示したものである。こちらも機関リポジトリへのリンク数（表 5-21）とは大きく異な
る様相を見せ、心理学や教育学を中心に社会科学や人文学分野のタイトルが上位を占める。

中でもクリック数 1位は『筑波大学心理学研究』、2位は『広島大学心理学研究』と心理学
分野の紀要が上位を占めている。5.5.2で CiNiiからよくアクセスされる機関リポジトリは
筑波大学・広島大学のものであることを指摘したが、その一因としてはこれらの心理学分

野の紀要論文に対するアクセス数が多かったことの影響があると考えられる。 
このように単純にアクセス上位タイトルだけから見ても収録文献数、アクセス数、リン

ク数、クリック数の間には異なる傾向があることがわかる。以下ではさらに詳細に各雑誌

の属する分野やその文献タイプごとの分析を行なっていく。 
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表 5-24 機関リポジトリへのリンククリック数上位 20誌 
順位 雑誌名 クリック数 順位 雑誌名 クリック数 

1 筑波大学心理学研究 955 11 

大学院教育改革支援プログラ
ム「日本文化研究の国際的情
報伝達スキルの育成」活動報
告書 

427 

2 広島大学心理学研究 807 12 國民經濟雜誌 411 

3 
教育実践総合センター研究紀
要 

798 13 
岩手大学教育学部附属教育
実践総合センター研究紀要 

392 

4 数理解析研究所講究録 769 14 九州大学心理学研究 374 

5 上越教育大学研究紀要 639 15 
大阪教育大学紀要. 第4部門, 
教育科学 

361 

6 三田商学研究 511 16 一橋論叢 359 
7 弘前大学教育学部紀要 500 17 彦根論叢 330 

8 
京都大学大学院教育学研究
科紀要 

473 18 同志社政策科学研究 308 

9 千葉大学人文社会科学研究 429 19 
大分大学教育福祉科学部研
究紀要 

305 

10 学部・附属学校共同研究紀要 428 20 同志社法學 298 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

 
(2) 雑誌の主題と書誌画面アクセス・本文等クリック 

 5.3.2(3)で説明したとおり、雑誌の主題と書誌画面アクセス・本文等クリックの関係につ
いては、ISSNが付与されている雑誌に限定して分析した。分析対象雑誌は 19,064誌（全
体 34,278誌の 55.6%）であった。表 5-25は科学研究費補助金の系・分野・分化・細目に
おける系（人文社会系、理工系、生物系、その他）別に、2010年 12月中にアクセスのあ
った雑誌数、文献数、書誌画面へのアクセス数（合計／文献平均）を示したものである。 
 

表 5-25 系別雑誌数・文献数・書誌画面アクセス数（合計／文献平均） 
系 雑誌数 文献数 

書誌アクセス数 
（合計） 

書誌アクセス数 
（文献平均） 

人文社会系 7,704 335,947 637,503 1.9 
理工系 4,327 642,435 1,104,991 1.7 
生物系 4,005 867,669 1,434,496 1.7 
その他 3,028 122,658 251,975 2.1 
全体 19,064 1,968,709 3,428,965 1.7 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

*ISSN データのある雑誌掲載論文のみを対象とする 

 
アクセスのあった雑誌タイトルが最も多かったのは人文社会系であるが、文献数単位で

見ると理工系や生物系の方が多い。これは雑誌 1 タイトルあたりの掲載文献数の違いによ
るものと考えられる。書誌画面アクセス数が最も多かったのは合計で見ると生物系である

が、これは文献数の多さの影響による。文献あたりの平均アクセス数で見ると人文社会系

の方が理工系、生物系よりもわずかにアクセス数が多くなっている。Kruskal-Wallisの検定
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より 13

 表 5-26は同様に、分野別に分析対象機関中にアクセスのあった雑誌数、文献数、書誌画
面へのアクセス数（合計／文献平均）を示したものである。各分野の合計が表 5-25の系別
の値に一致しないのは、系は特定できても分野単位まで特定できない場合が含まれていた

ためである（具体的にどのような場合が該当するかは付録資料 5 付表 5-1参照）。 

、有意水準 1%でこの差は有意である（N=1,968,709、p<0.001）。 

分野単位で見ると社会科学が最もアクセスのあった雑誌タイトル数が多く、次いで人文

学、医歯薬学、工学と続く（「その他」は除く、以下同様）。しかし文献数で見ると最も多

いのは医歯薬学であり、次いで工学、社会科学、数物系科学、人文学と続く。これも前述

のとおり、社会科学や人文学では雑誌あたりの掲載文献が少ないことの影響があると考え

られる。また、書誌画面アクセス数が最も多かったのは医歯薬学であり、次いで工学であ

るが、これも文献数の多さの影響によるものである。文献あたりの書誌アクセス数で見る

と最も多いのは社会科学であり、数物系科学や化学で少なくなっている。Kruskal-Wallis
の検定より、有意水準 1%でこの差は有意である（N=1,931,246、p<0.001）。 

 
表 5-26 分野別雑誌数・文献数・書誌画面アクセス数（合計／文献平均） 
系 雑誌数 文献数 

書誌アクセス数 
（合計） 

書誌アクセス数 
（文献平均） 

人文学 2,994 102,802 179,090 1.7 
社会科学 4,710 233,145 458,413 2.0 
数物系科学 863 113,186 170,020 1.5 
化学 216 47,015 70,328 1.5 
工学 2,310 444,771 786,357 1.8 
生物学 557 41,624 67,134 1.6 
農学 985 85,675 149,780 1.7 
医歯薬学 2,463 740,370 1,217,582 1.6 
その他 3,028 122,658 251,975 2.1 
全体 18,126 1,931,246 3,350,679 1.7 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 

*ISSN データがあり、分野の特定できた雑誌掲載論文のみを対象とする 

 
 また、表 5-27は系別、表 5-28は分野別に、文献ごとに幾つの情報源に対しリンクが貼
られているかを集計したものである。カイ二乗検定より、系別・分野別のいずれにおいて

も有意水準 1%でリンク数と系（N=1,968,709、χ2=625,817.749、df=15、p<0.001）ある
いは分野（N=1,931,246、χ2=777,278.220、df=40、p<0.001）の間には有意な関係がある。 
 系ごとに見ると、「その他」を除くと、人文社会系では一つの情報源にもリンクがない文

献が 57.5%を占めている。表 5-28から分野ごとに見ると人文学・社会学とも一つもリンク
                                                   
13 一般に被引用数、アクセス数等のデータは正規分布に従わないことが知られている。実
際に書誌画面へのアクセス数データについて、Kolmogorov-Smirnovの正規性の検定を行
なったところ、有意水準 1%で書誌画面へのアクセス数が正規分布に従うという帰無仮説は
棄却された（統計量 0.451、自由度 2,318,892、p<0.001）。よって、ここではノンパラメト
リック検定である Kruskal-Wallisの検定を用いることとした。 
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がない文献が過半数であり、リンクが付与されない文献が多いのはどちらかの分野の傾向

ではなく人文社会系に共通の傾向であると言える。人文社会系ではリンクがある場合でも

ほとんどの文献は一つのみであり、二つ以上の情報源に対しリンクの付与されている文献

は 10%に満たない。 
 

表 5-27 系別・文献ごとのリンク付与状況 
 0 本 1 本 2 本 3 本 4 本 5 本 

人文社会系 
（N = 335,947） 

193,008  118,596  22,967  1,272  104  0  
57.5% 35.3% 6.8% 0.4% 0.0% 0.0% 

理工系 
（N = 642,435） 

128,349  451,951  50,661  9,915  1,533  26  
20.0% 70.3% 7.9% 1.5% 0.2% 0.0% 

生物系 
（N = 867,669） 

65,764  415,753  350,191  24,808  10,854  299  
7.6% 47.9% 40.4% 2.9% 1.3% 0.0% 

その他 
（N = 122,658） 

58,774  54,723  8,903  256  2  0  
47.9% 44.6% 7.3% 0.2% 0.0% 0.0% 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 
*ISSN データのある雑誌掲載論文のみを対象とする 

 

表 5-28 分野ごとのリンク付与状況 
 0 本 1 本 2 本 3 本 4 本 5 本 
人文学 
（N = 102,802） 

63,487  34,363  4,588  350  14  0  
61.8% 33.4% 4.5% 0.3% 0.0% 0.0% 

社会科学 
（N = 233,145） 

129,521  84,233  18,379  922  90  0  
55.6% 36.1% 7.9% 0.4% 0.0% 0.0% 

数物系科学 
（N = 113,186） 

18,855  88,902  4,856  565  8  0  
16.7% 78.5% 4.3% 0.5% 0.0% 0.0% 

化学 
（N = 47,015） 

7,335  19,778  12,482  6,045  1,354  21  
15.6% 42.1% 26.5% 12.9% 2.9% 0.0% 

工学 
（N = 444,771） 

84,880  326,717  29,880  3,217  77  0  
19.1% 73.5% 6.7% 0.7% 0.0% 0.0% 

生物学 
（N = 41,624） 

7,658  28,570  3,904  999  470  23  
18.4% 68.6% 9.4% 2.4% 1.1% 0.1% 

農学 
（N = 85,675） 

21,976  50,815  9,430  1,516  1,905  33  
25.7% 59.3% 11.0% 1.8% 2.2% 0.0% 

医歯薬学 
（N = 740,370） 

36,130  336,368  336,857  22,293  8,479  243  
4.9% 45.4% 45.5% 3.0% 1.1% 0.0% 

その他 
（N = 122,658） 

58,774  54,723  8,903  256  2  0  
47.9% 44.6% 7.3% 0.2% 0.0% 0.0% 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 
*ISSN データがあり、分野の特定できた雑誌掲載論文のみを対象とする 

 
 一方、理工系では一つもリンクがない文献は 20.0%と少ない。しかし 2 本以上リンクが
ある文献も 10%に満たず、全体の 70%の文献は一つのみしかリンクが貼られていない。分
野別に見ると、一つしかリンクのない文献が多いのは数物系科学（78.5%）と工学（73.5%）
である。化学では一つしかリンクがない場合は 42.1%にとどまり、二つ以上も 26.5%、三
つ以上も 12.9%と、複数の情報源に対しリンクが付与されている場合が他の分野よりも多
い。 
 生物系ではリンクがない場合は 7.6%とわずかで、一つの情報源に対してしかリンクがな
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い場合は 47.9%、二つリンクがある場合が 40.4%と、他の系に比べて複数のリンクが貼ら
れている場合が多い。これは生物系に特化したデータベースである、医中誌Webへのリン
クが影響していると考えられる（詳細は後述）。分野別で見ると生物学と農学ではリンクの

ない場合や一つしかリンクのない場合も多いが、医歯薬学ではリンクのない文献は 4.9%と
5%に満たず、さらに一つしかリンクのない文献が 45.4%、二つリンクがある文献が 45.5%
と、二つリンクのある文献の方が多くなっている。 
 これらのリンクについて、系・分野別に表 5-12と同様にリンク先情報源ごとのリンク数、
リンク率、リンク表示回数（当該リンクが付与された文献への書誌アクセス数）、クリック

数、クリック率を示したものが表 5-29～表 5-38である。いずれも 2010年 12月中に 1回
以上、書誌画面にアクセスのあった文献で、かつ系については ISSNデータがある雑誌に掲
載されたもののみを、分野についてはさらに分野の特定できた雑誌に掲載された文献のみ

を対象としている。 
 

表 5-29 系別の NII-ELS へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 
系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 335,947 108,028 32.2% 282,171 253,875 90.0% 
理工系 642,435 487,263 75.8% 889,013 336,533 37.9% 
生物系 867,669 596,448 68.7% 1,048,805 277,060 26.4% 
その他 122,658 48,672 39.7% 131,687 119,318 90.6% 

 
表 5-30 系別の機関リポジトリへのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 
系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 335,947 38,619 11.5% 80,835 36,347 45.0% 
理工系 642,435 23,523 3.7% 40,034 4,955 12.4% 
生物系 867,669 34,073 3.9% 67,855 7,967 11.7% 
その他 122,658 17,166 14.0% 37,828 14,560 38.5% 

 
表 5-31 系別の医中誌Web のリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 
系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 335,947 18,902 5.6% 47,085 6,292 13.4% 
理工系 642,435 11,652 1.8% 21,629 665 3.1% 
生物系 867,669 545,759 62.9% 937,733 36,736 3.9% 
その他 122,658 3,951 3.2% 11,629 522 4.5% 

 
表 5-32 系別の J-STAGE へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 
系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 335,947 1,824 0.5% 5,352 1,683 31.4% 
理工系 642,435 22,271 3.5% 37,695 3,563 9.5% 
生物系 867,669 24,198 2.8% 45,408 2,903 6.4% 
その他 122,658 1,776 1.4% 2,575 373 14.5% 

 
表 5-33 系別の CrossRef へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
人文社会系 335,947 1,389 0.4% 3,800 230 6.1% 
理工系 642,435 44,571 6.9% 79,807 861 1.1% 
生物系 867,669 34,992 4.0% 61,645 549 0.9% 
その他 122,658 1,740 1.4% 2,505 109 4.4% 
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表 5-34 分野別の NII-ELS へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
人文学 102,802 31,902  31.0% 73,775  50,024  67.8% 
社会科学 233,145 76,126  32.7% 208,396  203,851  97.8% 
数物系科学 113,186 87,175  77.0% 136,209  40,257  29.6% 
化学 47,015 37,485  79.7% 57,442  8,559  14.9% 
工学 444,771 346,968  78.0% 651,027  262,382  40.3% 
生物学 41,624 28,670  68.9% 49,726  17,807  35.8% 
農学 85,675 56,624  66.1% 109,318  39,393  36.0% 
医歯薬学 740,370 511,154  69.0% 889,761  219,860  24.7% 
その他 122,658 48,672  39.7% 131,687  119,318  90.6% 

 

表 5-35 分野別の機関リポジトリへのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
人文学 102,802 11,076  10.8% 20,854  8,757  42.0% 
社会科学 233,145 27,543  11.8% 59,981  27,590  46.0% 
数物系科学 113,186 8,787  7.8% 13,909  1,459  10.5% 
化学 47,015 645  1.4% 1,043  102  9.8% 
工学 444,771 7,704  1.7% 13,785  1,095  7.9% 
生物学 41,624 1,983  4.8% 3,423  523  15.3% 
農学 85,675 8,580  10.0% 16,180  2,091  12.9% 
医歯薬学 740,370 23,510  3.2% 48,252  5,353  11.1% 
その他 122,658 17,166  14.0% 37,828  14,560  38.5% 

 
表 5-36 分野別の医中誌Web へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
人文学 102,802 437  0.4% 1,532  119  7.8% 
社会科学 233,145 18,465  7.9% 45,553  6,173  13.6% 
数物系科学 113,186 147  0.1% 385  17  4.4% 
化学 47,015 6,952  14.8% 9,917  33  0.3% 
工学 444,771 3,510  0.8% 7,707  446  5.8% 
生物学 41,624 5,388  12.9% 7,963  479  6.0% 
農学 85,675 7,827  9.1% 18,200  310  1.7% 
医歯薬学 740,370 532,544  71.9% 911,570  35,947  3.9% 
その他 122,658 3,951  3.2% 11,629  522  4.5% 

 
表 5-37 分野別の J-STAGE へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 
系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 102,802 486  0.5% 996  2  0.2% 
社会科学 233,145 1,338  0.6% 4,356  1,681  38.6% 
数物系科学 113,186 1,901  1.7% 3,159  229  7.2% 
化学 47,015 8,402  17.9% 12,779  599  4.7% 
工学 444,771 11,265  2.5% 20,130  2,525  12.5% 
生物学 41,624 2,562  6.2% 4,099  405  9.9% 
農学 85,675 3,742  4.4% 9,045  259  2.9% 
医歯薬学 740,370 17,894  2.4% 32,264  2,239  6.9% 
その他 122,658 1,776  1.4% 2,575  373  14.5% 
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表 5-38 分野別の CrossRef へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 
系 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 102,802 744  0.7% 1,325  4  0.3% 
社会科学 233,145 645  0.3% 2,475  226  9.1% 
数物系科学 113,186 2,331  2.1% 3,162  69  2.2% 
化学 47,015 14,914  31.7% 25,922  148  0.6% 
工学 444,771 26,989  6.1% 49,720  635  1.3% 
生物学 41,624 2,767  6.6% 4,229  83  2.0% 
農学 85,675 5,235  6.1% 12,759  51  0.4% 
医歯薬学 740,370 26,990  3.6% 44,657  415  0.9% 
その他 122,658 1,740  1.4% 2,505  109  4.4% 

 
 まずリンク数・率について系別に見ると、いずれの系でもNII-ELSへのリンクが最も多
く、次いで人文社会系では機関リポジトリ、理工系では CrossRef、生物系では医中誌Web
へのリンクが多い。 
その中で人文社会系については NII-ELSへのリンク率が 32.2%と他の系よりも低く、機
関リポジトリへのリンクは他の系よりも多いものの 11.5%にとどまっている。他の情報源へ
のリンクは少なく、そのため表 5-27で見たように人文社会系においてはリンクが一つもな
い文献の割合が多くなったと考えられる。また、リンク率については人文学・社会科学の

間で大きな差はない。 
理工系はNII-ELSへのリンク率が 75.8%とどの系よりも高い一方で、他の情報源へのリ
ンクはいずれも 10%に満たない。理工系で一つの情報源に対してのみリンクのある文献の
割合が多かったのはこのためである。分野別に見ると、NII-ELS へのリンクについては分
野による差はないが、機関リポジトリへのリンクは数物系科学で多く、医中誌 Web、
J-STAGE、CrossRefへのリンクは化学で多くなっている。 
 生物系は NII-ELSへのリンク率は 68.7%と理工系よりも低いが、医中誌Webへのリンク
率も 62.9%と高く、他の系よりも二つ以上リンクのある文献の割合が多かったのはこのた
めである。分野別に見ると NII-ELSへのリンク率は分野による差がない一方、医中誌Web
へのリンク率は医歯薬学分野で突出して高くなっている（医中誌Webが医学分野のデータ
ベースであることを考えればこれは当然である）。また、農学分野については機関リポジト

リへのリンク率も 10.0%と他の分野より高くなっている。 
 次にリンク表示回数、クリック数、クリック率について系別に見ると、いずれの系でも

クリック率はNII-ELSへのリンクが最も高く、次いで機関リポジトリ、J-STAGE、医中誌
Web、CrossRefの順になっている。系・分野を分けない分析でも見たとおり、NII-ELSは
当然ながら、CiNii上での文献需要に最も応えている情報源と言える。 
 詳細に見ていくと、人文社会系はどの情報源においても他の系よりもクリック率が高く

なっており、NII-ELS へのリンクに至っては 90.0%、機関リポジトリでも 45.0%の利用者
は、書誌画面に表示されたリンクをクリックしている。分野を分けてみると、機関リポジ

トリ以外の情報源については人文学分野の文献ではクリック率が低く、社会科学で高い傾

向がある。特にNII-ELSと J-STAGEではクリック率の差が 30%以上あり、この傾向が顕
著である。一方、機関リポジトリでは人文学と社会科学間のクリック率の差は少ない。 
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 理工系については医中誌Web以外では人文社会系の次にクリック率が高いが、NII-ELS
でも 37.9%、機関リポジトリで 12.4%、他はすべて 10%未満と、人文社会系に比べるとク
リック率は大きく下がっている。分野を分けると、NII-ELS と J-STAGE では工学のクリ
ック率が高く、工学のみ J-STAGEへのリンクの方が、クリック数・率とも機関リポジトリ
に勝っている。機関リポジトリではリンク率と同様、数物系科学のクリック率が比較的高

い（ただし 10%前後である）。 
 生物系は医中誌Webを除いてクリック率が低い傾向にある。医中誌Webについては理工
系より高く、医歯薬学ではクリック数が約 36,000 回と医中誌 Web へのクリックの大部分
を占めているが、これはリンク数とその表示回数の多さに由来するものである。クリック

率自体は 3.9%と他の情報源に比べても低くなっていた。 
 さらに表 5-39～表 5-48は表 5-18と同様に、ユニークリンク（当該情報源のみに対して
リンクが付与されていた場合）に限定して、リンク表示回数・クリック数・クリック率を

示したものである。また、あわせてリンク数に占めるユニークリンクの割合も示している。

ここでも 2010年 12月中に 1回以上、書誌画面にアクセスのあった文献で、かつ系につい
ては ISSNデータがある雑誌に掲載されたもののみを、分野についてはさらに分野の特定で
きた雑誌に掲載された文献のみを対象としている。 
 
表 5-39 系別の NII-ELS へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 108,028 84,668  78.4% 218,566  191,962  87.8% 
理工系 487,263 436,611  89.6% 792,474  301,168  38.0% 
生物系 596,448 230,457  38.6% 367,649  90,375  24.6% 
その他 48,672 41,240  84.7% 108,495  98,289  90.6% 
 
表 5-40 系別の機関リポジトリへのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 38,619 24,251  62.8% 46,154  33,268  72.1% 
理工系 23,523 10,085  42.9% 15,277  3,799  24.9% 
生物系 34,073 7,389  21.7% 12,022  2,929  24.4% 
その他 17,166 10,683  62.2% 20,624  13,174  63.9% 
 
表 5-41 系別の医中誌Web へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 18,902 9,116  48.2% 16,756  4,842  28.9% 
理工系 11,652 1,661  14.3% 2,449  407  16.6% 
生物系 545,759 176,975  32.4% 251,654  28,402  11.3% 
その他 3,951 2,610  66.1% 3,976  376  9.5% 
 
表 5-42 系別の J-STAGE へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 1,824 320  17.5% 748  474  63.4% 
理工系 22,271 1,656  7.4% 2,524  411  16.3% 
生物系 24,198 323  1.3% 571  73  12.8% 
その他 1,776 190  10.7% 269  17  6.3% 
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表 5-43 系別の CrossRef へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文社会系 1,389 241  17.4% 309  0  0.0% 
理工系 44,571 1,938  4.3% 2,481  0  0.0% 
生物系 34,992 609  1.7% 758  2  0.3% 
その他 1,740 0  0.0% 0  0  - 

 

表 5-44 分野別の NII-ELS へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 31,902 27,100  84.9% 62,815  42,015  66.9% 
社会科学 76,126 57,568  75.6% 155,751  149,947  96.3% 
数物系科学 87,175 83,293  95.5% 128,502  37,157  28.9% 
化学 37,485 19,535  52.1% 27,798  4,125  14.8% 
工学 346,968 321,557  92.7% 600,061  239,636  39.9% 
生物学 28,670 24,655  86.0% 42,632  15,419  36.2% 
農学 56,624 44,792  79.1% 80,297  31,487  39.2% 
医歯薬学 511,154 161,010  31.5% 244,720  43,469  17.8% 
その他 48,672 41,240  84.7% 108,495  98,289  90.6% 
 
表 5-45 分野別の機関リポジトリへのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 11,076 6,982  63.0% 12,038  8,003  66.5% 
社会科学 27,543 17,269  62.7% 34,116  25,265  74.1% 
数物系科学 8,787 4,920  56.0% 6,853  1,090  15.9% 
化学 645 141  21.9% 196  28  14.3% 
工学 7,704 1,474  19.1% 2,362  650  27.5% 
生物学 1,983 787  39.7% 1,104  360  32.6% 
農学 8,580 3,977  46.4% 6,904  1,849  26.8% 
医歯薬学 23,510 2,625  11.2% 4,014  720  17.9% 
その他 17,166 10,683  62.2% 20,624  13,174  63.9% 

 
表 5-46 分野別の医中誌Web へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 437 38  8.7% 73  9  12.3% 
社会科学 18,465 9,078  49.2% 16,683  4,833  29.0% 
数物系科学 147 37  25.2% 59  5  8.5% 
化学 6,952 74  1.1% 82  2  2.4% 
工学 3,510 1,220  34.8% 1,708  284  16.6% 
生物学 5,388 2,681  49.8% 3,499  400  11.4% 
農学 7,827 1,698  21.7% 2,379  217  9.1% 
医歯薬学 532,544 172,596  32.4% 245,776  27,785  11.3% 
その他 3,951 2,610  66.1% 3,976  376  9.5% 
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表 5-47 分野別の J-STAGE へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 486 3  0.6% 5  2  40.0% 
社会科学 1,338 317  23.7% 743  472  63.5% 
数物系科学 1,901 316  16.6% 439  66  15.0% 
化学 8,402 25  0.3% 34  11  32.4% 
工学 11,265 867  7.7% 1,314  179  13.6% 
生物学 2,562 246  9.6% 436  59  13.5% 
農学 3,742 17  0.5% 40  1  2.5% 
医歯薬学 17,894 60  0.3% 95  13  13.7% 
その他 1,776 190  10.7% 269  17  6.3% 

 

表 5-48 分野別の CrossRef へのユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

系 リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

人文学 744 240  32.3% 308  0  0.0% 
社会科学 645 1  0.2% 1  0  0.0% 
数物系科学 2,331 336  14.4% 403  0  0.0% 
化学 14,914 3  0.0% 3  0  0.0% 
工学 26,989 1,599  5.9% 2,075  0  0.0% 
生物学 2,767 201  7.3% 255  1  0.4% 
農学 5,235 331  6.3% 405  0  0.0% 
医歯薬学 26,990 77  0.3% 98  1  1.0% 
その他 1,740 0  0.0% 0  0  - 
 
 ユニークリンク数・ユニークリンク率について見ると、いずれの系でもNII-ELSへのリ
ンクについてはユニークリンクである割合が最も高く、次いで人文社会系と理工系では機

関リポジトリ、生物系では医中誌Webのユニークリンク率が高い。J-STAGEと CrossRef
のユニークリンク率が低い理由については 5.5.3(2)で述べたとおり、両者には同時にリンク
が貼られている場合が多いためである。 
 これらのユニークリンクのクリック率等について見ると、まず CrossRefへのリンクにつ
いてはほとんどクリックされておらず、ここでは分析の対象外とする。NII-ELSへのリン
クは多くの系・分野でユニークリンクに限った方がクリック率が低くなっている。表 5-17
で見た NII-ELSへのユニークリンク全体の場合とは異なる傾向であるが、これは系・分野
別の分析は ISSNが存在する文献に限っているために母集団が異なることの影響である（な
ぜ ISSNのある文献ではユニークリンクのクリック率が低いのかについては、はっきりとし
た答えはない）。機関リポジトリ、医中誌Web、J-STAGEについては、J-STAGEにおける
農学・その他の分野など母数が少ない場合を除き、いずれの系・分野でもユニークリンク

に限ったほうがクリック率が高くなっている。 
 その中でも人文学分野については、機関リポジトリへのユニークリンクのクリック率は

66.5%と、NII-ELS（66.9%）に匹敵する程度になっている。社会科学系でも 74.1%であり、
96.3%とほとんど全ての利用者がクリックする NII-ELS へのユニークリンクには及ばない
が、高い値を示している。実数で見ても生物学、医歯薬学分野以外では機関リポジトリへ

のユニークリンクは NII-ELS に次ぐクリック数である。CiNii 上では機関リポジトリ以外
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に入手手段のない文献が多く検索されており、それらがNII-ELSが本文ファイルを収録し
ている場合に次いで CiNii利用者の文献需要に応えていると言える。 
 以上の系・分野別の分析結果をまとめると、利用者が本文等へのリンクをクリックする

割合が高いのは人文社会系であり、その中でも機関リポジトリはNII-ELSに収録された本
文の次にクリックされている。これらの分野では機関リポジトリ以外に電子的入手手段の

ない文献（ユニークリンク）の割合も多く、人文社会系の CiNii利用者の文献需要の多くの
部分は機関リポジトリによって満たされていることが明らかになった。 
 
(3) 文献タイプと書誌画面アクセス・本文等クリック 

 表 5-49は junii2における文献タイプ別に 2010年 12月中にアクセスのあった雑誌数、
文献数、書誌画面へのアクセス数（合計／文献平均）を示したものである（合計が全体の

値に一致しないのは雑誌名等が特定できない場合があるため）。なお、文献タイプデータ取

得の都合から、対象は機関リポジトリへのリンクが 1件以上付与されている雑誌に限定し
ている。対象雑誌は 6,216誌（全体 34,278誌の 18.1%）であった。 
タイトル単位で見るとアクセスのあったタイトルの大多数は学術雑誌もしくは紀要であ

る。これは学術文献データベースとしての CiNiiとしての性格を考えれば当然と言える。そ
の他の文献タイプについてはタイトル単位で見るとほとんど含まれていない。 
一方、アクセスのあった文献単位で見ると会議録に収録されている文献が著しく多く、

紀要論文を超えている（最も多いのは学術雑誌掲載論文）。また、学術雑誌と紀要はタイト

ル単位での差は 500誌程度だが、文献数は 90万件弱の差があり、1誌あたりの掲載文献数
に大きな差があることがわかる。 
書誌アクセス数の合計で見ても大部分は学術雑誌に対するものであり、次いで紀要、会

議録に対するものが大半を占める。よって、以下ではこの三つの文献タイプのみを分析の

対象とすることにする。 
 
表 5-49 文献タイプ別雑誌数・文献数・書誌画面アクセス数（合計／文献平均） 
文献タイプ タイトル数 文献数 書誌アクセス数（合計） 書誌アクセス数（文献平均） 
学術雑誌 3,208 1,016,873 1,751,080 1.7 
学位論文 9 2,531 5,526 2.2 
紀要 2,729 123,829 241,970 2.0 
会議録 98 173,329 307,265 1.8 
発表資料 3 3,472 5,712 1.6 
図書 7 710 935 1.3 
技術報告 4 411 1,010 2.5 
研究報告 11 4,862 9,700 2.0 
一般記事 113 52,137 7,644 1.5 
プレプリント 1 61 80 1.3 
データ 2 25 27 1.1 
その他 31 499 1,124 2.3 
*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 
*ISSN データもしくは雑誌名データがあった雑誌掲載文献のみを対象とする 

*機関リポジトリに掲載論文が 1本以上、登録されている雑誌掲載文献のみ対象とする 
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 表 5-50は 1件以上、機関リポジトリにリンクが貼られている学術雑誌、紀要、会議録に
限定し、文献ごとに幾つの情報源に対しリンクが貼られているかを集計したものである。「1
件以上機関リポジトリにリンクが貼られている」雑誌等を対象にしているのにリンクが一

つもない文献があるが、これは「収録文献の中で機関リポジトリにリンクが貼られている

ものが 1 本以上あるタイトル」が対象である（タイトル単位で 1 件以上リンクがある）た
めであり、同一タイトルに掲載されていても文献によってリンク数が異なることに起因す

る。カイ二乗検定より、有意水準 1%でリンク数と文献タイプの間には有意な関係がある
（N=1,314,031、χ2=155,475.585、df=10、p<0.001）。 
 文献タイプ別に見ると、会議録収録論文はリンクのない割合が 1.6%と最も低い一方で、
ほとんどの文献は一つの情報源に対するリンクしかない（95.1%）。学樹雑誌論文はリンク
のない割合が 8.1%と会議録収録論文の次に少なく、1 件のみリンクがある場合が 56.0%と
過半数を占める。会議録収録論文とは異なり、リンクが 2 件ある場合も 32.5%と多い。ま
た、紀要論文は一つもリンクがない場合が 28.0%と他よりも多いが、一つしかリンクがな
い場合は 45.1%と他より少なく、リンクが 2 件ある場合は 25.2%と会議録収録論文よりも
多い。 
 

表 5-50 文献タイプ別・文献ごとのリンク付与状況 
 0 本 1 本 2 本 3 本 4 本 5 本 
学術雑誌 
（N = 1,016,873） 

82,362  569,659  330,133  25,814  8,656  249  
8.1% 56.0% 32.5% 2.5% 0.9% 0.0% 

紀要 
（N = 123,829） 

34,613  55,810  31,246  2,160  0  0  
28.0% 45.1% 25.2% 1.7% 0.0% 0.0% 

会議録 
（N = 173,329） 

2,707  164,822  5,784  16  0  0  
1.6% 95.1% 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

*2010 年 12 月中に 1 回以上書誌画面にアクセスのあった文献のみを対象とする 
*ISSN データもしくは雑誌名データがあった雑誌掲載文献のみを対象とする 

*機関リポジトリに掲載文献が 1本以上、登録されている雑誌掲載文献のみ対象とする 
 
これらのリンクについて、文献タイプ別にリンク先情報源ごとのリンク数、リンク率、

リンク表示回数（当該リンクが付与された文献への書誌アクセス数）、クリック数、クリッ

ク率を示したものが表 5-51～表 5-55である。いずれも 2010年 12月中に 1回以上、書誌
画面にアクセスのあった文献で、ISSNデータもしくは雑誌名データのある雑誌、かつ機関
リポジトリに掲載文献が 1本以上登録されている雑誌に掲載された文献のみを対象として
いる。 

 
表 5-51 文献タイプ別の NII-ELS へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

文献タイプ 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
学術雑誌 1,016,873 842,638  82.9% 1,501,673  549,470  36.6% 
紀要 123,829 36,753  29.7% 88,419  63,532  71.9% 
会議録 173,329 170,393  98.3% 303,238  115,815  38.2% 
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表 5-52 文献タイプ別の機関リポジトリへのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

文献タイプ 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
学術雑誌 1,016,873 28,953  2.8% 54,453  7,930  14.6% 
紀要 123,829 78,481  63.4% 159,269  56,922  35.7% 
会議録 173,329 2,271  1.3% 4,378  204  4.7% 

 
表 5-53 文献タイプ別の医中誌Web へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

文献タイプ 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
学術雑誌 1,016,873 367,297  36.1% 638,792  15,835  2.5% 
紀要 123,829 9,476  7.7% 23,591  872  3.7% 
会議録 173,329 3,645  2.1% 7,805  203  2.6% 

 
表 5-54 文献タイプ別の J-STAGEへのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

文献タイプ 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
学術雑誌 1,016,873 38,700  3.8% 72,474  6,581  9.1% 
紀要 123,829 32  0.0% 36  2  5.6% 
会議録 173,329 116  0.1% 153  0  0.0% 

 
表 5-55 文献タイプ別の CrossRef へのリンク数・リンク率・クリック数・クリック率 

文献タイプ 文献数 リンク数 リンク率(%) リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 
学術雑誌 1,016,873 65,648  6.5% 119,694  1,465  1.2% 
紀要 123,829 40  0.0% 48  0  0.0% 
会議録 173,329 13  0.0% 19  0  0.0% 

 
 リンク数・率について見ると、学術雑誌と会議録についてはNII-ELSへのリンクが最も
多い（学術雑誌で 82.9%、会議録 98.3%）一方で、紀要についは機関リポジトリへのリン
クが最も多い（63.4%）。学術雑誌については他に医中誌 Web へのリンクも 36.1%と多く、
CrossRef、J-STAGEと続き、機関リポジトリへのリンクが最も少ない（2.8%）。紀要は機
関リポジトリ以外ではNII-ELS（29.7%）、医中誌Web（7.7%）へのリンクも一定程度ある
が、J-STAGE、CrossRef へのリンクはほとんどない。会議録については NII-ELS 以外に
は医中誌 Web と機関リポジトリへのリンクがあるものの、いずれも 5%と未満とごくわず
かである。 
 これらのリンクの表示回数・クリック状況に目を転じると、いずれの場合も最もクリッ

ク率が高いのがNII-ELSへのリンクであるのはこれまでの分析と同様である。とりわけ紀
要論文から NII-ELSへのリンクは 71.9%と高い割合でクリックされている。 
 次いでクリック率が高いのは機関リポジトリであるが、最も高い紀要についても 35.7%
と NII-ELSの 2分の 1以下である。ただし、機関リポジトリへのリンクのある紀要論文は
書誌画面が閲覧される回数（リンク表示回数）も多く、クリック数の実数は NII-ELS の
65,532回にも匹敵する 56,922回である。本分析では対象をタイトル単位で機関リポジトリ
に 1 件以上リンクしているものに限定しているため、機関リポジトリの影響力が水増しさ
れていることも一因と考えられるが、機関リポジトリにもリンクがある場合に限れば、機
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関リポジトリ登録の紀要論文に対する需要は高いと言える。他方、学術雑誌掲載論文につ

いては NII-ELSに対するリンクの約 70分の 1 のクリック数にとどまっている（それでも
J-STAGEへのリンクのクリック数を上回っているが、これも分析対象を限ったことの影響
を考慮する必要がある）。 
さらに表 5-56～表 5-60はユニークリンク（当該情報源のみに対してリンクが付与されて
いた場合）に限定して、文献タイプ別のリンク表示回数・クリック数・クリック率を示し

たものである。また、あわせてリンク数に占めるユニークリンクの割合も示している。こ

こでも 2010年 12月中に 1回以上、書誌画面にアクセスのあった文献で、ISSNデータも
しくは雑誌名データのある雑誌、かつ機関リポジトリに掲載文献が 1本以上登録されてい
る雑誌に掲載された文献のみを対象としている。 
 
表 5-56 文献タイプ別の NII-ELS ユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

文献タイプ リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

学術雑誌 842,638  502,170  59.6% 880,900  365,161  41.5% 
紀要 36,753  6,631  18.0% 16,023  12,875  80.4% 
会議録 170,393  164,615  96.6% 291,269  110,612  38.0% 

 
表 5-57 文献タイプ別の機関リポジトリニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

文献タイプ リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

学術雑誌 28,953  5,458  18.9% 8,760  4,290  49.0% 
紀要 78,481  47,656  60.7% 86,525  50,632  58.5% 
会議録 2,271  96  4.2% 150  87  58.0% 

 
表 5-58 文献タイプ別の医中誌Web ユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

文献タイプ リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

学術雑誌 367,297  58,858  16.0% 81,300  8,949  11.0% 
紀要 9,476  1,523  16.1% 2,893  356  12.3% 
会議録 3,645  9  0.2% 9  0  0.0% 

 
表 5-59 文献タイプ別の J-STAGE ユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

文献タイプ リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

学術雑誌 38,700  1,108  2.9% 1,819  475  26.1% 
紀要 32  0  0.0% 0  0  - 
会議録 116  102  87.9% 132  0  0.0% 
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表 5-60 文献タイプ別の CrossRef ユニークリンク数・クリック率等（ユニークリンクに限定） 

文献タイプ リンク数 
ユニーク 
リンク数 

ユニーク 
リンク率(%) 

リンク表示回数 クリック数 クリック率(%) 

学術雑誌 65,648  2,065  3.1% 2,668  3  0.1% 
紀要 40  0  0.0% 0  0  - 
会議録 13  0  0.0% 0  0  - 

 
ユニークリンク率について見ると、学術雑誌と会議録については NII-ELS が最も高い
（59.6%／96.6%）一方で、紀要については機関リポジトリが最も高い（60.7%）。 
それらのユニークリンクの表示回数・クリック状況を見ると、学術雑誌と会議録ではい

ずれも最も高いのは機関リポジトリ（49.0%／58.0%）へのリンクである。ただしこれはこ
れらの文献タイプでは機関リポジトリへのユニークリンクの表示回数も少ないことが影響

しており、実数ではそれほど多くはない（それでも他の情報源よりは多い）。 
一方、紀要については最もクリック率が高いのはNII-ELSへのリンクの 80.4%であるが、
ユニークリンクの表示回数自体は 16,023回と機関リポジトリ（リンク表示回数 86,525回）
の約 5分の 1にとどまり、ユニークリンクのクリック数（実数）も 12,875回と機関リポジ
トリ（50,632回）の 4分の 1強にとどまっている。紀要論文から機関リポジトリへのリン
クがクリックされる場合、そのほとんどは機関リポジトリ以外にはリンクのない文献であ

った（表 5-51より紀要から機関リポジトリへのリンクのクリック数は全体で 56,922回、
表 5-57よりそのうちユニークリンクのクリック数は 50,632回）。 
以上はあくまで文献タイプデータの取得の都合上、機関リポジトリに 1 件以上文献が登
録されているタイトルに限ったものであり、機関リポジトリの存在感が大きいのもその影

響があると考えられる。しかし機関リポジトリへのリンクの大半が紀要論文からのもので

あること、それらのクリック率・クリック数ともに高い水準にあることは確かに言える。 
 
5.5.5 CiNiiにおける機関リポジトリの位置づけのまとめ 

 5.5.1の分析結果より、機関リポジトリが CiNii上の本文等提供に占める割合は分析期間
を通じて安定して増加傾向にあり、分析開始当初の 2009 年 4 月には全本文等クリックの
2%を占める程度であったが、2010 年 12 月には約 5%を占めるまでになっている。これら
の CiNii から機関リポジトリへのアクセスを機関別に見ると筑波大学と広島大学に対する
ものが多いが、これは両大学の心理学分野の紀要論文に対するアクセス数が多いためであ

る。 
 さらに 2010年 12月分の CiNiiのアクセスログとリンク付与状況等の分析から、同月に
書誌画面にアクセスのあった文献のうち、機関リポジトリに対するリンクが付与されてい

るのは 5%程度にとどまっていた。これらのリンクがクリックされる割合は 29.2%であり、
NII-ELS に本文が収録されている場合のそのリンクのクリック率（43.0%）に比べると低
いが、他の情報源の中では高い値である。機関リポジトリのクリック率が低いのはNII-ELS
にも本文が収録されている場合、そちらの方がクリックされる頻度が 10倍以上多いためで
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あるが、機関リポジトリ以外へのリンクがない場合のクリック率はNII-ELSへのクリック
率（46.5%）よりも高く、57.7%に達している。また、このような機関リポジトリ以外の情
報源へのリンクがない場合（ユニークリンク）の割合は機関リポジトリへのリンク全体の

47.3%であり、これはNII-ELS（69.0%）に次ぐ値である。CiNiiから機関リポジトリへリ
ンクが貼られている場合、その文献は機関リポジトリ以外では入手できない場合が多く、

かつそのような場合には頻繁に利用されていることがわかる。また、NII-ELS に本文が収
録されている場合を除けば、機関リポジトリとその他の情報源に同時にリンクが貼られて

いる場合、最もクリックされる頻度が多いのは機関リポジトリであった。 
 これらの機関リポジトリへのリンクが付与されている文献の多くは大学・研究機関等の

紀要に掲載されたものである。また、クリックされる頻度が多いのも紀要に対するリンク

である。分野別に見ると機関リポジトリへのリンク数自体は人文社会系、理工系、生物系

等、広い範囲をカバーしているが、他の情報源に比べると人文社会系の文献からのリンク

が多い。また、クリックされる頻度が高いのも人文社会系である。これらの人文社会系・

紀要論文の中には機関リポジトリ以外にはリンクのない文献が多く含まれており、クリッ

クされる頻度が多いのもその影響によるものである。 
 以上のように、機関リポジトリは本文提供元として CiNiiの中で徐々に役割を拡大して来
ており、中でも人文社会系の紀要論文を中心に、機関リポジトリ以外では入手できない文

献を多く提供している。それらの文献は利用頻度も高く、機関リポジトリは他では入手で

きない人文社会系・紀要論文の電子的な入手元として、CiNiiの中で機能していると言える。 
 
5.6 考察と結論 

5.6.1 機関リポジトリにおける CiNiiの位置づけ 

 HUSCAP と KURENAI における、メタデータページを経由して本文にアクセスしたロ
グの分析から、野中の先行研究[30]と同様に、CiNiiからのアクセスは大学・研究機関等か
らのアクセスが多いこともわかった。また、CiNiiから機関リポジトリへのアクセスは、他
の場合に比べて本文到達率が高いことも明らかになった（全体では 26.7～34.7%に対し、
CiNii からのアクセスでは 75.3～78.4%）。ここから、機関リポジトリにとって CiNii は、
学術文献に対し強い需要を持った利用者を導いてくるゲートウェイとしての役割を担って

いると考えられる。 
 
5.6.2 CiNiiによる学術文献提供の中での機関リポジトリの位置づけ 

 2009年 4月～2010年 12月の CiNiiにおける本文等クリック数の分析から、機関リポジ
トリはクリック数全体の中で、本文提供元としては NII-ELS（90.3%）に次ぐ 4.7%を占め
ており、分析期間を通じてその占める割合は増して来ていることが明らかになった。本文

提供元としての機関リポジトリの重要性は高まってきていると考えられる。 
 また、2010 年 12 月の CiNii アクセスログの詳細分析から、書誌画面に機関リポジトリ
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へのリンクが表示されている場合、利用者がそれをクリックした割合（クリック率）は

29.2％で、NII-ELS（43.0%）に次いで高い値を示していた。さらに同月にアクセスのあっ
た文献中、機関リポジトリへのリンクがあったのは 122,589件であったが、そのうち 69,554
件（56.7%）と過半数は NII-ELS未収録文献であり、さらにうち 58,038件は機関リポジト
リ以外にはリンクがなく（ユニークリンク）、他では本文等の入手できない文献であった。

これらのユニークリンクに限ればクリック率は 57.7%と、NII-ELS へのユニークリンクの
クリック率（46.5%）よりも高くなっていた。 
 分野別に見ると、NII-ELSでは理工系（リンク率 75.8%）・生物系（68.7%）へのリンク
が多く、人社系で少なかったが（32.2%）、機関リポジトリでは人社系のリンク率が最も高
く（11.5%）、他は低かった（理工系 3.7%、生物系 3.9%）。クリック率はNII-ELS、機関リ
ポジトリとも人社系で高く、ユニークリンクに限ればNII-ELSで 87.8%、機関リポジトリ
で 72.1%と大部分のリンクがクリックされていた。 
 文献タイプ別に見ると、NII-ELS では学術雑誌（リンク率 82.9%）と会議録（98.3%）
へのリンクが多く紀要へのリンクが少ない（29.7%）のに対し、機関リポジトリでは紀要へ
のリンクが 63.4%ともっとも多くなっていた（他は学術雑誌 2.8%、会議録 1.3%）。さらに
紀要論文における、機関リポジトリへのリンクの 60.7%と過半数はユニークリンクであっ
た。そのクリック率も 58.5%と高く、紀要に限れば機関リポジトリへのリンクは NII-ELS
収録本文に匹敵する程度、利用されていた。 
 雑誌タイトル単位で見ると、機関リポジトリ登録コンテンツでよくクリックされている

のは心理学系・紀要論文へのリンクであった。そのため、合計で見るとそれらの文献を提

供する筑波大学・広島大学等へのリンクのクリック数が多くなっていた。 
 以上の結果から、機関リポジトリが提供する本文は CiNii において、NII-ELS に次ぐ本
文・書誌データの提供源であり、特に人文社会系・紀要論文での貢献が大きい。後藤や日

詰らの先行研究でも人文社会系における、機関リポジトリの CiNiiへの貢献の存在は指摘さ
れていたが[19][20]、本章の結果はそれを利用に基づいて実証したものと言える。さらにク
リック数・クリック率の分析から、これら機関リポジトリ提供文献には高い需要があるこ

とも示された。 
 
5.6.3 日本の学術文献需要における機関リポジトリの貢献 

 二つの分析の結果をまとめると、機関リポジトリは CiNiiにおいて人文社会系・紀要論文
を中心に書誌データと本文の提供に貢献しており、それらの文献へのリンクは良くクリッ

クもされている。さらに CiNiiから機関リポジトリにアクセスした後には、文献本文までア
クセスする割合も高い。本研究の結果及び野中の先行研究[30]から CiNii経由のアクセスに
ついては研究・教育機関の割合が多く、利用者アンケート[14][15]から学術・研究目的の利
用が主であることもわかっている。よって、CiNiiに代表される日本の学術文献需要におい
て、機関リポジトリが満たしているのは主として人文社会系・紀要論文への需要であり、
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NII-ELS に収録がない、すなわち他に電子的に本文が公開されていない場合によく利用さ
れていることがわかった。 
 以上の結果を第 2章図 2-1に当てはめて考えれば、CiNii利用者のような研究者・学生に
とって、機関リポジトリは他に電子版のない（独自）コンテンツを提供する、「電子出版・

電子図書館」としての役割を果たしていると言える。第 4章の分析で他に電子版のある公
開済みコンテンツの提供（「オープンアクセス」）が学生・研究者に対し大きな影響を及ぼ

さなかったことを指摘したが、対照的に独自コンテンツの電子化においては、特に人文社

会系を中心に、機関リポジトリが大きな役割を担っていることが確認されたと言える。 
 しかしアクセスログの分析はあくまで「電子ファイルへのアクセス」の分析である。利

用そのものを見るものではない、という第 3章で先行研究[48][49]に基づき指摘した問題点
は、本章で行なった CiNiiのアクセスログ分析においても同様である。アクセスした分析を
実際に利用しているのか否かは、web サーバ上のログに限らず、アクセスした者自身の行
動を調査しなければ明らかにはできない。そこで次章では人文社会系、中でも本章で機関

リポジトリ登録コンテンツが最も CiNii 経由でアクセスされていることが明らかになった
心理学分野の研究者を対象とする質問紙調査から、利用行動や研究者自身の機関リポジト

リの認知状況を明らかにすることを試みていく。 
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6. 日本の心理学研究者の機関リポジトリに関する認識と行動 
6.1 本章の目的 

 第 4・5章の分析結果から、研究者・学生等の学究集団による機関リポジトリ登録コンテ
ンツの利用と影響について以下のことがわかった。 
 
・機関リポジトリへの登録は雑誌論文（公開済みコンテンツ）の被引用数や電子ジャーナ

ルアクセス数に影響しない。その理由は、主な利用者が学究集団に属さない市民である

からである。 
・研究者・学生は CiNii経由で機関リポジトリ登録コンテンツに良くアクセスしており、特
に人文社会系・紀要論文（独自コンテンツ）の電子的提供において機関リポジトリが大

きな役割を担っている。 
 
ここから、研究者・学生にとって日本の機関リポジトリが現在果たしている主な役割は、

公開済みコンテンツの「オープンアクセス」実現手段というよりは、独自コンテンツの「電

子出版・電子図書館」インフラストラクチャであることが示唆される。 
 ただし、以上はアクセスログ分析や被引用分析等に基づく結果であり、必ずしも研究者

自身の利用状況を意味するものではない。そこで本章ではこれらの結果を補強することを

目的に行なった、日本の心理学者を対象とする機関リポジトリに対する認識・行動につい

ての質問紙調査の結果について説明する。 
第 5章の結果から、CiNii経由では人社系の独自コンテンツ、とりわけ心理学分野の紀要
論文がよくアクセスされていることがわかっている。また、心理学分野は CiNii利用者アン
ケートにおいても回答者の多くを占めている[1]。ここから心理学分野は CiNii を通じた文
献入手が盛んであり、その際に機関リポジトリを利用する割合も最も高い分野と考えられ

る。さらに第 3 章の結果から日本国内からは日本語コンテンツへのアクセス数が多いこと
もわかっている。第 5 章で示した CiNii 経由でのアクセスの多い心理学分野の紀要も、す
べて日本語で書かれたものである。このように心理学分野・日本語コンテンツは研究者・

学生から良くアクセスされており、実際に利用されてもいると考えられる。その利用状況

を、心理学者自身に対する質問紙調査から裏付けることが本章の第一の目的である。もし

アクセスが多いだけでなく心理学者自身も機関リポジトリ登録コンテンツをよく使うと認

識しているのであれば、機関リポジトリは研究者・学生にとって「電子出版・電子図書館」

のプラットフォームとしての役割を果たしていることがより確かになるであろう。 
 しかし、心理学者が機関リポジトリをよく利用していることを示すだけでは、研究者・

学生にとって機関リポジトリが「オープンアクセス」（公開済みコンテンツの発信）の実現

手段というよりも「電子出版・電子図書館」（独自コンテンツの発信）の場となっている、

と言い切ることはできない。そこで本章ではさらに機関リポジトリをよく利用しているの

は、心理学者の中でもどのような研究者であるか、専門領域や日常の情報行動、OA関連の
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認知・行動、機関リポジトリへの自身の論文登録経験等との関係についても分析した。心

理学分野の中には専門領域によって、日本国内で研究が完結している者と、国際誌（英文

誌）で積極的に発表を行なう者がいることが指摘されている[2]。米国心理学会長による OA
についての方針表明にも現れているように[3]、国際的な心理学者の間では OAが意識され
ている。心理学分野の電子アーカイブとしては既に CogPrintsが存在し[4]、Directory of 
Open Access Journalsには 2012年 11月現在で心理学分野の OA雑誌が 176件、収録され
ている[5]。必然的に、日本の心理学者でも国際誌を主に用いているような者は OAやセル
フ・アーカイブの潮流に触れる機会も多いと考えられる。もしこのような研究者（国際的

に研究活動を行なう、すなわち英語で研究を行ない、専ら英文誌を用いるために電子ジャ

ーナル環境が整っており、OAやセルフ・アーカイブについての認知・経験もある者）が機
関リポジトリ登録コンテンツをよく利用しているとすれば、機関リポジトリは「オープン

アクセス」の役割も果たしている可能性がある。一方、専ら日本語で研究活動を行ない、

そのため電子ジャーナル等が十分に整備されていないような研究者の方が機関リポジトリ

をよく用いているとすれば、確かに機関リポジトリは「オープンアクセス」の場というよ

りは独自コンテンツの「電子出版・電子図書館」の場となっている、と言うことができる

だろう。 
 以下、6.2節で関連研究について概観し、6.3節で本研究の調査方法と調査仮説を述べる。
6.4 節では調査結果についてまとめ、6.5 節ではその結果に基づき 6.3 節の仮説を検証し、
日本の心理学者にとって機関リポジトリが果たしている役割を検討する。 
 
6.2 関連研究 

ここではまず研究者における機関リポジトリの認識・行動に関する調査の先行例を、心

理学分野に限らずまとめる。次に心理学者を対象とする調査の前提として、心理学者によ

る情報メディアの利用に関する先行研究を概観する。 
 
6.2.1 研究者における機関リポジトリの認識・行動 

 機関リポジトリに対する研究者の意識や行動に関してはこれまでに複数の調査が行なわ

れている。その主な関心はセルフ・アーカイブや機関リポジトリ自体の認知と、セルフ・

アーカイブ経験の有無や他者がセルフ・アーカイブした論文の利用状況、及びそれらに影

響を与える要因を明らかにすることである場合が多く、調査方法としては質問調査による

ものが最も多い。 
 類似の研究として、機関リポジトリや OAという言葉が現れる以前から、物理学分野の
arXivをはじめとする主題リポジトリの研究者による利用状況の調査が行なわれていた
[6][7]。しかしこれは物理学など一部の分野に限られた話であり、他分野では OA以前には
主題リポジトリのような試みはそれほど普及していない。例えば 1997年に日本の心理学者
に対しインタビュー調査を行なった村主は、主題リポジトリ（村主の研究中では「イープ
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リント・アーカイブ」と表記）は存在自体知られていなかった、としている[8]。 
 一部の分野に限らない調査が行なわれるようになったのは OA やセルフ・アーカイブが
ある程度知られるようになってからであり、初期の調査としては 2002 年に英国・JISC の
助成の下で行なわれた Rights Metadata for Open-archiving（RoMEO）プロジェクトによ
るものが挙げられる[9][10][11]。同調査では複数のメーリングリスト等を通じ研究者にオン
ライン調査への参加を呼びかけ、542人から回答を得ている。調査の設計上、セルフ・アー
カイブや OAに積極的な者の回答が多いと考えられ、回答者の 58%が自身の論文を webで
無料で公開したことがあるとしていたが、そのうち機関のアーカイブ（機関リポジトリに

相当すると考えられる）で公開した、という者は 48人（9.0%）にとどまった。一方、機関
のアーカイブで公開された論文を利用したことがある、とした者は 306 人（56%）にのぼ
った。 
 その後の主だった調査には、2004年の Swanらよる二つの調査[12][13]、2005年の
Mulliganら[14]、同年の国立大学図書館協会[15]、2006年の Kim[16][17]、2007年の
RIN[18]、2009年の Ithaka S+R[19]、同年の Cullenら[20]、2010年の PEER[21]、2011
年の RSP・UKCoRR合同による調査[22]等がある。それぞれの対象者、回答数・回答率、
集計結果について表 6-1にまとめて示す。 
 表からわかるようにほとんどの調査は機関リポジトリでのセルフ・アーカイブの実施経

験（自身の論文の登録経験）について尋ねるものである。「電子出版・電子図書館」として

の機関リポジトリにおいては研究者は登録された論文を利用するだけで、自身が論文を登

録することはなく、その役割が果たされているかを知るには機関リポジトリに登録された

論文の利用経験の有無が重要となるが、これを調査したものは少ない。 
機関リポジトリでのセルフ・アーカイブの実施経験についてはその動機についても調査

が行なわれている。しかし分野内でのセルフ・アーカイブに対する認識や、自身が OA 論
文の恩恵を受けた経験がセルフ・アーカイブの意志に影響するとの指摘がある[16]一方で、
両者の間に有意な相関関係はないとする研究もあり[23] 、必ずしも定まった傾向があるわ
けではない。 
 日本の研究者を対象とする調査としては、2005年に国立大学図書館協会国際学術コミュ
ニケーション委員会が行なった研究活動及びオープンアクセスに関する調査の中で、セル

フ・アーカイブとリポジトリについても触れられている[15]。同調査は国立大学法人及び大
学共同利用機関法人に所属する教員の中から無作為に抽出した 2,000 人を対象に郵送によ
る質問紙調査を行なったもので、有効回答数は 613人（約 31%）であった。回答者のうち、
「機関リポジトリあるいは主題リポジトリ」の存在を知っていた者は 26%にとどまり、所
属機関の web あるいは機関リポジトリに論文を登録した経験がある者もプレプリントで
3%、ポストプリントで 8%と少数であった。機関リポジトリに限らずセルフ・アーカイブ
を行なった経験がある者は 20%で、OAについて知識のある回答者の方がセルフ・アーカイ
ブ経験率が高かった（OAについて知っている者で経験率 27%、知らない者は 16%）。セル
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フ・アーカイブの動機としては「自ら意欲的におこなった」とする回答が多かったが、な

ぜ自ら意欲的におこなったのかは明らかになっていない。また、リポジトリ登録論文の利

用経験については調査されていない。 
 

表 6-1 機関リポジトリに対する研究者の意識・行動に関する主な調査 

 実施年 対象 回答数(率) 認知 登録経験 利用経験 
RoMEO 調査
[9][10][11] 2002 全分野 542(不明) - 9.0% 56% 

Swanら[12] 2004 
・OA 雑誌論文
著者：3,059 
・非 OA 雑誌論
文著者：5,000 

311(3.9%) - 8.7% - 

Swanら[13] 2004 

1)全分野・国際 
2)OA 議論参加
者 
3)OA リポジト
リ登録者 

4)Southampton
大研究者 

1)811(3.2%) 
2)398(不明) 

3)52(6%) 
4)35(15%) 

- 22% - 

Mulligan ら
[14] 2005 全分野 6,543（不

明） 

「よく知っ
ている」: 

5%, 「少し知
っている」: 
28%,「聞い
たことはあ
る」: 31% 

8.2% - 

国立大学図書
館協会[15] 2005 全分野・日本 613(31%) 26% 8% - 

Kim[16][17] 2006 
米国・IRを設置
している 17の
研究大学教員 

684 
(46%) 40% 16% - 

RIN[18] 2007 全分野・英国 2,250以上 
(不明) - 

人文:6.1%,社
会:8.6%, 物
理:21%, 生
命:8.6%1 

- 

Ithaka 
S+R[19] 2009 全分野・米国 3,025(8.6%) - 

全体:約 30%
（物理学 :約
40%, 経 済
学 : 約 20%, 
数学・統計 :
約 20%, 文
学:約 9%, 古
典:約 8%, 社
会学:約 5%）2 

全体 :約 15%
（ 古 典 : 約
25%, 社会学:
約 20%, 物理
学:約 19%, 経
済学:約 15%, 
数学・統計:約
13%, 文学:約
10%）2 

Cullenら[20] 2009 全分野・ニュー
ジーランド 546(27%) 63% 24% 35.5% 

PEER[21] 
2009、
2010- 
2011 
全分野・EU圏 

1期：3,139
（不明）、 

2期：1,427
（不明） 

- 1期：53% 
2期：59%3 - 

RSP ・
UKCoRR[22] 2011 英国・20大学 1,676（不

明） 73% 
IR認知者の
59%（全体の

37%） 
- 

*1 *2 *3 主題リポジトリと合算 



 

187 
 

 同じく機関リポジトリの認知度と論文の登録経験に関する日本の調査としては、2008年
に日本の大学に所属する歴史学者・考古学者を対象に行なった松林の調査がある[24]。同調
査によれば機関リポジトリを知っており、論文の登録経験もある者は日本史学者で 7.5%、
西洋史で 15.2%、東洋史 17.0%、考古学 12.9%であった。登録経験の有無にかかわらず機
関リポジトリを知っている者は 29.5%（日本史学者）～43.5%（考古学者）で、機関リポジ
トリを知っている者は過半数にも至っていなかった。この調査でも登録論文の利用経験に

ついては触れられていない。 
日本の研究者の機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験に関する質問紙調査としては、

物理学・化学・病理学分野を対象とする 2003年の Kurataらの調査[25]、医学分野を対象
とする 2007年の倉田らの調査[26]がある。前者は機関リポジトリではなく論文の入手手段
として「大学・研究機関のサイト」を利用した経験の有無を尋ねたものであるが、物理学

者で 14.7%、化学者で 15.2%、病理学者で 27.2%が利用経験があった。一方、後者では「機
関リポジトリ」の利用経験を尋ねているが、利用経験者は 4.8%にとどまり、機関リポジト
リとは何か知っているか、との質問にも 86.5%が知らない、と回答していた。 
 以上のように、機関リポジトリに対する研究者の意識や行動に関する調査は専ら研究者

が自身の論文を登録・公開する場としての利用状況を調査するものであり、登録コンテン

ツの利用状況等の分析を通じてそれ以外の役割の可能性を検討したものは国内・海外問わ

ず少ない。その中で数少ない OA/セルフ・アーカイブ以外の役割に関する研究としては、
Jeanらによるものがある。Jeanらは五つの機関リポジトリの 20人のエンドユーザを対象
に電話インタビューを行ない、機関リポジトリの利用者像について検討している。インタ

ビュー対象者は単なる論文の入手にとどまらず、当該機関で行なわれる研究について把握

する、学位論文等の形式を確認する、他では入手できない資料にアクセスする、と言った

目的でリポジトリを利用しており、ここから機関リポジトリの利用目的は多様で、利用者

にとっての機関リポジトリ理解も多様である、と Jeanらは指摘している[27]。 
 
6.2.2 心理学者の情報メディア利用 

 心理学者が研究の過程で多様な情報メディアを如何に利用しているかについては米国心

理学会を対象とする古典的研究が存在し、研究発表、テクニカルレポート等のインフォー

マルなコミュニケーションと、学術雑誌というフォーマルなコミュニケーションそれぞれ

の役割が明らかにされている[28]。この古典的なモデルのネットワーク環境下における変容
を見たものとしては日本の心理学者を対象に質問紙調査を行なった倉田らの研究があり、

インフォーマルな領域では電子的なメディアも用いられているが、フォーマルな領域では

電子化が進んでいないことが指摘された[29]。ただしこれは 1999年段階の研究であり、そ
の後の 10 年以上の間に状況は変化している。心理学分野に限った調査ではないが、2007
年の学術図書館研究委員会の質問紙調査によれば社会科学分野の回答者の過半数が週に 1
回以上、電子ジャーナルを用いており、フォーマルコミュニケーションの領域でも電子情
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報源は用いられるようになってきていると考えられる[30]。一方でこのような変化はあくま
で従来のコミュニケーションのモデルの中で電子的なツール等が用いられるようになった

だけであり、学術コミュニケーションのモデル自体は変化していない、との指摘も存在す

る[19]。ここから冊子体か電子媒体かの差はあっても、現在でも学術雑誌はフォーマルコミ
ュニケーションの中心として、心理学分野において重要な情報メディアであると考えられ

る。 
 学術雑誌の利用や投稿行動に限ってみると、6.1節でも触れたとおり、心理学分野内部で
も専門領域によって行動に差があることがわかっている。学術雑誌への投稿について、長

田は心理学分野の抄録誌 Psychological Abstractsを用いて日本人研究者による海外誌への
投稿を抽出し、傾向を分析している。結果から、知覚・生理領域や手法・原理領域で海外

誌への投稿が多く、発達・教育、臨床・人格や社会・産業領域では少ないことを指摘して

いる[2]。同様の傾向は日本以外の非英語圏でも存在し、ドイツ心理学会所属者を対象にオ
ンライン調査を行なった Krampen らは生物学的・神経心理学、差異心理学、人格心理学、
診断法、方法・評価、社会心理学領域の研究者はドイツ語圏においても英語での発表を好

む傾向がある、としている[31]。 
 学術雑誌の利用についても同様に領域による差がある。例えば知覚・生理領域（いわゆ

る実験系の領域）の論文が投稿の多数を占める『心理学研究』では、掲載論文が引用する

論文の大部分が洋雑誌掲載論文であったのに対し、臨床系の『心理臨床学研究』では外国

語雑誌の引用が少なく、研究が自国内だけで完結していることが指摘されている[32]。 
 以上のように、心理学分野においてはコミュニケーションの中心に位置するのは学術雑

誌であるが、和文誌を用い日本国内での研究を主とするか、海外誌に投稿を行ない国際的

な活動を主にするかには専門領域によって差がある。また、電子ジャーナル等の電子的な

メディアも一定程度、用いられるようになっていると考えられるが、心理学分野に限定し

た詳細については必ずしも明らかではない。以下ではこれらの点を踏まえ、分析を進めて

いく。 
 
6.3 調査の概要 

6.3.1 調査仮説 

本章の目的は日本の心理学者による、機関リポジトリ登録コンテンツの利用状況につい

て明らかにし、機関リポジトリが研究者・学生にとって「電子出版・電子図書館」の役割

を果たしているか、あるいは「オープンアクセス」としての役割を果たしているかを検討

することにある。この目的の下で、本章では以下の二つの仮説を立て、それぞれ検証すべ

く分析を行なった。 
 
(1) 仮説 1  回答者の専門領域や日常の情報行動によって機関リポジトリ登録コンテンツの利用

傾向は異なる 
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 関連研究の節で見たとおり、心理学分野には主に実験を行なう領域や主に臨床研究をす

る領域等、複数の専門領域があり、投稿先雑誌（洋雑誌が多いか和雑誌が多いか）等にそ

れぞれ異なる傾向がある。このことが機関リポジトリの利用に影響する可能性がある。 
特に重要なのは、研究において使用する言語（日本語／英語のいずれか）、必要な文献が

電子ジャーナルとして提供されているか否かと、機関リポジトリ利用との関係である。も

し心理学者の中でも日本語で研究活動を行なう（論文を書く）ことが多く、必要な文献が

電子ジャーナルとして十分には提供されていなかった者が、機関リポジトリ登録コンテン

ツをよく利用しているとすれば、これは 6.1節での推測のとおり、機関リポジトリが日本語
論文の「電子出版・電子図書館」の場として用いられていることを示すものと言える。一

方、英語で研究活動を行ない、必要な文献が電子ジャーナルとして提供されている環境に

いる者が、機関リポジトリ登録コンテンツをよく利用していたならば、これは事前の推測

に反し機関リポジトリが「オープンアクセス」の場となっていることを示すと言えよう。 
 
(2) 仮説 2  OA/セルフ・アーカイブに関する認知・経験や機関リポジトリへの自身の論文登録経

験と、機関リポジトリ登録コンテンツの利用の間には異なる傾向がある 

 「オープンアクセス」の場としての機関リポジトリの役割については、OA／セルフ・ア
ーカイブに関連する認知・経験や、機関リポジトリへの自身の論文の登録経験と、登録論

文の利用経験の関係についても分析した。もし OA やセルフ・アーカイブについて良く知
っており、それらを行なった経験もあるような者と機関リポジトリ登録コンテンツを利用

する者の間に類似した傾向があるとすれば、機関リポジトリ登録コンテンツの利用は「オ

ープンアクセス」の場としての役割を果たしている可能性がある（ただしあくまで可能性

であり、実際にそうなっているかは更なる検討を要する）。一方で、もし機関リポジトリ登

録コンテンツを良く利用している者が、OA やセルフ・アーカイブについて良く知ってい
る・自らも行なっている者とは異なる層であるとすれば、機関リポジトリは「オープンア

クセス」実現の場とはなっていない可能性の方が高いと言えよう。ただしこの仮説の検証

はあくまで傍証であり、仮説 1の検証結果の確からしさを補うものと位置づけられる。 
 
6.3.2 調査方法 

本研究では 2010年に行なった、日本の心理学者の OAに対する認識・態度についての質
問紙調査のデータを用い分析を行なった。同調査は心理学者の OA に関する認識・態度全
般を対象とするものであり、機関リポジトリに限るものではないが、本稿ではこのうち機

関リポジトリに関する部分を中心に分析した。質問紙調査の概要は以下のとおりである。 
 
(1) 調査対象 

調査対象は研究開発支援総合ディレクトリ ReaD[33]に 2010年 5月時点で登録されてい
た日本の心理学者 1,708名とした。ReaDを用いたのは郵送調査に必要な所属機関、住所情
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報が取得できるためである。なお、ReaDには大学院生の情報は登録されないため、本調査
の対象は大学・研究機関等の在職者に限られる。 
 
(2) 調査項目と手順 

 質問項目は以下に示した四つの大項目、全 20問である（巻末付録資料 5参照）。 
 
 1. 回答者の属性（年齢、職階、専門領域、所属機関・学協会の 4問） 
  2. 研究・教育活動のための情報収集について（サーチエンジンの利用、インターネット
を介した情報入手など 3問） 

 3. OAに対する認識・態度について（OA自体の認知、利用したことのある OA情報源、
OA雑誌投稿経験、セルフ・アーカイブ経験など 11問） 

 4. 研究成果発表について（過去 3年間の言語別論文数など 2問） 
 
調査票は郵送で配布するとともに、同じ内容のものを Web サイトに掲載し、その URL
を調査票中に記載することで、オンラインからも回答できる環境を用意した。Web サイト
には IDとパスワードによる認証を設定し、それらも調査票中に記載することで、調査対象
者のみが回答できるようにした。回答は 2010年 10 月 1 日から 31日にかけ回収し、回答
数は 526件（Webサイトからの回答はうち 90件）、回答率は 30.8%であった（未達 7件を
除いた回答率は 30.9%）。調査方法が異なるため厳密な比較は困難であるものの、この回答
率は 6.2節で挙げた先行研究に比べても特に低い値ではなく、分析に十分耐えうるものと判
断した。 
 
6.4 調査結果 

 以下ではまず 6.4.1で、調査回答者の構成・特徴を年齢、職階、専門領域、研究・教育の
ための情報利用、研究成果発表、OAに関する認知・経験の 6点からまとめる。次に登録コ
ンテンツの利用とも関連する要因として、6.4.2では機関リポジトリ自体の認知状況、6.4.3
では自身の論文の機関リポジトリ登録経験の状況を示す。その後、6.4.4で機関リポジトリ
登録コンテンツの利用状況について、詳細に分析する。 
 
6.4.1 回答者の構成・特徴 

(1) 年齢（付録質問紙・設問 1） 

年齢についての有効回答者は 516 人で、分布は 30 歳未満が 9 人（1.7%）、30～39 歳が
137人（26.6%）、40～49歳が 163人（31.6%）、50～59歳が 138人（26.7%）、60歳以上
が 69人（13.4%）であった。平均年齢は 46.9歳（中央値は 46歳）、最年少者は 26歳、最
年長者は 71歳、標準偏差は 9.94である。 
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(2) 職階（設問 2） 

 職階についての有効回答者は525人で、内訳は教授238人（45.3%）、准教授193人（36.8%）、
講師 58人（11.0%）、助教 27人（5.1%）、研究員 6人（1.1%）、その他 3人（0.6%）であ
った。 
 
(3) 専門領域（設問 3-1） 

 回答者の専門領域については対象者の選択に用いた ReaDの分類に従い、「教育心理学」、
「社会心理学」、「臨床心理学」、「実験心理学」の四つの中で自分に最もあてはまるもの一

つを選択する形式で尋ねた。有効回答者は 517 人で、内訳は回答者の多い順に教育心理学
158 人（30.6%）、実験心理学 142 人（27.5%）、臨床心理学 141 人（27.3%）、社会心理学
76人（14.7%）であった。専門領域別の ReaD登録者数は教育心理学 491人、実験心理学
427人、臨床心理学 423人、社会心理学 367人であり、本調査の分野別の回答率は教育心
理学 32.2%、実験心理学 33.3%、臨床心理学 33.3%、社会心理学 20.7%となる。社会心理
学の回答率が他に比べ低いものの、残りの 3 領域についてはほぼ同等の回答率を確保でき
ている。 
 
(4) 研究・教育のための情報利用（設問 5、6） 

 最近 1 ヶ月に教育・研究活動のために読んだ論文の形態（冊子体と電子版の構成）につ
いては、「冊子体が 8割以上」とする者が 25.8%（135人）と最も多かった一方で、「半々」
とした者も 22.3%（117人）、さらに「電子版が 8割以上」とした者も 21.8%（114人）存
在し、回答が分かれた（他は「冊子体が 6～7割」12.4%（65人）、「電子版が 6～7割」17.7%
（93人）。有効回答 524人）。専門領域によって読んだ論文の形態は異なり、実験心理学分
野では「電子版が 8 割以上」とした回答者が 45.8%にのぼるなど電子版の利用が多く、社
会心理学分野でも比較的電子版の方が利用されている一方で、教育心理学分野ではどちら

かと言えば冊子体の利用が多く、さらに臨床心理学分野では「冊子体が 8 割以上」とする
回答が 41.8%にのぼっており、電子版の利用の方が多いとする者は少なかった。カイニ乗
検定より、この差は有意水準 1%で有意であった（有効回答 515人、χ2=97.407、df=12、
p<0.001）。 
これらの論文の入手方法について、必要な論文をインターネットを通じて入手可能かど

うか尋ねたところ、「すべて入手できる」とした者は 1.1%（6 人）とごくわずかであった。
「ほとんど入手できる（一部入手できない）」とした者は 47.9%（251人）で一定数存在す
るものの、「入手できないことが多い（一部入手できる）」は 46.2%（242人）、「ほとんど入
手できない」は 2.3%（12人）で、回答者の間ではインターネットを通じた論文の入手環境
は十分には整っていないことがうかがえる（ほかに「インターネットを介して入手するこ

とはない」が 13人で 2.5%、有効回答 524人）。ここでも専門領域との間に有意水準 1%で
有意な関係があり、実験心理学、社会心理学、教育心理学、臨床心理学の順に「ほとんど
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入手できる（一部入手できない）」とする回答者が多く、「入手できないことが多い（一部

入手できる）」とする回答者が少なかった（有効回答 515人、χ2=41.599、df=12、p<0.001）。 
読んだ論文の形態とあわせてまとめると、実験心理学や社会心理学領域の回答者の間で

は論文の電子的な入手環境が比較的整っており、電子媒体が利用の中心になってきている

のに対し、臨床心理学や教育心理学領域の回答者の間では必要な論文が必ずしも電子的に

入手可能にはなっておらず、冊子体が利用の中心になっている。 
 
(5) 研究成果発表（設問 18） 

 質問紙では国内刊行和文誌、海外刊行和文誌、国内刊行欧文誌、海外刊行欧文誌をそれ

ぞれ分けて尋ねているが、海外刊行和文誌と国内刊行欧文誌での発表経験者数は少なかっ

たため、ここでは和文誌・欧文誌にまとめて結果を報告する。 
 回答者の和文論文発表数は平均値 4.0、中央値 3、最小値 0、最大値 50、最頻値 3、標準
偏差 4.12（有効回答 499人）であるのに対し、欧文論文発表数は平均値 1.1、中央値 0、最
頻値 0、最小値 0、最大値 40、標準偏差 2.98であった（有効回答 500人）。回答者全体で
見ると和文論文発表数の方が欧文論文発表数より多いと言える。 
情報利用と同様に、和文／欧文での論文発表状況も専門領域によって傾向が異なる。専

門領域と論文発表数の関係について Kruskal-Wallisの検定を行なったところ、和文論文発
表数、欧文論文発表数ともに専門領域による差は有意水準 1%で有意で、実験心理学領域が
他の領域に比べ和文論文発表数が少ない一方（有効回答 491 人、p<0.001）、欧文論文発表
数が多かった（有効回答 492 人、p<0.001）。先行研究によれば、心理学分野の中でも「知
覚・生理・思考・学習」等の実験心理学領域で海外誌への投稿件数が多く、「発達・教育」

（教育心理学）や「臨床・人格・犯罪・矯正」（臨床心理学）、「社会・産業・文化」（社会

心理学）で海外誌への投稿が少ない傾向が報告されている[2]。前述のとおり欧文誌の多く
は海外誌であり、本調査の結果からも実験心理学領域は海外誌も含めた国際的な研究活動

が他領域よりも盛んであることが指摘できる。 
 

(6) OA に関する認知・経験（設問 7、8、14、16） 

回答者（有効回答 526人）中、「オープンアクセス」という言葉も、その活動の概要も知
っていた者は 122人（23.2%）、「オープンアクセス」という言葉は知っていたが、その概要
は知らなかった者は 96人（18.3%）、「オープンアクセス」という言葉は知らなかったが、
そのような取り組みがなされていることを知っていた者は 189人（35.9%）、「オープンアク
セス」という言葉も、その概要も知らなかった者は 119 人（22.6%）であった。回答者の
70%以上は OAについてなんらかの知識を持っており、最も多いのは言葉は知らなくても取
り組みの概要は知っている、という者であった。 
また、回答者（有効回答 521人）中、「セルフ・アーカイビング」という言葉も、その活
動の概要も知っていた者は 57人（10.9%）、「セルフ・アーカイビング」という言葉は知っ
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ていたが、その概要は知らなかった者は 41人（7.9%）、「セルフ・アーカイビング」という
言葉は知らなかったが、そのような取り組みがなされていることを知っていた者は 233 人
（44.7%）、「セルフ・アーカイビング」という言葉も、その概要も知らなかった者は 190
人（36.5%）であった（質問紙中では「セルフ・アーカイビング」という語を用いていたが、
以下では全て「セルフ・アーカイブ」に統一する）。回答者の 60%以上はセルフ・アーカイ
ブについてなんらかの知識を持っていた。 
専門領域と OA認知の間には有意水準 1%で有意な関係があり、知っているのは社会心理
学、実験心理学、知らないのは教育心理学、臨床心理学である傾向があった（有効回答 517
人、χ2=47.966、df=9、p<0.001）。また、専門領域とセルフ・アーカイブ認知の間にも有
意水準 5%で有意な関係があり、同じく社会心理学、実験心理学で認知度が高く、教育心理
学、臨床心理学で低かった（有効回答 512人、χ2=17.973、df=9、p=0.035）。さらにオー
プンアクセス認知、セルフ・アーカイブ認知と欧文論文発表数の間には有意な関係があり、

オープンアクセス認知については有意水準 1%で「言葉も概要も知っていた」とする者の方
が欧文論文発表数が多く（Kruskal-Wallisの検定、有効回答 500人、p<0.001）、セルフ・
アーカイブについては有意水準 5%で「言葉も概要も知っていた」とする者の方が欧文論文
発表数が多かった（Kruskal-Wallisの検定、有効回答 497人、p<0.041）。和文論文につい
ては特に傾向は見られなかった。6.4.1(4)、6.4.1(5)で示したように実験心理学は電子ジャー
ナルが普及し、欧文論文発表が多い領域であり、その中で OA/セルフ・アーカイブの認知
が進んでいること、さらに OA/セルフ・アーカイブ認知の進んでいる者の方が欧文論文発
表数が多いことから、6.1節において示した OAについては電子ジャーナルが存在し、国際
的に研究活動を行なっている者の間で認知されている、という考えが裏付けられた 
セルフ・アーカイブの経験について見ると、回答者（有効回答 524 人）中、過去 3 年間
に機関リポジトリ以外でのセルフ・アーカイブを行なったことがある者は 40 人（7.6%）、
行なったことがない者は 484人（92.4%）で、ほとんどの回答者は機関リポジトリ以外での
セルフ・アーカイブ経験はなかった（質問紙中では査読前論文と査読後論文のセルフ・ア

ーカイブを分けて尋ねているが、ここではまとめて扱う）。 
また、OA情報源の利用については、機関リポジトリを除くと最も良く使われていたのは
研究者個人のWebサイトで、全回答者（526人）中 316人（60.1%）が利用していた。そ
の他には OA雑誌（207人、39.4%）や PubMed Central（197人、37.5%）の利用が多く、
論文共有サイト（33 人、6.3%）や心理学分野の主題リポジトリである CogPrints（9 人、
1.7%）の利用経験者は少ない。これら五つの情報源のいずれも使ったことがない者は 19.8%
（104人）にとどまり、一つだけ使ったことがある者が 34.4%（181人）で、40%以上の回
答者は二つ以上の OA情報源を利用した経験があった。 
 
6.4.2 機関リポジトリの認知 

回答者（有効回答 523人）中、「リポジトリ」という言葉も、その活動の概要も知ってい
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た者は 213人（40.7%）、「リポジトリ」という言葉は知っていたが、その概要は知らなかっ
た者は 141人（27.0%）、「リポジトリ」という言葉は知らなかったが、そのような取り組み
がなされていることを知っていた者は 54人（10.3%）、「リポジトリ」という言葉も、その
概要も知らなかった者は 115 人（22.0%）であった。回答者の 70%以上は「リポジトリ」
についてなんらかの知識を持っていると言える。なお、この回答中には主題リポジトリに

関する認知も含まれている可能性があるが、6.4.1(6)から主題リポジトリを用いたことのあ
る回答者はごくわずかであることから、ほとんどは機関リポジトリに関する認知とみなし

て差し支えないと考えられる。 
70%という数字は OA 自体やセルフ・アーカイブに関する認知状況と近い値であるが、

OA自体の認知、セルフ・アーカイブの認知では「言葉は知らなかったがそのような取り組
みがなされていることを知っていた」という回答者が最も多かったのに対し、機関リポジ

トリについては「言葉は知らないが取り組みは知っていた」回答者は最も少なく、「言葉も

概要も知っていた」という回答者が最も多い。概要の認知の有無にかかわらず言葉を知っ

ていた者は 60%以上であり、OAやセルフ・アーカイブが言葉自体は必ずしも普及していな
いのに対し、機関リポジトリはその言葉自体、回答者の間に普及していると言える。 
回答者の属性別に認知状況を見ていくと、6.4.1(6)で見たように OA/セルフ・アーカイブ
に関する認知については専門領域との間に有意な関係があり、実験心理学や社会心理学領

域で高い傾向があった。しかし機関リポジトリの場合は臨床心理学で「言葉も概要も知っ

ていた」回答者が少なく、「言葉も概要も知らなかった」回答者が多いものの、教育心理学、

実験心理学、社会心理学の間では大きな差はなく、いずれの専門領域でも回答者の 40%以
上が「言葉も概要も知っていた」としており、24～28%が「言葉は知っていたが概要は知
らなかった」としている。カイ二乗検定を行なったところ有意水準 5%で専門領域による有
意な差は存在せず、機関リポジトリは専門領域を問わず認知されていると言える（有効回

答 514人、χ2=13.034、df=9、p=0.161）。また、研究成果発表状況と認知状況との間にも
有意水準 5%で有意な関係は存在しなかった（Kruskal-Wallisの検定、和文発表数と認知状
況に関しては有効回答 498 人、p=0.062。欧文発表数と認知状況に関しては有効回答 499
人、p=0.226）。 
 
6.4.3 機関リポジトリへの自身の論文の登録 

 回答者（有効回答 524人）中、過去 3年間に機関リポジトリあるいは所属機関のWebサ
イト等で論文を公開した経験がある者は 61人で、11.6%にとどまった。6.4.1(6)で見たよう
に機関リポジトリ等以外でのセルフ・アーカイブ経験者が 40人（7.6%）であるのに比べれ
ば多いものの、認知度の高さに比して自身の論文を公開したことがある回答者は少ない。 
回答者の属性別に見ていくと、認知状況と同じく、専門領域と機関リポジトリへの論文

登録経験の有無との間にも有意な関係はなかった。いずれの専門領域も回答者のほとんど

が機関リポジトリに論文を登録した経験はなく、有意水準 5%で有意差は見られなかった
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（有効回答 515人、χ2=2.043、df=3、p=0.563）。また、研究成果発表状況と機関リポジト
リへの論文登録経験との間にも有意水準 5%で有意な関係は存在しなかった
（Mann-WhitneyのU検定、和文発表数と機関リポジトリ登録経験に関しては有効回答499
人、p=0.077。欧文発表数と機関リポジトリ登録経験に関しては有効回答 500人、p=0.187）。 

OAやセルフ・アーカイブに関する認知や経験の状況と論文登録経験の関係を見ると、セ
ルフ・アーカイブの認知・経験状況と論文登録経験の間に有意な関係があった。セルフ・

アーカイブについて「取り組みは知っていた」とした回答者の中では 19.3%（言葉も知っ
ていた場合）あるいは 16.7%（言葉は知らない場合）が機関リポジトリへの論文登録経験
があり、概要は知らなくとも言葉は知っていた場合でも 12.2%は論文登録経験があった。
この差は有意水準 1%で有意であり（有効回答 521 人、χ2=22.326、df=3、p<0.001）、セ
ルフ・アーカイブについてなんらかの知識がある回答者は機関リポジトリへの論文登録経

験者の割合が多いと言える。また、機関リポジトリ以外のサイトでのセルフ・アーカイブ

経験がある者は 40人しかいなかったが、その中では 22.5%にあたる 9人が機関リポジトリ
でも論文を登録した経験があり、機関リポジトリ以外でのセルフ・アーカイブ経験がない

者（484人中 10.7%にあたる 52人のみ機関リポジトリへの論文登録経験あり）よりも有意
水準 5%で登録経験者の割合が多かった（有効回答 524人、χ2=4.964、df=1、p=0.026）。 
以上をまとめると、全体に機関リポジトリの認知状況に比べて機関リポジトリに論文を

登録したことがある回答者は少数にとどまっている。その中ではセルフ・アーカイブにつ

いての知識があり、機関リポジトリ以外でセルフ・アーカイブを行なった経験もある者が、

論文公開の場として機関リポジトリを利用する傾向があった。 
 
6.4.4 機関リポジトリ登録コンテンツの利用 

(1) 機関リポジトリ登録コンテンツ利用の概況 

 全回答者 526 人中、機関リポジトリを研究・教育活動のための論文入手時に用いたこと
のある者は 329人で、62.5%にのぼった。これは 6.4.1(6)に挙げた他のどの OA情報源より
も高い割合である。また、6.4.3(1)で見たとおり過去 3年間に自身の論文を機関リポジトリ
等で公開した経験のある回答者の割合は 11.6%であり、機関リポジトリに登録された論文を
読んだ経験がある者は、自身で論文を登録したことのある者の 5 倍以上いたことになる。
回答者の間では自身の論文の機関リポジトリへの登録は普及していないが、論文入手手段

としての機関リポジトリは普及しつつあることがわかる。 
回答者の属性別に見ていくと、論文発表数と利用経験の間に有意な関係があるが、その

傾向はここまでで見た機関リポジトリの認知・論文登録経験とは異なる。前述のとおり機

関リポジトリの認知や機関リポジトリへの論文登録は論文発表数との間に有意な関係は存

在しない。これに対し、機関リポジトリ登録コンテンツの利用については、有意水準 1%で
利用経験者の方が和文論文発表数が有意に多かった（Mann-WhitneyのU検定、有効回答
497人、p<0.001。利用経験者は平均 4.4本、未経験者は 3.3本）。また、有意水準 5%で利
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用経験者の方が欧文論文発表数が有意に少ない傾向があった（Mann-Whitney の U 検定、
有効回答 498 人、p=0.039。利用経験者は平均 0.9本、未経験者は 1.4 本）。機関リポジト
リ登録コンテンツの利用は主に和文を多く用い、欧文をあまり用いない回答者の間でより

普及している、と言える。 
 専門領域別の傾向も機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験については、機関リポジ

トリの認知や論文登録経験とは異なる傾向を示す。前述のとおり、機関リポジトリの認知

や論文登録については専門領域による差は存在しなかった。これに対し登録論文の利用経

験については、表 6-2のとおり、教育心理学で経験者の割合が多く、実験心理学で少なくな
っていた。この差は有意水準 1%で有意である（有効回答 515人、χ2=16.841、df=3、p=0.001）。 
 このように、機関リポジトリの認知は専門領域や研究に用いる言語を問わず普及してお

り、機関リポジトリへの論文登録は専門領域や研究に用いる言語を問わず普及していない

のに対し、登録論文の利用は日本語を用いる、教育心理学領域で普及している、という異

なる傾向があることがわかった。 
 

表 6-2 専門領域別の機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験 

 教育心理学 実験心理学 臨床心理学 社会心理学 

経験なし 
39 67 56 29 
(24.8%) (47.2%) (40.0%) (38.2%) 

経験あり 
118 75 84 47 
(75.2%) (52.8%) (60.0%) (61.8%) 

合計 157 142 140 76 

 
(2) 論文利用と情報利用 

表 6-3は最近 1ヶ月に研究・教育活動のために読んだ論文の形態（冊子体と電子版の構
成）と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験の関係を示したものである。「冊子体が 8
割以上」とした研究者の間では機関リポジトリ登録コンテンツの利用は比較的普及してい

ない（経験者は 45.5%）。一方で「電子版が 8割以上」とした回答者の間でも経験者は 62.3%
で、他の回答者より経験率が低い。最も経験率が高いのは読んだ論文の形態を「電子版が 6
～7割」とした回答者で、77.4%が機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験を有していた。
これらの差は有意水準 1%で有意であった（有効回答 522人、χ2=28.420、df=4、p<0.001）。
機関リポジトリ登録コンテンツの利用は、あまり電子版の論文を読まないというような回

答者の間では広まっていない一方で、専ら電子版を読むという回答者の間でもそれほど普

及しておらず、その両方を用いるという回答者の間で最も普及していると言える。 
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表 6-3 最近読んだ論文の形態と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験 

 
冊子体 
8 割以上 

冊子体 
6-7 割 

半々 
電子版 
6-7 割 

電子版 
8 割以上 

経験なし 
73 22 35 21 43 
(54.5%) (33.8%) (30.2%) (22.6%) (37.7%) 

経験あり 
61 43 81 72 71 
(45.5%) (66.2%) (69.8%) (77.4%) (62.3%) 

合計 134 65 116 93 114 

 
 なぜこのような状況が起こるのか。それを理解する鍵となるのが次に示す表 6-4である。
表 6-4は論文の電子的な入手可能性に対する意識と、機関リポジトリ登録コンテンツの利用
経験の有無の関係を見たものであるが、機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験者の割

合が多いのは必要な論文を電子的に「ほとんど入手できる」あるいは「入手できないこと

が多い」とした回答者であり、「電子的には入手しない」あるいは「ほとんど入手できない」

とした回答者はもちろん、「すべて入手できる」とした回答者の間でも機関リポジトリ登録

コンテンツ利用経験者の割合が低くなっている。これらの差は有意水準 1%で有意である
（有効回答 522人、χ2=22.633、df=4、p<0.001）。前述の表 6-3ともあわせて考えると、
機関リポジトリは、必要な論文を全く電子的には入手できない研究者や、逆に全て電子的

に入手可能な研究者ではなく、ある程度は電子的に入手できるものの、十分とは言えない、

といった環境にある研究者の間で、論文入手手段としてより普及してきていると言える。 
 

表 6-4 論文の電子的入手可能性と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験 

 
すべて入手
できる 

ほとんど入
手できる 

入手できな
いことが多い 

ほとんど入
手できない 

電子的には
入手しない 

経験なし 
4 86 85 7 12 

(66.7%) (34.5%) (35.1%) (58.3%) (92.3%) 

経験あり 
2 163 157 5 1 

(33.3%) (65.5%) (64.9%) (41.7%) (7.7%) 
合計 6 249 242 12 13 

 
(3) 論文利用と OA認知・経験 

表6-5はOAに関する認知状況と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験の有無の関係
を示したものである。両者の間には有意水準 5%で有意な関係があり（有効回答 524人、χ
2=10.905、df=3、p=0.012）、OAについて「言葉も概要も知らなかった」回答者は登録論
文の利用経験がない者が多い傾向がある。ただし OAについて「言葉も概要も知らない」
とする回答者の間でも登録論文の利用経験は過半数が有していた。 
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表 6-5 OA 認知と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験 

 
OA という言葉
も概要も知って
いた 

言葉は知って
いたが概要は
知らなかった 

言葉は知らな
かったが取り組
みは知っていた 

言葉も概要も知
らなかった 

経験なし 
46 33 58 58 
(37.7%) (34.7%) (30.7%) (49.2%) 

経験あり 
76 62 131 60 
(62.3%) (65.3%) (69.3%) (50.8%) 

合計 122 95 189 118 

 
 また、表 6-6はセルフ・アーカイブに関する認知状況と論文利用経験の関係を示したもの
である。こちらも両者の間には有意水準 1%で有意な関係があり（有効回答 519人、 
χ2=26.419、df=3、p<0.001）、セルフ・アーカイブについて知っている者、中でも「言葉
も概要も知っていた」者と「言葉は知らなかったが取り組みは知っていた」者の間で機関

リポジトリ登録コンテンツ利用経験者の割合が多い。ただし、セルフ・アーカイブについ

て「言葉も概要も知らなかった」者でも 48.4%と半数近くは登録論文の利用経験があった。 
 

表 6-6 セルフ・アーカイブ認知と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験 

 
セルフ・アーカイ
ブという言葉も概
要も知っていた 

言葉は知ってい
たが概要は知ら
なかった 

言葉は知らなか
ったが取り組み
は知っていた 

言葉も概要も知
らなかった 

経験なし 
14 14 69 97 
(24.6%) (34.1%) (29.6%) (51.6%) 

経験あり 
43 27 164 91 
(75.4%) (65.9%) (70.4%) (48.4%) 

合計 57 41 233 188 

 
 さらにセルフ・アーカイブ経験と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験の関係につ

いても同様に統計的な関係を分析したところ、過去 3 年間の（機関リポジトリ以外での）
セルフ・アーカイブ経験とリポジトリ登録論文の利用の間には有意水準 5%で有意な関係は
なかった（有効回答 522人、χ2=2.826、df=1、p=0.093）。 
 以上の結果をまとめると、機関リポジトリは自身の論文を公開する場としてよりも論文

の入手手段として普及しており、日本語で主に研究を行ない英語ではあまり論文を書かな

い回答者、領域別では教育心理学者の間で利用が普及している。また、必要な論文を専ら

電子的に入手できる環境が整っている回答者よりも、電子版も用いるが電子的に入手でき

ない論文もある、という回答者の間で論文入手手段として用いられることが多い。OAの認
知やセルフ・アーカイブの認知によって論文入手手段としてリポジトリを用いるか否かに

は差が生じるが、OAについて全く知らない／セルフ・アーカイブについて全く知らないよ
うな者の間でも、半数前後はリポジトリ登録論文の利用経験があった。 
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(4) 論文利用と機関リポジトリ認知／論文登録経験 

 表 6-7は機関リポジトリの認知状況と論文利用経験の関係を示したものである。当然なが
ら両者の間には有意な関係があり（有効回答 521人、χ2=142.577、df=3、p<0.001）、言
葉も概要も知っている者では利用経験がある者は 80%を超えていた。「言葉も概要も知らな
かった」者で「利用経験がある」とした 16.8%（19人）、「言葉は知らなかったが取り組み
は知っていた」とした者で「利用経験がある」とした 61.1%（33人）の回答者については、
実際には機関リポジトリの利用経験ではなく類似した異なるもの（主題リポジトリや著者

自身の webサイト、PubMed Central等）の利用経験である可能性もあるが、そのような
疑いの余地のある回答者は実数で見れば少数であり、多くの回答者は機関リポジトリとは

何か知った上で、その登録論文を利用していたと言える。 
 

表 6-7 リポジトリ認知と機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験 

 
リポジトリという
言葉も概要も知
っていた 

言葉は知ってい
たが概要は知ら
なかった 

言葉は知らなか
ったが取り組み
は知っていた 

言葉も概要も知
らなかった 

経験なし 
36 43 21 94 
(16.9%) (30.5%) (38.9%) (83.2%) 

経験あり 
177 98 33 19 
(83.1%) (69.5%) (61.1%) (16.8%) 

合計 211 141 54 113 

 
 分析の最後に、機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験の有無と、自身の論文の登録

経験の有無の関係を示したものが表 6-8である。両者の間には有意水準 1%で有意な関係が
あり（有効回答 522人、χ2=17.345、df=1、p<0.001）、利用経験のある者はない者よりも
論文登録経験がある場合が多い。しかし利用経験のある者の中でも論文登録経験のある者

は 16.2%と利用経験者全体の 6分の 1以下であり、大多数の回答者は機関リポジトリに登
録された論文を読むことはあっても、自身が論文を登録したことはないと言える。一方で、

自身が論文を登録したことがある者は、ほとんどが他者が機関リポジトリに登録した論文

も利用している（登録経験者 61人中、86.9%にあたる 53人が登録論文の利用経験もあっ
た）。ここから、論文登録経験者は大多数が論文利用経験者であると言えるが、逆の関係は

必ずしも成り立たってはいない。 
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表 6-8 機関リポジトリ登録コンテンツの利用経験と自身の論文の登録経験 

   登録論文の利用 

経験なし 経験あり 

自
身
の
論
文
の
登
録 

経験なし 
187 274 

(95.9%) (83.8%) 

経験あり 
8 53 

(4.1%) (16.2%) 

合計 195 327 

 
6.5 考察 

6.5.1 分析結果のまとめと仮説の検証 

 本章では、第 5 章の分析結果から機関リポジトリ登録コンテンツをもっとも利用してい
るのではないかと推測された心理学者を対象に行なった、機関リポジトリに関する認知・

行動に関する質問紙調査について分析してきた。調査の結果、回答者の中で機関リポジト

リを論文の入手に用いたことがある者は 62.5%にのぼり、他のどの OA 情報源より利用さ
れていた。機関リポジトリについて何らかの知識を持っている回答者も 70%以上おり、既
に日本の心理学者の間で機関リポジトリは論文入手先として一定の役割を確立し、認知も

広がっていると考えられる。アクセスログの分析から得られた、心理学者は機関リポジト

リ登録コンテンツをよく用いているという推測がこの結果から裏付けられたと言える。 
さらに、機関リポジトリが研究者・学生にとって「電子出版・電子図書館」の役割を果

たしているか、あるいは「オープンアクセス」としての役割を果たしているかを検証する

ことを目的に、本章では 6.3節に記したとおり以下の二つの仮説を立てた。 
 
(1) 仮説 1 回答者の専門領域や日常の情報行動によって機関リポジトリ登録コンテンツの
利用傾向は異なる 

(2) 仮説 2  OA/セルフ・アーカイブに関する認知・経験や機関リポジトリへの自身の論文
の登録経験と、機関リポジトリ登録コンテンツの利用の間には異なる傾向がある 
  
以下では 6.4節の分析結果に基づき、これら二つの仮説について検証しながら、日本の心
理学者の間で機関リポジトリが「電子出版・電子図書館」の場であるか、「オープンアクセ

ス」の場であるかを考察していく。 
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(1) 仮説 1 回答者の専門領域や日常の情報行動によって機関リポジトリ登録コンテンツの利用

傾向は異なる 

 6.4.4(1)で見たとおり、専門領域別に見ると機関リポジトリの利用経験者の割合は教育心
理学分野で 75.2%と多く、実験心理学で 52.8%と少ない。また、機関リポジトリ利用経験
者の方が和文論文発表数が有意に多く、欧文論文発表数は有意に少なかった。このような

専門領域や論文発表時の言語との関係は、機関リポジトリの認知や、機関リポジトリへの

論文登録経験においては見られないものである。さらに、必要な論文をある程度は電子的

に入手できるものの、常に入手できるわけではない（十分とは言えない）、といった環境に

ある回答者の間で機関リポジトリ登録コンテンツの利用が多かった。以上の結果から、回

答者の専門領域や日常の情報行動によって機関リポジトリ登録コンテンツの利用傾向は異

なると言え、仮説 1は真である。 
 さらに 6.3.1においては心理学者の中でも日本語で研究活動を行ない、必要な文献が電子
ジャーナルとして十分には提供されていなかった者が機関リポジトリ登録コンテンツをよ

く利用しているとすれば、機関リポジトリが日本語論文の電子出版の場として用いられて

いることを示すものと言える、と述べた（そして 6.4.1の分析より、そのような研究者とは
教育心理学を専門とする者である）。6.4.4の分析ではまさしくこのような結果が示された。
機関リポジトリを専ら利用しているのは教育心理学者等、日本語で研究を行なう者で、電

子的な論文環境が十分とは言えない回答者であり、論文入手のために機関リポジトリを利

用していた。機関リポジトリによって電子化された論文は、これらの回答者の電子的な文

献入手を補う役割を担っていたと言える。 
 一方、同じく 6.3.1においては英語で研究活動を行ない、必要な文献が電子ジャーナルと
して提供されている者がよく利用していたならば、機関リポジトリが「オープンアクセス」

の場となっていることを示す可能性があると述べた（6.4.1の分析より実験心理学者がこの
ような者にあたる）。しかし前述のとおり、そのような傾向は見られなかった。 
 
(2) 仮説 2  OA/セルフ・アーカイブに関する認知・経験や機関リポジトリへの自身の論文登録経

験と、機関リポジトリ登録コンテンツの利用の間には異なる傾向がある 

 6.4.1(6)で示したとおり、OA／セルフ・アーカイブに関して知っている者は、実験心理学
領域や社会心理学領域に属し、欧文論文発表数が多い者である傾向があった。また、6.4.2
及び 6.4.3の分析結果から、機関リポジトリの認知や機関リポジトリへの論文登録について
は、専門領域や研究成果発表状況との間に有意な関係は見られなかった。これに対し機関

リポジトリ登録コンテンツの利用については前述のとおり、教育心理学領域に属し、和文

論文発表数が多く欧文論文発表数が少ない者の間で普及しており、OA/セルフ・アーカイブ
認知や機関リポジトリの認知・論文登録とは明らかに異なる傾向を有していた。 
 より直接的に OA認知やセルフ・アーカイブ認知、機関リポジトリ認知、機関リポジト
リへの論文登録自体と登録論文の利用経験の関係を見た場合には、6.4.4に示したとおり有
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意な関係があり、OAについて知っていたり機関リポジトリについて知っている者の方が機
関リポジトリ登録コンテンツもよく使っている傾向がある。ただし機関リポジトリ認知を

除けば、OAやセルフ・アーカイブについて言葉も概要も知らない者でも機関リポジトリ登
録コンテンツは利用しており、さらに機関リポジトリに論文を登録したことがない者でも

登録論文はよく利用していた（自身の論文を登録した経験がないものは表 6-8より 461人、
うち 59.4%にあたる 274人が登録された論文を利用した経験はあり）。 
 6.3.1では OAやセルフ・アーカイブについて良く知っており、それらを行なった経験も
あるような者と機関リポジトリ登録コンテンツを利用する者の間に類似した傾向があると

すれば、機関リポジトリ登録コンテンツの利用は「オープンアクセス」としての役割を果

たしている可能性があると述べた。しかし分析結果から両者は異なる傾向を有し、OAやセ
ルフ・アーカイブを知らない者でも機関リポジトリ登録コンテンツは利用していた。 
  
以上のように、回答者の間で機関リポジトリの認知は広がっており、よく利用もされて

いたが、その利用とはそれまで電子的な文献入手環境が不十分であった、教育心理学等で

の日本語論文の電子的入手の場、すなわち電子出版の場としてのものである。現在の日本

の心理学者にとって、機関リポジトリの第一の役割は「オープンアクセス」の場ではなく、

「電子出版・電子図書館の場」であると言える。 
  
6.5.2 機関リポジトリが研究者・学生に対し果たしている役割 

6.5.1で見た特徴の存在は、6.1で挙げた第 4・5章の結果を裏付けるものである。すなわ
ち日本の心理学者にとって機関リポジトリは従来、電子的に公開されていなかった日本

語・紀要論文を提供するインフラストラクチャとしての役割を果たしており、その結果と

して日本語論文を主に用いる領域でその認知と利用が普及している、と考えられる。他方、

それらの論文は主として図書館員等が冊子体からスキャンして一括登録したものであり、

研究者自身がセルフ・アーカイブしたものではない。そのため、機関リポジトリ登録コン

テンツを利用する者の間でもセルフ・アーカイブの認知や経験は広がっていない。また、

日本語論文の電子化は OA 運動の背景の一つである外国雑誌価格高騰問題と直接的に結び
つくものではなく、結果として機関リポジトリは使っていても OA は知らない、他の OA
情報源についても知らない、という研究者が多数存在している。 
これに対し、英語論文を主に用い、外国雑誌で発表を行なう研究者は、雑誌価格の高騰

や OA運動と関わる機会も多い。OAの認知が広がっているのはそのためであると考えられ
る。一方で、海外の機関リポジトリにおける調査ではメタデータのみ登録し、本文ファイ

ルが登録されていない場合が多数存在することが指摘されており[34]、外国雑誌論文のセル
フ・アーカイブは日本語紀要の電子化のようには進んではいない。また、第 4 章で見たよ
うにそもそも電子ジャーナルが存在する外国雑誌の場合、機関リポジトリに当該論文を登

録したとしても、電子ジャーナルを購読できている限りにおいて従来の利用者が機関リポ
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ジトリ版に移行することなく、電子ジャーナルを利用し続けると考えられる。これが英語

論文を主として用いる者の方が OA やセルフ・アーカイブに対する認知度が高いにもかか
わらず、機関リポジトリ登録コンテンツはそれほど使わない、という現象が生じた要因で

ある。 
以上のように、本章で行なった質問紙調査の結果からも、日本の研究者にとって、機関

リポジトリは公開済みコンテンツの「オープンアクセス」の場というよりは、機関リポジ

トリで独自に電子化されたコンテンツである日本語論文の「電子出版・電子図書館」の場

として機能していることがわかる。かつ、「電子出版・電子図書館」としての機関リポジト

リは、主として日本語論文を用いる研究者の間で、コンテンツ入手元の一つして既に一定

の地位を確立していることも、本章の結果から示されたと言えよう。 
本章の分析の限界としては、対象を心理学者に限定している点が挙げられる。心理学者

は第 5 章で示された結果や CiNii 利用者アンケートから、最も論文入手場所として機関リ
ポジトリを用いている可能性が高かった分野であり（そして実際に用いていたことが本章

で示された）、第一の調査対象とするにはふさわしかったと言える。しかしこの結果を心理

学以外の社会科学、あるいは人文学分野にも一般化できるかについては検証の余地がある。

第 5 章までの結果から日本語論文を主に用いる分野であれば他分野でも心理学同様に機関
リポジトリが利用されている可能性はあり、特に本章の教育心理学領域での状況を鑑みる

と、隣接領域である教育学等の状況については調査する価値がある。本研究では第 5 章ま
での結果の一つの裏付けとして心理学分野での結果を示すにとどまるが、更なる研究の発

展を図るとすれば教育学分野を対象とした調査の実施が妥当と考える。 
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7. 機関リポジトリ登録コンテンツのリンク分析 
7.1 本章の背景と目的 

 本章では研究者・学生以外の市民による機関リポジトリ登録コンテンツの活用状況を明

らかにすることを目的に、リポジトリ登録コンテンツの被リンク文脈の分析を行なう。 
 第 4～6章では主として研究者・学生による、機関リポジトリ登録コンテンツの利活用状
況について扱ってきた。しかし第 3・4章の分析結果で示したように、実際には機関リポジ
トリ登録コンテンツへのアクセスの大部分は研究機関等以外の、民間ドメインからのもの

であり、その多くは従来、学術文献を用いなかったような市民によるものと考えられる。

第 2 章で述べたように「パブリックアクセス」の実現手段としての機関リポジトリの役割
について考える場合には、このような市民によるコンテンツの利用状況を知ることが必要

である。アクセス数の多さは市民による機関リポジトリ登録コンテンツの利用の多さを示

唆するものであるが、再三述べてきたようにアクセスはあくまでアクセスであり、その後

実際にコンテンツを読んだのか否かはわからない。また、仮にアクセスのあったコンテン

ツが実際に読まれているとしても、そのコンテンツが利用者にとってなんらかの役に立っ

たのかをアクセスログから知ることは不可能である。 
第 4 章では論文の被引用状況を分析することで、コンテンツの活用状況を知ることを試
みた。しかしこのような被引用状況の分析からは、研究活動の中でのコンテンツ活用を知

ることはできても、学術論文の執筆に結びつかない、非学術的活動の中でのコンテンツの

活用状況を知ることはできない。 
そこで近年、注目されているのがコンテンツの被リンク状況の分析である。インターネ

ットとブログやWiki等のツールの普及により、個人による情報の発信は容易に行なえるよ
うになっている。学術論文にはつながらない市民による、学究目的以外の活動においても、

ブログや個人の web サイトから、機関リポジトリ登録コンテンツに対しリンクを貼ること
はできる。このようなリンクの状況を分析することで学術文献の、市民による活動（非学

術的活動）の中での活用状況をある程度把握できるのではないかと考えられ、その必要性

も指摘されている[1]。その一方で、実際に OA文献のリンク分析を行なった研究は少なく、
非学術的文脈中での利用に注目した研究は皆無である。 
そこで本章では、機関リポジトリ登録コンテンツの被リンク状況を分析し、どのような

web サイトからリンクされているか、何のためにリンクされているかを明らかにすること
を試みる。分析結果から、アクセス数や被引用数の分析からはわからない、機関リポジト

リ登録コンテンツの市民における活用状況について知ることが本章の目的である。 
 
7.2 関連研究 

7.2.1 市民による OA文献の利用 

市民による OA 文献の利用を調査した先行研究はほとんどないが、研究者や学生以外の
人々が学術文献の OA化についてどのように考えているか、OA文献を利用する意欲がある
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か否かについての研究はいくつか存在する。Zuccalaはオランダ在住の 24-60歳の研究者以
外の人々23人を対象に OAに対する意識についてフォーカス・グループ・インタビューを
行ない、調査対象者が医学や心理学に関する研究に興味を示す一方で化学、物理学、数学

を重要と考えていないこと、研究文献を探すモチベーションを得るのは医療に関係した問

題に直面した時であること等を明らかにしている[2]。日本においても、人々の医学・医療
情報ニーズと探索実態について質問紙調査を実施した酒井由紀子によれば、医学論文を「日

本語で無料なら読みたい」とした回答者が 26.8%、「日本語なら、有料でも読みたい」とし
た回答者が 22.1%存在し、医学論文に対する需要が存在すること、無料であればその需要
がいっそう大きくなることが明らかになっている[3]。一方で日本の市民の OA 需要につい
て、インターネット調査を行なった佐藤らの研究によれば、心理学や医学分野の文献に対

し OA化の需要が高いのは Zuccalaの研究と共通であるが、OA化を望む分野については性
別によって有意差があり、男女を分けると男性で情報学や工学、女性で教育学や言語学な

どに対しても大きな需要が存在していることが明らかになっている。また、回答者の 55.1%
が OA 論文が自身の役に立つと考えており、より専門的な情報を得たい場合に OA 論文に
対する需要が生まれるとされている[4]。 
 また、アクセスログに基づく分析であるが、本章の分析に直接関連するものとしては京

都大学と北海道大学の機関リポジトリについて、特にアクセス数の多いコンテンツの参照

元ページの内容を確認した研究がある[5][6]。その分析によればサーチエンジンだけではな
く、インターネット掲示板「2ちゃんねる」や Q&Aサイトからもアクセスがあり、それら
は研究活動ではない、非学術的活動の中で学術文献が活用されている事例を示したもので

あったとしている。ただし分析対象はアクセス数の多い少数のコンテンツにとどまってお

り、網羅性に欠ける。本章の分析はこの機関リポジトリ登録コンテンツにリンクしたペー

ジの分析について、範囲をより拡大したものと位置づけることができる。そこで次節では、

学術的なコンテンツにおけるリンク分析研究の現況を概観する。 
 
7.2.2 学術的 webページのリンク分析 

被引用数から学術論文の活用状況を分析したり、論文の評価をしたりするのと同様に、

学術的なwebページの被リンク状況やリンク関係を分析することで、その活用状況や重要な
webページの特定ができるのではないか、という発想は目新しいものではない。Googleが
webページの表示順位を決める際に用いているPageRankアルゴリズムも、webページ間の
リンク関係を論文の引用関係に見立てた発想に基づくものである[7]。しかし研究者が論文
を引用する動機については多くの研究がなされている一方で 14

                                                   
14 研究者が論文を引用する目的について、近年の研究をまとめたものとしては Bornmann
らのレビューがある[8]。 

、webページ作成者がどのよ
うな意図で他のページにリンクするのか、論文の引用と同様に評価して良いものなのか、

という点については必ずしも自明ではなかった。このような背景から、学術的なwebページ
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における被リンク状況の分析においては、リンクの動機を明らかにすることを目的とする

研究が多くなされてきた。Thelwallは英国の大学webサイト間のリンク 100 件をランダム
に抽出しリンクを行なう動機を分析、学術論文における引用の動機と比較している[9]。
Wilkinsonらは同じく英国の大学webページ間のリンク 414件を分析し、学術論文における
引用と同様の機能を持つリンクは全体の 0.5%しかなかった、としている[10]。また、イス
ラエルの八つの大学webページ間のリンク関係を分析したBar-Ilanは、リンク元ページの多
くはリンク集やブックマークなどのリンクを寄せ集めたページで、リンク先の多くは個人

の業績ページであったとしている[11]。これらの研究ではいずれも、学術的なwebページ間
のリンクの動機は学術論文における引用の動機とは異なるとしている。Wilkinsonらは引用
分析が学術コミュニケーションのうちフォーマルな領域を対象とするものであるのに対し、

リンク分析はインフォーマルな領域を対象とするものであると考察しており、リンク分析

を引用分析とは異なる知見が得られる手法として評価している。 
 機関リポジトリを対象とするリンク分析としては Zuccala らによる研究と Wells による
研究が存在する。Zuccalaらはサザンプトン大学の機関リポジトリをはじめとする英国の五
つの異なるタイプのリポジトリを対象にリンク分析を行なうとともに、リンク分析のため

の独自ソフトウェアも開発・提供している。分析結果から、Ph. Dコースに属する学生のペ
ージからリンクされている以外、個人の web ページから機関リポジトリに対するリンクは
少ないことが報告されている[12][13]。ただし Zuccalaらの開発したソフトウェアでは被リ
ンクを 999件までしか取得できないため、網羅的な調査とは言いがたい。Wellsも Zuccala
らが開発したソフトウェアを利用し、こちらは英国の四つの機関リポジトリを対象にリン

ク分析を行なっている。結果から、大学など学術的な web サイトからのリンクが多い一方
で、ブログやソーシャルネットワークからのリンクもあること、リンクの目的は著者が自

分の論文にリンクする場合と、他者の論文を引用する目的が多いこと、非研究者からのリ

ンクも存在すること等を指摘している[14]。 
 このように学術的な web ページのリンク分析については複数の先行研究があり、引用分
析では得られない知見を得るための手法として評価を確立しつつある。一方で、Thelwall
らをはじめリンクの動機に対する研究は学術的な web ページ同士でのリンクの有無のみ分
析対象としており、非学術的な webページから学術的な webページにリンクする動機につ
いての研究はなされていない。その他の研究でも興味の主眼は研究者間でのリンクの分析

かリンク分析手法の確立自体に置かれており、本章が目的とするような非学術的活動の中

での学術文献活用に関するリンク分析はほとんど行なわれていない。このような研究が存

在しない一因として、ここに挙げた各リンク分析手法では網羅的にリンク元ページを収集

することができず、学術的な webページ間のリンクに比べ数の少ない、非学術的な webペ
ージから学術文献へのリンクの発見が困難であったことが考えられる。この点については

「7.3.2 分析手法」で詳しく論じる。 
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7.3 分析対象・方法 

7.3.1 分析対象コンテンツ 

分析対象機関リポジトリは京都大学学術情報リポジトリ（KURENAI）15

 

とし、2010 年
12月31日までに登録されたコンテンツに対するリンク状況を分析する。KURENAIは2010
年 12月 31日時点で 87,419件のコンテンツを登録する、日本国内で最も登録コンテンツ数
の多い機関リポジトリである。スペイン高等科学研究院による世界機関リポジトリランキ

ング 2011年 1月版ではKURENAIは世界で 3位、日本で 1位の機関リポジトリと位置づけ
られており、特に登録コンテンツの可視性と本文を含むファイル数の多さがいずれも世界 3
位と高く評価されている[15]。ここからKURENAIは国内で最も登録コンテンツ数が多く可
視性の高い、活用されている可能性の高い機関リポジトリの一つであると言える。仮に

KURENAI登録コンテンツが市民の活動中で活用されていないとすれば国内の他の機関リ
ポジトリで活用が進んでいるとも考えにくく、ここから最初に分析すべきサンプルとして

はKURENAI登録コンテンツがふさわしいと判断した。 

7.3.2 分析手法 

先行研究に挙げた学術的 web ページのリンク分析では一般的に、Google や Yahoo!等の
サーチエンジンを用いて分析対象とする web ページにリンクしているページを検索、収集
し、分析している。サーチエンジンを用いたリンク分析の限界としては網羅的なリンク元

ページの収集の困難が挙げられる。具体的には、 
 
 ・サーチエンジンの検索結果取得件数の限界（リンク分析ソフト LexiURL を開発した

Zuccalaらによれば、2005年時点で Google、Yahoo!、MSNはいずれも上位 1,000件
までしか検索結果を取得できなかった）[12] 

 ・APIの使用制限（1日あたりに投入できるクエリ数に制限がある） 
 ・サーチエンジン自体の網羅性の問題（どのサーチエンジンを用いるにしても、すべて

のリンク元ページが収集されているわけではない。例えば Zuccala らの調査では、
Googleはwebサイトのトップページにリンクしているページしか取得できなかったが
Yahoo!やMSNでは webサイト内のどのページへのリンクでも取得できていた）[12] 

 
等の点から、網羅的なリンク元ページの収集が困難となる。そのため例えば LexiURLでは
一つのリポジトリに対し、999件までしかリンク元ページを取得できていなかった。多くの
ページからリンクされている機関リポジトリの場合、このような方法では十分なサンプル

数を獲得するのは困難である（例えば KURENAIの場合、国立情報学研究所が提供する学
術文献データベースCiNiiと連携しており、CiNiiからのリンクだけで数万件を超えている）。
一方でサーチエンジンを用いず同様の分析を行なおうとした場合には分析者自身が網羅的

                                                   
15 http://repository.kulib.kyoto-u.ac.jp/, (2012-11-13 accessed).  
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に web ページを収集し、その中から分析対象ページにリンクしているページを抽出せねば
ならず、効率が悪く実現性に乏しい。 
 このようなサーチエンジンを用いたリンク元ページ収集の困難を考慮し、本章では機関

リポジトリのアクセスログを用い、分析対象コンテンツにリンクしている web ページを収
集することとした。アクセスログの中にはアクセスされた日時、アクセス対象ファイルな

どの情報に加え、利用者がそのファイルにアクセスする直前に閲覧していたwebページ（参
照元ページ）の URLが記録されている。多くの場合、利用者は参照元ページからリンクを
たどってアクセスしてきたと考えられることから、参照元ページを収集することで分析対

象ページにリンクしているページを効率的に収集することが可能であると言える。 
 本研究の手法の問題点としては、分析対象期間中に一度もクリックされていないリンク

を収集できないという点が挙げられる。英国の電子図書館サイト National electronic 
Library for Healthを対象に、LexiURLを用いたリンク分析とアクセスログ分析を併用し
た Zuccala らの研究によれば、ある 1 日について分析した場合、付与されたリンクのうち
実際に利用者にクリックされたものは一部のみであったとされている[16]。しかしこの問題
は分析対象とするアクセスログの収集期間をできる限り長くとることで対応可能である。

リンク元ページの作成者本人も含めた誰からも、一度もクリックされないリンクについて

はどれだけ収集期間を伸ばしてもアクセスログから取得することは困難であるが、そのよ

うな有効に機能していないリンクを分析する意義があるとは考えにくい。本研究では

KURENAI運用担当者の協力を得て、現存している最も古いログ（2007年 2月 16日）か
ら 2010年 12月 31日までの約 3年 10ヶ月分のログを入手し、参照元ページを抽出した。 
 アクセスログからリンク元ページを取得する手法のもう一つの問題点はリンクスパムの

存在である。リンクスパムとは実際にはリンクを貼ってない web ページの URL を、参照
元ページとして相手のサーバに記録するスパムである。ブログソフト等の中には、ある記

事に対しアクセスの多い参照元ページに対し、自動で当該記事からリンクする機能がある。

この自動的リンクの獲得を狙ってリンクスパムが行なわれていると考えられる（そのため、

自動リンク付与機能のない機関リポジトリに対してはほとんどスパムとしての意味をなし

ていないとも言える）。このような実際にはリンクを付与していないスパムはなんらかの方

法で排除する必要がある。本研究では目視によってリンクスパムの排除を行なうこととし、

具体的には、 
 
・リンク先 URLを実際には含んでいない、広告を目的とすると考えられるページ（スパム
ブログ等） 
・リンク先 URLを含んでいるがリンク先とリンク元ページの内容に関連がなく、かつ広告
を目的とすると考えられるページ（スパムトラックバックを送信するスパムブログ等） 

 
を排除対象とした。なお、明らかに商品等の広告・宣伝を目的とすると考えられるブログ
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等からのリンクであっても、リンク先URLが記事中に含まれており、記事内容がリンク先
コンテンツと関連している場合については排除対象とはしなかった。 
 以上のように、アクセスログに基づくリンク元ページの収集には問題点もあるものの、

いずれも対応が可能なものであると言える。 
 
7.3.3 分析対象とするリンク 

本章では KURENAI に登録された各コンテンツの PDF 等の本文ファイル、もしくはメ
タデータが記載されたページ（メタデータページ）に対するリンクのみを分析対象とし、

トップページやバナー画像等、それ以外のページに対するリンクは除外した。本研究の目

的はあくまでリンク分析から OA 文献の活用状況を知ることであり、機関リポジトリ自体
の紹介のためのリンク等は興味の外にあるためである。 
 アクセスログ中では同一コンテンツに対する同一ページ（URL）からのリンクも、利用
者がクリックした回数分だけすべて記録されているが、分析時には一つのリンクとして抽

出した。また、前述のとおり本研究の目的はリンク分析から機関リポジトリ登録コンテン

ツが利用され、活用されている状況を明らかにすることであるため、コンテンツの活用状

況と関連しないと考えられる以下のページからのリンクは分析から除外した。 
 
・サーチエンジンの検索結果画面など、利用者の行動に応じ自動生成される動的なペー

ジからのリンク 
・KURENAI内部の別のページからのリンク 
・CiNii 等、学術的なデータベースから、利用者を本文に誘導する目的で付与されたリ
ンク 
・京都大学ドメインの他のページからのリンク（多くは在籍する研究者の業績紹介やプ

レスリリース、研究科紀要の目次等であるため） 
 
 これらの分析対象外とするページを機械的に排除した後、残った参照元ページから、さ

らに目視によって以下のページを排除した。 
  
 ・リンクスパム 
 ・重複コンテンツ（例えばブログ記事についてその記事本文のパーマリンクの他、月別

アーカイブの URLも記録されているなど、同一コンテンツについて複数の URLが参
照元として記録されている場合。原則、パーマリンクのみ残し他は排除した） 

 ・既に削除されたページ 
 ・内容が書き換えられ、当該コンテンツへのリンクがなくなったページ 
 ・Webメールやセキュリティのかけられたページ等、内容の確認できないページ 
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 最終的に残った参照元ページを、本章で対象とする KURENAI登録コンテンツへのリン
ク元ページであると捉え、KURENAI へのリンク数、リンクされたコンテンツ数を集計す
るとともに、目視によってリンク元ページの種類、リンク元サイトの性格（学術的活動の

ためのサイトか否か）、リンクの動機、リンク先の文献タイプに関して調査した。これら目

視によるリンク元ページの排除・内容調査は 2011年 2～3月にかけ実施した。 
 
7.4 分析結果 

7.4.1 分析対象リンク数とリンクの分布状況 

分析対象とした 2007年 2月 16日から 2010年 12月 31日までの期間中、コンテンツ本
文またはメタデータに対する、参照元ページが記録されているアクセスログは 5,985,356
件あった。そのほとんどはサーチエンジンの検索結果など、動的なページからのリンクで

ある。同一URLからの同一コンテンツへのリンクと動的なページからのリンクを排除した
結果、残ったリンクは 393,442件であった 16

最も多いのは KURENAI内部の別ページからのリンクであり、他には CiNii等の学術的
データベースからのリンクも多い。393,442件のリンク中、分析対象となるリンクは 1,774
件のみであった。さらにこのうち 28件は一つのページから、同一コンテンツの本文とメタ
データの双方にリンクを張っている場合であった。これを除外すると分析対象となるリン

クは 1,746件となった。 

。この 393,442件のリンクの内訳を表 7-1に
示す。 

 
表 7-1 KURENAI 登録コンテンツ（N=87,419）へのリンク内訳（2007.2.16-2010.12.31） 

参照元ページの種類 リンク件数 
全リンクに
対する割合 

KURENAI 内部の別ページからのリンク 307,326   78.1% 
CiNii 等の学術的データベースからのリンク 62,143  15.8% 
京都大学ドメイン内の他のページからのリンク 10,202  2.6% 
リンクスパム、重複コンテンツ、削除されたページ、内容の書き
換えられたページ、Web メールからのリンク 

11,997  3.0% 

分析対象とするリンク（本文・メタデータへの重複リンクを含む） 1,774  0.5% 
上記から本文・メタデータへの重複を除去 1,746  
全リンク件数（重複リンク、動的ページからのリンクを除く） 

0.4% 
393,442 100.0% 

 
分析期間中の KURENAI登録コンテンツ数が 8万件以上存在することを考えると、分析
対象として収集できたリンク数は少なく見える。しかし 7.3.2で見たように、サーチエンジ
ンを用いる手法では 1,000 件程度しかリンクを収集できず、またその中には学術的なデー
タベースや京都大学ドメイン内の他のページ、重複コンテンツなど本研究では分析対象か

ら除外すべきリンク元ページからのリンクも含まれる。これに対し本研究で用いたアクセ

スログからリンク元ページを収集する手法では分析対象とするリンクだけで 1,700 件以上

                                                   
16 一つのリンク元ページから異なる複数の文献に対しリンクが付与されている場合、それ
ぞれ異なるリンクとして集計している。以下、リンク数についてはすべて同様である。 
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が取得できた。本研究で採用した手法がリンク収集の点で有効であることが示されたと言

える。 
 これら 1,746件のリンクは、KURENAIに登録されたコンテンツのうち 1,125件に対し付
与されており、最も被リンク数が多いのは『Manga Kyoto University』（京都大学と京都精
華大学の共同プロジェクトとして、京都大学を漫画で紹介する冊子を作成し、KURENAI
を通じてwebでも公開したもの）[17]の 44 件であった。1 件以上リンクが付与されている
1,125件に限定した場合、被リンク数の平均値は 1.6、中央値は 1である。2回以上リンク
されているコンテンツは 309 件（27.4%）、1 回しかリンクされていないコンテンツは 825
件（72.6%）で、多くのコンテンツは 1回しかリンクされていなかった 17

 

。リンクされてい

るコンテンツの中に限って見た場合、リンクは一部のコンテンツに集中しているわけでは

なく、幅広いコンテンツに対しリンクがなされていたと言える。 

7.4.2 リンク元ページの種類とリンクの動機 

KURENAI 登録コンテンツに対するリンク 1,746 件について、そのリンク元ページの内
容を確認し、以下の 11 種類（いずれにも該当しない「その他」を含めると 12 種類）に分
類した。 
 
・電子ジャーナル、プレプリント、電子書籍、スライド資料等の学術資料 
・研究者個人や研究チームによる業績紹介ページ 
・学会、図書館等の公的団体が運営する webサイト 
・個人、企業による webサイト（主としてブログ） 
・Wikipedia 
・Q&Aサイト（Yahoo! 知恵袋等） 
・Twitterとその関連サービス 
・2ちゃんねる、その他のオンライン掲示板 
・ソーシャルブックマークサービス（はてなブックマーク等） 
・オンラインダッシュボードサービス（Tumblr等） 
・URL短縮サービス（bit.ly等、スペース節約等の目的のために、長い文字列のURLを短
縮して提供するサービス。KURENAI 登録コンテンツにこれらのサービスを用いて短縮
した URLを使ってリンクした場合、短縮された URL から当該コンテンツの URL へリ
ダイレクトされるため、参照元ページとしては短縮後の URLが記録されてしまう） 

 

                                                   
17 実際にはさらに 1度もリンクされていないコンテンツが 86,294件存在する。KURENAI
収録コンテンツが 87,419件であるため、1度以上リンクされているコンテンツは 1.3%、リ
ンクされていないコンテンツは 98.7%となり、ほとんどのコンテンツは分析対象となるリ
ンク元ページからリンクされていない 
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分類結果を表 7-2に示す。最も多いのは個人・企業が運営する webサイトからのリンク
（436件）で、全体の 4分の 1近くを占める。大部分はブログからのリンクであり、その
うちごく一部が企業のブログである（ブログ以外の企業サイトからのリンクはなかった）。

次いで研究者個人やチームの業績紹介ページからのリンクが多い（341件、19.5%）。なお
研究者が運営する個人 webサイトからのリンクであっても、自身ではなく他者の業績に対
するリンクは「個人が運営する webサイト」からのリンクに分類している。他には Twitter
や関連サービス（230件、13.1%）、Wikipedia（113件、6.5%）などからのリンクが多い。 

 
表 7-2 ページ内容によるリンク元ページの分類 

ページの種別 リンク数 % 
個人、企業が運営する web サイト 436 24.9% 
研究者個人・研究チームによる業績紹介ページ 341 19.5% 
Twitter・関連サービス 230 13.1% 
2 ちゃんねる、その他掲示板 155 8.9% 
URL 短縮サービス 134 7.7% 
Wikipedia 113 6.5% 
ソーシャルブックマークサービス 92 5.3% 
学会・図書館等の公的団体が運営する web サイト 91 5.2% 
Q&A サイト 46 2.6% 
オンラインダッシュボード 42 2.4% 
電子ジャーナル、プレプリント、電子書籍、発表資料 17 1.0% 
その他* 49 2.8% 

合計 1,746 100.0% 

*「その他」の内訳は Facebook：13 件、ニュースサイト：11 件、メーリングリストのアーカイブ：10 件、

Wikipedia 以外のオンライン事典：8 件、メールマガジンのアーカイブ：6 件、Flickr：1 件である。 

 
このうち、研究者個人や研究チームの業績紹介ページからのリンクについては、研究業

績を公開するインフラストラクチャとしての機関リポジトリの利用状況を示すものであり、

機関リポジトリ登録コンテンツを活用した結果としてのリンクとは言えない。研究者によ

る機関リポジトリの利用を考える上では重要なリンクであるが、自身の活動の広報もまた

研究活動の一環であると考えれば、非学術的活動の中での機関リポジトリ登録コンテンツ

の活用を考える上では除外すべきリンクと言える。学会・図書館等の公的団体が運営する

web サイトからのリンクや電子ジャーナル等からのリンクも同様に、非学術的活動におけ
るコンテンツ活用状況を示すものではない。Twitterや関連サービスからのリンクについて
は、Twitterでは一度に投稿できる文字数が 140文字までと制限されていることもあり、リ
ンクされるに至った理由の把握が困難である。ソーシャルブックマークサービス（主には

てなブックマーク）からのリンクも同様に、ブックマークに付与できるコメントに文字数

制限（100文字まで）があること、そもそもコメントを付与していないブックマークが大半
であることからリンクが非学術的活動の中でのコンテンツ活用状況を示すものか否かを判

断するのは難しい。2ちゃんねるからのリンクはリンク元スレッドをたどれないようになっ



 

216 
 

ており、詳細の分析は不可能である。同様にURL短縮サービスについても、短縮したURL
が貼られていたページを把握できないため、分析することができない。 
非学術的活動における機関リポジトリ登録コンテンツの活用について考える上で注目す

べきは、個人が運営する webサイトからのリンク、Wikipediaからのリンク、Q&Aサイト
からのリンクである。このうちWikipediaからのリンクについては、ほとんどは記事内に
掲載された情報の出典として、機関リポジトリ登録コンテンツを引用する目的でなされた

ものであった（図 7-1）。この場合、少なくとも項目執筆者はそのコンテンツを読んでおり、
かつ引用するに値すると判断していると考えられる。その結果としてWikipediaの記事執
筆という新たな知的生産活動につながっており、Wikipediaからのリンクは機関リポジトリ
登録コンテンツが社会において活用されていることを示すものであると言える。ただし、

項目執筆者が研究者か、非研究者かを特定することは困難である。研究者が自身の研究領

域に関連する分野について、自身の業績を出典としてWikipediaの記事を執筆していた場
合、非学術的活動の中でのコンテンツ活用であるとは言いがたい。 
 

 
図 7-1 Wikipedia から KURENAI 登録コンテンツを出典として引用している例 

 
Q&Aサイトからのリンクは、その性質上当然ながら、質問者が提示した疑問に応える情
報源として、機関リポジトリ登録コンテンツを紹介する目的でなされたものである。この

場合も少なくともリンクを貼った回答者本人はそのコンテンツを読んでおり、かつ質問者

も読んでいる可能性が高い。さらにその中にはリンクされたコンテンツが、質問者が抱え

る問題の解決に結びついた場合もあると考えられる。例えば図 7-2の場合、質問者は

リポジトリ収
録文献への
引用 
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KURENAI登録コンテンツを提示した回答者の回答内容を「ベストアンサー」として評価
している。ここから Q&AサイトからのリンクもWikipediaからのリンクと同様、機関リ
ポジトリ登録コンテンツの活用状況を示すものと言えるが、回答者が研究者である可能性

が排除できない点も同様である。研究者が自身の業績にリンクした場合であっても、研究

活動と直接には結びつかないWikipediaや Q&Aサイトからのリンクであれば非学術的活
動の中での活用であると考えることもできるが、それらのリンクによって当該コンテンツ

のインターネット上での可視性が高まる、という広報としての側面も存在することを考え

れば、純粋に非学術的活動であると言えるかは疑問が残る。 
 

 
図 7-2 Q&A サイト（Yahoo!知恵袋）の回答から KURENAI 登録コンテンツにリンクしている例 

 
Wikipedia や Q&A サイトからのリンクは動機が限定されるのに対し、個人 web サイト
からのリンクはより多様な動機によってなされていると考えられる。そこで個人 web サイ
トからのリンクについて、より詳細な内容分析を行ない、そのリンクの動機を以下の三つ

に分類した。 
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・引用・参考：著者自身の議論を展開するページから、リンク先コンテンツの内容を引用

する目的、あるいはリンク元ページに書かれた内容の参考文献としてリンク先コンテン

ツを示す目的でリンクがなされた場合。学術文献における引用文献、参考文献に相当す

る 
・紹介：リンク先コンテンツの内容紹介そのものが目的のページからリンクされている場

合 
・列記：リンク集など、特にリンク先コンテンツに関する言及がなく、単にリンクのみ貼

られている場合 
 
 分類の結果を表 7-3に示す。なお、分析者が内容を把握できる必要があることから、ここ
では個人が運営する webサイトからのリンク 436件のうち、日本語で書かれたページから
のリンク 369件を対象に分析を行なっている。 
 

表 7-3 個人 web サイトからのリンクの動機 

リンクの動機 リンク数 % 
引用・参考 83  22.5%  
紹介  158  42.8%  
列記 128  34.7%  
合計 369  100.0%  

 
三つの動機のうち最も多いのは「紹介」のためのリンク（158件）で、42.8%を占めてい
る。次いで「列記」が多く（128件、34.7%）、「引用・参考」のためのリンクが最も少ない
（83件、22.5%）。このうち「列記」リンクについてはコンテンツ内容への言及がないため、
それ以上の動機の詳細を分析することは難しい。 
 「紹介」のリンクが最も多いのは 7.4.1でも示した『Manga Kyoto University』[17]であ
る（「紹介」としてのリンク 24件）。同書は公開時にマスメディアでも取り上げられるなど
話題を集め、多くの個人 web サイトで紹介されていた。しかしこのような話題性のために
リンクを集めたコンテンツは、「紹介」リンクが付与されているもののごく一部である。2
番目に「紹介」リンクが多いコンテンツは京都大学木質科学研究所の紀要に掲載された、

阪神大震災被災地におけるツーバイフォー住宅の被害調査に関する資料[18]であり（「紹介」
としてのリンク 7件）、ツーバイフォー住宅を扱う個人 webサイトの中で関連文献として紹
介されている場合が多かった。「紹介」としてのリンクの多くはこのように、自身の webサ
イトの読者にとって有益と考えられるコンテンツ情報を提供する目的でなされたものであ

った。 
 「引用・参考」リンクについては、さらにリンク元ページに加えてサイト内の他のペー

ジや運営者のプロフィール等も確認し、リンク元サイトが学術的活動を目的とするものか、

非学術的な活動を目的とするものかについても特定することを試みた。なお、ここでいう
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学術的サイトとは研究者・学生等が自身の専門領域に関するテーマの情報発信を主として

行なうサイト・ブログ等とする。ただし運営者が研究者等ではない場合、もしくは匿名で

あるなど研究者か否かの判断が困難な場合についても、主として特定の領域に関する学術

的な議論・情報発信を目的としている場合については学術的サイトであると判定した。そ

れら以外のサイトをここでは非学術的サイトとし、非学術的サイトについてはさらにどの

ような属性を持つ人物が、どのような目的でコンテンツにリンクしたかも調査した。結果

を表 7-4、表 7-5に、さらに非学術的サイトからの「引用・参考」リンクの詳細を本項末尾、
表 7-6に示す。なお、表 7-5のリンクの詳細の分類については実際にリンク元ページの内容
を閲覧する中で著者が独自に設定した。7.1節で示した Zuccalaによる、非研究者にとって
のOAの利益[1]を援用することも考えられたが、「税金の使途の追跡と有権者としての権利」
に該当すると考えられるリンクがほとんど存在しない等、分析対象ページに合致しないた

め本研究では採用を見送った。 
表 7-4に示したとおり、「引用・参考」リンクのリンク元ページのうち学術的サイトは

38.6%、非学術的サイトは 61.4%であり、非学術的なサイトの方が多い。非学術的サイトか
らの「引用・参考」リンクのうち、多くは個人が作成した趣味に関するページ（例えば野

草を紹介するブログ等、それを職業としているわけではない者が運営している、特定のテ

ーマに興味のある読者を対象とするページ）から、その趣味に関連するコンテンツに対し

てリンクしたものであり、非学術的サイトからの「引用・参考」リンクの 41.2%（21件）
を占める（表 7-5）。この中には野草に関するブログがシソ科植物に関する博士論文を参考
文献として挙げた場合等が含まれている（各事例の詳細は表 7-6参照。以下、全て同様）。 
次いで多いのは医療従事者（医師など）や教育関係者（塾講師など）、園芸家、演奏家な

ど、専門的な職業に従事する者が作成したページから、自身の専門分野に関連するコンテ

ンツにリンクしている場合である（12件、23.5%）。医師が日本の病床稼働率と米国のそれ
を比較するブログ記事の中でデータの出典として KURENAI登録コンテンツを引用してい
る場合、サックス奏者がリードの保存方法についてのブログ記事で紀要論文を引用した場

合などが含まれる。 
他には患者やその家族が、自身の症例に関連するコンテンツを引用する場合もある（6件、

11.8%）。患者やその家族による医療文献の利用は、非研究者にとっての OA の意義として
最も議論が盛んであるにもかかわらず、「引用・参考」リンクはそれほど多くはない。これ

は自身の健康の問題に直面した者には情報を発信する余裕がないことや、デリケートな問

題であるため情報発信のインセンティブが働きにくいこと等が理由であると考えられる。

実際、本研究で確認されたリンクも人工膀胱使用者が自身の日常や関連情報を綴ったブロ

グや、患者の家族が手術を終えた家族の精神状態に関して扱ったブログ記事等からのもの

であり、現に切迫した状況に置かれた患者やその家族が作成したページからのものではな

かった。 
これらの他に、特にテーマを持たないブログや、特定のテーマはあるがそのテーマとは
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関係のない記事から KURENAI登録コンテンツに「引用・参考」リンクを貼っている場合
もあった（12 件、23.5%）。総じて非学術的サイト運営者が KURENAI 登録コンテンツに
リンクする理由は多様であると言える。また、同一のコンテンツであってもページ作成者

によって異なる文脈で引用する場合がある。例えばハチャトゥリアン作曲「仮面舞踏会」

に関する紀要論文が、この曲をショートプログラムで使用したフィギュアスケートの浅田

真央選手を取り上げたスケートのファンブログで引用される一方で、同曲の指揮をとる事

になったオーケストラ指揮者のブログでも引用されている場合等があった。 
 

表 7-4 「引用・参考」リンクのリンク元サイトの性格 

作成者種別 リンク数 % 
学術的サイト 32 38.6%  
非学術的サイト 51 61.4%  

合計 83 100.0%  

 
表 7-5 非学術的サイトにおける「引用・参考」リンクの詳細 

リンクの詳細 リンク数 % 
趣味に関して個人が作成したwebページから、関連するコンテンツにリンク 21 41.2% 
研究以外の専門的職業・活動従事者が作成したページから、専門に関連
するコンテンツにリンク 

12 23.5% 

患者やその家族が作成した web ページから、自身の症例に関連するコン
テンツにリンク 

6 11.8% 

その他 12 23.5% 
合計 51 100.0% 

 
以上の分析から、個人 webサイトからのリンクも多くはWikipediaや Q&Aサイトから
の引用と同様に、登録コンテンツの活用状況を示すものであると言うことができる。中で

も「引用・参考」目的でなされたリンクは KURENAI登録コンテンツを活用し、新たな知
的生産活動がなされたことを示すものである。さらにそのリンク元ページの多くは自身の

趣味や職業、健康問題に関連するコンテンツを非学術的な活動の中で活用していることが

わかった。KURENAI 登録コンテンツの総数に対し事例数はごく限られるものの、これら
の事例は機関リポジトリ登録コンテンツが市民の間で活用されていることを示すものであ

ると言える。 
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表 7-6 KURENAI 登録コンテンツに対する、非学術的サイトからの「引用・参考」リンクの詳細 

作成者種別 リンク先 URL 文献タイプ 引用詳細 

趣味の個人 1 http://hdl.handle.net/2433/48430 紀要論文 

フィギュアスケートのファンブログ。浅田真央が演目で
使用したハチャトリアン「仮面舞踏会」を紹介する記事
中で、戯曲のより詳しい内容に関する参考文献として

紀要『人文學報』掲載論文を挙げる。 

趣味の個人 2 http://hdl.handle.net/2433/48430 紀要論文 

フィギュアスケートに関するファンブログ。2008 年度の

各選手の使用曲に関する記事の中で、浅田真央がSP
で使ったハチャトリアン「仮面舞踏会」のあらすじの出
典として紀要『人文學報』掲載論文を参考文献に挙げ

る。 

趣味の個人 3a http://hdl.handle.net/2433/113174 紀要論文 
映画に関するブログ。男性器の成長障害に関する記
事の中で、症例として『泌尿器科紀要』掲載論文を引

用。 

趣味の個人 3b http://hdl.handle.net/2433/121303 紀要論文 上同 

趣味の個人 3c http://hdl.handle.net/2433/122686 紀要論文 上同 

趣味の個人 3d http://hdl.handle.net/2433/119298 紀要論文 上同 

趣味の個人 3e http://hdl.handle.net/2433/119495 紀要論文 上同 

趣味の個人 4 http://hdl.handle.net/2433/66179 雑誌論文 

コンピュータ関係の仕事をしている著者による、物理、

数学系を中心とした雑感を掲載するブログ。小林・益
川理論を紹介する記事の中で、原著論文として雑誌
『Progress of Theoretical Physics』掲載論文を参考文

献に挙げる。 

趣味の個人 5a http://hdl.handle.net/2433/73164 博士論文 

野生の植物に関するブログ。レモンエゴマについての

記事の中で博士（薬学）論文「日本産シソ属植物の類
縁および化学分類に関する研究」を参考文献に挙げ
る。 

趣味の個人 5b http://hdl.handle.net/2433/73164 博士論文 
野生の植物に関するブログ。エゴマについての記事の

中で博士（薬学）論文「日本産シソ属植物の類縁およ
び化学分類に関する研究」を参考文献に挙げる。 

趣味の個人 5c http://hdl.handle.net/2433/73164 博士論文 

野生の植物に関するブログ。トラノオジソついての記

事の中で博士（薬学）論文「日本産シソ属植物の類縁
および化学分類に関する研究」を参考文献に挙げる。 
 

趣味の個人 6 http://hdl.handle.net/2433/48860 紀要論文 
技術者による、理系の話題、読書、音楽について扱う
ブログ。「無限小」に関する記事の中で、参考文献とし

て紀要『哲学論叢』掲載論文を挙げる 

趣味の個人 7 http://hdl.handle.net/2433/56764 紀要論文 

インドネシアについて扱う個人サイト。日本の占領時
代についてのページで、Dasawisma（インドネシアの婦

人会？）についての情報の出典として紀要『東南アジ
ア研究』掲載論文を引用。 

趣味の個人 8 http://hdl.handle.net/2433/56263 紀要論文 

トッポギ・ウキ、操体法について扱う個人サイト。玄米
の功罪についてのページで、米の品種を決定する遺
伝子に関する記述の出典として紀要『東南アジア研

究』掲載論文を引用。 

趣味の個人 9 http://hdl.handle.net/2433/66571 紀要論文 
上海で生活する個人によるサイト。水滸伝の連環画に
関するページの中で、水滸伝批判に関する参考文献

として紀要『東方學報』掲載論文を挙げる。 

趣味の個人 10 http://hdl.handle.net/2433/70298 紀要論文 

夫の定年退職後に夫婦で登山をはじめた著者らによ

る個人サイト。地域別比流量図に関するページの中
で、地域別比流量図の中でフィート・マイルがメートル
換算されていることの出典として、『京都大学防災研究

所年報』掲載論文を引用。 

趣味の個人 11 http://hdl.handle.net/2433/58802 紀要論文 

音律・音階・ジャズ・ガラス絵・ミステリなど管理人の趣
味に関する話題を扱うブログ。ペットボトル・ミュージシ

ャン間のコミュニケーションに関する記事の中で『数理
解析研究所講究録』に掲載されたペットボトル振動子
に関する論文を引用。 

趣味の個人 12 http://hdl.handle.net/2433/48351 紀要論文 

記念日や行事・歴史・人物等について管理人の気の
向くままに書き綴るブログ。西南戦争について紹介す

る記事の中で『人文學報』に掲載された西南戦争にお
ける西郷隆盛と士族に関する論文を参考文献にあげ
る。 
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趣味の個人 13 http://hdl.handle.net/2433/56836 紀要論文 

政治家・政治的事件について扱うブログ。白洲次郎に

ついて扱った記事の中で『岩本ゼミナール機関誌』掲
載の日本の援助受入政策と国産小麦衰退の関連に
関する論文を引用。 

趣味の個人 14a http://hdl.handle.net/2433/68946 研究報告 
洛中洛外（京都の市街・郊外）の探訪記を綴るブログ。
「人食い地蔵」に関する記事の中で『京都大学埋蔵文
化財調査報告』を参考文献に挙げる。 

趣味の個人 14b http://hdl.handle.net/2433/68947 紀要論文 
洛中洛外（京都の市街・郊外）の探訪記を綴るブログ。
「人食い地蔵」に関する記事の中で『京都大学構内遺

跡調査研究年報』を引用。 

実践者・職業者 1a http://hdl.handle.net/2433/57419 紀要論文 

米国の寄宿高校（「ボーディングスクール」）への留学、
受験準備に関するブログ。名門ボーディングスクール

の抱える課題についての記事で、『京都大学大学院教
育学研究科紀要』掲載論文を参考文献としてあげる。 

実践者・職業者 1b http://hdl.handle.net/2433/57504 紀要論文 上同 

実践者・職業者 2 http://hdl.handle.net/2433/57491 紀要論文 

4-18 歳の子どもに対する職労体験事業を行なう特定

非営利活動法人「こども盆栽」のブログ。子ども向けワ

ークショップに関する記事の中で、『京都大学大学院

教育学研究科紀要』掲載論文を引用 

 

実践者・職業者 3 http://hdl.handle.net/2433/44493 紀要論文 

元勤務医のブログ。総務省による自治体病院改革に

関する記事の中で、米国の病床稼働率に関する情報

源として紀要『経済論叢別冊 調査と研究』掲載論文を

引用。 

 

実践者・職業者 4 http://hdl.handle.net/2433/65849 図書 

園芸家のブログ。植栽・庭園美術史に関する記事の中

で、参考文献として単行書『日本庭園の植栽史』を挙

げる。 

 

実践者・職業者 5 http://hdl.handle.net/2433/43041 紀要論文 

「XML コンサルタント、システムアーキテクト、テクニカ

ルライター」によるブログ。Web フローの図示に関する

記事の中で紀要『数理解析研究所講究録』掲載論文

を引用。 

 

実践者・職業者 6 http://hdl.handle.net/2433/48430 紀要論文 

東京サロンオーケストラ演奏者／指揮者のブログ。自

身が指揮することになったハチャトリアン「仮面舞踏

会」に関する記事の中で、戯曲「仮面舞踏会」の邦訳

が「レールモントフ選集 2」しかないことの出典として紀

要『人文學報』掲載論文を引用。 

実践者・職業者 7 http://hdl.handle.net/2433/51424 紀要論文 
サックス／オルガン奏者による、ジャズに関するブロ

グ。サックスのリードの保存方法に関する記事の中

で、紀要『木材研究・資料』掲載論文を引用。 

実践者・職業者 8 http://hdl.handle.net/2433/49374 紀要論文 
アロマテラピー好きの産科勤務者のブログ。バースレ

ビューに関する記事の中で、『京都大学医療技術短期

大学部紀要』掲載論文を参考文献に挙げる。 

実践者・職業者 9 http://hdl.handle.net/2433/48594 紀要論文 
風水コンサルタントのブログ。「通書」に関する記事の

中で『人文學報』掲載論文を批判的に引用。 

実践者 ・職業者
10a 

http://hdl.handle.net/2433/58644 紀要論文 

中学受験塾「日能研」のブログにおける、算数に関す

るエッセイ。関孝和の和算について、紀要『数理解析

研究所講究録』掲載論文を参考文献に挙げる。 

実践者 ・職業者
10b 

http://hdl.handle.net/2433/81479 紀要論文 

中学受験塾「日能研」のブログにおける、算数に関す

るエッセイ。鬼谷算に関する記事の参考文献として紀

要『数理解析研究所講究録』掲載論文を挙げる 

患者・家族 1a http://hdl.handle.net/2433/114727 紀要論文 

萎縮膀胱が原因で人工膀胱を入れた患者による、人

工膀胱に関するブログ。陰茎喪失に関する記事の中

で、精神異常から自身で陰茎を切り取った症例として

『泌尿器科紀要』掲載論文を引用。 

患者・家族 1b http://hdl.handle.net/2433/122462 紀要論文 上同 

患者・家族 1c http://hdl.handle.net/2433/119332 紀要論文 

人工膀胱を入れた患者による、人工膀胱に関するブロ

グ。前立腺肉腫に関する記事の中で、17 歳の患者の

症例として『泌尿器科紀要』掲載論文を引用。 
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患者・家族 1d http://hdl.handle.net/2433/74774 紀要論文 

人工膀胱を入れた患者による、人工膀胱に関するブロ

グ。陰茎がんに関する記事の中で、陰茎がん患者に

包茎者が多いことの出典として『泌尿器科紀要』掲載

論文を引用。 

患者・家族 1e http://hdl.handle.net/2433/117982 紀要論文 上同 

患者・家族 2 http://hdl.handle.net/2433/49447 紀要論文 

恋愛サイトオーナー・主婦によるブログ。大きな手術を

受けた義父の術後精神症状に関する記事の中で、

『京都大学医療技術短期大学部紀要』掲載論文を義

父とあてはまる例として引用。 

その他 1 http://hdl.handle.net/2433/66125 紀要論文 

著者が気になった様々なテーマを扱う個人ブログ。川

越の牛蒡専門店を紹介する記事の中で、「青果業界で

単一の品目を扱う問屋はゴボウだけ」というコメントへ

の反例として、葱問屋に関する紀要『資本と地域』掲載

論文を引用。 

その他 2 http://hdl.handle.net/2433/66064 図書 

社会に出ても日々の学びをアウトプット・共有すること

を目的とする個人ブログ。大学のアウトリーチ活動に

関する記事の中で、アウトリーチのうまくいっていない

例として単行書『Manga Kyoto University』を引用。 

その他 3 http://hdl.handle.net/2433/24219 紀要論文 

リカちゃん人形や趣味の話題を扱うブログ。「東京都安

全・安心まちづくり条例」改正反対についての記事の

中で 、 『 京都大学文学部哲学研究室紀要  : 

Prospectus』に掲載された京大石垣カフェに関するコン

テンツを引用。 

その他 4 http://hdl.handle.net/2433/61651 紀要論文 
個人ブログ。数学の独学に関する記事の中で紀要『数

理解析研究所講究録』掲載論文を引用。 

その他 5 http://hdl.handle.net/2433/57179 紀要論文 

ウォーキングを中心に多様なテーマを扱う個人ブロ

グ。原爆投下 65 年に関する記事の中で、紀要『人文』

の目次を参照情報として引用している 

その他 6 http://hdl.handle.net/2433/53726 紀要論文 

匿名で様々なテーマについて自身の考えを投稿し、読

者はコメントをつけられるサイト。検察審査会とGHQに

ついて扱うある投稿者の記事の中で、『東南アジア研

究』に掲載されたオランダ植民地統治と法の支配に関

する論文を、植民地支配に関する研究例として引用。 

その他 7 http://hdl.handle.net/2433/85299 その他 

中国の暗部について扱う、とし関連ニュース等を掲載

するブログ。ウイグル問題に関する記事の中で『京大

上海センターニュースレター』を参考文献に挙げる。 

その他 8 http://hdl.handle.net/2433/48450 紀要論文 

「人類の未来について発信するページ」と称するサイ

ト。「人類はどこから来たのか？」と題するページの中

で『人文學報』に掲載された考古学的意味での家畜化

に関する論文を参考文献に挙げる。 

その他 9 http://hdl.handle.net/2433/48345 紀要論文 

個人の日記ブログ。NHK で放送された憲法に関する

番組を見た感想についての記事の中で『人文學報』掲

載のナショナリティに関する論文を引用。 

その他 10 http://hdl.handle.net/2433/54573 紀要論文 

様々なテーマについて扱う個人ブログ。複式簿記に関

する議論の中で『農業計算学研究』掲載の単式簿記と

複式簿記の特性と普及に関する論文を引用。 

その他 11a http://hdl.handle.net/2433/68946 研究報告 

野鳥を中心に様々な内容を扱う、引退した教師による
個人サイト。保元の乱に関するページの中で、「白河

北殿」に関する情報の出典として『京都大学埋蔵文化
財調査報告書』を引用。 

その他 12b http://hdl.handle.net/2433/37043 一般記事 

野鳥を中心に様々な内容を扱う、引退した教師による
個人サイト。大橋力「音と文明」について扱うページの
中で、スタンリーによる暗黒アフリカ探検に関する著書

の邦訳出版に関する情報の出典として京都大学図書
館報『静脩』掲載コンテンツを引用。 
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7.4.3 リンク先の文献タイプ 

 表 7-7は表 7-6に示した非学術的サイトからの「引用・参考」リンクについて、リンク先
の文献タイプ（junii2準拠）を集計し、示したものである。 
 表から、リンク先コンテンツのほとんどは紀要論文であり、リンク全体の 80%以上を占
める。次いで多いのは博士論文へのリンクであるが、リンク数は 3件でリンク全体の 5.9%
にとどまる。KURENAI 登録コンテンツ中、非学術的サイトからの「引用・参考」リンク
はほとんどが紀要論文に集中していると言える。 
 

表 7-7 非学術的サイトにおける「引用・参考」リンクのリンク先文献タイプ 

文献タイプ リンク数 % 
紀要論文 41 80.4% 
博士論文 3 5.9% 
研究報告 2 3.9% 
図書 2 3.9% 
一般記事 1 2.0% 
雑誌論文 1 2.0% 
その他 1 2.0% 

合計 51 100.0% 

 
さらに表中、KURENAI登録以前から電子化されていた（公開済み）コンテンツは雑誌
論文 1件のみであり、他は全て機関リポジトリ登録によってはじめて電子化されたもの（独
自コンテンツ）である。ここから、KURENAI登録コンテンツが市民に対して果たしてい
る役割は、雑誌論文等の既に電子公開されているコンテンツへの無償でのアクセス提供

（「パブリックアクセス」）というよりは、独自コンテンツの発信機能（「電子出版・電子図

書館」）であると考えられる。ただし、この点については現在の KURENAI登録コンテンツ
の文献タイプの偏りも無視することができない。分析対象とした 2010年 12月 31日時点の
登録コンテンツ中、紀要論文が 68,600件で 77.0%を占めているのに対し、雑誌論文は 2,776
件で 3.1%を占めるにとどまる[19]。リンク先コンテンツの偏りも、単純にこの登録コンテ
ンツの文献タイプの偏りを反映したものであり、雑誌論文の登録が増えれば「パブリック

アクセス」としての利用が増える可能性もある。実際に機関リポジトリに登録した雑誌論

文が、研究者・学生以外の市民から多くのアクセスを集めていることは第 3章で見たとお
りでる。もっとも、登録コンテンツの多くが紀要論文であるという現状においては、「電子

出版・電子図書館」的な側面が強いこともまた確かである。 
 
7.5 考察と結論 

 本章では機関リポジトリ登録コンテンツの市民の活動（非学術的活動）中での活用状況

を明らかにすることを目的に、京都大学の機関リポジトリ KURENAIに登録されたコンテ
ンツの被リンク状況を分析した。分析の結果から、KURENAI登録コンテンツはブログな
どの個人 webサイト、Wikipedia、Q&Aサイトなどからリンクされており、研究活動だけ
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ではなく非学術的な活動の中でも活用されていることが示された。具体的な活用目的は自

身の趣味や健康に問題を抱える者の間での情報共有、演奏家や医療従事者等の職業実践家

による活用など、多岐に渡る。リンクされるコンテンツは必ずしも特定のコンテンツや分

野に偏っておらず、機関リポジトリ登録コンテンツが、社会の様々な場面で活用されうる

ことを示していると言える。ただし登録コンテンツの偏りを反映し、活用されているコン

テンツの多くは紀要論文等、機関リポジトリ登録によってはじめて電子化され、発信され

たコンテンツであった。 
これを第 2章図 2-1の機関リポジトリの役割モデルにあてはめて考えるなら、すでに第

3・4章の分析から市民による公開済み・独自コンテンツの利用はアクセスレベルでは存在
することが確認されていたわけであるが、本章の結果から単にアクセスがあるだけではな

く、実際に活用されている事例もあることが示された、と言える。さらに活用されている

コンテンツの多くは紀要論文等の独自コンテンツであり、ここから機関リポジトリが市民

に対し現在、果たしている主な機能は「電子出版・電子図書館」機能である、ということ

が指摘できよう。 
現在は公開されているコンテンツ数に対し、リンク数はごく限られているものの、Wells
の先行研究によれば、機関リポジトリへのリンク数は機関リポジトリ設置からの年数が経

過するほど多くなる傾向がある[14]。KURENAI はまだ公開から 6 年を迎えたばかりであ
り、さらに公開当初から登録されていたコンテンツは一部のみである。今後、公開から年

数が経過するにつれてさらにリンク数は増えていくものと考えられる。市民にとって機関

リポジトリ登録による学術文献の公開は、「電子出版・電子図書館」機能を中心に、一定程

度の役割を果たしており、今後更なる発展が見込まれると言えよう。 
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8. 総合考察と結論 
 第 1章で述べたとおり、本研究全体の目的は日本の機関リポジトリが、日本の学術文献
流通の中でコンテンツの入手元として果たしている役割を、登録されたコンテンツの利用

状況と、それが利用者に与えた影響の分析から検証することであった。さらに検証すべき

役割について整理することを目的に、第 2章で機関リポジトリの背景となる OA運動の起
源と、そこから機関リポジトリに至るまで及び機関リポジトリ登場後に付け加わった新た

な議論を振り返った。第 2章での検討の結果から、機関リポジトリに期待される役割はコ
ンテンツ（機関リポジトリ登録以前から電子ジャーナルなどで既に電子的に公開済みのも

のか／機関リポジトリ登録にあたり独自に電子化されたものか）と利用者（研究者・学生

などの元来、学術文献の利用者として想定されてきた学究集団か／従来は学術文献の利用

者として想定されてこなかったそれ以外の市民か）の観点から三つに整理できることを論

じた（図 2-1）。図 2-1と各役割の概略を以下に再掲する。 
 

利用者

研究者・学生等 市民

コ
ン
テ
ン
ツ

公
開
済
み

独
自

「オープンアクセス」

「電子出版・電子図書館」

「パブリックアクセス」

 
図 2-1 コンテンツ／利用者の観点からの機関リポジトリの役割整理（再掲） 

 

・「オープンアクセス」：機関リポジトリ登録以前から電子公開済みのコンテンツが対象／研

究者・学生等の学究集団を利用者に想定 

・「パブリックアクセス」：機関リポジトリ登録以前から電子公開済みのコンテンツが対象／学

究集団に属さない市民の利用を想定 
・「電子出版・電子図書館」：機関リポジトリ登録にあたり独自に電子化されたコンテンツが

対象／研究者・学生等と市民の双方を利用者に想定 
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続く第 3～7章ではこの三つの役割整理を前提に、それぞれが果たされているのか否かを
五つの分析に基づいて明らかにすることを試みてきた。 
 本章ではこれまでの各章の分析結果に基づいて、図 2-1に示した機関リポジトリの三つの
役割について、実際に果たされているのか否か、さらに果たされていない場合には考えら

れる理由と今後取りうる対応について、8.1～8.3節でそれぞれ検討していく 18

 

。それらの

検討結果に基づき、8.4節では現在の日本の学術文献流通の中で機関リポジトリが果たして
いる役割に関し結論を述べる。8.5節ではその結論から導かれる今後の我が国の機関リポジ
トリ政策に関する提言をまとめ、本研究の結びとする。 

8.1 「電子出版・電子図書館」としての役割 

本研究では紀要論文をはじめ、電子ジャーナルが存在せず、従来は電子的に提供されて

いなかったコンテンツを、機関リポジトリへの登録にあたって独自に電子化し、オンライ

ンで提供している場合を「電子出版・電子図書館」としての機関リポジトリと定義してい

る。この場合、利用対象は研究者・学生／それ以外の市民のいずれも含みうる。本研究で

最も明確に描き出されたのが、この「電子出版・電子図書館」としての機関リポジトリが、

現在の日本の学術文献流通の中でコンテンツ入手元として担う役割の重要性である。 
 第 3章の分析から、紀要論文であっても雑誌論文と比べてアクセス数の面で遜色はなく、
紀要と同じく独自コンテンツである学位論文については平均して雑誌論文の数倍のアクセ

スを集めていた。また、第 5章の分析から、機関リポジトリが CiNiiにおける書誌データ・
本文提供に果たしている貢献の大きさも明らかになった。機関リポジトリは NII-ELSや他
のコンテンツ入手元には含まれていない、ユニークなコンテンツの書誌データ／本文を提

供しており、それらのユニークなコンテンツへのリンクがクリックされる割合は他のコン

テンツ入手元にしかないコンテンツの場合よりも高かった。また、学問分野別に見ると機

関リポジトリは人文社会系のコンテンツ本文の提供が多く、クリック率も人文社会系で最

も高かった。文献タイプ別では機関リポジトリは紀要論文へのリンクが最も多く、その多

くは機関リポジトリでしか電子的に提供されていない独自コンテンツであり、そのクリッ

ク率も高かった。雑誌タイトル別で見ると、機関リポジトリ登録コンテンツの中で利用が

多いのは心理学分野の紀要論文であった。 
その結果、人文社会系で、紀要論文等の日本語のコンテンツを利用する者の間では機関

                                                   
18 なお、ここまでは三つの役割について論じる際には「オープンアクセス」、「パブリック
アクセス」、「電子出版・電子図書館」の順で取り上げることが多かったが、8.1～8.3節で
は「電子出版・電子図書館」、「パブリックアクセス」、「オープンアクセス」の順に取り上

げる。これは各節で述べるとおり、本研究の結果から、果たしている役割が大きいと考え

られる順である。あまり果たしていない、と考えられる役割についてはその理由だけでな

く今後とりうる対応についても詳細に論じる必要があり、冒頭で「オープンアクセス」の

役割について論じると議論の流れがこの部分で寸断されてしまう。そのため、これまでと

は取り上げる順序を入れ換えている。 
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リポジトリは広く認知されており、その登録コンテンツが利用されてもいることが、第 6
章の心理学者に対する質問紙調査の結果から示された。回答者の中で機関リポジトリ登録

コンテンツを利用した経験のある者は 62.5%と過半数に至っており、中でも教育心理学者
などの日本語で研究活動を行なう者で、電子的な文献入手環境が不十分である者の間で機

関リポジトリ登録コンテンツの利用が普及していた。既に分野・専門領域によっては機関

リポジトリはコンテンツ入手に不可欠の存在となっている。 
さらに第 7 章のリンク分析からは、研究者・学生に限らず、従来の学究集団に属さない
市民の間でも、機関リポジトリが独自に電子的に提供するコンテンツは利活用されており、

Wikipediaや Q&Aサイトをはじめ、個人のブログ等からの引用も多いことが示された。 
 以上のように、従来は電子的に提供されてこなかったコンテンツを機関が独自に電子化

し、オンラインで公開する場として、現在の機関リポジトリが果たしている役割は大きい。

中でもコンテンツの大半を占めてきた紀要に対する需要の大きさが本研究によって多面的

に示された。第 2 章でも触れたとおり、これまで掲載論文の質の管理等について紀要の問
題を指摘する意見が多数存在してきた[1]。そのような傾向があることは確かであろうが、
しかし本研究の結果から、機関リポジトリ上のみではなく、より強い学術文献への需要を

代表していると考えられる CiNiiにおいても、紀要が盛んに利用されていることがわかった。
そして紀要をはじめとする独自コンテンツの提供数の多さと、その利用率の高さから鑑み

て、機関リポジトリは現在の日本の学術文献流通において既になくてはならないコンテン

ツ入手元となっている。 
 一方で、本研究の分析からは「電子出版・電子図書館」としての機関リポジトリの役割

はさらに伸長する余地を残しており、その需要も存在することが示唆されている。 
第一には紀要論文について、既に多くのコンテンツが機関リポジトリで公開されてはい

るものの、まだ十分とは言えない、という点が指摘できる。第 5章の分析から、CiNiiにお
いては人文社会系を中心に、書誌データへのアクセスはあってもどこからも本文が提供さ

れていないために、利用者が本文にアクセスできていないコンテンツが多数存在する。本

文へのリンクが存在した場合のクリック率の高さから考えれば、これらの本文の存在しな

いファイルについてももし電子的に提供されていたならば高い利用率を示したであろうこ

とは確かである。人文社会系においては未だに需要の高いコンテンツの電子的提供が不十

分であると指摘できる。紀要論文に限って考えても、中小規模大学も含めてほとんどの大

学において紀要は発行されており、ILLデータの分析からそれらに対してロングテールをな
す需要の存在が示されている[2]。しかし機関リポジトリを設置している大学はまだ日本の
全大学の一部に過ぎず、中小規模・私立大学で発行されているものを中心に、多くの紀要

が電子的提供環境を持たない状況にある。今後は機関リポジトリ設置数の増大と紀要登録

の推進が必要であると言える。その際に、中小規模大学等が機関リポジトリを運営する労

力の負担を軽減する施策として、山形県・広島県をはじめとする地域共同リポジトリの設

置[3]や NII によるクラウド型の共用リポジトリ JAIRO Cloud[4]の試みは大きな意義を持
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つであろう。既に JAIRO Cloudを通じた中小規模大学等の機関リポジトリ公開は相次いで
いるが、今後もこれらの仕組みを利用して、中小規模・公私立大学における機関リポジト

リ設置・自身の発行する紀要の登録を推進することが重要である。 
そもそも紀要の電子化を機関リポジトリが担う必要があるのか、集中的に業務を行なう

機関を設置した方が良いのではないかという疑問はありうる 19

 さらに、紀要論文の他にも「電子出版・電子図書館」としての機関リポジトリが今後担

いうる可能性として、学協会等が発行する人文社会系・和文誌の電子化・公開が考えられ

る。既に述べたとおり、CiNiiにおいては人文社会系はコンテンツへの需要が非情に高い一
方で、提供状況は他の分野に比べ不十分であり、利用者の求めるコンテンツが必ずしも電

子的に入手できない状況にある。紀要論文については機関リポジトリを通じてこの状況は

改善されつつもあるが、日本の学協会が発行する雑誌掲載論文については、機関リポジト

リにもほとんど登録されていないことが知られている[8]。その結果、本来研究者・学生等
の学究集団において中心的な役割を担うべき学協会誌の方がアクセスしにくく、学生が紀

要論文ばかりを用いるようになったり、海外からより必要な文献ほどむしろ手に入れにく

くなっていることが指摘される、といった問題が顕在化している[9]。この人文社会系・和
文誌の電子公開について、既に紀要論文の電子化で実績を持つ機関リポジトリが貢献しう

る可能性がある。なお、雑誌論文の登録・公開という点ではこれは「オープンアクセス」

の役割に属すと考えられなくはないが、電子的には公開されていない（そのため機関リポ

ジトリで公開するとすれば「独自コンテンツ」となる）ものを電子的に提供する、という

点では「電子出版・電子図書館」の役割に属すと考える方が妥当であろう。 

。しかし実際には現在の機

関リポジトリにおける紀要登録の伸長からも明らかなように、紀要の電子出版については

機関単位で行なった方が処理が容易であると考えられる。発行の主体が各機関やその一部

署であるために、当該機関内であれば権利処理等が比較的容易であることは既に報告され

ている[6]。逆に言えば、発行主体以外の機関が登録を進める場合の処理の煩雑さと困難さ
は従来の機関リポジトリにおける学術雑誌登録が進まない現状を見れば明らかである。現

に発行主体と距離の近い機関リポジトリにおいて電子化を担うことの有利さについての報

告もあり[7]、紀要の電子化・登録主体としては各発行機関自身が最も適していると考えら
れる。ただしサーバ管理・システム管理等の業務まで個別に行なうことには負担も大きく、

そこで共同リポジトリ・共用リポジトリの存在が重要であると言えよう。 

 もちろん、紀要論文の場合と異なり学協会誌の場合は発行主体が機関外に存在するため、

紀要のように順調には電子化が進まない公算は高い。一方で、人文社会系・和文誌では著

作権を学協会等に譲渡せず、著者に帰属したままであるため、学協会が電子化に取り組む

場合でも権利処理が問題になることが指摘されている[10]。個々の権利者により近い立場に

                                                   
19 例えば 2009年に図書館総合展で行なわれた「10年後の図書館と大学」に関するパネル
ディスカッションにおいて、東京大学の河村俊太郎が「全部 Googleか CiNiiの方がいいの
ではないか」という発言をしている[5]。 
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ある機関による電子化推進の可能性は十分にありうる。ただし、機関リポジトリによる運

用が良いのか、NII-ELS と同様に一括処理・一括公開の仕組みの方がスムーズに運用され
るのか、といった点は本研究の範疇を超える議論であり、今後別の形での検証が必要とな

るだろう。 
 本節の最後に、本研究の限界として、学位論文や教材、図書等の紀要論文以外の独自コ

ンテンツに関する役割については十分な分析が行なえなかった。第 3 章のアクセスログ分
析からこれらに対しても多くのアクセスがあるのは確かであり、また第 7 章のリンク分析
から市民の間で学位論文等の活用例があることも確認されたが、研究者・学生等の中での

利活用の詳細については分析できていない。理由の一つには紀要に比べてコンテンツ数が

まだ限られており、分析に耐える状況にないということがある。 
さらにより大きな理由として、紀要における CiNiiのような、学究集団にとっての利用の
基盤となるプラットフォームがこれらの（論文形式以外の）コンテンツには存在しない、

という問題が指摘できる。現状では論文以外のコンテンツについてはサーチエンジンしか

発見のための手立てがない。本研究の成果から見て、研究者・学生のあいだでコンテンツ

入手元としての機関リポジトリの認知と利用が進んでいるのは、明らかに CiNiiの影響であ
る。論文にとっての CiNiiにあたるサービスがない学術コンテンツを、研究者・学生にどう
発見させるのかが今後の課題となるだろう。 
筑波大学附属図書館をはじめ、図書館のディスカバリサービスの中で当該大学の機関リ

ポジトリ登録コンテンツについても探せるようにしている試みは存在する[11]。しかしこの
ような試みでは当該機関のコンテンツは探せても、他のリポジトリの登録コンテンツは対

象となっていないという問題がある。各リポジトリを探したければ各図書館のシステムを

訪れる必要があり、実効性は薄い。CiNiiによる機関リポジトリ登録コンテンツ提供の利点
は研究者が日常使う論文データベースに、機関リポジトリへのリンクがあることである。

例え横断検索できたとしても機関リポジトリ登録コンテンツしか探せないシステムについ

ては、第 3章で触れた機関リポジトリ横断検索システム JAIROからのアクセスの少なさか
らも明らかなように、利用されることは少ない（最も JAIROからのアクセスが多い京都大
学の機関リポジトリKURENAIの場合でも、年間592,148アクセス中の93件のみがJAIRO
経由）。まずは機関リポジトリに限らない非論文コンテンツのディスカバリインタフェース

を確立し、そこに機関リポジトリをリンクしていく必要があると言えよう。 
 
8.2 「パブリックアクセス」実現手段としての役割 

 本研究における機関リポジトリを通じた「パブリックアクセス」の実現とは、電子ジャ

ーナルなど機関リポジトリ以外の手段で既に公開済みのコンテンツが、機関リポジトリに

登録され、研究者・学生等の学究集団に属さない市民によって利用される、という状況を

指す。ただし第 2章で述べたとおり、市民を対象とする「電子出版・電子図書館」の役割
との境界は便宜的なものである（多くの場合、市民にとって高額な電子ジャーナル等はほ
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とんどアクセス不可能なものであり、利用しにくさという点で公開済みコンテンツ／独自

コンテンツの間の差は小さい）。重要なのは、研究者・学生等の学究集団に属さない、市民

による利用があるか否か、あるとすればそれが市民の活動等になんらかの影響を与えるも

のとなっているか、である。 
 まず第 3 章で行なった機関リポジトリ登録コンテンツのアクセス状況の分析から、それ
を理解できたか否か／そもそも読んだか否かを問わず、アクセスされていたかどうかとい

う水準を見れば、機関リポジトリに登録された公開済み／独自コンテンツのいずれも、研

究者・学生以外からと考えられるアクセスを多く集めていた。むしろ研究者・学生以外と

考えられるアクセスは大学・研究機関等からのアクセス数（多くは研究者・学生によると

考えられる）を大きくしのいでおり、機関リポジトリへのアクセスの中心を占めていた。

さらにそれらのアクセスは分野・領域を問わず、あらゆる論文に対してなされており、物

理学等の純粋科学と呼ばれるような論文であっても市民からのアクセスは他と同様に存在

した。また、第 4 章の分析結果でも、機関リポジトリに登録した雑誌論文に対するアクセ
スの中心は、研究者・学生以外からと考えられるものが中心であった。 
 ただしこれはあくまで「アクセス」であり、内訳を見るとそのほとんどはサーチエンジ

ンによってコンテンツを発見したものである。先行研究[12]から、このようなサーチエンジ
ン経由のアクセスにおいては、学術文献を探していたわけではなく、情報探索行動のなか

でたまたま機関リポジトリ登録コンテンツがヒットした、という類のものが多いと考えら

れる。第 5 章で行なったアクセス方法別の、機関リポジトリ登録コンテンツのメタデータ
ページにアクセスした利用者がその後本文までアクセスする割合に関する分析結果もこの

ことを裏付けている。サーチエンジンからメタデータページにアクセスした場合の本文到

達率は低く、本文までアクセスせずに引き返す者が多い。これはメタデータを経由せずサ

ーチエンジンの検索結果から直接本文にアクセスした者においても、本文を読むことなく

即座に引き返した者が多いであろうことを推察させる。研究者・学生によるアクセスと違

い、例えアクセスできても本文は読まない、という者が市民の間に多いことは確かと言え

よう。 
 一方で、第 7 章で行なった機関リポジトリ登録コンテンツのリンク分析の結果は、市民
においても、学術文献を自身の活動の中で利用することがしばしばあることを示している。

個人の web サイト、それも運営者が研究者・学生ではないと考えられる web サイトから、
自身の趣味や（学究目的以外の）業務に活かすために機関リポジトリ登録コンテンツにリ

ンクを張っている例が第 7 章の分析では多数確認された。これまで研究者・学生などのい
わゆるアカデミア、学究集団の中に閉じて流通していた学術文献であるが、実際にはアカ

デミアには属さない市民にとっても役立つ場合があることが示された、と言えよう。「パブ

リックアクセス」への需要はたしかに存在し、日本の機関リポジトリは現在、それに貢献

するものとなっている。 
 なお、同じく第 7章においてリンクされていたコンテンツの多くは紀要論文であったが、
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これは単に現在の機関リポジトリ登録コンテンツの多くが紀要論文であるためと考えられ

る。公開済みコンテンツか独自コンテンツか、という点で雑誌論文と紀要論文の間には違

いがあるが、再三指摘したとおり、その違いに意味があるのは電子ジャーナルを閲覧でき

る者も存在する研究者・学生等の間においてであって、学究集団に属さない市民にとって

はどちらも大差のない、アクセスのできないコンテンツである。雑誌論文等の公開済みコ

ンテンツの登録が増えれば、市民におけるその利活用も自然と増えるであろう。 
 ただ、雑誌論文の利用という点で日本の市民による利用において問題が生じるとすれば、

それは記述言語による障壁である。第 3 章の結果でも第 4 章の結果でも、英語コンテンツ
については国内からのアクセスがごく限られている、という点は共通していた。これを単

に「日本人は（学究目的以外の場合に）英語を読まない」と理解しては問題があるだろう。

それが自分自身に必要な情報であれば、例え英語で書かれていても利用される可能性はあ

るし、現に第 7章のリンク分析では市民が英語論文を利用している例も確認されている。 
留意すべきは、読みの困難ではなく、発見の困難である。第 3～7章の結果から明らかな
ように、市民にとっての機関リポジトリ登録コンテンツの発見手段はサーチエンジンであ

り、かつ多くの場合は学術文献を探しているわけではなくなんらかの情報を求めての探索

行動の中で偶発的に登録コンテンツにアクセスしている。それが英語コンテンツの日本国

内からのアクセス数の少なさの直接の要因である。 
 例え日常的に英語を用いている研究者であっても、自身の専門領域以外での、日常的な

（研究とかかわらない）情報探索を目的にサーチエンジンを利用する場合、英語を検索語

とした探索も行なってみる、という者は稀であろう。まして日常的に英語を用いる機会の

少ない者であれば、そもそも英語でも探索してみるという発想自体がないと考えられる。

そのために現状では、機関リポジトリに登録されている英語コンテンツは、仮にそれが日

本の市民にとって有益なものであったとしても、そもそも発見されえない状況にあるので

ある。この点についてのなんらかの改善（日本語抄録をつけることが困難であれば、最低

限タイトルとキーワードのみでも日本語でも付与する等）が行なわれない限り、市民にと

って英語コンテンツは公開されていてもアクセスしえないものであり続けるだろう。「パブ

リックアクセス」の更なる進展を図るには、この点の解決が今後の課題となる。 
 
8.3 「オープンアクセス」実現手段としての役割 

「オープンアクセス」としての機関リポジトリの役割が実現している状況とは、研究者・

学生等の学究集団に属する者が、電子ジャーナル等に掲載される、従来から電子的に公開

済みのコンテンツを、機関リポジトリを通じて無料かつ自由に利用する、という状況を指

す。第 2 章で示したとおり、機関リポジトリ概念を最初に提唱した Crow の当初の主な目
的は学術雑誌価格高騰への対応を背景としており、本稿の定義と同様の「オープンアクセ

ス」の実現であった[13]。また、日本で機関リポジトリが導入された当初の意図もこのよう
な「オープンアクセス」にあった[14]。 
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 しかし第 4～6章の分析結果においては、機関リポジトリがこのような意味での「オープ
ンアクセス」の役割を果たしている明確な形跡は見られなかった。 
第 4章で行なった機関リポジトリへの登録が論文の被引用数と電子ジャーナルサイトで
のアクセス数に与える影響に関する分析の結果から、機関リポジトリに論文を登録した場

合、電子ジャーナルサイトでのアクセス数と同程度のアクセス数を機関リポジトリでも集

めると同時に、その電子ジャーナルサイトでのアクセス数は登録しなかった論文に比べて

減ってはいなかった。さらに機関リポジトリへのアクセスと電子ジャーナルサイトへのア

クセスのアクセス元・アクセス状況を比較したところ、IPアドレスの重複状況やアクセス
元地域の分析から電子ジャーナル利用者とは異なる層であることが示された。ここから、

機関リポジトリへの登録によって公開済みコンテンツが新たな利用者を獲得していたこと

は確かと言える。しかし新たな利用者の獲得は被引用数の増加には結びついておらず、機

関リポジトリ登録の有無と被引用数の変化状況の間には有意な関係がなかった。その理由

は、新たに獲得した利用者が研究者・学生等の学究集団に属するものではなく、専らそれ

以外の市民であったためと推察される。アクセス元、アクセス方法が先行研究等から研究

者ではないと考えられる傾向を示している（民間プロバイダドメイン中心／サーチエンジ

ン経由中心）ことに加え、同一 IPアドレスのアクセス頻度が先行研究で示された研究者に
よる自身の領域の電子ジャーナルアクセス傾向[15]と異なることも、この推察を補強してい
る。 
第 5 章で行なった CiNii のアクセスログ分析を通じた、日本の学術文献需要に占める機
関リポジトリの貢献状況の分析結果からは、研究者・学生が主と考えられる CiNii経由での
アクセスにおいて、アクセスされる機関リポジトリ登録コンテンツの中心は紀要等の機関

リポジトリで独自に電子化・公開しているコンテンツであることが示された。公開済みコ

ンテンツの利用もないわけではないが、CiNii自身のサーバにコンテンツ本文ファイルが登
録されている場合にはそちらの方が良くアクセスされており、機関リポジトリ登録コンテ

ンツは公開済みコンテンツにおいては利用の中心にはなっていなかった。 
第 6 章で行なった日本の心理学研究者の機関リポジトリに関する認識と態度の調査から
は、オープンアクセスという考え方自体は研究者の間で認知されており、また機関リポジ

トリについても認知され、登録コンテンツが利用されてもいたことがわかった。しかしオ

ープンアクセスを認知している層と機関リポジトリ登録コンテンツの利用層は異なってい

ることも示された。すなわちオープンアクセスを認知したり自身の論文をセルフ・アーカ

イブしている層は電子的な文献入手環境が整っている、主に洋雑誌等を用い英語で研究活

動を行なう者であるのに対し、機関リポジトリを利用しているのは主に和文誌を用い、日

本語で研究活動を行なう、電子的な文献入手環境が整っていない研究者であった。 
以上の結果はいずれも、機関リポジトリを通じた、既に電子ジャーナル等の形で電子的

に公開済みのコンテンツの、研究者・学生による利用は、機関リポジトリの役割として大

きな位置を占めてはいないことを示唆している。この結果の解釈には二つの方向性がある。
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一つは、「オープンアクセス」としての役割を機関リポジトリは果たしているのに、本研究

の手法上の限界によってそれを捉えることができなかった可能性がある。もう一つは、実

際に現在の日本の機関リポジトリは「オープンアクセス」としての役割を果たしていない

可能性である。現実的にはこの二つの要因が交雑し（機関リポジトリはある部分では「オ

ープンアクセス」としての役割を果たしているのだが、本研究の手法で確認できるほど大

きなものにはなっていないために）、本研究では「オープンアクセス」としての役割を果た

しているとは立証できなかった、と考えるのが妥当であろう。以下、二つの要因それぞれ

について検討する。 
 
(1) 本研究の手法上の限界 

本研究で行なった分析にはいずれも手法上の限界があり、いくつかの条件を満たしてい

る場合には機関リポジトリが「オープンアクセス」としての役割を果たしていたとしても、

それを見落とす可能性がある。 
まずは分析対象とした機関リポジトリの範囲の限界がある。「オープンアクセス」として

の役割を果たしていないのではないか、とする根拠は第 4 章、第 5章、第 6 章の分析に基
づき、中でも第 4 章の機関リポジトリ登録と電子ジャーナルアクセス数、被引用数の関係
分析の結果が大きな位置を占める。しかしこの結果は北海道大学と京都大学の二つの機関

リポジトリでの実験のみに依拠するものである。この二つの機関リポジトリは日本の機関

リポジトリとしては最も活動的なものであり、サンプルとする妥当性は高いが、それでも

限られた結果に基づくものであることは留意する必要がある。 
また、各章で分析対象としたコンテンツと利用者の範囲の限界も考える必要がある。第 4
章は動物学分野の一雑誌のみを対象とする結果に基づいており、この結果があらゆる分

野・雑誌にあてはまるかは疑問が残る。特に対象とした『Zoological Science』は比較的安
価な雑誌であるため、より購読料の高い雑誌であれば全く異なる結果が出た可能性はある。

また、被引用数の分析にはトムソン・ロイターのデータを用いたが、これはWeb of Science
収録対象となるような雑誌からの引用のみに基づくデータである。Web of Science収録誌
に論文を投稿する機会のないような研究者（主に発展途上国に多いと考えられる）による

引用はそのため、把握することができていない点にも留意が要る。 
第 5 章の CiNii の分析についても、主に日本国内で発行された文献について、日本国内
からの利用を想定して作られたデータベースについて分析するものであり、OAの最大の背
景である学術雑誌価格高騰問題（主には洋雑誌において顕在化している）と直接関係する

対象とは言いがたい。第 6 章の心理学者に対する質問紙調査においては当然、心理学とい
う一分野のみに対する結果であり、一般化可能性については議論の余地がある。 
以上のような限界により、実際には機関リポジトリが「オープンアクセス」としての役

割を現在でも果たしているにもかかわらず、本研究ではそれを把握できなかった可能性は

ある。しかし少なくとも、ここまでに述べたように「電子出版・電子図書館」の役割や「パ
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ブリックアクセス」の役割について機関リポジトリによって果たされていることが明確に

描き出された程には、「オープンアクセス」の実現状況が示されていないことも確かである。

日本の機関リポジトリにおける「オープンアクセス」の役割は他の役割に比べ相対的に小

さくなっていると見ることが妥当であろう。次項ではその理由について考える。 
 
(2) 「オープンアクセス」としての機関リポジトリの役割が相対的に小さい要因 

 「オープンアクセス」の実現手段として機関リポジトリが果たす役割が小さい理由はい

くつか考えられる。第一には、「オープンアクセス」としての役割においてコンテンツの中

核となる公開済みコンテンツ、主には雑誌論文の登録が不足していることが指摘できる。

機関リポジトリ登録コンテンツ中に占める雑誌論文の少なさの問題ではなく、ある雑誌に

掲載された全論文中に占める機関リポジトリに登録されているものの少なさが問題である。

第 2 章でも触れたとおり、先行研究により日本の学会誌掲載論文のうち、機関リポジトリ
への登録を学会が許可している場合に限っても、その登録率はわずか 2.6%であった[8]。第
4章で見たように、研究者は電子ジャーナルが使える場合にはそちらを使い、機関リポジト
リ版を用いることは考えにくい。第 6 章の結果からも、機関リポジトリ登録コンテンツを
あまり利用していない実験心理学者は、電子的文献入手環境が整っている、すなわち電子

ジャーナルが利用できる者であった。 
研究者は電子ジャーナルを利用できている限り、機関リポジトリ版を利用することはな

い。そしてある雑誌に掲載されている論文のうち数本が OA 化されている程度では図書館
が購読を打ち切ることはなく、大半の図書館員は登録コンテンツが 90%以上に上らない限
り OAアーカイブを電子ジャーナルの代替とはみなさない、という調査もある[16]。そして
この問題は日本の機関リポジトリのみで解決できるものではないことも指摘できる。日本

で発行されている学会誌等はまだしも、洋雑誌掲載論文については、いくら日本の機関リ

ポジトリに登録する論文数を増やしても、日本の著者の論文は全体の一部に過ぎない。日

本だけではなく海外においても一斉に機関リポジトリへの雑誌論文登録が進み、OA化され
るものが増えなければ意味がないと言え、第 6 章で国際的に研究活動を行なうものほど機
関リポジトリを使っていないこともこれを裏付けている。しかし海外における機関リポジ

トリの動向については第 2 章でも触れたとおりで、世界で最も論文生産数の多い米国にお
いて、OAとしての機関リポジトリは現状「失敗」としか呼べない状況にあると言われてい
る[17]。この状況が劇的に変化しない限り、「オープンアクセス」、すなわち公開済みコンテ
ンツの、研究者・学生等の学究集団による利用を想定した機関リポジトリの役割が実際に

回りだすことはないだろう。 
また、もう一つの「オープンアクセス」としての役割実現の阻害要因としては、研究者

が文献を探索する際に用いる手法の中では機関リポジトリ登録コンテンツが発見できてい

ない、という可能性がある。第 4 章でも触れたとおり、研究者の情報行動に関する調査等
の中では、研究者が文献を発見する際には日常的に購読する雑誌のブラウジングや、各分
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野等の専門データベースの探索による場合が多いことが知られている[18]。サーチエンジン
により文献を発見することもないわけではないが、未だ中心的な方法とはなっていない。

ブラウジングによる文献発見の段階においてはそもそも機関リポジトリ登録コンテンツが

入り込む余地がない（ブラウジングができている段階で既に公開済みの電子版を閲覧して

いる）。一方、データベースによる文献発見の場合、書誌データから機関リポジトリ登録コ

ンテンツに対しリンクが貼られていれば、利用者はそちらを用いる可能性もある。実際、

第 5 章で見たように CiNii の分析においては多くの利用者が CiNii の検索結果画面から機
関リポジトリにアクセスしている。また、機関リポジトリ登録コンテンツの分析ではない

が、物理学分野において、専門データベースから主題リポジトリである arXiv にリンクを
貼ったところ、出版者版の電子ジャーナルサイトよりも arXiv へのリンクの方がクリック
されていた、という報告もある[19]。実際のクリック状況の分析ではないが、医学分野のデ
ータベースである PubMed から、出版者の電子ジャーナルサイトのみにリンクが貼られて
いる場合と、PubMed Centralにもリンクがはられている論文では、後者の方が電子ジャー
ナルサイトのアクセス数が減る、という研究もある[20]。このように研究者が日常的に用い
る、専門データベースからのリンクが存在する場合、出版者版へもリンクがある場合でも、

OA版の方が用いられる場合があることが知られている。しかし、CiNiiのようなごく一部
のデータベースを除くと、機関リポジトリ登録コンテンツに対してリンクを付与している

専門データベースは少ない。リンクリゾルバを介してデータベースから機関リポジトリに

利用者を導く試みもあるものの[21]、参加機関が少なく普及しているとは言いがたい。その
ため、機関リポジトリ登録コンテンツはそもそも研究者の主たる文献探索ルートの中で発

見できないものとなっており、研究者・学生による「オープンアクセス」としての利用が

進んでいない可能性がある。CiNiiをよく用いる心理学者の間では機関リポジトリがよく利
用され、その認知度が高いことも、この推論を裏付けている。 
 
(3) 機関リポジトリが「オープンアクセス」としての役割を担うためには 

 本研究の手法上の限界はあるにせよ、現在の日本の機関リポジトリにおいて「オープン

アクセス」の役割が本研究で取り上げる他の二つの役割に比べ果たしていると言えない状

況にあるのは確かである。そしてその理由としては、雑誌論文等の電子ジャーナルで公開

済みのコンテンツの登録が進んでおらず、電子ジャーナルの購読が続いているためそちら

を用いていることと、研究者が文献探索に用いる手段の中で機関リポジトリ登録コンテン

ツが発見しにくい状況があることをここまでで述べてきた。それでは、今後機関リポジト

リが本稿で定義するような意味での「オープンアクセス」の役割を担うものとなる可能性

はあるだろうか。本研究の分析結果及び関連する諸研究に基づくと、いくつかの条件が満

たされた場合には日本の機関リポジトリは「オープンアクセス」の役割を果たすものにな

りうる、と考えられる。 
 第一の条件とは「研究者が電子ジャーナルを利用できている限り」という前提が崩れる
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ことである。第 2 章でも取り上げたようにシリアルズ・クライシスは現在でも一貫して続
いており、一方で日本の大学・研究機関等では運営費交付金の削減など、厳しい財政状況

が続いている。既に研究大学であっても、中小規模大学においては必要な電子ジャーナル

が購読できていないとの報告もある[22]。活発に学究活動を行なう研究者・学生であっても
必要なコンテンツに電子的にアクセス出来ない状況がさらに進んだ場合、その代替として

機関リポジトリ登録コンテンツを利用する者が増える可能性はある。前述のとおり本研究

第 4章で扱った『Zoological Science』は比較的安価な雑誌であり、日常的に用いようとい
うものは購読し、アクセスできる環境にあったと考えられるが、より価格の高い雑誌であ

れば現在既に研究者が機関リポジトリ版を用いる状況が現れている可能性もあると言えよ

う。ただし、このような状況は機関リポジトリでの「オープンアクセス」実現だけに着目

すればチャンスとも言えようが、日本の学術文献流通、ひいては日本の科学研究について

考えた場合にはできる限り避けたい状況であり、この条件が満たされることは必ずしも好

ましくはない。 
 第二の条件とは研究者が文献探索に用いる手段の中で、機関リポジトリ登録コンテンツ

の可視性が高まることである。前述のとおり CiNiiにおいては既に機関リポジトリ登録コン
テンツへのリンクが存在し、そこから多くの利用者が機関リポジトリにアクセスしている。

同様にWeb of Scienceや PubMedなど、理工系や生命系の研究者が文献探索に用いるデー
タベース等の中から機関リポジトリ登録コンテンツへのリンクが付与されるようになれば、

機関リポジトリを用いた研究者・学生の文献入手が進展する可能性は高い。こちらは実現

しても学術文献流通全体に特に悪影響を与えないものと考えられる。 
 現在においても、これら二つの条件が満たされる場合がある。専門分野のデータベース

等に登録されていない、各分野においてコアになっているとは言いがたい雑誌等に掲載さ

れた論文の場合と、全文検索でなければ発見できないような論文の場合である。これにつ

いては第 4 章でも取り上げた、機関リポジトリへの論文登録が電子ジャーナルアクセス数
に与える影響を分析した PEER の調査とその考察が参考になる[23]。同調査では第 4 章で
も述べたとおり、機関リポジトリに登録したコンテンツの方が、直感に反して「電子ジャ

ーナルでの」アクセス数も有意に多くなる、と指摘している。この理由について、報告書

の著者らは、自身の体験に基づいて推測を述べている。あるテーマに関し関連研究を探索

する場合、多くの研究者はまず自身の専門分野のデータベースを用いる。しかしデータベ

ースを用いた結果、適当な論文が発見できなかった場合には、研究者であっても Googleや
Google Scholar 等のサーチエンジンを用いて文献探索を続けることがある。このサーチエ
ンジンでの文献探索において、コンテンツの全文が自由にアクセスでき、そのためサーチ

エンジンが全文をインデキシングしている機関リポジトリ登録コンテンツは、購読料を課

しサーチエンジンで全文をインデキシングすることができない電子ジャーナル版しかない

コンテンツよりも可視性が高くなる。その結果、機関リポジトリに登録されているコンテ

ンツの方がサーチエンジンを用いた探索ではアクセスされやすくなり、さらに機関リポジ
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トリ版を見た利用者の中には電子ジャーナル版も確認しようとする者が出てくるため、結

果として電子ジャーナルのアクセス数も高まる、というのが PEER における実験結果の考
察である。実際に著者らはデータベースでは発見できなかった論文の機関リポジトリ版を

サーチエンジン経由で発見し、電子ジャーナル版にもアクセスして内容を確認した上で、

報告書の中で引用している。これは一事例に過ぎないにせよ、機関リポジトリに登録した

ことで公開済みコンテンツが、研究者・学生によって学究目的で利用されたと言える状況

であり、本研究における「オープンアクセス」の要件を満たすものである。同様の事例は

他にもありうると考えられるし、PEER 報告書の著者らは電子ジャーナル版でも確認して
いるが、電子ジャーナルを確認する段階を踏まずに引用することもあるだろう。 
 しかし PEER 報告の著者らも、もし最初に行なったデータベース探索の時点で適当な論
文が十分に発見できていた場合には、サーチエンジンによる追加での探索は行なわなかっ

たのではないか。言い換えれば、機関リポジトリ登録による可視性が研究者による利用に

影響を与えるのは、専門分野のデータベースで発見できないような論文、ということにな

る。実際に PEER 報告書の著者らがサーチエンジンで発見した論文[24]も、学術雑誌掲載
論文ではなく、規模の小さい会議録掲載論文であり、多くのデータベースには収録されて

いなかったものと考えられる。仮に収録されていたとしても、当該論文は機関リポジトリ

登録による電子ジャーナルアクセス数への影響について扱ったものでありながら、タイト

ル中にそのことを示す情報がなく、本文の全文検索等が行なえないデータベースでは主題

からの発見が困難なものであった。これらの要因により、データベースで発見し直接出版

者による電子版を確認することができず、サーチエンジンでの機関リポジトリ版の探索に

おいてはじめて発見されたものと考えられる。そしてこのような条件を満たすコンテンツ

の場合（雑誌自体がコアなものではなく、データベースで発見できない／メタデータにな

んらかの不備があり、本文全文検索でなければ主題からの発見が難しい）、既に他のルート

で公開済みのものであっても、機関リポジトリに登録することで研究者・学生による利用

が増えることが考えられる。この場合には既に述べた電子ジャーナル購読環境の悪化やデ

ータベースから機関リポジトリへのリンクの実装といった条件が満たされていない場合で

も、「オープンアクセス」としての機関リポジトリの役割が果たされうると言える（現段階

ではあくまで仮説であり、今後の量的調査等による検証が待たれる。ただし、そもそもデ

ータベースに入っていない論文の被引用数を調べようとする場合、Web of Science等のデ
ータベースに基づく引用データは使用できないため、手法上の困難が予想される）。 
 
8.4 結論 

 本研究の分析から、コンテンツ入手元として日本の機関リポジトリは重要な役割を果た

すものとなっていることが示された。 
中でも大きな部分を占めるのは、これまで電子化されてこなかった、紀要論文等のコン

テンツを独自に電子化・発信する「電子出版・電子図書館」としての役割である。特に人
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社系の論文については研究者・学生等からの需要が高い。日本の学術文献の電子的入手環

境を整える上で機関リポジトリの貢献は大きく、さらに電子化されたことで従来は入手し

にくかったそれらのコンテンツがよく利用されていたことも可視化された。紀要という機

関固有の出版システムを日本の学術出版が維持してきたこと、その電子化の潮流と機関リ

ポジトリへの取り組みの時期が重なったことで日本の機関リポジトリは諸外国のようなコ

ンテンツ不足を避けられたという、登録コンテンツ数の充実面での紀要論文の意義につい

ては既にMatsuuraの先行研究でも論じられている[25]。さらに本研究の成果から、他で電
子的に入手できない紀要論文の存在とその機関リポジトリを通じた公開は、コンテンツ数

を増やしただけではなく、登録されたコンテンツの利用・活用を促したという点でも、日

本の機関リポジトリを学術文献流通の一翼を担うものにまで導くことに貢献したと言えよ

う。CiNiiにおいて機関リポジトリでしか本文が入手できないコンテンツが多数存在し、そ
れらが頻繁にアクセスされていること等を鑑みても、もはや機関リポジトリ抜きで日本の

学術文献流通は考えづらい状況にあり、今後もこの役割は引き続き日本の機関リポジトリ

の主要な機能で在り続けるだろう。 
 また、従来は学術文献へのアクセス環境が貧弱であった市民に対し、文献へのアクセス

環境を提供する「パブリックアクセス」の実現手段としても機関リポジトリは大きな役割

を果たしていることがわかった。公開済みか独自に電子化したものかを問わず、登録コン

テンツに対しては市民からの多くのアクセスがあり、様々な文脈で市民自身の活動の中で

用いられていることもわかった。従来、アカデミアの中に閉じられていた学術文献に、よ

り多くの人々が触れる機会を提供するものに機関リポジトリはなっている。 
 一方、機関リポジトリ登場の背景には研究者・学生等の学究集団に対し、電子化は済ん

でいるものの雑誌価格高騰をはじめ様々な要因でアクセスしにくくなっている雑誌論文等

に自由にアクセスできる環境を提供しようという、オープンアクセスの動きがあった。こ

のような研究者・学生による、電子ジャーナル等で既に公開済みのコンテンツの利用は、

しかし、本研究の中では機関リポジトリにとって大きな役割になっているとは確認できな

かった。これは本研究の手法上の限界による部分もあり、特に専門分野のデータベース等

で探索・発見することのできないような論文については、「オープンアクセス」としての利

用が存在しても本研究では補足できていない可能性がある。また、今後研究者らの電子ジ

ャーナル購読環境が現在より悪化するか、データベース等から機関リポジトリ登録コンテ

ンツが発見しやすくなるような施策が実行された場合には、本研究で用いた手法によって

も把握できる程度に機関リポジトリにおける「オープンアクセス」の役割が存在感を増す

可能性もある。 
 
8.5 今後の機関リポジトリに関わる施策への提言 

 8.4までで本研究における、コンテンツ入手元としての機関リポジトリの役割に関する結
論は述べた。今後の機関リポジトリに関わる諸施策においては、以上の結果を踏まえた上
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で、本研究で現在既に果たしていることがわかった役割をさらに拡大していくのか、それ

とも現在は必ずしも果たしていない可能性が示唆された役割の実現に向け、一層注力する

のか（あるいはその両方を重視するのか）を考える必要がある。 
 「電子出版・電子図書館」としての役割は既に果たされていることがわかっているが、

さらに拡大するのであれば、機関リポジトリ設置機関の増大と各機関の紀要等の登録を一

層進めるほかに、日本において未だ電子化が進んでいない人文社会系の学協会誌について

も対象に広げることが有用だろう。ただし需要は確かに存在し、機関リポジトリを通じ電

子化すれば利用されるであろうことも確実であるが、紀要と異なり発行主体が機関外にい

る場合でも機関リポジトリが電子化手段として有効か否かについては検討が必要である。

また、論文形式以外の教材・図書等のコンテンツの発見手段について、サーチエンジン以

外の方法を確立することも「電子出版・電子図書館」の役割の伸長における今後の課題と

言えよう。 
 「パブリックアクセス」の役割についてもある程度果たされていることが既にわかって

いるが、ここでもコンテンツの一層の登録が重要であるのは言うまでもない。さらに、ア

クセス方法とコンテンツの関係の分析から、日本の市民にとって英語論文等をただ機関リ

ポジトリに登録するだけでは、「パブリックアクセス」として不十分である（そもそもサー

チエンジンでの探索に英語を用いないので存在を知ることすらない）可能性が示唆されて

いる。「パブリックアクセス」としての役割を重視するのであれば、この言語の障壁の問題

は今後の課題として大きなものとなってくるであろう。 
 今後の機関リポジトリ政策においてもっとも議論が分かれうるのは、本研究の結果を見

る限りでは、「オープンアクセス」としての役割をどうするかについてであろう。この役割

は、現状では必ずしも果たされているとは言いがたい。もちろん、仮にその役割が全く果

たされていないとしても、「パブリックアクセス」の役割が果たされている以上、電子ジャ

ーナル等で公開済みのコンテンツをオープンにすることの意義は残り続ける。しかし、機

関リポジトリへの登録がその手段としてふさわしいのか否かについては議論の余地がある。 
第 2章でも触れた PLoS ONEの成功を受け、昨今ではこれに類似した、著者が支払う掲
載料を元手に多数の論文を OAの下で出版する雑誌（OAメガジャーナルと呼ばれる）を商
業出版者等でも相次ぎ創刊している。このような状況を受け、数年後には論文の多くは OA
メガジャーナルによって OA化するだろう、と予測を示す者もいる[26][27]。その他にも研
究助成機関自らが OA 雑誌を刊行する試みや[28]、高エネルギー物理学分野における
SCOAP3 のように、国際的な協同により研究者が日常用いる雑誌を全て OA 雑誌化する取
り組みも存在する[29]。このような状況を受け、BOAIにおいてオープンアクセス実現手段
として提案された二つのうち、機関リポジトリを含むセルフ・アーカイビングよりも OA
雑誌の側に期待する流れは確実に現れつつある。その傾向が最も顕著なのは、英国での OA
義務化の動きである。 
 これも第 2 章で述べたとおり、これまで英国は OA を機関リポジトリの第一の目的に位
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置づけてきた。しかし 2012年に入り、英国の OA関連政策の中で機関リポジトリの優先度
を下げる動きが出ている。その発端は英国政府の諮問を受けた Research Information 
Network（RIN）の答申（いわゆる「Finch report」）である[30]。これは英国の研究成果
へのアクセス拡大方法についての出版者、研究者、助成機関等、図書館などの関係各者に

よる議論に基づく答申で、その特徴は英国の機関リポジトリにおいて雑誌掲載論文の本文

登録が少ないこと、雑誌論文の利用が多くはないこと、機関リポジトリによる OA では出
版者に著作権等が残り続けるため論文の再利用を促すことができないこと、機関リポジト

リでは出版直後の公開は実現できないこと等を理由に、機関リポジトリを研究データや灰

色文献、学位論文等の保存・公開のためのものと位置づけ、雑誌論文のアクセス拡大につ

いては OA 雑誌と、購読型雑誌の中で追加料金を払ったもののみ誰もがアクセス可能にす
る、いわゆるハイブリッド型 OAによって実現すべき、と述べた点にある。 
 英国ではその後、政府系助成機関である Research Councils UK（RCUK）が Finch report
の方針に従い、助成研究について、OA雑誌・ハイブリッドによる OAを機関リポジトリ等
によるセルフ・アーカイビングよりも優先付ける OA義務化方針を示し[31]、議論を呼んで
いる。このように、英国では機関リポジトリが OA の実現手段として必ずしもふさわしく
ないと考え、実際にその目的を灰色文献や学位論文の公開といった、本研究における「電

子出版・電子図書館」の役割にあたる部分を中心に置き換える、という政策を実際にとっ

ている（なお、Finch reportや RCUKの方針は研究者以外にも、企業や非営利団体等によ
る利用も視野に入れており、本稿の定義における「パブリックアクセス」の実現も含め、

雑誌論文をオープンに公開する手段としての機関リポジトリの優先度を下げるものと言え

る）。 
 OAの手段として機関リポジトリに注力するのをやめる、という発想があるのは確かであ
る。しかし RCUK方針の下地となった Finch reportに対しては疑問点も多い。 

Finch Reportで機関リポジトリが OAに向かないとされた理由のうち、雑誌論文の登録
が少ないことは、OA義務化時に機関リポジトリへの登録を義務とすることにすれば解決す
るはずである。もし義務化によっても機関リポジトリへの登録がなされないのであれば、

OA 雑誌での発表やハイブリッド型 OA についても義務化では実現できないだろう。また、
機関リポジトリ登録コンテンツのうち雑誌論文の利用が少ない、という点についてはそも

そも調査が一つの機関リポジトリの年間アクセストップ 50位を見た、というだけのもので、
OA雑誌やハイブリッド型 OAとの比較に基づく値ではない。実際、本研究で既に見てきた
とおり、機関リポジトリに登録した雑誌論文はよくアクセスされており、電子ジャーナル

サイトでのアクセスにもひけをとっていない。 
Finch reportの問題意識で適切といえるのは著作権等のライセンスの問題と、機関リポジ
トリでは出版直後の論文の公開はできない（いわゆるエンバーゴが必要）という点のみで

ある。前者については、誰もが制限なくコンテンツの再利用が可能なライセンス、クリエ

イティブ・コモンズにおけるCC-BY[32]の付与は、機関リポジトリにおいては実現すること
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は確かに困難である。CC-BYを付与された論文は商業目的でも再利用が可能となるため、
購読型雑誌掲載論文にこれを付与することは出版者の利益を大きく損なう可能性がある

（例えば全く同じ論文を別の雑誌が再録・販売することも法的に問題がなくなってしまう）。

また、エンバーゴについても、購読型雑誌に掲載されたものを即座に機関リポジトリで公

開できるとしてしまえば、購読が打ち切られ出版者の利益を損ない、安定した出版活動が

できなくなる可能性がある 20

しかし、現実にはすべての雑誌を OA 化することは困難であろう。特に『Nature』や
『Science』等、却下率の高い雑誌については、著者による掲載料収入のみに基づいて OA
化し、赤字を出さないためには掲載料を非常に高く設定せねばならず（例えば『Nature』
であれば採算を取るには 1 本 145～435万円の掲載料が必要と言われている[33]）、単独で
採算を合わせることは現実的ではないと言われている[34]。このような雑誌を中心に、今後
も OA 化しない雑誌は一定数存在し続けるものと考えられ、そこに掲載された論文も OA
化しようと考える場合にはなんらかの代替手段が必要となる。 

。これらの制約のないOAを実現するにはOA雑誌への掲載が
現実的である、というのは妥当な結論と言える。もし現在の査読体制や掲載論文の質の水

準を維持したままですべての雑誌がOA化できるならば、それはOA実現の最良手段と言え
るかもしれない。 

Finch reportや RCUK方針はその場合にはハイブリッド型での OAを推奨しているわけ
であるが、ハイブリッド型の OA には問題点も多く、ハイブリッド型 OA と機関リポジト
リのいずれが OA 雑誌以外に掲載された論文の OA 手段としてふさわしいかは必ずしも自
明ではない。まず、Finchらは機関リポジトリでの雑誌論文公開数の少なさを問題視したが、
研究者の間で普及していないという点ではハイブリッド型 OAも同様である。OA雑誌の状
況を調査した Laaksoらによれば 2011年発行論文の中でハイブリッド型 OAで公開されて
いたものはわずか 0.7%に過ぎない[35]。 
より問題となるのは研究者の利用の側面である。ハイブリッド型の OA の場合、雑誌全
体の購読料はかかり続けるので、購読していない者は掲載論文の一部しか読めない。購読

していない機関の研究者が、一部の論文しか読めない雑誌を購読誌と同様にブラウジング

するとは考えにくく、研究者の主要な文献発見方法のうちブラウジングによる発見がハイ

ブリッド型 OA ではまず起こりえなくなる。そうなるとハイブリッド型 OA の場合でも、
非購読機関からの利用は機関リポジトリ登録コンテンツの場合と同様、サーチエンジンや

データベースでの探索によるものが主となる。データベースからの探索においては電子ジ

ャーナルサイトにはリンクが貼られている場合も多く、機関リポジトリよりもハイブリッ

ド型 OA の方が可視性が高いとも言えるが、この差はデータベースから機関リポジトリに
もリンクを張った場合にはなくなるものである。実際、CiNii の中では NII-ELS は機関リ
ポジトリよりもアクセスされているが、他の電子ジャーナルサイトは機関リポジトリより

                                                   
20 ただしこの点については、そもそも学術雑誌の価格高騰を問題視していたOA運動の第
一の背景を思えば、むしろ購読を切ることこそ実現したい目標ではないのか、とも言える。 
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もクリック率が低かった。また、サーチエンジンからの探索について、電子ジャーナルサ

イトでのハイブリッド型 OA と機関リポジトリのいずれがより可視性が高いかといった調
査は存在しない。 
利用以外の点でいえば、ハイブリッド型の場合はエンバーゴなしで／再利用可能なライ

センスでの公開ができる一方で、多くの場合に相当金額の追加料金を請求され、コストが

かかる。機関リポジトリについてはすでに構築済みの場合は軽微なコスト負担で実現でき

るが、再利用可能性やエンバーゴ期間については出版者の方針に依拠することになる。こ

のうちどちらをより重視するかで判断は変わりうるが、コストを重視する場合には機関リ

ポジトリが OA 実現の手段としての可能性を有し続けるはずである。RCUK は明確に再利
用可能性とエンバーゴなしでの公開を優先すると明言しており[36]、そのためのハイブリッ
ド型 OA 優先の方針と評価できるが、この前提を共有しない場合には異なる判断も十分あ
りうる。 
 このように、OA の実現手段として OA 雑誌を重視するのは妥当な判断と言えるが、OA
雑誌に掲載されなかったものをハイブリッド型の OA によって OA 化するか、機関リポジ
トリ等のセルフ・アーカイビングによって OA 化するかは、ハイブリッド型 OA と機関リ
ポジトリでの OA のコンテンツ入手元としての有効性の比較が行なわれていない以上、再
利用可能性・エンバーゴの短さとコストがかからないことのいずれを重視するかによって

判断が分かれうるものである。 
英国の場合は RCUKが再利用可能・エンバーゴの短さをより重視するという方針を打ち
出し議論が起こっている段階にあるが、日本の場合はどうか。そもそもオープンアクセス

あるいはパブリックアクセスを重視する、という点については既に複数の政策文書の中で

明言されており[37] [38]、科学研究費補助金の研究成果公開促進費の中でも OA雑誌に関連
する施策が取られている[39]。オープンアクセス自体の推進については政策上のコンセンサ
スがあるものと言えよう。その上で、OA雑誌掲載分以外の論文を OA化する手段について
は、日本の場合には機関リポジトリの方がハイブリッド型 OAよりも妥当なのではないか、
と本稿では提言したい。もちろん再利用可能性やエンバーゴなしでの OA 実現も重要では
あるが、そのためだけにより多くのコストを費やしても構わないという考えは、現在の日

本には馴染まないものではないか。そもそも第 2 章で日本における機関リポジトリ普及の
経緯を見たとおり、日本に機関リポジトリが導入された際には学術雑誌価格高騰の負担に

大学図書館が耐え切れない、という問題への対応が強く意識されてきた。OA雑誌について
は購読料がかからなくなるためこの雑誌価格高騰問題にも応えるものである一方、ハイブ

リッド型 OA では購読料負担はそのままにさらに追加費用がかかるものであり、日本にお
けるオープンアクセスや機関リポジトリに関する議論とは全く対立するものである。研究

者による利用の面でも、ハイブリッド型 OA と機関リポジトリの差は前述のとおり、ほと
んど存在しないと考えられる。そうであれば、機関リポジトリを OA 雑誌と並ぶ「オープ
ンアクセス」の実現手段と位置づけ、専門分野のデータベース等からも機関リポジトリ登
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録コンテンツが発見できるようにするなど、「オープンアクセス」としての機関リポジトリ

の役割を強化するような施策をとっていくことを推奨し、本稿の結びとしたい。 
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付録 
資料 5 付表 

付表 5-1 NDLC と科学研究費補助金系・分野の対応表 

系 分野 対応 NDLC 

人文社会系 人文学 

GB, GB521, GE543, GH81, H45, H51, HM141, HR71, K111, KC126, 
KD117, KE12, KE29, KG123, KP83, KS15, KS32, KS353, KS396, ZG1, 
ZG11, ZG12, ZG13, ZG14, ZG15, ZG16, ZG17, ZG18, ZG19, ZG21, 
ZG22, ZG23, ZG24, ZG25, ZG26, ZG27, ZG28, ZG29, ZG31, ZG33, 
ZG34, ZG36, ZG37, ZG38, ZG39, ZG41, ZG42, ZG43, ZG44, ZG45, 
ZG46, ZG47, ZG49, ZG52, ZG53, ZG54, ZG55, ZG56, ZG57, ZG58, 
ZG59, ZG6, ZG61, ZG64, ZG65, ZG67, ZG7, ZG71, ZG72, ZG73, 
ZG74, ZG75, ZG76, ZG77, ZG8, ZG81, ZG82, ZG83, ZG84, ZG85, 
ZG86, ZG87, ZG88, ZG89, ZG9, ZG91, ZG92, ZG94, ZG99, ZH1, ZH2, 
ZH6, ZH7, ZH8, ZH9, ZK1, ZK13, ZK14, ZK2, ZK21, ZK22, ZK24, 
ZK25, ZK26, ZK28, ZK3, ZK31, ZK36, ZK5, ZK8 

 社会科学 

A68-M6, A71, A75, AK4-911, AZ-522, AZ-811, AZ-856, D9, DC147, 
DC971, DD48, DH215, DH351, DH411, DH555, DK131, DK167, 
DK233, DK261, DK86, DL65, DL687, DM331, E9, EA1, EC1, EC121, 
EC154, EC235, EC39, EF19, EF71, EG234, EG51, EG77, EL125, 
FB14, FC32, FD35, FD4, FD55, SB151, SB157, ZA1, ZA11, ZA14, 
ZA15, ZA16, ZA18, ZA19, ZA2, ZA21, ZA23, ZA26, ZA28, ZA3, ZA31, 
ZA33, ZA34, ZA36, ZA5, ZD1, ZD11, ZD12, ZD13, ZD16, ZD18, ZD19, 
ZD2, ZD21, ZD22, ZD23, ZD25, ZD31, ZD33, ZD41, ZD42, ZD43, 
ZD51, ZD52, ZD57, ZD58, ZD62, ZD65, ZD67, ZD68, ZD88, ZD95, 
ZE1, ZE12, ZE16, ZE17, ZE5, ZE8, ZF1, ZF11, ZF21, ZF9, ZS2 

理工系 分野なし M121, M154, M17, M18, M21, M213, M265, M321, ZM1, ZM2 

 数物系科学 
MA216, MA67, MB, MC, MC151, MC154, MC36, ME358, ME36, 
ME421, ME656, ME75, ZM17, ZM31, ZM33, ZM35, ZM4, ZM41, ZM43, 
ZM44, ZM46, ZM49 

 工学 

NA137, NA179, NA214, NB85, NC21, NC34, ND, ND61, NG91, PD, 
ZM11, ZM13, ZM15, ZM16, ZM19, ZM24, ZM25, ZM26, ZM27, ZM5, 
ZN1, ZN11, ZN12, ZN14, ZN15, ZN16, ZN21, ZN22, ZN23, ZN24, 
ZN25, ZN31, ZN32, ZN33, ZN36, ZN5, ZP11, ZP14, ZP15, ZP16, 
ZP17, ZP19, ZP21, ZP22, ZP23, ZP24, ZP25, ZP26, ZP27, ZP28, 
ZP29, ZP31, ZP33, ZP34, ZP41, ZP42, ZP48, ZP52, ZP55, ZP8, ZP9 

 化学 PA, PA225, PA465, ZP1, ZP2, ZP4, ZP5 

生物系 生物学 
RA, RA111, RA158, RA182, RA21, RA421, RA531, RA71, ZR1, ZR2, 
ZR3, ZR4, ZR5 

 農学 RB138, RB321, ZR21, ZR22, ZR26, ZR6, ZR7, ZR8 

 医歯薬学 

SC, SC126, SC151, SC186, SC187, SC21, SC241, SC251, SC267, 
SC327, SC371, SC471, SC517, SC591, SC727, SC761, SC81, 
SC841, SD, SD84, ZS1, ZS16, ZS17, ZS18, ZS21, ZS31, ZS32, ZS34, 
ZS35, ZS38, ZS39, ZS42, ZS43, ZS44, ZS45, ZS46, ZS47, ZS51, 
ZS7, ZS8, ZS9 

その他 その他 
UA11, UC61, US15, VF5, Y251, Y94, YH231, YH233, ZU1, ZU11, 
ZU13, ZU15, ZU16, ZU19, ZU4, ZU5, ZU7, ZU8, ZV1, ZV2, ZV3, ZW1, 
ZW2, ZW5, ZW6, ZZ51 
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付表 5-2 機関リポジトリ別クリック数（1～50 位） 
順位 機関名 クリック数 割合 
1 筑波大学 91,891  7.2% 
2 広島大学 87,024  6.8% 
3 北海道大学 73,921  5.8% 
4 京都大学 69,287  5.4% 
5 九州大学 53,630  4.2% 
6 同志社大学 50,998  4.0% 
7 早稲田大学 37,248  2.9% 
8 お茶の水女子大学 35,511  2.8% 
9 東京大学 35,193  2.7% 
10 金沢大学 33,973  2.6% 
11 愛知教育大学 30,676  2.4% 
12 千葉大学 29,513  2.3% 
13 一橋大学 28,727  2.2% 
14 岡山大学 28,557  2.2% 
15 慶応義塾大学 28,515  2.2% 
16 名古屋大学 27,230  2.1% 
17 岩手大学 24,955  1.9% 
18 神戸大学 24,311  1.9% 
19 埼玉大学 21,093  1.6% 
20 奈良教育大学 21,086  1.6% 
21 長崎大学 21,052  1.6% 
22 信州大学 20,478  1.6% 
23 琉球大学 18,518  1.4% 
24 明治大学 16,889  1.3% 
25 三重大学 15,728  1.2% 
26 東北大学 15,414  1.2% 
27 広島県・共同 14,193  1.1% 
28 弘前大学 13,840  1.1% 
29 兵庫教育大学 13,687  1.1% 
30 群馬大学 12,783  1.0% 
31 福島大学 12,643  1.0% 
32 法政大学 12,423  1.0% 
33 鹿児島大学 12,222  1.0% 
34 静岡大学 12,180  1.0% 
35 東京外国語大学 12,167  0.9% 
36 山口大学 11,137  0.9% 
37 大阪教育大学 10,487  0.8% 
38 高知大学 9,987  0.8% 
39 滋賀大学 9,785  0.8% 
40 香川大学 9,524  0.7% 
41 関東学院大学 9,188  0.7% 
42 大分大学 8,632  0.7% 
43 近畿大学 8,581  0.7% 
44 横浜国立大学 8,538  0.7% 
45 茨城大学 8,137  0.6% 
46 小樽商科大学 8,126  0.6% 
47 山形県・共同 7,500  0.6% 
48 福井大学 7,279  0.6% 
49 札幌医科大学 7,052  0.6% 
50 宮崎大学 6,931  0.5% 
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付表 5-3 機関リポジトリ別クリック数（51～98 位） 
順位 機関名 クリック数 割合 
51 上越教育大学 6,778  0.5% 
52 福井県・共同 6,652  0.5% 
53 鳥取大学 6,278  0.5% 
54 国立民族学博物館 6,043  0.5% 
55 秋田大学 5,982  0.5% 
56 旭川医科大学 5,855  0.5% 
57 大阪府立大学 4,952  0.4% 
58 別府大学 4,305  0.3% 
59 奈良女子大学 3,805  0.3% 
60 富山大学 3,490  0.3% 
61 神奈川大学 2,967  0.2% 
62 青山学院大学 2,662  0.2% 
63 熊本大学 2,354  0.2% 
64 東京慈恵会医科大学 1,925  0.2% 
65 北陸先端科学技術大学院大学 1,882  0.1% 
66 アジア経済研究所 1,878  0.1% 
67 中国学園大学 1,797  0.1% 
68 神奈川工科大学 1,777  0.1% 
69 東京女子医科大学 1,563  0.1% 
70 沖縄地域学リポジトリ 1,438  0.1% 
71 室蘭工業大学 1,435  0.1% 
72 京都工芸繊維大学 1,429  0.1% 
73 東京歯科大学 1,381  0.1% 
74 北見工業大学 1,315  0.1% 
75 城西大学 1,287  0.1% 
76 環太平洋大学 1,176  0.1% 
77 東京女子大学 1,128  0.1% 
78 東京海洋大学 1,046  0.1% 
79 奈良大学 989  0.1% 
80 中部大学 963  0.1% 
81 高知工科大学 852  0.1% 
82 山口県・共同 844  0.1% 
83 大阪市立大学 797  0.1% 
84 九州工業大学 761  0.1% 
85 新潟県・共同 746  0.1% 
86 青森県立保健大学 727  0.1% 
87 津山工業高等専門学校 686  0.1% 
88 大阪女学院大学 460  0.0% 
89 武庫川女子大学 387  0.0% 
90 徳島大学 286  0.0% 
91 札幌学院大学 277  0.0% 
92 福島県立医科大学 82  0.0% 
93 就実大学 62  0.0% 
94 新潟県・地域共同 55  0.0% 
95 国際日本文化研究センター 22  0.0% 
96 情報科学技術協会 13  0.0% 
97 都留文科大学 5  0.0% 
98 国立情報学研究所 3  0.0% 
- 不明・その他 25 0.0% 
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資料 6 質問紙調査票 

 
1.あなた自身についてお聞きします。 
 
【設問 1】年齢をお答えください。   [     ]才 
 
【設問 2】職階をお選びください。(一つだけ選択
 

) 

□1 教授 
□2 准教授 
□3 講師 
□4 助教 
□5 研究員 
□6 その他[                    ] 
 
【設問 3-1】あなたの主たる専門分野は何ですか。(一つだけ選択
  

) 

※以下の区分は、ReaD研究開発支援総合ディレクトリの「研究分野」に基づいています 
 
 □1 教育心理学 
□2 社会心理学 
□3 臨床心理学 
□4 実験心理学 
 
【設問 3-2】あなたの研究のキーワードをご記入ください。
       例 ： 学習過程、社会的認知、心理アセスメント、感覚・知覚 等 

(複数回答可) 

 
 

 

 



 

256 
 

2.研究・教育活動のための情報収集についてお聞きします。 
 
【設問 4】研究・教育活動のための情報収集に、Google等のサーチエンジンはどのくらいの
頻度で使用しますか。(一つだけ選択

 
) 

□1 ほぼ毎日 
□2 週に 1回以上 
□3 月に 1回以上 
□4 年に数回程度 
□5 使わない 
 
【設問 5】最近 1ヵ月の間に、研究・教育活動のために読んだ論文は、冊子体の雑誌論文と
電子版の雑誌論文のどちらが多いですか。(一つだけ選択

 
) 

□1 冊子体が 8割以上  
□2 冊子体が 6～7割  
□3 半々  
□4 電子版が 6～7割 
□5 電子版が 8割以上 
 
【設問 6】研究・教育活動のために必要な論文を、インターネットを介して入手する場合(た
とえば出版社の電子ジャーナルサイトやGoogle等の検索エンジンなどから)、次の
どれがあてはまりますか。(一つだけ選択
 

) 

□1 すべて入手できる 
□2 ほとんど入手できる(一部入手できない) 
□3 入手できないことが多い(一部入手できる) 
□4 ほとんど入手できない 
□5 インターネットを介して入手することはない 
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3.オープンアクセスについてお聞きします。 
オープンアクセスの概要を説明した以下の文章を読み、続く設問にお答えください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【設問 7】「オープンアクセス」という言葉と、その概要についてご存知でしたか。 

(一つだけ選択
 

) 

□1 「オープンアクセス」という言葉も、その概要も知っていた 
□2 「オープンアクセス」という言葉は知っていたが、その概要は知らなかった 
□3 「オープンアクセス」という言葉は知らなかったが、そのような取組みがなされてい
ることを知っていた 

□4 「オープンアクセス」という言葉も、その概要も知らなかった 
 

オープンアクセスとは、 
欧米を中心に、研究者が、自身の研究成果をできるだけ広く公開すると同時に、他の研究者の 

研究成果へ障壁なくアクセスしたいという要求から始まった理念であり、研究成果をオンラインで  

誰もが無料で利用できるようにしよう、というものです。 
 
オープンアクセスを可能とする方法として、 
(1) オープンアクセスジャーナルへの投稿 
(2) 研究者自身によるセルフ・アーカイビング 
この二つがあると言われています。 
 
(1) オープンアクセスジャーナルとは、 
掲載された記事にオンラインで、誰もが無料でアクセスできる査読済みの雑誌です。 
現在、オープンアクセスジャーナル出版のビジネスモデルでは、著者あるいは所属機関からの  

支払により出版にかかる経費をまかなうことが多く行われています。 
 
(2) セルフ・アーカイビングとは、 
著者が自身の論文の本文等を、個人のウェブページやリポジトリ(保存・公開するための機能を 

もつサーバ)で無料公開することです。   

リポジトリには、主題別のリポジトリと、機関(大学/図書館)が運営する機関リポジトリがあります。 
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【設問 8】研究・教育活動のために電子版の雑誌論文を入手する際に、 
以下のWebサイトを使用したことがありますか。(複数回答可) 

 
□1 オープンアクセスジャーナル 
□2 機関リポジトリ 
□3 PubMedCentral(NIH：米・国立衛生研究所が運営する学術雑誌論文の 

無料公開Webサイト) 
□4 CogPrints(英・サウサンプトン大学運営の学術雑誌論文の無料公開Webサイト) 
□5 研究者の個人Webサイト 
□6 論文の共有サイト(例：My Open Archive) 
□7 いずれも使ったことがない 
□8 使ったことがあるかどうかわからない 
 
【設問 9】あなたが所属する機関、あるいはその図書館のオープンアクセス(オープン   

アクセスジャーナル、セルフ・アーカイビング、機関リポジトリ等)に関する活
動をご存知ですか。(一つだけ選択

□1 知っている (具体的にお書きください。例：説明会の開催、論文の提供要請) 
) 

 
 
 
□2 知らない(ご所属の機関、あるいは図書館以外の知らせで、オープンアクセス 
       についての活動を知る機会があった場合は、具体的にお書きください。) 
 
 
 
 
【設問 10】あなたは、オープンアクセスの取組に賛同しますか、反対しますか。 

また、その理由を以下の空欄にお書きください。(一つだけ選択
 

)  

□1 賛同する       
□2 やや賛同する      
□3 どちらとも言えない   
□4 やや反対する      
□5 反対する        
【設問 10】でお答えになった理由を、以下の空欄にお書きください。 
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次に、オープンアクセスジャーナルについてお聞きします。 

 
【設問 11】最近 3年の間に、オープンアクセスジャーナルに原稿を投稿、あるいは論文を
発表したことがありますか。(一つだけ選択

 
) 

□1 ある 
□2 ない 
 
【設問 12-1】オープンアクセスジャーナルを刊行している団体、または刊行されている雑

誌タイトルをご存知ですか。(一つだけ選択
 

) 

□1 はい   →【設問 12-2へ】 
□2 いいえ  →【設問 13へ】 
 
【設問 12-2】 （【設問 12-1】で □1 はい と回答した方にお聞きします。
 あなたがご存知のオープンアクセスジャーナルを刊行している団体名、または刊行されて

いる雑誌タイトルをお書きください。(

） 

複数回答可

 
) 

 
 
 
                                

 →【設問 13へ】 
 

【設問 13】今後、オープンアクセスジャーナルに原稿を投稿、あるいは論文を発表する意
志はありますか、ありませんか。 

 
□1 大いにある 
□2 ややある 
□3 どちらとも言えない 
□4 あまりない 
□5 まったくない 
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続いて、セルフ・アーカイビングについてお聞きします。 

 
【設問 14】セルフ・アーカイビングとその概要についてご存知でしたか。(一つだけ選択
 

) 

□1 「セルフ・アーカイビング」という言葉も、その概要も知っていた 
□2 「セルフ・アーカイビング」という言葉は知っていたが、その概要は知らなかった 
□3 「セルフ・アーカイビング」という言葉は知らなかったが、そのような取組みがなさ
れていることを知っていた 

□4 「セルフ・アーカイビング」という言葉も、その概要も知らなかった 
 
【設問 15】リポジトリとその概要についてご存知でしたか。(一つだけ選択
 

) 

□1 「リポジトリ」という言葉も、その概要も知っていた 
□2 「リポジトリ」という言葉は知っていたが、その概要は知らなかった 
□3 「リポジトリ」という言葉は知らなかったが、そのような取組みがなされていること
を知っていた 

□4 「リポジトリ」という言葉も、その概要も知らなかった 
 
【設問 16-1】最近 3年の間に、セルフ・アーカイビングを行ったことがありますか。 
 
□1 ある   →【設問 16-2】へ 
□2 ない   →【設問 17へ】へ 
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【設問 16-2】（【設問 16-1】で □1 ある と回答した方にお聞きします。
 どのような形式で、セルフ・アーカイビングを行いましたか。 

） 

査読前論文、査読済み論文それぞれについてお答えください。(複数回答可
  

) 

●査読前論文全文を  
□1 自分のウェブページに 
□2 所属機関のウェブ あるいは 機関リポジトリに 
□3 主題リポジトリに 
□4 その他に（具体的にお書きください。例：My Open Archiveなどの論文共有サイト） 
 
 
□5 査読前論文をセルフ・アーカイビングしたことはない 
 
●査読済み論文全文を 
□1 自分のウェブページに 
□2 所属機関のウェブ あるいは 機関リポジトリに 
□3 主題リポジトリに 
□4 その他に（具体的にお書きください。例：My Open Archiveなどの論文共有サイト） 
 
 
□5 査読済み論文をセルフ・アーカイビングしたことはない 
 
【設問 17】今後、セルフ・アーカイビングをする意志はありますか、ありませんか。 

 
□1 大いにある 
□2 ややある 
□3 どちらとも言えない 
□4 あまりない 
□5 まったくない 
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4.研究成果の発表についてお聞きします。 

 
【設問 18】最近 3年間の論文(共著を含む

お答えください。 
)の本数を発表先とその際の記述言語別に 

       
□1 国内刊行の雑誌に和文で[     ]本 
□2 国内刊行の雑誌に欧文で[     ]本 
□3 海外刊行の雑誌に欧文で[     ]本 
□4 海外刊行の雑誌に和文で[     ]本 
 
【設問 19】最近 3年間に何冊の著書を出版しましたか。 

単著、共著別にお答えください。 
 
□   単著    [     ]冊 
□   共著   [          ]冊 
 

【設問 20】最後に、よろしければ、ご所属の機関名と主な学協会名をご記入ください。 
(所属機関について、大学所属の方は、大学名までをご記入ください

機関名[                                            ] 
) 

学協会名[                      ]  
 
 
 
設問はこれで終わりです。 

お手数ですが、記入漏れが無いか、もう 1 度ご確認ください。 

なお、調査でお答えいただいた内容は、統計的に処理を行うため、個人が特定されることはござ

いません。また，調査以外での使用はいたしません。 

 

調査にご協力いただき、誠に有難うございました。 
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